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1 

第１章 外部監査の概要および監査対象の概要  

 

第１ 外部監査の概要  

１ 外部監査の種類  

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項に基づく包括外部監査  

 

２ 選定した特定の事件（テーマ）  

広島県の知名度あるいは観光収益を向上させることを目的として広島

県が行っている事業、これに付随または関連する事業の事務（財務を含

む）執行及び事業管理について  

 

３ 事件を選定した理由  

平成 18 年に観光立国推進基本法が制定され、これを受けて、ひろしま

観光立県推進基本条例（以下「観光基本条例」という）が制定された。

（後述第２、３、（１）参照）  

この観光基本条例に基づき、平成 20 年 3 月に「ひろしま観光立県推進

基本計画」（以下「観光基本計画」という）が平成 25 年 3 月までの 5 年

計画として立案された。（後述第２、３、（２）参照）  

また、平成 24 年度には、広島県産品の販路拡大やブランド価値の向上

を図るとともに広島県への誘客を増加させることを目的として「ブラン

ド推進課」が設置され、同課が所管するブランドショップ「ＴＡＵ」が

平成 24 年 7 月、東京銀座にオープンした。  

知事はマニュフェストにおいて、観光に力を入れることを明記し、具

体的施策として、「瀬戸内 海の道一兆円構想」を掲げ、これを出発点と

して、「瀬戸内 海の道構想」プロジェクト事業が発足した。  

このように、県では、現在、広島県の知名度あるいは観光収益を向上

させることを目的とした複数の事業が行われており、これらは目的手段

において密接に関連するものといえ、その全体の検証が必要と考えられ

る。  

観光事業は、宮島や原爆ドームなど多くの観光資源を有する広島県が

力を入れるべき事業の一つであると考えられ、県民の関心も高いのでは

ないかと考えられるが、その具体的内容について、必ずしも県民に十分

周知されているとは言えないのではないかと思われる。  

また、相当程度の予算が観光事業およびこれに関連する事業に使われ

ているが、その効果は必ずしも明確ではない  

以上述べたところおよび 5 ヵ年にわたる観光基本計画の終了年という
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ことからも、これら関連する複数の事業の概要を広島県民に本報告書を

通じて紹介するとともに、これら事業を全体として検証することが必要

かつ有益と判断し、上記 2 記載の事件を今年度の包括外部監査のテーマ

とすることとした。  

 

４ 監査対象部署  

観光課、ひろしまブランド推進課および海の道プロジェクト・チーム

（いずれも商工労働局）  

 

５ 監査要点  

（１） 事務執行および管理が関係法令等に準拠し適法か。  

（２） 事務執行および管理が事業計画等の目的達成のために有効か

つ効率的に行われているか。  

（３） 事務執行および管理にかかる支出は経済的になされているか。 

（４） 事務執行および管理の外部委託につき、委託の要否の判断及び

委託先の選定方法等は適切か。  

（５） 執行された事務の成果について、適切な調査および基準に基づ

き評価がなされているか。  

（６） 他の地方公共団体等との連携は適切になされているか。  

 

６ 主な監査手続  

関係各課及びプロジェクトチームに対するヒアリング、関連資料の検

証および現地調査を行った。  

 

７ 外部監査の対象年度  

原則として、平成 24 年度（平成 24 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31

日）を監査の対象とし、必要に応じて現年度および過年度も対象とした。  

 

８ 外部監査の実施期間および補助者  

（１）外部監査の実施期間  

平成 25 年 6 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日まで  
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（２）包括外部監査人および補助者の資格と氏名  

包括外部監査人  弁護士  武 井 康 年 

補助者  弁護士  大 植  伸 

 公認会計士  黒 木  敬 

 弁護士  後 藤 紀 一 

 公認会計士  蟬 川 公 司 

 税理士  高 森 千 夏 

 弁護士  森 山 直 樹 

 

９ 利害関係  

上記包括外部監査人および同補助者らには、包括外部監査の対象とし

た事件につき、地方自治法第 252 条の 29 規定の利害関係はない。  

 

第２ 外部監査対象の概要  

１ 広島県における観光資源  

広島県には、世界文化遺産である原爆ドームや厳島神社、芸北地域の

神楽などの伝統芸能、熊野筆や宮島細工といった伝統的工芸品など、多

種多様な観光資源が存在する。  

また、瀬戸内海に点在する島々が織りなす多島美については、広島県

出身の学者「頼山陽」によって、「山紫水明」と表現され、地理学者のリ

ヒトホーフェンは、「広い区域にわたる優美な景色で、これ以上のものは

世界の何処にもないであろう。」と絶賛している。  

瀬戸内海は、昭和 9 年、わが国最初の国立公園に指定されている。  

 

２ 広島県における観光に関する現状  

（１）観光客数の概況  

平成 24 年の広島県の総観光客数は 5893 万人で、平成 23 年と比べて

361 万人（ 6.5％）増加しているが、基本計画策定前の平成 18 年と比較

すると微増にとどまっている。  

平成に入って以降の広島県の総観光客数を概観すると、平成元年以降

ほぼ順調に増加し、瀬戸内しまなみ海道が開通した平成 11 年に初めて

5000 万人を上回った。平成 16 年から平成 18 年までは、大型観光キャン

ペーンの効果もあり、 3 年連続して過去最高を更新したが、その後は伸

び悩み、平成 21 年以降は 5500 万人台で推移していた。平成 24 年は 6

年ぶりに過去最高を更新している（下表参照）。  
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県外観光客の発地別状況については、関東地方と近畿地方がそれぞれ

500 万人超で、この 2 地区の合計で県外観光客の半数近くを占めている。

以下、山陽地方、中部地方、九州地方、四国地方、山陰地方の順になっ

ている。前年と比べた場合、関東地方が 103 万人、近畿地方が 11 万人の

増加となっている。一方、山陽地方が 30 万人、中部地方が 23 万人の減

少となっている（下図参照）。  

 

図 発地別県外観光客数の割合  
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広島県を訪れる観光客の多くは日帰り客であり、全体の 9 割近くを占

めている。宿泊客は、前年より 44 万人増加し、4 年ぶりに 700 万人台と

なった。  

月別に見ると、最も観光客が多かったのは、8 月の 735 万人、次いで 5

月及び 11 月の 617 万人、10 月の 594 万人、4 月の 589 万人となっている。  

 

（２）外国人観光客の状況  

平成 24 年に広島県を訪れた外国人観光客は 67 万 7000 人であり、東日

本大震災があった前年と比べて 19 万人増加し、過去最高となっている。 

 

（３）観光消費額の状況  

平成 24 年に、観光客が広島県において交通費、宿泊料、みやげ品代、

飲食代、入場料などに消費した観光消費額の総額は 3356 億円で、前年に

比べて 311 億円（ 10.2％）の増加となった。また、観光消費額の総額を

総観光客数で除した 1 人当たりの観光消費額は、前年より 191 円（ 3.5％）

増加し、 5695 円となっている。  

観光消費額の総額及び 1 人当たりの観光消費額は、いずれも過去最高

値となった（下図参照）。  

 

図 観光消費額の推移  

 



6 

 

３ ５か年計画策定の経緯と計画の概要  

（１）ひろしま観光立県推進基本条例の制定  

広島県では、平成 11 年 3 月に「広島県観光振興プラン」を策定し、陸

海空及び東西南北に広がる交通網の活用と隣県の優良観光地との連携に

よる周遊観光ルートの形成や、国際観光の推進など、集客・交流人口の

更なる増加を目指した様々な観光振興施策を展開してきた。  

この観光振興プラン策定以降、少子高齢化の更なる進行、人口減少社

会の到来など社会情勢の変化に加え、個人のライフスタイルの変化に伴

う観光ニーズ・旅行形態の変化、若年層の旅行離れ、さらには団塊世代

の大量退職時代の到来や、東アジアを中心とした外国人観光客の急増な

ど、観光を取り巻く環境は大きく変化してきており、これらに的確に対

応していくことが求められている。  

こうした状況の中、平成 18 年の第 164 回通常国会において、制定以来

40 年余りが経過した観光基本法が改正されて「観光立国推進基本法」が

制定され、同法に基づく「観光立国推進基本計画」が閣議決定された。

同法 4 条は、地方公共団体について、同法 2 条が定める基本理念にのっ

とり、観光立国の実現に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、自主

的かつ主体的に、その地方公共団体の区域の特性を生かした施策を策定

し、実施する責務を有するものとしている。  

これを受け、平成 18 年 12 月の広島県議会において、観光立県を実現

するための「ひろしま観光立県推進基本条例」が制定され、平成 19 年 1

月に施行された。  

観光基本条例においては、観光立国推進基本法に定められた国の観光

施策に関する基本理念及び同施策の内容を基本的に踏襲しながら、広島

県の特色を加味した形で、観光立県を実現するための基本理念および県

が行うべき施策が定められている。  

 

（２）ひろしま観光立県推進基本計画の策定  

観光基本条例に基づき、観光立県の実現に関する施策の総合的かつ計

画的な推進を図るため、平成 20 年 3 月、「ひろしま観光立県推進基本計

画」が策定された。  

観光基本計画は、観光基本条例 7 条に基づき、観光立県の実現に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るために、その基本的方針、目標、

講じるべき施策その他必要事項を定めたものであり、計画期間は平成 20

年度から平成 24 年度までとされている。  
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同計画の基本方針は、以下の 5 つである。  

 

①  情報発信強化による「ひろしまブランド」の確立  

②  地域の特色を生かした魅力ある観光地づくり  

③  おもてなしの充実等による受入体制の整備促進  

④  国際観光の更なる推進  

⑤  広域連携の促進と適切な役割分担  

 

広島県においては、観光基本計画策定以来、この 5 つの基本方針に従

い、県、市町、観光事業者、観光関係団体、県民等が協働して、各施策

に取り組み各事業を実施してきた。  

 

４ 広島県における観光行政の構造及び事業概要  

（１）観光行政の組織体制  

観光立県を実現するための施策を実行する役割を担う部署は商工労働

局である。同局は、商工労働総務課、雇用労働政策課、職業能力開発課、

雇用基金特別対策プロジェクト・チーム、産業政策課、産業人材課、次

世代産業課、医工連携推進プロジェクト・チーム、経営革新課、県内投

資促進課、海外ビジネス課、ひろしまブランド推進課、観光課、海の道

プロジェクト・チームによって構成されている。  

このうち、観光施策および事業の遂行を主として担っているのは、観

光課、海の道プロジェクト・チームおよびブランド推進課である。  

 

（２）３つの観光関連事業の概要  

観光課は、前述した基本計画に基づいて、広く県の観光に関する諸事

業を進めている。  

ひろしまブランド推進課は、広島県の認知度を高め、価値を向上させ

ることを目的として平成 24 年度に新規に設立された課である。同課の事

業は、直接的には観光に関する事業を行っているものではないものの、

同課の事業の 1 つである広島ブランドショップ運営事業においては、東

京銀座で広島県産品等を販売する広島ブランドショップを運営しており、

これは広島県の知名度の向上や広島県への誘客に一定程度寄与するもの

であると考えられるため、同課が行う事業は観光行政と密接に関連する

ものと位置付けられる。  

海の道プロジェクト・チームは、瀬戸内海に点在する地域資源を相互

に連携させるとともに、エリア全体の魅力アップと観光産業をはじめと
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する地域産業の活性化に取り組むことによって、国内外から誘客促進を

図るために平成 22 年 1 月 27 日に設置された。平成 24 年度は、この趣旨

に沿って諸事業が行われている。  

 

５ 観光課の事業概要  

観光課の事業は、基本的に 4 つのワークから構成されている。その 4

つのワークとは、観光基本計画の「観光振興に関する基本方針」の中で

挙げられた次のものである。  

 

① 情報発信ワーク  

② 観光地づくりワーク  

③ おもてなしワーク  

④ 国際観光ワーク  

 

本監査においては、下記のとおり 4 つのワークから主要事業 (最も予算

執行額の大きい事業 )を抽出して監査対象とし、それに県の財政援助団体

であり、観光行政において重要な役割を担っている一般社団法人広島県

観光連盟を対象として加え、監査を実施した。  

 

① 情報発信ワークの中の主要事業である「観光地『ひろしまブラ

ンド』構築推進事業」  

② 観光地づくりワークの中の主要事業である「中山間地域観光振

興計画支援事業」  

③ おもてなしワークの唯一の構成事業である「おもてなし向上県

民運動推進事業」  

④ 国際観光ワークの中の主要事業である「インバウンド強化事業」 

⑤ 一般社団法人広島県観光連盟  

 

６ ひろしまブランド推進課の事業概要  

ひろしまブランド推進課の分掌事務は、以下のとおりである（広島県

行政組織規則 12 条）。  

 

①  ひろしまブランドに関する基本的事項の企画及び総合調整  

②  広島ブランドショップに関すること（観光課及び農林水産局販

売推進課の所掌に属するものを除く。）  

③  伝統的工芸品産業の振興に関すること  
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④  県産品の開発及び販路拡大に関すること  

⑤  中小企業による地域資源を活用した事業活動の促進に関する

法律に関すること  

 

平成 24 年度のひろしまブランド推進課の予算の約 9 割が広島ブランド

ショップに関するものであることなどから、監査の対象は広島ブランド

ショップに関する事業、及びそれに関連する事業に限ることとした。  

 

７ 海の道プロジェクトの事業概要  

「海の道構想」の推進、実現のために瀬戸内の地域資源人材等を活用

して、集客や新たな産業づくり、地域の魅力向上につながる事業として、

平成 22 年度に試験的に 12 件の助成事業が行われた。  

これを受け、平成 24 年度には「海の道構想」プロジェクト事業として、

以下の 3 つのカテゴリーに分けた事業が実施された。本監査ではこれら

平成 24 年度の事業を監査対象とした。  

 

ア 瀬戸内プラットフォーム構築事業  

① 広島県「瀬戸内 海の道構想」事業計画策定支援業務  

② 「瀬戸内ブランド」推進業務  

③  平成２４年度ビジット・ジャパン地方連携事業  

イ 瀬戸内ブランド形成事業  

① 尾道県営２号上屋 企画提案者の信用調査業務  

② 島旅クルージングモデル事業実施計画策定業務  

③ 「瀬戸内 食のトップブランド」ブランディング推進業務  

④ 瀬戸内ツーリズム推進事業  

⑤ アート周遊メニュー開発事業  

⑥  宮島弥山展望休憩所関係工事等に関するアドバイザー業務  

ウ 「瀬戸内しまのわ２０１４」実施事業  

① 「瀬戸内の豊かな未来を考えるシンポジウム」運営業務  

②  地域イベント魅力向上支援業務  

 

第３ 監査の基本的な指針  

本監査においては、前記第１、５記載の監査要点を視座とし、下記の

指針を基本として監査を行った。  
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１ 適法性・効率性・経済性  

本監査は、適法性、効率性、経済性を指針として行ったが、これは以

下の地方自治法の規定に基づくものである。  

ａ ２条１４項  

住民の福祉の増進に努めるとともに、最小の経費で最大の

効果を挙げるようにしなければならない。  

ｂ ２条１５項  

組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団

体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。 

ｃ ２条１６項  

地方公共団体は、法令に違反してその事務を処理してはな

らない。  

 

２ 適法性の判断法  

事務執行及び管理が関係法令等に準拠し適法か。  

（１）条例に適合しているか  

観光基本条例は、基本的に法に従いつつ、広島県の特殊性を取り入れ

て制定されている。一方、観光基本計画は、それを実現するための具体

的施策を定めるものとなっている。したがって、県の基本計画に記載さ

れた「講じるべき施策」に基づく具体的事業が、抽象的には基本条例 2

条を基本理念に、具体的には条例 9 条～ 22 条の、県の講じるべき施策の

内容に即して、合目的的、効率的、経済的に行われているかを監査した。  

なお、ひろしまブランド推進課の広島ブランドショップ運営事業につ

いては、直接的には基本条例を実現する具体的施策ではないものの、基

本条例 16 条で規定されている取組に該当すると考えられることから、か

かる観点からの監査を行った。  

 

（２）県の内部規則等  

本監査にあたっては、上記条例の他、広島県契約規則、広島県補助金

等交付規則、委託・役務業務契約事務の手引き、指名競争入札等事務処

理要領、物品調達等の契約に係る暴力団等排除措置要領等を参照した。  

 

３ 契約方式・内容、契約締結先選定手続の適法性  

事務執行及び管理の外部委託につき、契約方式・内容、委託先の選定

方法等は適切か、については下記のような指針に基づき監査を行った。  
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（１）総説  

地方自治法は、地方自治体の契約につき一般競争入札を原則とし、随

意契約は一定の要件を満たした場合にのみ締結できるとなっている（地

方自治法 234 条 2 項、地方自治法施行令 167 条の 2）。  

契約締結の手続面については、広島県契約規則（以下「契約規則」と

いう） 1 条によると「県が締結する契約に関する事務の取扱いについて

は、法令、条例または他の規則に別に定めがある場合を除くほか、この

規則の定めるところによる」と定め、2 条（契約書の作成等）1 項は「知

事または契約について知事の委任を受けたもの若しくは機関（以下「担

当職員」という）は、一般競争入札若しくは指名競争入札により落札者

を決定したとき、又は随意契約の相手方を決定したときは、契約の目的、

契約金額、履行時期及び契約保証金に関する事項のほか、次に掲げる事

項を記載した契約書を作成しなければならない。ただし、契約の性質ま

たは目的により該当のない事項については、この限りでない。」と定め、

以下の各号に掲げる事項を規定している。  

一 . 契約履行の場所  

二 . 契約金の支払または受領の時期及び方法  

三 . 監督及び検査  

四 . 履行の遅滞その他債務不履行の場合の遅延利息、違約金その他

の損害金  

五 . 危険負担  

六 . かし担保責任  

七 . 契約に関する紛争の解決方法  

八 . その他必要な事項  

 

（２）随意契約の要件  

随意契約とは国、地方公共団体などが競争入札によらずに、任意に決

定した特定の相手と締結する契約をいう。随意契約は、競争入札と比べ

て早期に契約を締結する必要がある場合、緊急を要する場合（一般競争

入札では入札者の公募や質問書の受付などのために 2 ヶ月程度の期間を

要する）、契約金額が少額の場合、競争契約を行っても入札者がいなかっ

た場合などにおいては、随意契約による方が合理的であり効率的である

が、自治体が契約相手を自由に選べるため、チェックが働きにくく、予

算の効率化、公平性、透明性の点でデメリットがある。  

随意契約が許される要件として、地方自治法施行令に基づいて作成さ
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れた広島県の「委託・役務業務契約事務の手引（第 2 版）平成 22 年 4

月 1 日」の注意書きによると、観光事業に関する契約の随意契約の要件

として、予定価格が一定額（ 100 万円）を超えない場合と、その性質又

は目的が競争入札に適しないものとして以下に掲げる事項を満たすこと

を求めている。  

 

①  法令等により受託者が特定されるもの  

②  要綱・国通知等により、受託者が特定されるもの  

③  各都道府県が共通の受託者と契約するもの  

④  受託者を選択できないもの  

⑤  業務の特殊性から受託者が特定されるもの  

⑥  企画・提案を公募して選定した業者と契約するもの（プロポー

ザル方式）  

 

なお、随意契約の中には、いわゆるプロポーザル方式の随意契約とい

うものがある（企画提案公募）。プロポーザル方式の随意契約とは、複数

の業者から企画提案や技術提案を提出させ、提案内容を審査し、企画内

容や業務遂行能力が最も優れた者と契約する方式である。  

 

（３）プロポーザル方式の契約について  

平成 24 年度までは、プロポーザル手続の実施方法について特に全県的

な決まりはなかったが、平成 25 年 3 月 15 日に「公募型プロポーザル事

務処理要領」が制定され、以後、プロポーザル手続はそれに沿ってなさ

れるようになっている。  

プロポーザル方式の契約は、単に金額の多寡により決定するものでは

なく、企画･提案を公募し、提案内容を審査して契約締結先を決定するも

のであるから、審査を行う審査委員が専門性を有していることが肝要と

なる。  

プロポーザル方式の契約については以上の観点から契約締結先選定手

続きの適法性の監査を行った。  

 

（４）契約条項の監査  

ア 監督・検査条項  

監督・検査条項とは、県が必要と認めたときには委託業務の処理状況

について随時に調査を行い、または報告を求めることができるという条

項である。  
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県は、この条項に基づいて必要であればいつでも業務執行状況につい

て調査に入ることができる。この規定がない場合、当該委託契約が（準）

委任契約である場合は、受任者には委任事務の状況の報告義務は課せら

れている（民法 645 条）ものの、委任者の立ち入り権限までは規定され

ていない。  

本監査においては、委託契約が契約当事者の合意によっては、その法

的性質が委任なのか請負なのかはっきりしない場合があることも考慮し、

監督･検査条項の必要性について監査を行った。  

 

イ いわゆる反社条項  

「反社条項」とは、暴力団等の反社会的勢力と契約をしない、あるい

はすでに契約している場合には、契約を解除できることとし、暴力団等

が取引関係に関与できないようにする条項である。  

広島県でも「広島県暴力団排除条例（平成 22 年 12 月 27 日）」が制定

され、 13 条（契約時における措置等） 1 項は、「事業者は、その行う事

業に関して書面による契約を締結する場合において、当該契約が暴力団

の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるものである疑い

があると認められるときは、当該契約の相手方が暴力団員等でないこと

を確認するよう努めなければならないとしたうえで、2 項は、「  何人も、

自己が締結しようとしている契約が暴力団の活動を助長し、又は暴力団

の運営に資することとなることを知って、当該契約を締結してはならな

い。ただし、法令上の義務又は情を知らないでした契約に係る債務の履

行としてする場合その他正当な理由がある場合は、この限りでない。」

と規定し、3 項は、「事業者は、その行う事業に関して書面による契約を

締結するときは、契約の相手方が暴力団員等であることが判明したとき

は催告をすることなく当該契約を解除することができる旨を定めるよ

う努めなければならない。」と規定している。  

本監査においては、県が条例を制定し反社会的勢力の排除に注力して

いるのであるから、県の発注する事業の契約については、この条項を規

定することが望ましいという立場から監査を行った。  

 

ウ 危険負担条項  

通常、危険負担は、契約当事者双方が義務を負担するいわゆる双務契

約において、「債務者の責めに帰すべからざる事由により債務が履行不能

になった場合」に、その債務者はその義務（債務）の対価を請求できる

かという形で問題となる。そして、「特定物に関する物権の設定又は移転」
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が双務契約の目的となっている場合を除き、いわゆる債務者主義が適用

され、その債務者は対価を請求できない（民法 536 条）。危険負担条項を

契約書に記載しなくても、民法上の危険負担条項の適用により広島県に

不利益が及ぶ可能性は低い。このため、危険負担条項についてはこれが

欠落している場合にも欠落の事実を指摘するのみとした。  

 

エ かし担保条項  

かし担保責任とは、契約の目的物にかしがある場合に、その物を提供

した側の責任を規定するものである。民法では、売買（民法 565 条ない

し 570 条）、贈与（同 551 条）、使用貸借（同 596 条）、賃貸借（同 616

条）、請負（同 634 条ないし 636 条）の各契約に関してかし担保責任の規

定がある。  

ところで、例えば広告雑誌の掲載内容の企画立案と掲載を業者に委託

する場合、それが準委任契約（民法 656 条）なのか、請負なのか、それ

とも両者の混合契約なのか、明確でない面がある。準委任契約とされれ

ば、原則として完全履行を請求でき、それが達成されなければ契約解除

及び損害賠償請求が可能である。しかし、請負契約とされれば、かしに

よって契約目的が達成できないときを除き、一定の場合に出来上がった

物の修補（場合によっては加えて損害賠償請求）しか請求できず、契約

の解除はできない。  

本監査においては、契約性質上、民法の如何なる契約と認定され、ど

のかし担保責任条項が適用されるか明確な判別の出来ないような契約の

場合には、かし担保責任の有無や内容が明確となるような条項を入れる

べきであるという立場から監査を行った。  

 

オ 合意管轄条項  

合意管轄条項とは、契約に関連して甲乙間に生じる紛争を解決するた

めに訴訟を起こす場合、特定の裁判所で行うということをあらかじめ契

約当事者で合意しておくものである。  

このような管轄に関する合意は、第一審の裁判所（地方裁判所または

簡易裁判所）だけ合意することが許されるが（民事訴訟法 11 条）、県が

締結する契約関係につき、裁判上の争いになった場合、第一審裁判所の

管轄がどこになるのかは、隔地者間の契約では、訴訟の費用、時間の面

で大きな差異が出る。  

本監査においては、遠隔地の当事者と契約を結ぶ場合にはかかる条項

を規定することも検討されるべきであるとの立場から監査を行った。  
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カ 個人情報保護条項  

個人情報の保護は、法律上の要請であるから、本監査においては、個

人情報保護に関する条項は契約書中に入れるべきとの立場から監査を行

った。  

 

第４ 監査の結果の表記方法  

本監査では、次の 4 つの種別によって結果を表記する。  

 

指摘 不適正であることが明らかであり、速やかに是正・改善を求

める必要がある事項及び長期未納があるもの  

 

意見 指摘事項には至らないが、改善又は改善についての検討を求

める必要がある事項  

 

付記 指摘事項・意見に該当しない注意喚起、問題提起及び要望事項  

 

参考 監査対象部署に対する監査の過程で認知した監査対象外の部

署の所管事項に関する注意喚起事項等  
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第２章 観光課事業の監査結果  

 

第１ 総論  

１ 事業全体の概要  

観光課の事業は、基本的に 4 つのワークから構成されている。その 4

つのワークとは、観光基本計画の「観光振興に関する基本方針」の中で

挙げられた次のものである。  

① 情報発信ワーク  

② 観光地づくりワーク  

③ おもてなしワーク  

④  国際観光ワーク  

そして、下表からもわかるように観光課の予算執行額のうち情報発信

ワークが全体の 1/2 以上を占めている。  

 

表　観光課予算執行額一覧表 (単位：円)

記載
箇所

委託料
負担金
補助金

事務費等 Total 割合

289,114,741 273,285,508 39,349,870 601,750,119 100.00%

情報発信ワーク 190,333,842 114,391,000 9,948,491 314,673,333 52.29%

観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 第3,7 171,824,985 87,095,000 311,905 259,231,890 43.08%

中国5県連携事業 0 5,000,000 500,900 5,500,900 0.91%

観光情報システム運営事業 第7 5,469,450 0 233,361 5,702,811 0.95%

全国広域観光振興事業 0 4,300,000 162,410 4,462,410 0.74%

広島県観光事業振興負担事業 第7 0 16,496,000 0 16,496,000 2.74%

観光相談員設置運営事業 0 0 4,541,639 4,541,639 0.75%

観光プロモーター設置運営事業 0 0 3,571,711 3,571,711 0.59%

アニメ映画「ももへの手紙」を活用した誘客促進事業 8,503,407 1,500,000 176,160 10,179,567 1.69%

観光地「ひろしま」首都圏広報事業 4,536,000 0 450,405 4,986,405 0.83%

観光地づくりワーク 38,633,054 108,360,401 877,995 147,871,450 24.57%

中山間地域観光振興推進事業 第4 3,294,000 94,384,561 165,675 97,844,236 16.26%

教育旅行誘致促進事業 11,812,759 1,000,000 279,890 13,092,649 2.18%

瀬戸内海クルーズ推進事業 23,526,295 9,235,000 388,995 33,150,290 5.51%

瀬戸内サイクリング推進事業 0 3,740,840 43,435 3,784,275 0.63%

おもてなしワーク 15,634,031 6,187,107 0 21,821,138 3.63%

「観光地ひろしま」おもてなし向上推進事業 第5 15,634,031 6,187,107 0 21,821,138 3.63%

国際観光ワーク 29,860,014 44,347,000 13,143,304 87,350,318 14.52%

インバウンド強化事業 第6 29,860,014 19,327,000 11,002,582 60,189,596 10.00%

インバウンド戦略推進事業 0 25,020,000 2,140,722 27,160,722 4.51%

その他 14,653,800 0 15,380,080 30,033,880 4.99%

ひろしま観光立県推進基本計画策定事業 0 0 1,278,235 1,278,235 0.21%

広島FMP管理運営事業 0 0 6,089,788 6,089,788 1.01%

広島県観光立県推進企画事業 4,725,000 0 1,271,057 5,996,057 1.00%

観光市場実態調査事業 9,928,800 0 0 9,928,800 1.65%

観光基盤施設整備事業 0 0 6,741,000 6,741,000 1.12%

監査実施対象額： 226,082,480 223,489,668 11,713,523 461,285,671 76.66%

監査実施対象外： 63,032,261 49,795,840 27,636,347 140,464,448 23.34%

事業名称

観光課予算総額
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委託料、負担金および補助金の交付先は、事業によって様々である。

後述する説明内容の理解の助けとして、勘定科目別・事業別にそれぞれ

の交付先および金額の明細をここで示しておく。  

 

表　観光課における委託料一覧 (単位：円)

勘定科目 事業名称 支出先
記載
箇所

金額 割合

委託料 観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 電通西日本 第3 140,148,655 48.48%

東川篤哉 第3 1,000,000 0.35%

ワタナベエンターテインメント 第3 3,000,000 1.04%

電通西日本 第3 8,373,750 2.90%

神戸新聞事業社 第3 9,765,000 3.38%

西鉄エージェンシー 第3 4,200,000 1.45%

サンフィールド 第3 210,000 0.07%

理工事務機 第3 5,355 0.00%

産興 第3 1,794,000 0.62%

大成印刷 第3 288,250 0.10%

広島リビング新聞社 第3 2,988,000 1.03%

ミィオフィス 第3 51,975 0.02%

観光情報システム運営事業 広島県観光連盟 第7 5,469,450 1.89%

アニメ映画「ももへの手紙」を活用した誘客促進事業 広島毎日新聞広告社 210,000 0.07%

中国放送 8,293,407 2.87%

観光地「ひろしま」首都圏広報事業 産興 4,536,000 1.57%

中山間地域観光振興推進事業 西日本高速エンジニアリング中国 第4 945,000 0.33%

神戸新聞事業社 第4 2,150,000 0.74%

TSSプロダクション 第4 199,000 0.07%

教育旅行誘致促進事業 中国地方総合研究センター 11,812,759 4.09%

瀬戸内海クルーズ推進事業 JTB中国四国 12,578,100 4.35%

ジャパンインターナショナル総合研究所 4,982,250 1.72%

産興 5,965,945 2.06%

「観光地ひろしま」おもてなし向上推進事業 中国総合研究センター 第5 6,912,260 2.39%

県立広島大学 第5 8,721,771 3.02%

インバウンド強化事業 オリコム 第6 29,860,014 10.33%

広島県観光立県推進企画事業 ミィオフィス 4,725,000 1.63%

観光市場実態調査事業 ザメディアジョン 9,928,800 3.43%

289,114,741 100.00%T o t a l  

表　観光課における負担金一覧 (単位：円)

勘定科目 事業名称 支出先
記載
箇所

金額 割合

負担金 観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 広島県観光連盟 第3 40,000,000 25.38%

瀬戸内ひろしま誘客促進協議会 第3 10,000,000 6.35%

大河ドラマ「平清盛」広島県推進協議会 第3 26,750,000 16.98%

中国5県連携事業 DISCOVERWEST連携協議会 5,000,000 3.17%

全国広域観光振興事業 日本観光振興協会 4,300,000 2.73%

広島県観光事業振興負担事業 広島県観光連盟 第7 6,114,000 3.88%

日本観光振興協会 760,000 0.48%

日本観光振興協会中国支部 120,000 0.08%

中国地域観光推進協議会 50,000 0.03%

国際観光振興機構 1,150,000 0.73%

アニメ映画「ももへの手紙」を活用した誘客促進事業 広島県・愛媛県広域観光連絡会 1,500,000 0.95%

中山間地域観光振興推進事業 広島地区観光情報発信事業実行委員会 第4 300,000 0.19%

広島県・島根県観光連携協議会 第4 10,150,000 6.44%

ひろしま雪山誘客促進協議会 第4 2,300,000 1.46%

教育旅行誘致促進事業 広島県教育旅行誘致協議会 1,000,000 0.63%

瀬戸内サイクリング推進事業 瀬戸内サイクリングツーリズム協議会 3,740,840 2.37%

インバウンド強化事業 広島県国際観光テーマ地区推進協議会 第6 19,327,000 12.26%

インバウンド戦略推進事業 広島県国際観光テーマ地区推進協議会 18,520,000 11.75%

瀬戸内国際観光テーマ地区推進協議会 3,000,000 1.90%

中国地域観光推進協議会 3,500,000 2.22%

157,581,840 100.00%T o t a l  
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表　観光課における補助金一覧 (単位：円)

勘定科目 事業名称 支出先
記載
箇所

金額 割合

補助金 観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 宮島音戸航路実行委員会 第3 9,345,000 8.08%

阪急交通社 第3 250,000 0.22%

JTB中国メディア 第3 250,000 0.22%

神戸新聞旅行社 第3 250,000 0.22%

サンビクトリー 第3 250,000 0.22%

広島県観光事業振興負担事業 広島県観光連盟 第7 8,302,000 7.18%

中山間地域観光振興推進事業 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 第4 13,876,946 11.99%

備北観光ネットワーク協議会 第4 8,425,735 7.28%

安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 第4 9,000,000 7.78%

はつかいち自然体験型観光推進事業実行委員会 第4 2,815,000 2.43%

安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会 第4 14,650,000 12.66%

世羅町広域観光推進実行委員会 第4 16,046,880 13.87%

北広島キャンペーン実行委員会 第4 6,820,000 5.89%

まちおこし観光メニュー策定実行委員会 第4 10,000,000 8.64%

瀬戸内海クルーズ推進事業 ひろでん中国新聞旅行 350,000 0.30%

江田島市観光協会 1,500,000 1.30%

竹原市 403,000 0.35%

瀬戸内海クルーズ 948,000 0.82%

アクアネット広島 580,000 0.50%

バンカー・サプライ 1,000,000 0.86%

おのみちバス 278,000 0.24%

藤井一彦 1,000,000 0.86%

日本旅行 488,000 0.42%

龍馬料理開発委員会 500,000 0.43%

三原市ふるさと情報発信事業推進協議会 369,000 0.32%

JTB九州 300,000 0.26%

山陽開発 400,000 0.35%

日本旅行 1,119,000 0.97%

「観光地ひろしま」おもてなし向上推進事業 尾道市 第5 1,734,938 1.50%

広島市 第5 2,129,946 1.84%

大河ドラマ「平清盛」廿日市市推進協議会 第5 2,322,223 2.01%

115,703,668 100.00%T o t a l  

 

監査対象である平成 24 年度は、観光課事業において重要な年度と位置

づけられる。その理由は次のとおりである。  

周知のとおり、平成 24 年 1 月から NHK による大河ドラマ「平清盛」

の放映が開始され、平成 25 年 7 月から 9 月まではＪＲグループにより「デ

スティネーションキャンペーン 1」が実施されている。2 年にわたり広島

県に関連した重要なイベントが行われることから、平成 24 年度は「平清

盛」の放映に合わせた現地の取り組みや、次年度に控える「デスティネ

ーションキャンペーン」の実施に向けた受入態勢の整備などが必要とな

る年度であった。  

                                            
1デスティネーションキャンペーン（ＤＣ）：ＪＲグループ旅客 6 社（北海道・東

日本・東海・西日本・四国・九州）と指定された自治体、地元の観光事業者等が

協働で実施する大型観光キャンペーン。デスティネーション（ =目的地・行き先）

と、キャンペーン（＝宣伝）の合成語。  
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そのような事情を背景として、広島県は、平成 23 年 12 月に「観光地

『ひろしまブランド』コンセプト」を策定した。これは、観光地「ひろ

しまブランド」を構築・推進するための基本方針を取りまとめたもので

ある。ここで、広島県は、「瀬戸内ひろしま、宝しま」というブランドキ

ーワードおよびブランドロゴを策定し、県の観光施策として、①瀬戸内

をひろしまの観光イメージの起点に据える②ひろしまにある多彩な観光

資源に光を当て発信する③首都圏等の 20～ 30 歳代女性にフォーカスす

るというコンセプトを打ち出した。  

 

ブランドロゴ

 

 

そして、平成 23 年から平成 25 年までの 3 年間を、同コンセプトに基

づく集中的な大型観光キャンペーンの実施年度と位置付けている。  

また、その中で、広島県の魅力をより広範に理解してもらうため、広

島の情報発信を実施することとなった。これが「おしい！広島県」とい

うキャッチコピーを使った宣伝・広告である。「おしい！広島県」は平成

24 年 3 月から実施したものであったが、反響が大きいと判断されたこと

から、平成 24 年 6 月に急遽補正予算を組み、同コピーを用いた更なる情

報発信が行われている。  

 

２ 平成 24 年度観光課事業全体の枠組み  

平成 24 年度は、観光基本計画の最終年度であるとともに、3 年間の大

型観光キャンペーンの中間の年度に当たる。  

そのような事情を反映して、平成 24 年度の観光課事業は、次のような

枠組みで構成されている。すなわち、基本的には、観光基本計画で基本

方針とされた上記①～④のワークを 4 つの柱として構成され、各ワーク

がさらにいくつかの事業によって構成されているが、各ワーク（特に情
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報発信ワーク）を構成する各事業の内容は、平成 23 年 12 月に策定され

たコンセプトが色濃く反映された内容となっている。  

 

３ 本監査の対象  

本監査においては、下記のとおり 4 つのワークから主要事業 (最も予算

執行額の大きい事業 )を抽出して監査対象とし、それに、県が補助金等を

支出している団体であり観光行政において重要な役割を担っている一般

社団法人広島県観光連盟を対象として加え、監査を実施した。  

① 情報発信ワークの中の主要事業である「観光地『ひろしまブラ

ンド』構築推進事業」  

② 観光地づくりワークの中の主要事業である「中山間地域観光振

興計画支援事業」  

③ おもてなしワークの唯一の構成事業である「おもてなし向上県

民運動推進事業」  

④ 国際観光ワークの中の主要事業である「インバウンド強化事

業」  

⑤ 一般社団法人広島県観光連盟  

監査対象とした 4 事業 1 法人に対する予算執行額合計は 4 億 6128 万円

であり、観光課における予算執行総額の 76.66％を占めている。したが

って、観光課事業のうち上記①～⑤をもって、観光課の事業執行の全体

的適正性を監査する対象としては十分であると判断した。  

以下、第２において観光課事業全体に共通する事項についての監査結

果を述べ、第３から第７までにおいて上記①～⑤についての個別の監査

結果を述べることとする。  

 

第２ 観光課事業全体に共通する事項に関する監査結果  

１ はじめに  

まず観光課事業全体に共通する以下の 5 点の問題について監査結果を

述べることとする。  

  事業効果の検証方法の問題点  

  事業策定時の事前調査に関する問題点  

  事後調査の問題点  

  契約書記載条項に関する問題点  

  プロポーザル方式による随意契約の問題点  
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２ 事業効果の検証方法の問題点  

（１）効果検証の重要性  

観光基本条例は、その目的の１つとして、観光立県の実現による「本

県経済の持続的な発展」を挙げる（ 1 条）。また、観光基本計画は、「観

光立県ひろしま」の実現を謳い、観光客数、宿泊者数および観光消費額

の増加について、具体的な数値目標を設定している（「観光基本計画Ⅳ観

光立県の実現に関する計画期間と目標数値」）。  

しかしながら、観光客数や観光消費額などは、国内外の経済情勢や政

治情勢、気象条件、時々のブーム等様々な要素に左右されるものと考え

られる。したがって、その数値の変化が必ずしも広島県の観光施策およ

び事業の良し悪しをそのまま反映するものでもなく、また、それら施策

および事業の効果が即時に顕れるとも限らない。まして、「観光立県ひろ

しま」の実現となると、 5 年間という観光基本計画の期間をもってして

も決して十分なものとは言えないと考えられる。  

このようなことから、観光事業の効果を適正に評価することは、非常

に困難な作業であると考えられる。しかしながら、そうであるからこそ、

その評価作業は、的確に、かつ、ある程度大局的・長期的な観点から行

われる必要がある。  

 

（２）現在の効果検証体制  

「施策マネジメントにおけるワーク別管理シート」  

ア ワーク別の目標設定  

観光課における事業評価は、現在、他の課における事業同様、県が作

成した「施策マネジメントにおけるワーク別管理シート」（以下「ワーク

別管理シート」という）に従って行われている。  
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上に掲載したワーク別管理シートのページに従い、観光事業に関して

説明すると、同シートは観光事業を  

 

①  情報発信・プロモーション活動の強化  

②  地域の特色を活かした魅力ある観光地づくり  

③  おもてなしの充実等による受入体制の整備促進  

④  国際観光の更なる推進  

⑤  「海の道構想」の推進  

⑥  広島空港の利用促進・利便性の向上による観光客の誘致  

 

という６つの目的（ワーク）ごとに分類し、それぞれのワークの成果目

標を設定して、ワーク全体の目標達成の有無を確認することとしている。 
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情報発信・プロモーション活動の強化というワークについては、「じゃ

らん宿泊旅行調査『今後の来訪意向ランキング』全国 10 位以内」、「県の

情報発信（ホームページ、パンフレット等）をきっかけとした観光客の

割合において前年実績（ 8.3％）を上回る」という二つの目標を設定し、

さらに①ないし⑥のワーク全体の目標として、総観光客数を前年より

530 万人増加させることを目標に定めている。ちなみに、上記来訪意向

ランキングの結果は全国 20 位であり目標を達成できなかったが、上記観

光客の割合については 8.4％で目標を達成している。全体の目標である

県内総観光客数は 361 万人増にとどまり、目標を達成できていない。  

また、ワークごとに「現状と課題・要因」欄に成果目標の達成に向け

た現状の問題とその背景・要因と思われる点を記載し、「取組の仮説」欄

に現状の問題の解決に向けた仮説（シナリオ）を記載することとなって

いる。  

 

イ ワークを構成する事業ごとの目標の設定と評価  

上記 6 つのワークを構成する具体的な事業ごとに、別途「目指すべき

成果」（＝目標）を設定する。ただし、この事業ごとの目標が、ワークの

目標（上記来訪意向ランキングおよび観光客の割合など）と同じ場合も

あれば違う場合もある。そして、その目標を達成したか、そのためのコ

ストが予算内に収まったかによって、 1 から 9 までの点数を付けるとい

う方法で事業の評価を行っている。  

後述する「ひろしまブランド化キャンペーン事業」は、上記①の情報

発信・プロモーション活動の強化のワークを構成する事業に分類されて

いる。  

そして、この事業の「当該年度の目指すべき成果」としては、「じゃら

ん」宿泊旅行調査「今後の宿泊意向ランキング」全国 10 位と県内総観光

客数 530 万人増（平成 23 年度 5532 万人）とが設定されている。  

ただし、「ひろしまブランド化キャンペーン事業」の「平成 24 年度実

績評価」においては、「当該年度の目指すべき成果」を達成したか否かと

は関係なく、上述したワークの二つの目標である「じゃらん宿泊旅行調

査『今後の来訪意向ランキング』全国 10 位以内」及び「県の情報発信（ホ

ームページ、パンフレット等）をきっかけとした観光客の割合において

前年実績（ 8.3％）を上回る」の達成にどの程度貢献したか、そして想定

通りの予算で収まったかという２つの指標によって、１から９の数字で

評価される。「ひろしまブランド化キャンペーン事業」については、想定

どおりの予算で収まったが「今後の来訪意向ランキング」の目標達成に
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は想定どおり貢献できなかったと評価されため貢献度は「８」、「県の情

報発信をきっかけとした観光客の割合」の目標達成には想定どおり貢献

できたので貢献度は「４」という評価がなされている。  

また、こうしたワークを構成する事業の具体的な評価や実施上の問題

点については、「取組の仮説に対する効果見込（検証）」と「実施上の問

題点とその背景・要因」という欄が設けられ、そこに記載されることに

なっている。  

 

ウ ワーク別管理シートを利用した事業評価の改良すべき点  

観光課事業も以上のようなワーク別管理シートの形で評価され、記録

として残されている。しかし、このような評価方法および記録保存方法

には、次のような問題点がある。  

第一に、成果指標の適切な設定がなされなければ、事業が正当に評価

されないという点である。この成果指標は観光課事業においては同課職

員が設定しているが、それが構成事業の有効性を適正に評価できるもの

であるかを判断するノウハウの蓄積が同課において十分になされている

とは言えない状況にある。  

第二に、評価指標の数が少ないために、事業の成果に対する多面的な

評価が難しいという点である。「広島ブランド化キャンペーン事業」の例

では、基本的に「今後の来訪意向ランキング」および「県の情報発信を

きっかけとした観光客割合」という 2 つの数字による指標の達成に貢献

したか否かで評価されているが、このように指標が大括りのものでその

数が少ない場合、事業自体にはある程度効果があったとしても、指標の

達成には貢献していないということで低い点数がついてしまい、有効で

あった部分の評価が残らないことになる。  

第三に、多くの事業が他の事業と併せて 1 つのワークを構成するもの

として一括して評価されることとなりかねず、構成事業ごとの具体的な

評価や反省点等を残しにくい形式になっている点である。  

第四に、構成事業の評価が、基本的に 1 ないし 9 の数字でしか残され

ておらず、しかもその数字が構成事業ごとに設定した「当該年度の目指

すべき成果」の達成の有無とは無関係に付けられるという点である。こ

うした評価方法では、構成事業ごとの適正な評価を行うことができない

おそれがある。  

第五に、観光関連事業に関していえば、観光客側の視点に立った具体

的な評価がない点である。ランキングや観光客数の増減という指標では、

事業ごとに関する直接的な観光客側の反応が判別できない。（参考）  
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（３）観光課として取るべき評価方法  

ア ワーク別管理シートの利用の改善  

ワーク別管理シートを利用した事業評価の手法は、平成 24 年より導入

されている。それにより、事業ごとの目標を設定して体系的な評価を行

い、記録として残すことの重要性についての意識付けが行われたことは

評価されてよい。しかし、同シートを利用した事業評価には、上述のと

おり今後改良していくべきと思われる点がある。  

したがって、観光課事業においてワーク別管理シートを利用して事業

評価を行う場合には、適切な事業評価を行うために、成果指標の設定は

観光課内部だけで行うのではなく専門家や業者のアドバイスを取り入れ

るようにすべきである。（意見）  

また、事業の成果に対する多面的な評価を行うために、細かな指標設

定をしてきめ細かな評価を行って行くことが望ましい。（意見）  

 

イ ワーク別管理シート以外の方法での評価  

また、上述のとおり、ワーク別管理シートは実施した各事業の評価を

行い反省点・改善点を残す書類としては十分なものとはいえない。しか

しながら、観光課においては、ワーク別管理シート以外に各事業の反省・

改善すべき点を文章として残しているものとしては、聴取表、予算要求

資料あるいは担当者の引継書等があるものの、統一的な書式はない。こ

のため、 1 年間掛けて各事業を行う過程で得られたノウハウを観光課全

体の財産として確実かつ正確に残し、その後の事業に生かすことが十分

に行える状態には必ずしもなっていないと考えられる。  

そこで、各事業の改善点を観光課の財産として共有するために、各事

業に関し、観光課内で別途「改善点記載シート」のような統一的な書式

を作成し、事業遂行過程で担当者が気付いた点を適宜文章として記載し

記録に綴って残すようにすべきである。（意見）  

また、 5 か年計画等の長期の計画の中で、当該年度の事業がどのよう

に位置づけられ、残りの計画期間の中で行う事業にどのように繋げてい

くべきかを評価として残すなどし、各事業の評価が単年度のみの判断だ

けで行われないようにする仕組みを作るべきである。（意見）  

さらに、受託業者の結果報告書へ広告記事や番組の視聴者等に対する

アンケート結果を記載する義務を契約上盛り込むなど、可能な限り記事

や番組などを直接見聞きした人の生の声を収集して記録上残すよう努め

るべきである。（意見）  
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３ 事業策定時の事前調査に関する問題点  

（１）事前調査の必要性  

観光課事業は、前述のとおり実施した施策が、結果に、必ずしも直接

かつ即時に結び付くものではないという面がある。しかし、広島県が観

光事業に費やせる予算は限られているのであるから、効率的に事業を行

う必要がある。  

効率的に事業を行うためには、目標達成のため何をすべきかを徹底的

に事前調査したうえで、事業計画の策定を行うべきである。観光事業で

いえば、その主たる目標は観光客数および観光消費額の増加であるから、

広島県を旅行先として選択することが期待される観光客の属性と、そう

した人々が観光地に何を望んでいるかの調査が必要である。  

 

（２）観光地「ひろしまブランド」コンセプトに基づく事業展開  

ア 平成 23 年のギャップ調査の結果  

平成 24 年度観光課事業を行うにあたり、参考とされた事前調査は、「観

光地『ひろしまブランド』コンセプト」において行われたギャップ調査

である。ギャップ調査とは観光地に存在する様々な観光資源について認

知度と興味度を調べるもので、今後宣伝に力を入れるべき観光資源を洗

い出すことを目的とする調査とされている。  

広島県は、この調査を株式会社リクルート（旅行カンパニーじゃらん

リサーチセンター）に委託し（委託費用 150 万円）、インターネットリサ

ーチ「マクロミル」のモニター会員 1060 名に対し、お好み焼き、カキ、

原爆ドームなど 27 の項目に関する認知度および関心度の調査を行い、下

表のような結果を得た。  
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表　ギャップ調査結果
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表　ギャップ調査結果（続き）

 

この調査においては、上表のとおり助成想起法という調査方法が用い

られている。助成想起法とは、例えば「お好み焼き」であれば、「具にキ

ャベツや豚肉、そば（うどん）、卵を加え、熱々をヘラで食べる。最近は、

ミンチ、砂ずり、酒粕、米を加えるなどバリエーションが増えている」

というイメージ文を同時に読んでもらい、それを元に認知度や関心度に

ついての回答を得るものである。  
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上記調査の結果を踏まえ、「観光地『ひろしまブランド』コンセプト」

では、首都圏および関西圏の 20～ 30 代の女性をイメージターゲットとす

べきと結論付けられている。また、売り込むべき観光資源については、

「しまなみ海道沿いの島々」「海産物（小イワシ、タコ・アナゴなど）」

「鞆の浦」「八朔・レモン・みかんなどの柑橘類」「県北の渓谷」「世羅の

花巡り」などであるとされた（認知度が 50％以下で、かつ関心度が 50％

以上とされたもの）。  

 

イ ギャップ調査の問題点  

上記ギャップ調査には次のような改良すべき点があったと考えられる。 

第一に、3 日間という調査実施期間をより長期とし、サンプル数を 1060

名よりさらに多くすれば、より有効な調査結果が得られたのではないかと

いう点である。第二に、調査対象者の居住地域をより広範囲としてもよか

ったのではないかという点である。第三に、アンケート対象の 27 の観光

資源の選定において別の工夫があり得たのではないかという点である。  

この調査を基に広島県は 3 年間の集中的な大型キャンペーンを実施す

ることとしたのであるが、長期かつ集中的な大型キャンペーンを実施す

るのであるから、調査にある程度の時間と費用が掛かったとしても、よ

り大規模で詳細な調査を行うべきであったと考えられる。  

調査対象者の居住地域は過去に広島県に観光に訪れた人の比率に応じ

て決定されたとのことであるが、広島からの飛行機の直行便がある北海

道、仙台および沖縄、あるいは新幹線でのアクセスが容易な熊本および

鹿児島などの居住者をも対象とすべきであった。  

また、27 の観光資源は業者と観光課職員で選定したとのことであるが、

観光客に売り込むべき魅力的な観光資源は地元住民が最もよく認知して

いるはずであるから、まず、売り込むべき観光資源を広島県民に広くア

ンケートで募集するということも考えられてよかったのではないか。  

その他、調査対象者が広島観光で期待するもの、環境、交通手段および

設備等について、あるいは過去に訪れた対象者が良いと感じた事柄と逆に

改善すべきと感じた事柄なども調査事項に含めるべきであった。（意見）  

このような徹底した調査を行うことは、時間と費用が掛かり、限られ

た予算の中で行うことに困難な面があるであろう。しかし、誘客のター

ゲットや売り込む資源の絞り込みを誤ると、せっかくの調査が時間と費

用の浪費となりかねないうえ、同調査を基に行う事業の経済性・効率性

を大きく損なう結果となる。したがって、長期計画の策定にあたっては

時間と費用がかかっても、より徹底した調査を行うべきであろう。  
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４ 事後調査の問題点  

（１）事後調査の重要性  

前述のとおり、観光事業の効果の検証には非常に困難な面がある。し

たがって、その検証を的確に行うためには、事業の良し悪しを判断でき、

以後の事業計画の参考となるような、実際に広島県を訪れた観光客の生

の声をできる限り多くかつ有効に収集することが重要になる。  

（２）現在の事後調査の問題点  

現在観光課で行っている事後調査は、年 4 回、業者に委託して県内 20

か所の地点（広島城、縮景園、安佐動物公園等）で行われている観光地

点パラメーター調査といわれるものである（委託費用 472 万 5000 円）こ

の調査は平成 22 年度の途中から行われており、1 地点あたり 100 票以上

の回答を収集する。  

この調査における調査項目は、国から報告を求められている事項が中

心となっており、14 項目の質問事項のうち、国が指定したものが 9 項目、

広島県が付加したものが 5 項目である。質問事項の概要は下表のとおり

である。  

表　観光地点パラメーター調査質問事項

№ 質問内容

質問 01 居住地

質問 02 性別、年齢

質問 03 日帰りか宿泊か

質問 04 旅行の目的（ビジネス、観光、知人訪問等）

質問 05 誰と何人での旅行か

質問 06 何回目の訪問か

質問 07 同行者の広島県訪問は何回目か

質問 08 訪れた広島県内の施設と用いた移動手段

質問 09 県内消費額・県外消費額（交通、宿泊、土産、飲食、入場料等）

質問 10 観光目的（名所巡り、グルメ、都市散策、温泉、買い物等）

質問 11

今回の旅行の情報源（口コミ、パンフレット、ガイドブック、新聞・雑誌広告、広
島県作成のパンフレット、旅行雑誌、県のＷＥＢサイト、県以外のＷＥＢサイト、
県のフェイスブック・ツイッター、県以外のフェイスブック・ツイッター、スマホの観
光アプリ、新聞・雑誌の記事、テレビ・ラジオ、観光案内所）

質問 12

現在いる観光地点と周辺エリアの印象・満足度（案内標識、アクセス、トイレ等
の施設、観光地の魅力、職員等のサービス、食事、特産品・土産品、地元民の
ホスピタリティ）

質問 13 広島県についての満足度

質問 14 広島県を旅行先に選択した理由

※質問10～14が広島県独自で付加したもの。

※全14問としているのは、それ以上だと回答を得にくいとの判断から。  
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しかし、どのような事業が誘客に有効かを的確に判断するためには、

上記以外に、少なくとも次の 5 項目（特に 1～ 3）は必須だと考えられる。  

表　必須質問事項

№ 質問内容

追加質問 1
広島県が作成した宣伝手段全ての中で何を見たか、またそのうちどれに惹か
れたか

追加質問 2 今回の旅行の情報源の中身の具体的にどの点が決め手となったのか

追加質問 3 普段、旅行先を決めるのに重視している情報源は何か

追加質問 4 広島県の何に満足したのか、またその理由は何か

追加質問 5 広島県の何に不満があったか、またその理由は何か

 

質問項目が多すぎると回答を得にくくなるという傾向があるが、最低

限上表の 1～ 3 は付加して回答を得るようにすべきであろう。（意見）  

５ 契約書記載条項に関する問題点  

（１）広島県契約規則  

広島県では、「県が締結する契約に関する事務の取扱いについては、法

令、条例又は他の規則に別に定めがある場合を除く他」、契約規則に従わ

なければならない（契約規則 1 条）とされている。  

また、その 2 条において、下表の事項を契約書において記載すること

が求められている。  

 

表　契約規則2条の要記載項目

№ 内容

2条本文 契約の目的

2条本文 契約金額

2条本文 履行期限及び契約保証金に関する事項

2条1号 契約履行の場所

2条2号 契約金の支払又は受領の時期及び方法

2条3号 監督及び検査

2条4号
履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、
違約金その他の損害金

2条5号 危険負担

2条6号 かし担保責任

2条7号 契約に関する紛争の解決方法条項

2条8号 その他必要な事項  
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なお、上表 2 条 8 号の「その他必要な事項」に関しては、次のような

ものが考えられる（「委託・役務業務契約事務の手引（第 2 版）」）。  

  個人情報の取扱いに関する条項（広島県個人情報保護条例 8

条 1 項）  

  暴力団排除規定（平成 21 年 5 月 22 日付け「物品調達等の契約

に係る暴力団等排除措置要領等の制定について（通知）」）  

  長期継続契約の特約事項（平成 17 年 10 月 11 日付け「広島県

長期継続契約を締結することができる契約を定める条例の運

用について（通知）」）  

  著作権の帰属  

（２）契約条項の欠落  

観光課事業の契約書の約半数を監査した結果、危険負担条項、かし担

保条項、暴力団排除条項および個人情報の取扱いに関する条項が欠落し

ている契約書が複数見られた。  

 

（３）改善方法  

ア 観光課において改善すべき点  

観光課では、契約書作成にあたって、広島県の「文書事務の手引」に

掲載された書式例を契約の類型ごとに参照し、それをベースに相手方と

交渉し、契約条項を決めているとのことであった。そして、多くの場合、

契約書本文の中で、定型文言が記載された「業務委託契約約款」を引用

する形をとっている。しかしながら、実際に契約書に添付されていた「業

務委託契約約款」の内容は、同様の性質の契約であっても個別の契約ご

とに必ずしも同じではない。また、本来であれば必要な条項が「業務委

託契約約款」の中に記載がない場合が認められた。これは、個別の契約

において相手方との交渉等で「業務委託契約約款」の条項の一部につい

て変更したものを、そのまま別の契約に流用したことが原因の１つとな

っているものである。  

また、担当者において、「危険負担」とは何かにつき認識が不十分であ

るなど、契約規則で記載すべき事項を正確に理解していない点があるこ

とが認められた。他方、上記「文書事務の手引」には「危険負担」をは

じめとして契約規則で記載が求められている事項の意味内容は示されて

いない。  

以上のところより、観光課内において、契約規則の各条文の意味内容

を具体的に説明したり、また、契約書に記載すべきとされている条項を
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どのような契約の場合にどのように定めるべきかなどをわかりやすく解

説したマニュアルを作成することが望ましい。（意見）  

また、契約規則等で記載が必要とされる条項の全てを網羅した契約書

雛形を、業務委託契約、請負契約、売買契約等の典型的ないくつかの契

約類型に応じて作成しておき、個別の契約締結時の交渉で、必要な限度

で加除を考えて行くことにすることも検討してよいと考えられる。（意

見）  

今後、新たな契約を締結するに際しては、すでに締結済みの契約書を

下書きにするのではなく、常にベースとなる契約書雛形を基に契約書を

作成するようにするようにし、そのことを観光課内で周知徹底するべき

である。（指摘）  

また、契約作成に当たって、重要または異例な契約については、法制

グループや契約管理グループに点検を依頼するようにし、さらに、観光

課内において、記載が必要な契約条項が盛り込まれているかのチェック

リストを作成して活用することが検討されるべきであろう。（意見）  

 

イ 契約事務に関する解説書作成の必要性  

契約規則 4 条により、契約を結ぶ者に契約金額の 100 分の 10 以上の契

約保証金を納めさせることが要求されているが、実際には多くの場合、4

条 1 項 5 号により、県の入札資格者名簿登載者との契約においては保証

金の納入を免除されている。同 5 号の規定上は、「その必要がないと認め

られるとき」にのみ免除が認められているが、如何なる場合がこれに該

当するかの判断基準は、前記「文書事務の手引」では定められていない。  

また、監督・検査条項については、広島県総務事務課契約管理グルー

プの見解では、監督とは「契約履行に向けての指示等」を意味し、検査

とは「契約履行により出来上がった成果物が仕様書どおり作成されてい

るかの確認」というような意味とのことである。しかし、「監督」という

文言が契約書において使用される場合、通常「指示」ではなく、「指揮・

命令」を意味すると考えられる。しかしながら、この「監督」の具体的

な意味については、「文書事務の手引」には記載されていない。  

これまで述べてきたような契約書作成上の問題を解決するために、記

載すべき条項の意味内容や適用場面、あるいは上記した保証金納入免除

の判断基準などの契約作成にあたっての注意点を盛り込んだ契約事務に

関する解説書を「文書事務の手引」とは別に新たに作成するべきである。

（参考）  
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６ プロポーザル方式による随意契約の問題点  

（１）随意契約の決定基準について  

ア 地方自治法の規定  

観光課事業では、平成 24 年度において、広島県の観光資源の広告に関

しタレントを起用したプロモーション業務や記事の企画・雑誌掲載業務

あるいはパンフレットの作成等を委託する業務委託契約など、様々な契

約を業者と締結している。  

県が契約を締結する場合、入札によるのが原則とされる。入札によら

ず任意に決定した相手方と契約するいわゆる随意契約は例外的にのみ許

されている。  

地方自治法 234 条 1 項は、「売買、賃借、請負その他の契約は、一般競

争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法により締結できる

ものとする」と規定し、同条 2 項、地方自治法施行令 167 条の 2 第 1 項

および契約規則 29 条は、一部の例外を除き 100 万円以上の契約金額とな

る場合には、一定の要件を満たさない限り随意契約は許されないとして

いる。  

観光課事業において随意契約が選択される場合の根拠は、そのほとん

どが地方自治法施行令 167 条の 2 第 1 項 2 号の「その性質又は目的が競

争入札に適しないものをするとき」に該当するというものである。  

なお、広島県が平成 22 年 4 月 1 日に作成した「委託・役務業務契約事

務の手引き（第２版）」（以下「契約事務の手引」という）では、地方自

治法施行令 167 条の 2 第 1 項 2 号の「その性質又は目的が競争入札に適

しないものをするとき」に該当する場合の例として、「企画・提案を公募

して選定した業者と契約するもの（コンペ・プロポーザル方式）」が挙げ

られている。より具体的には「業務の趣旨等のみを特定し、当該業務の

企画内容を精査するもの」とされている。  

 

イ 観光課事業における随意契約決定方法の問題点  

平成 24 年度の観光課事業においては、上記手引の基準に従い、地方自

治法施行令 167 条の 2 第 1 項 2 号に該当するものとして、随意契約の方

法で多くの契約が締結されている。同手引きの基準に基づき随意契約の

方法によることの可否を判断することは、基本的には正当と考えられる

が、「業務の企画内容を精査」する必要がある場合か否かという判断基準

はやや抽象的にすぎると考えられる。  

地方自治法上、競争入札が原則とされ、契約締結においては公平性お

よび競争性の確保が求められていることから、そのような要請を考慮し、
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如何なる場合が「業務の企画内容を精査」する必要がある場合に該当す

るかについて、例示を伴ったより具体的な判断基準を観光課内において

設けておくべきであると考える。（意見）  

 

（２）プロポーザル方式での契約相手方の決定手続について  

ア 随意契約の場合の相手方決定方法の種類  

観光課事業で随意契約によって契約締結する場合、次の３つのいずれ

かの方法によって相手方が決定されているものと判断された。  

 

表　随意契約の3形態

№ 方式 内容

① プロポーザル方式
参加者から企画のプレゼンテーションを受け、それを審査し
て最良と判断された相手先と契約するもの

② 相見積もり方式
数社から見積書を取り、最も安価であった相手先と契約する
もの

③ 特命随意方式
プロポーザル手続も見積書も取らず、任意に１社を選択する
もの

 

 

契約規則 32 条では、「随意契約によろうとするときは、なるべく二人

以上の者から見積書を徴さなければならない」とされている。上表①の

プロポーザル方式の場合は、見積書の他に企画の提示も受けることにな

るから、その実施手続において公平性が担保されている限り同条項を遵

守していると評価できる。上表②相見積もり方式は、上記条項が正に予

定している手続である。上表③の特命随意方式を取る場合は、前に契約

を締結し、期間終了時に再度同一条件で契約を締結するとされている場

合などに限り問題がないと考えられる。  

 

イ 観光課事業におけるプロポーザル手続の問題点  

（ア）プロポーザル手続の概要  

平成 24 年度までは、プロポーザル手続の実施方法について特に全県的

な決まりはなく、観光課では契約事務の手引に記載された一般競争入

札・指名競争入札の手続に準じてプロポーザル手続を行ってきたとのこ

とである。広島県において平成 25 年 3 月 15 日に「公募型プロポーザル

事務処理要領」が制定され、以後、プロポーザル手続はそれに沿ってな

されるようになっている。  

なお、通常のプロポーザル手続の概要は次の通りである。  
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公募公告 → 参加申請  → 提案書提出  → 審査・決定 → 契約  

 

（イ）観光課事業におけるプロポーザル手続の参加者  

本監査の対象とした平成 24 年度の観光課事業において、プロポーザル

手続が実施された事業名、参加者数および公募開始から提案書提出期限

までの日数は下表のとおりである。  

 

表　プロポーザル手続に係る提出期限等一覧

№ 事業名 参加者数
猶予日数

(※)

1 関西プロモーション実施事業 1 社 22 日

2 九州プロモーション実施事業 1 社 22 日

3 ＮＥＸＣＯ西日本連携事業（プロモーション事業） 1 社 22 日

4 おもてなし向上研修事業 1 社 20 日

5 ＨＰによる情報発信事業 4 社 18 日

※：公募開始から提案書提出期限までの日数（含休日）  

 

（ウ）改善すべき点  

県の契約手続において、プロポーザル手続の参加者が多くの場合 1 社

のみという事実は、より効果的な事業遂行等の観点から、望ましいもの

ではないと考えられる。参加者が少数にとどまる要因として考えられる

のは、①公募開始から提案書提出期限までの日数、②新規参入を困難に

するような審査方法などである。  

上記①の点については、現在の事務処理要領においては、通常のプロ

ポーザル手続では休日を入れて 24 日という標準日程が期間の目安とし

て示されている。なお、契約事務の手引によれば、一般競争入札の場合

の通常の公告開始から入札までの期間は休日を含め 30 日以上という基

準が示されている。プロポーザル手続が採用されるのは、契約内容に専

門的な知識や技術が要求され、提案された企画内容を比較して契約締結

先を決定する方が優れた成果が期待できる場合であるが、通常の業務を

行いながらプロポーザルに参加し、ある程度のレベルの企画を提案する

ためには、相当程度の期間が必要になる。そのような点から考えると、

上記 5 つの事業におけるプロポーザル手続では、公募開始から提案書提

出期限までの期間を 4～ 5 週間程度取り、より多くの業者が参加できる機

会を設けた方がよかったのではないかと考えられる。現在の要領のもと

においても、事業を開始すべき日が固定され、どうしても期間を取れな
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いといった事情がない限り、公募開始から提案書提出期限までの期間に

ついて、上記標準日程に必ずしも縛られることなく、事業の内容に応じ

て柔軟に日程を設定することが考えられてよいであろう。（意見）  

また、上記②の点であるが、プロポーザル手続における参加者の提案

に対する審査は、通常 5 名の審査委員が、予め決められた審査項目ごと

に点数を付け（合計点数の満点は 100 点で、平成 24 年度の観光課事業に

おいては 60 点を適正基準点としている）、合計点数の最も高い参加者を

原則として最優秀提案者に選定することとしつつ、最終的には討議によ

って最優秀提案者を決定している。  

この審査項目に関し、後述のとおり或る事業において 100 点満点のう

ち「広島県または広島県内の市町から、当該事業と関連した業務を受託

したことがあるか」という項目に 20 点が配されているものがあった。こ

のような評価項目の設定および配点は新規参入を阻害する可能性があり、

公平性および競争性確保の観点からは、あまり大きな配点をなすべきで

はなかろう。（意見）  

 

第３ 情報発信ワーク  

（観光地「ひろしまブランド」構築推進事業）  

１ 事業概要  

（１）事業目的等  

この事業は、大河ドラマ「平清盛」など広島に注目が集まる機会を捉

え、新たな観光振興コンセプトに基づく戦略的な観光キャンペーンや、

著名人等を活用した情報発信などを実施することにより、観光地として

の「ひろしまブランド」の確立を図り、観光客の誘致を促進することを

目的としている（平成 24 年度当初予算要求書）。  

さらに、「おしい！広島県」プロモーションが好評であることから、各

種媒体を活用した情報発信等を強化することにより、広島県の魅力の浸

透を一気呵成に進め、観光地としての「ひろしまブランド」の確立を図

ることを目的とするものとして、平成 24 年 6 月に補正予算で増額要求が

なされている。  

事業内容は、①ひろしまブランド化キャンペーン事業、②「平清盛」

観光キャンペーン事業の二つに大別される。  

上記①は、新たなコンセプトに基づく、観光地「ひろしまブランド」

構築に向けた大型観光キャンペーンの実施、各種媒体を利用した広島県

の観光スポットおよび名産品の広告宣伝、あるいは著名人等を活用した

情報発信等を内容としている。  
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上記②は、大河ドラマ「平清盛」を活用した観光キャンペーンの実施

および宮島・音戸航路の開設等を内容としている。  

（２）背景・これまでの取り組みと課題  

平成 16 年度および 17 年度に大型観光キャンペーン「ええじゃん広島

県」を実施したが、下表のとおり、その後の県内の観光客数は伸び悩ん

でいた。その原因は、広島県の観光地としてのブランドイメージが弱く

来訪意識が弱い事にあると推察された。  

表　総観光客数の推移 表　今後の来訪意向ランキング

年度 総観光客数 順位

平成15年度 4,976 万人 1位 北海道 36.0% 北海道 33.8%

平成16年度 5,098 万人 2位 沖縄県 31.7% 沖縄県 31.7%

平成17年度 5,556 万人 3位 京都府 16.8% 京都府 17.3%

平成18年度 5,799 万人

平成19年度 5,761 万人

平成20年度 5,632 万人 20位 ： ： 広島県 3.4%

平成21年度 5,530 万人 23位 広島県 2.7% ： ：

平成22年度 5,577 万人 （出典：じゃらん宿泊旅行調査）

平成21年度 平成22年度

 

このため、平成 23 年 12 月に新たな観光振興コンセプトを作成し、ひ

ろしまブランド化キャンペーンおよび平清盛を活用した観光キャンペー

ンを実施した。特に前者においては、平成 24 年 3 月から、広島県出身タ

レントである有吉弘行氏を中心とした「おしい！広島県」観光プロモー

ションを開始し、テレビ・新聞・ウェブ等の報道が 76 件、県のホームペ

ージ上の特設サイトのページビュー 2数が約 2 週間で 109 万件もあるなど、

大きな反響が生じていた。  

このような状況の中で、長期的かつ効果的に広島の魅力を伝えるコン

セプトに基づく観光地「ひろしまブランド」の構築が必要と判断される

状況であった（平成 24 年度 6 月補正予算要求書）。  

（３）平成 24 年度予算・決算  

観光地「ひろしまブランド」構築推進事業における平成 24 年度の予

算・執行額は下表のとおりであり、監査対象期間において最も注力され

ていた事業は一見してもわかるように、「おしい！広島県」観光プロモー

ションにかかわるものである。「ひろしまブランド」構築推進事業は平成

24 年度の観光課予算総額 (6 億 2811 万円 )の 42.58%を占め、観光課にお

ける最大の予算規模を有する事業となっている。  

                                            
2 ウェブページが１ページ表示されること。通常訪問者はサイト内の複数ペー

ジを閲覧するため、「訪問者数」よりページ・ビュー数の方が数倍多くなる。  
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表　事業細目別一覧 (単位：千円)
予算 執行額

観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 267,454 259,232

ひろしまブランド化キャンペーン事業 231,359 223,137

「平清盛」観光キャンペーン事業 36,095 36,095

事業

 

 

また、観光地「ひろしまブランド」構築推進事業を勘定科目別にみる

と (下表参照 )、委託費が 1 億 8004 万円、負担金および補助金がそれぞれ

7675 万円、 1034 万円と計上されている。  

表　勘定科目別一覧 (単位：千円)
予算 執行額

観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 267,454 259,232

委託料 180,046 171,824

負担金 76,750

補助金 10,345

事務費 313 312

事業

87,095

 

 

つぎに、事業を決算事業年度別に比較したところ、下表のとおり、平

成 22 年度以前より広島セールスプロモーション強化事業は行われてい

る。事業内容としては広島県観光連盟に対する観光プロモーション負担

金であり、対象は異なっているが、事業自体はひろしまブランド化キャ

ンペーン事業と同様のものである。平成 23 年度からは観光地「ひろしま

ブランド」構築推進事業に組み込まれている。  

また、ひろしまブランドキャンペーン事業は、平成 23 年度から観光地

「ひろしまブランド」構築推進事業の柱として実施され、平成 24 年度当

初予算からの補正がなされ、最終予算は前年比 284.32%の大幅増額予算

となった。  

平成 24 年 1 月から 1 年間にわたり NHK で放送された「平清盛」にタ

イミングを合わせて事業が開始されており、平成 23 年度・ 24 年度とも

に同程度の予算が計上されている。  

表　決算事業年度別執行額一覧 (単位：千円)
22年度 23年度 24年度

観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 - 104,249 259,232

ひろしまブランド化キャンペーン事業 - 78,479 223,137

「平清盛」観光キャンペーン事業 - 25,770 36,095

広島セールスプロモーション強化事業 20,000 - -

事業

 



40 

２ 平成 24 年度に実施された具体的事業内容  

（１）ひろしまブランド化キャンペーン事業  

ア 観光プロモーション実施業務  

（ 1 億 4014 万 8655 円）  

この業務においては、株式会社電通西日本に業務委託がなされ、タレ

ントの有吉弘行氏を県の観光大使とするなど、県内出身のタレントを多

数起用した情報発信が複数のメディアを利用して展開された。  

「おしい！」には、「おいしいの一歩手前」という意味が込められてお

り、広島県には厳島神社や原爆ドームといった観光地や名所、広島風お

好み焼き、もみじ饅頭、広島牡蠣等の名産品などがあり、魅力的な観光

資源が多数ありながら、それらの観光資源としての認知度が今一歩であ

ることから、今後のプロモーションにより、認知度を高めていくことを

目指した言葉である。  

情報発信の具体的内容は、下表のとおりである。  

 

表　観光プロモーション実施業務の具体的内容

№ 具体的内容

1

「おしい！広島県 THE MOVIE」、「おしい！名鑑」（広島の全国に誇れる魅力的な

観光名所・名産品を紹介）、「マンスリーベストおしい！」（広島や身の回りに関するおし
い！を投稿してもらい、有吉委員長が動画で紹介して、ベストおしい！を発表）などを
ウェブサイトで流した。

2

楽天トラベル、じゃらんネット、るるぶトラベル、一休．COMのサイト内に「おしい！広島

県」特集ページを開設し、サイト内のバナー広告及び会員向けメールマガジンの配信
により、広島への宿泊をアピールした。

3

夏のキャンペーンとして、観光庁長官を訪問し、広島に観光客を呼び込むための誘致
策を要望（「おしい！観光庁に改名してください」など）した他、「お（い）しい！メ
ニュー」を募集・紹介した。

4
秋のキャンペーンとして、県庁職員で構成する「全力歓迎課！」を発足させた他、「お
いしい！メンメン」企画をスタートさせるなどした。

5 県外メディア向けイベント（三原タコVS明石タコ等）を実施した。

6

民間業者とのコラボレーションとして、「おしい！広島県」のロゴをファミリーマートのお
にぎりや山崎製パンの商品に使用、サタケが「お（い）しい！広島の米」というコラボ広
告を制作、NEXCO西日本が「おしい！中国道スタンプラリー」を実施するなどした。

7

「おしい！広島県」のタイアップを、安芸太田町や崇徳学院等の自治体・学校、ファミ
リーマート、ポプラ、ローソン、山崎製パン、ダスキン稲井、日本郵便事業株式会社、そ
ごう広島店、東急ハンズ、ワタミ、LAVI広島店、エディオン広島店、基町クレド・パセー

ラ広島等と行った。

8

「おしい！広島県」の広告を、電車の中吊、街中の大型ビジョン（渋谷１０９フォーラムビ
ジョン、JR博多シティビジョン等）、デジタルネイサージ、巨大ポスター（東急線駅構内

等）、JR車内のトレインチャンネル、市町タペストリー、中国放送のテレビスポット放送

等により行った。
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なお、この業務に関連して、アンガールズを起用した新たな観光プロ

モーションの展開に当たって、所属する芸能プロダクション（株式会社

ワタナベエンターテインメント）に対し、出演、肖像等に関しタレント

と調整を行い許諾を得る業務の委託料として 300 万円が支払われている。

その内容は、プロモーション映像等撮影 6 日間、記者発表会 1 日、キッ

クオフプロモーション（大阪および福岡）、広島県知事表敬訪問 1 日であ

る。  

その他、観光プロモーション業務に関連して、広島を舞台とした新作

の短編小説 2 話の執筆および提供を内容とする「著作物の執筆および提

供に係る業務委託契約」として 100 万円が支出されている。  

 

イ 関西プロモーション実施業務  

（ 976 万 5000 円）  

株式会社神戸新聞事業社に業務委託し、広島県の観光コンセプトに沿

って、観光客に対して広島に興味・関心をもってもらい、関西方面から

広島県への観光客の増加を図ることを目的とし、メディアによる情報発

信、既存イベントとタイアップした情報発信、効果検証を行った。  

具体的内容は下表のとおりである。  

 

表　関西プロモーション実施業務の具体的内容

1 メディアによる情報発信

女性誌「ＳＡＶＶＹ」に、「広島県・宮島へ パワーをもらう癒やし旅」と題し、宮島
に焦点を合わせた観光スポット、雑貨、隠れ家的おしゃれスポット及び旬の味覚
（牡蠣など）を紹介するカラー４頁の記事を掲載

「あまから手帳」に広島県の観光スポット及び名産品を紹介するカラー５頁の記
事と１頁の広告を掲載

「関西ウォーカー」に「ドライブ＆サイクリングで島めぐり♪秋の広島女子旅」と題
し、広島県庁「全力歓迎課！」の職員が広島県の観光スポットをエスコートしてい
く紙面２頁を掲載

関西ローカルのＡＢＣ放送の４番組（「旅サラダ」「ごきげん！ブランニュ」「おはよ
う朝日です」「東西芸人いきなり２人旅」）において、２０分から３０分程度、タレント
等が広島県の観光スポット及び名産品を紹介する番組を放映

2 既存イベントとタイアップした情報発信

一万人以上の女性を集客するファッションショーの「神戸コレクション」にあわせ
て様々なイベントが行われている「神戸ファッションウィーク２０１２秋冬」の公式ガ
イドブックに、多々羅大橋サイクリング等の観光スポット及び広島レモン等の名産
品を紹介する２頁のタイアップ記事を掲載
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ウ 九州プロモーション実施業務  

（ 420 万円）  

株式会社西鉄エージェンシーに業務委託し、広島県の観光コンセプト

に沿って、観光客に対して広島に興味・関心をもってもらい、九州方面

から広島県への観光客の増加を図ることを目的とし、メディアによる情

報発信、既存イベントとタイアップした情報発信を行った。  

具体的内容は下表のとおりである。  

 

表　九州プロモーション実施業務の具体的内容

1 メディアによる情報発信

旅行雑誌「ソワニエ」（発行部数５万部）に広島県の観光スポット及び名産品を紹
介するカラー2頁の記事と広島酒まつりのカラー2頁の記事を掲載

旅行雑誌「シティ情報ふくおか」（発行部数５万部）に広島県の観光スポット及び
名産品を紹介するカラー4頁（8月）とカラー2頁（10月）の記事をそれぞれ掲載

旅行雑誌「旅するカメラ」（発行部数3万部）に広島県の観光スポット及び名産品

を紹介するカラー4頁の記事を掲載

九州朝日放送等の九州ローカル3番組（「アサデス！」「ゴリパラ見聞録」「ももち

浜ストア」）において、合計5回、15分から20分程度の、タレント等が広島県の観光

スポット及び名産品を紹介する番組を放映

2 既存イベントとタイアップした情報発信

福岡市の中心街天神において9月29日・30日の2日間、福岡市役所前広場を中

心に全36会場で368組のアーティストが出演する音楽イベントである「ミュージック

シティ天神」（本年度動員数9万8669人）で、広島県の観光スポット及び名産品を

紹介するチラシを一万部配布
 

 

エ 「おしい！広島県」旅行広告助成業務  

（ 100 万円）  

旅行会社 4 社（①株式会社サンビクトリー、②神戸新聞興産株式会社、

③株式会社阪急交通社および④株式会社ＪＴＢ中部）が企画する「おし

い！広島県」募集型企画ツアー旅行（催行期間はそれぞれ 10 日間、 15

日間、約 2 か月、約 2 か月）に対し、各社 25 万円ずつの補助金が支出さ

れた。  

 

オ タウン情報誌による観光情報発信業務  

（ 179 万 4000 円）  

産興株式会社に業務委託し、タウン情報誌 3である「TJHiroshima」4 月

                                            
3  ここでは市販の情報誌という意味で用いている。  
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号に「ひろしまの春のイベント広告」カラー 2 頁を掲載し、下表のイベ

ント等を紹介した。  

 

表　「TJHiroshima」4月号掲載イベント等

号数 イベント内容

世羅ゆり園の「春の花まつり」

世羅高原農園の「２０１３チューリップ祭」

国営備北丘陵公園の「春まつり」

せらワイナリー

三次ワイナリー等

4月号

 

 

また、同じく「TJHiroshima」8 月号から 12 月号に、「おしい！広島県」

の見開きカラー広告２頁を掲載し、下表のイベント等を紹介した。  

 

表　「TJHiroshima」8～12月号掲載イベント等

号数 イベント内容

三原タコ　世羅の花巡り　因島水軍まつり　三原やっさ祭

瀬戸田夏まつり　尾道・世羅周遊スタンプラリー等

熊野「筆まつり」　三段峡・帝釈峡　温井ダム地下トンネル

道の駅等

西条2012酒まつり　アクアフェスタＩＮ福富　広島県庁「全力歓迎課」

尾道灯りまつり　町並み竹灯り　道の駅

紅葉谷公園　帝釈峡　佛通寺　三景園　2012くれ食の祭典

火とグルメの祭典あきつフェスティバル　そばまつりとよひら2012

ひろしま食博まちぐるみまちグルメＩＮ府中　道の駅

ひろしまドリミネーション2012　2012イルミネーションロードくれ

ウインターイルミネーション2012　ルクシアタふくやま2012

星空の下遊園地

１２月号

８月号

９月号

１０月号

１１月号

 

 

カ 観光イベント情報発信業務  

（ 298 万 8000 円）  

株式会社広島リビング新聞社に業務委託し、広島市、府中町および廿

日市市の一般家庭に約 20 万分無料配布されるフリーペーパー 4「リビン

                                            
4  ここでは無料配布される情報誌という意味で用いている。  
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グひろしま」の 7 月から 11 月および 3 月に、下表のとおり、県民に県内

旅行を促すための観光イベント等の広告を掲載した。  

 

表　リビング広島掲載広告内容一覧

掲載内容 関係市町

7月14日号 海フェスタ尾道 三原市、尾道市、福山市

8月25日号 因島水軍まつり（全国水軍まつり・火まつり・海まつり） 尾道市

9月8日号 三次ワイナリー日歩行酔い処まつり 三次市

9月15日号 世羅　秋の花巡り・果実狩り 世羅町

9月22日号 筆まつり、おしい！秋キャンペーン 熊野町

酒まつり 東広島市

三次ワイン秋祭 三次市

尾道灯りまつり 尾道市

竹原憧憬の路 竹原市

10月13日号 ひろしま空の日２０１２秋まつり 三原市

道の駅グルメ（お（い）しい！メニュー）

（みはら神明の里、遊ＹＯＵさらん東城、

道の駅たけはら）

10月20日号

（ふくやま）
福山市立動物園　秋まつり 福山市

10月27日号 尾道ベッチャー祭り 尾道市

11月3日号 2012くれ食の祭典 呉市

三景園もみじまつり 三原市

大聖院もみじまつり 廿日市市

11月17日号 まちぐるみ、まちグルメｉｎ府中 府中市

平清盛感謝フェア

広島市、呉市、三原市、
尾道市、福山市、三次市、
庄原市、廿日市市、
安芸太田町、大崎上島町

イルミネーション特集 呉市、福山市、庄原市

3月23日号 しまなみ海道スタンプラリー 尾道市

国営備北丘陵公園　スイセンファンタジー2013 庄原市

世羅ゆり園　春の花まつり 世羅町

奥田元宋・小由女美術館　篠山紀信展

写真力　ＴＨＥ　ＰＥＯＰＬＥ　ｂｙ

ＫＩＳＨＩＮ

尾道市立美術館　出光美術館コレクション　ジョルジュ・ルオー展 尾道市

※　広島リビング新聞社のサービスで通常3段を各5段、6段に拡大

平成25年
3月30日号

三次市

掲載号

平成24年

9月29日号

※6段に拡大

10月20日号 竹原市、三原市、庄原市

11月10日号

11月24日号

※5段に拡大

 

 

また、仙台エリアに向けた観光情報発信業務として、フリーペーパー

であるリビング仙台の平成 25 年 3 月 30 日号に中面 13 段で県の観光情報

記事（仙台広島間の定期便、ひろしま菓子博 2013、厳島神社、お好み焼

き等の情報）を掲載した。  
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キ 道の駅マップ作成業務  

（ 28 万 8250 円）  

大成印刷株式会社に業務委託し、県内 16 の道の駅を紹介するパンフレ

ット「道の駅マップ」（Ａ 3 見開きカラー 4 ページ）を作成し、市町、観

光関係施設、道の駅、スーパー・コンビニに配布した。  

 

ク タレント出演調整業務  

（ 837 万 3750 円）  

ＪＲグループが展開するデスティネーションキャンペーンと提携した

観光事業等に関し、有吉弘行氏などの有名タレントのポスター等の広告

や映像等の肖像権の使用を可能にするため、株式会社電通西日本と著名

人活用に関する業務委託契約が継続された。  

 

ケ 観光キャンペーン事業負担金業務  

（ 4000 万円）  

一般社団法人広島県観光連盟の平成 24 年度観光キャンペーン事業に

対し、 4000 万円の負担金が支出された。  

上記観光連盟が行った平成 24 年度観光キャンペーン事業の内容は、下

表のとおりである。  

 

表　広島県観光連盟の平成24年度観光キャンペーン事業

1 観光地「ひろしまブランド」の構築 1 全国宣伝販売促進会議の開催等

2 ウェブサイトを活用した情報発信 2 旅行会社等へのインセンティブ事業の実施

3 新たな発信ツールによる情報発信 3 ウインターキャンペーン

4 県外大規模イベント等での展開 4 観光アドバイザーの派遣

5 主要イベントへの出展による情報発信 5 輸送キャリアとのタイアップ

6 観光宣伝資材の作成・配布 6 出版社等へのセールス活動

7 観光情報誌の発行

8 観光ガイドブックの作成

9 ＤＣイベントガイドブック作成

10 ＤＣ5連張りポスター制作

11 観光ガイドマップの作成

12 広報媒体配布場所の確保・観光情報の発信

13 観光アシスタント等による情報発信

14 首都圏等情報発信

15 各種イベント等負担金

Ⅰ　観光情報の発信 Ⅱ　旅行商品の販売促進
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（２）「平清盛」観光キャンペーン事業  

ア 「平清盛」キャンペーン事業負担金業務  

（ 2675 万円）  

大河ドラマ「平清盛」広島県推進協議会の平成 24 年度事業に対し、2675

万円の負担金が支出された。  

「平清盛」広島県推進協議会は、同ドラマの放送を契機に、舞台とな

る広島県の貴重な歴史・文化・豊かな自然を全国に情報発信し、広島県

のイメージアップと観光客の誘致促進を図り、経済の活性化に寄与する

ことを目的として、平成 23 年 5 月 18 日に設立された。会長は広島県知

事であり、県内の関係自治体の長の他、商工・宿泊・運輸・旅行等の関

係団体の長や学識経験者などで構成されている。  

同協議会は、前記目的達成のため、①広告宣伝（プロデューサーによ

る事業、インターネットを活用した広報等）、②旅行商品の造成支援（パ

ンフレット造成支援等）、③受け入れ態勢の整備（県内巡回企画展の開催

等）および④ＮＨＫとの連携（ＮＨＫへの情報提供、調整等）の各事業

を行っている。  

イ きよもりブルーライン運行助成業務  

（ 934 万 5000 円）  

大河ドラマ「平清盛」の放送に向けて、宮島と音戸に「ドラマ館」の

開設が決定されたことを受け、両ドラマ館を結ぶ航路開設を支援するこ

とにより、旅行商品の造成につなげ、広島県内での滞在時間の増加、宿

泊者数・観光消費額の増加を図ることを目的とした業務である。  

具体的には、平成 24 年 1 月 14 日から平成 25 年 1 月 14 日までの間運

行された「きよもりブルーライン」（宮島と音戸の「ドラマ館」を結ぶ航

路）に対する助成であり、宮島・音戸航路実行委員会に対し、その①宮

島・音戸間の直行便の運航および運営、②乗船券の販売、③セット商品

の造成および販売および④乗船券およびセット商品のＰＲ事業に対し、

934 万 5000 円の補助金が支出された。  

３ 監査結果  

（１）事業目的の適法性  

この事業は、全体として、観光基本計画の一つの柱である「情報発信

の強化による『ひろしまブランド』の確立」を実現し観光客の誘致を促

進することを目的としている。これは、観光基本条例の基本理念である

県外からの「観光旅行を促進」の理念に沿い、「観光旅行者の本県への来

訪の促進を図るため、県内の観光地に関する広報宣伝活動および観光地
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の情報の提供」（ 16 条）を行うものである。  

また、この事業の一つの特徴は県内出身の人気タレントを起用し、か

つ、印象的なキャッチコピーを使用して広島県の知名度を向上させよう

とするものであること、また、大河ドラマが広島県を舞台の一つとして

いるという機会を捉えていることであり、県全体としての「地域におけ

る創意工夫を生かした主体的な取組」（ 2 条）と評価できるとともに、「県

民が誇りと愛着を持つことができる豊かで活力に満ちた地域社会の形

成」（ 2 条）に寄与するものともいえる。  

以上から、この事業の目的は、全体として観光基本条例の理念および

施策に合致する適法なものと評価できる。  

 

（２）事業内容の有効性等  

ア ひろしまブランド化キャンペーン事業  

（ア）観光プロモーション実施業務  

ａ 業務内容の有効性  

この業務は、株式会社電通の子会社である株式会社電通西日本に業務

委託し、平成 24 年 3 月に開始されたものである。有吉弘行氏を県の観光

大使とするなど県内出身の人気タレントを多く起用し、かつ、「おしい！

広島県」というユニークで印象的なキャッチコピーを用いて、テレビ、

街頭ビジョン、ＪＲの駅等でのポスター、県のホームページ、ネット旅

行社のウェブサイト等で、さらには、自治体・学校・民間業者とのコラ

ボレーションを通じて、県内の観光地、観光イベント、名産品等を宣伝

している。  

このような県の知名度向上のための手法は、日経リサーチの「地域ブ

ランド戦略サーベイ 2013［地域編］」において、「逆説的に本当は実力が

あることを訴え、県民に自県の魅力を再認識させつつ、県外からも関心

を集めて広島への来訪や産品の利用を促す狙い」があり、「驚きや新鮮さ

を持った『シンプル』なキャッチコピーを掲げたこと、そしてキャンペ

ーンと連動した話題作りを絶やさず、地元と一体になって情報を発信し

続けた」もので、「県民の共感を呼び起こす一方、他地域との差別化にも

成功した」、「県のトップである知事らが率先してＰＲを先導しているこ

とも大き」く、「県だけでなく、県下の市町村や地元企業も自発的に参加

する機運が高まり」「 “ＡＬＬ広島 ”の取り組みにまで発展させることがで

きた」とされているように、独創的で効果的なものと評価できる。  

その効果として、上記日経リサーチによる調査において、県民評価の

自県の愛着度は 2010 年の 74.4％から 2013 年には 80.9％に、県産品の購
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入意向は 2010 年の 77.0％から 2013 年には 86.1％に、それぞれ上昇した

とされている。  

一方、上記サーベイでは、同社の調査での全国評価においては広島県

の愛着度や購入意向などの数字が減少していることから、「残念ながら、

現時点ではまだ全国レベルでの評価には結びついていない」と指摘され

ている。確かに、その点は今後の大きな課題ではあるが、広告宣伝にお

けるブランディングの効果が顕れるまでにはある程度時間がかかるもの

であるし、それが全国的なものとなると尚更である。これまでに当該業

務において作られた土台を基に、今後とも、同様に創意工夫を凝らした

取組の継続が望まれるところである。  

なお、「おしい！広島県」というキャッチコピーとロゴは県が自由に使

用できる権利を有しているが、県が主催するイベントや宣伝活動におい

て、このキャッチコピーやロゴが使用されていないものも少なからず見

受けられるので、より積極的にそれらを活用した宣伝を展開して良いの

ではないか。（意見）  

また、この業務は、何を中心に広島県の観光をアピールしていくのか

が明確になっていないため、誘客には直接繋がっていないとも考えられ

る。さらに、ブランドとは「知名度＋信頼性」とされているが、当該業

務において広島県における観光の「信頼性」は示せていない。  

したがって、今後は広島観光の中心となる資源を宣伝するとともに、

「観光地ひろしま」の信頼性を高めるために、観光標識及び観光名所間

の交通手段の整備を所管部署に働きかけ、観光情報提供手段の充実や観

光施設における「おもてなし」の向上等と並行して行っていくことが、

「魅力ある観光地の形成」（観光基本条例 9 条）に寄与するものと考え

られる。（意見）  

 

ｂ 業務遂行手続の適法性  

（ａ）契約方式・内容の適法性  

この業務に関する「観光地『ひろしまブランド』構築推進事業 プロ

モーション実施業務委託契約書」について見ると、契約規則 10 条では、

「契約担当職員は、契約の相手方が工事、製造若しくは修繕又は物件の

納入を完了したときは、その旨を届け出させなければならない」とされ

ているところ、同契約書ではその旨の規定が欠落している。業務完了時

等にその届け出をさせる旨の規定を入れることは特に困難とは考えられ

ないことから、そのように努めるべきであった。（意見）  

また、暴力団排除条項も欠如していた。  
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（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

この業務の業務委託契約については、平成 23 年度にプロポーザル方式

によって契約先が決定され、その契約時に 1 年間の契約更新を行う旨が

合意されており、平成 24 年度の契約が特命随意契約となった。  

平成 23 年度において契約をプロポーザル方式による随意契約にとし

たことについては、この業務が県の観光事業のプロモーションという内

容であり、受託業者の企画力・プロモーション内容を審査しなければ、

適切な契約先を決定できないことから、プロポーザル方式による随意契

約としたことに特に問題は認められなかった。  

契約締結先選定手続においては、 7 社から応募があり、第一次および

第二次審査によって１社が選定されている。審査員の構成については、

第一次審査の審査員 5 名には、観光課の職員 2 名以外に広報課からの 1

名、広島市からの 1 名および観光連盟からの 1 名が含まれていた。また、

第二次審査の審査員 6 名には、民間企業の広島県ブランド構築アドバイ

ザーや旅行業協会の事務局長が含まれていた。以上から審査員の構成に

ついては、担当課以外の職員、県職員以外の自治体の職員、あるいは民

間団体の人間が入り、幅広く意見を聴ける構成となっていて、特に問題

は認められなかった。  

審査自体については、第一次審査では、 7 社のプレゼンに対し各審査

員が点数を付け、合計点の低い 3 社を落選させているが、採点後に審査

員間で討議を行い、県の意向が反映されているか等が確認されたうえで

落選者を決定しており、審査過程に問題は認められなかった。  

また、第二次審査においても、同様に審査員による採点とその後の討

議によって企画アイディアの評価の高さを吟味して最終的に 1 社を選定

しており、審査過程に問題があるとは判断されなかった。  

 

（ｃ）契約履行の適法性  

受託業者から提出された実施業務完了通知書によれば、受託業務契約

添付の仕様書「 5 業務の内容」に記載された内容、すなわち、著名人を

活用し広島県の魅力やイメージを宣伝するプロモーションの展開、民間

事業者とのコラボ、「おしい！広島県」とのタイアップ商品の作成、県の

観光の魅力を伝える映像・画像の製作、著名人所属事務所との契約、広

告媒体、時期等の選定、契約、企画、製作、取材対応などが、概ね実施

されていると評価された。  

もっとも、仕様書に記載されたより細かな内容（「著名人は、広島県観

光の伝道師・応援団として、あらゆる機会を捉えて広島を語るように努
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めていただく」等）が履行されたかは、上記通知書を見る限り判然とし

ない面があった。  

観光課予算の相当部分を占める業務に関する契約の実施業務完了通知

書であるから、写真とＣＭ放映時間の一覧表を主たる内容とするもので

はなく、より詳細な業務実施状況、消費者側の反応、業者側の反省点等

を盛り込んだものを要求し、契約通りの内容の業務が実施されたかのき

め細かい検証を可能にし、かつ今後の業務に生かせるような内容のもの

とするよう要請すべきであった。（意見）  

また、当該業務が契約どおりに行われているかの検証については、Ａ 4

で 1 枚の「検査調書」のみで行われており、しかも、その適否の実質的

な審査内容については「この業務について検査したところ、相違なく履

行されていることを確認した」との 1 文しか記載されていない。このよ

うな検査調書の内容では、後に契約の履行状況を再検証する際、仕様書

に記載された契約内容が具体的にどう履行されていたのかの確認が困難

である。仕様書記載の業務内容を書き出し、受託業者が実施業務完了通

知書で報告している内容が、どれに該当するかなどの記載は残すべきで

ある。そうすることによって、実際に契約上の義務が全て履行されたか

の点検を網羅的に行うことができると考えられる。（意見）  

 

（イ）関西プロモーション実施業務  

ａ 業務内容の有効性  

この業務については、実施報告書において、ビデオリサーチ社による

テレビ視聴率調査および雑誌総合調査の手法での検証結果が報告されて

いる。それによれば、テレビの 4 番組の放映回の平均視聴率は 8.1％、

6.5％、 10.5％および 9.0％であり、雑誌によるＰＲ記事については、そ

のいずれか 1 記事以上を読んだエリア内の人の割合が 9.7％と推計され、

その結果予算 980 万円に対し実際には 1 億 8788 万 6000 円の宣伝効果が

得られたとのことである（正価換算料金 5）。特にテレビ番組による宣伝

効果の正価は 1 億 7872 万円と換算されている。こうした受託業者の正価

換算の手法がどこまで実際の効果を反映しているかは不明であるが、上

記のような相応の視聴率の番組で放映されたこと、また雑誌記事にして

もエリア内の 10 人に 1 人の読者の目に広島県の発信情報が触れているこ

                                            
5  テレビＰＲについては各テレビ局のタイムクラス別のテレビＣＭのスポット

料金の正価を基にＰＲ全体の経済的価値を算出した料金（例えば 600 秒のテレビ

番組であれば、 15 秒ＣＭを 40 本放映したものとみる）であり、雑誌ＰＲについ

ては各誌の中面の４色オフセット 1 頁の料金に掲載頁数を乗じた料金。  
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とから、一定の効果はあったものと認められる。  

「神戸ファッションウィーク 2012 秋冬」の公式ガイドブックに多々羅

大橋サイクリング等の観光スポットおよび広島レモン等の名産品を紹介

するタイアップ記事を掲載した業務については、熊野筆等の読者プレゼ

ントへの応募件数が 53 件という結果のみが報告されている。しかし、例

年 1 万人以上の女性を集客するファッションショーであるとのことであ

り、一定の効果はあったものと考えられる。受託会社からは、テレビお

よび雑誌でのプロモーション期間である平成 24 年 7 月から 12 月までの

宮島来場者数の推移が、対前年比 2.3％、対前々年比 18.5％増との結果

であり、効果があったとの報告もなされているが、この業務との関連性

は不明である。  

なお、前記（ア）の業務で推している「おしい！広島県」のキャッチ

コピーについては、「神戸ファッションウィーク 2012 秋冬」の公式ガイ

ドブックにしか見られない。情報を受け取る側は、同様の情報に繰り返

し触れることでよりその情報を記憶に留め易くなる傾向があると考えら

れるから、業務の効率性の観点からは、このキャッチコピーを宣伝記事

や番組のどこかに使用し、読者や視聴者に印象付けることをしてもよか

ったのではないかと思われる。（意見）  

また、「神戸ファッションウィーク 2012 秋冬」の公式ガイドブックに

ついては、その配布数を報告させるなどするべきであった。（意見）  

 

ｂ 業務遂行手続の適法性  

（ａ）契約方式・内容の適法性  

この業務の業務委託契約書には、「業務委託契約約款」が使用されてい

る。この約款では、契約規則により契約書に記載すべきとされている事

項のうち、契約規則で記載すべきとされている契約金の支払又は受領の

時期および方法、契約履行届の徴求については定められていない。その

ため、この業務の業務委託契約書にこれら事項の記載が漏れてしまって

いたが、契約の性質上これら条項を契約書に盛り込むべきであった。（意

見）  

 

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

この業務における業務委託契約については、プロポーザル方式による

随意契約となっている。同契約の委託内容が、単なる機械的な物品の製

作・販売を内容とするものでなく、県の観光資源の効果的宣伝内容を企

画立案し、実際に宣伝活動を実施するというものであることから、単に
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金額の多寡のみで契約相手先を決定する入札による契約は不適切であり、

プロポーザル方式による随意契約とした点に特に問題は認められない。  

また、実際に行われたプロポーザルの手続における審査委員会の構成

については、観光連盟、県の総務局および尾道市産業部観光課からも審

査員に入っているなど、特に問題は認められなかった。  

もっとも、前述したとおり、応募会社が 1 社しかなかったことは、よ

り効果的な事業遂行等の観点から望ましいものであったとはいえない。

県外でのプロモーション業務であり、応募業者が少数に留まることはあ

る程度予想できたのではないかと考えられることから、公募開始から企

画書提出期限までの期間（ 22 日間）の延長や、関西地方の企業情報を集

めて事前に応募を働きかける等の試みがあってもよかったのではないか

と思われる。（意見）  

 

（ｃ）契約履行の適法性  

 受託業者から提出された実施業務実績報告によれば、受託業務契約添

付の仕様書に記載されたメディアによる情報発信、既存イベントとタイ

アップした情報発信および事業結果の報告・効果の検証の遂行について

は、特に問題は認められなかった。上記報告書は、本業務の正価換算料

金や観光客の数字調査なども盛り込まれており、分かりやすいものであ

った。  

 

（ウ）九州プロモーション実施業務  

ａ 業務内容の有効性  

実施報告書によれば、雑誌およびテレビ番組による広告の正価換算料

金は 6608 万円であり、実際に掛けた費用に対し、その何倍もの効果を上

げたが、プロモーション実施前と後で、福岡県在住 20～ 60 代女性（各世

代 20 名合計 100 名）にアンケートを行ったところ、「おしい！広島県」

キャンペーンの認知度が 11.4％から 21.0％に上昇したものの、広島県に

観光目的で行きたいと思う割合は 58.5％から 54.5％に減少したとのこと

であった。  

上記の業者による正価換算料金の計算方法については、ＣＭと番組と

を同列に評価しているなどの点から、実態を反映しているか疑問が残る

し、この業務と上記アンケートとの因果関係は不明である。  

しかしながら、広告記事を掲載した雑誌はいずれも 30 代前後の女性が

読者層の中心を占め、その発行部数がいずれも 5 万部（ 1 誌のみ 3 万部）

に達するものである。また、放送されたテレビ番組についても、 5.1％、
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1.3％、 1.5％、 7.1％と相応の視聴率があり、「ミュージックシティ天神」

で配布したチラシも 1 万部に上るから、観光での来県が期待される層の

人々に対し、それだけの数、広島県の観光情報を伝達できたとは言えよ

う。  

なお、テレビ局担当ディレクターへのヒアリングもなされ、「公共の交

通機関だけを使って旅行しても、十分広島を楽しめるということが視聴

者にうまく伝わって、テレビ局内の評判も好評、スタッフもファンにな

る人が多くいた」「身近な地域、九州圏外の放送を始めると視聴率が下が

る傾向にあるが、今回は逆にいつもよりいい視聴率をとることができた」

との回答であったとのことである。  

以上から、当該業務に一定の効果はあったものと認められる。  

 

ｂ 業務遂行手続の適法性  

（ａ）契約方式・内容の適法性  

この業務の業務委託契約書は、前記「業務委託契約約款」を使用して

作成されている。そのため、契約規則上記載が要請される契約規則に記

載すべきとの定めのある契約金の支払又は受領の時期および方法、契約

履行届の徴求について、記載が漏れていた。契約の性質上これら条項を

契約書に盛り込むべきであった。（意見）  

 

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

この業務における業務委託契約については、プロポーザル方式による

随意契約となっている。同契約の委託内容が、単なる機械的な物品の製

作・販売を内容とするものでなく、県の観光資源の効果的宣伝内容を企

画立案し、実際に宣伝活動を実施するというものであることから、金額

の多寡のみで契約相手先を決定する入札による契約は不適切であり、プ

ロポーザル方式による随意契約としたことに特に問題は認められなかっ

た。  

また、実際に行われたプロポーザルの手続について、審査委員会の構

成に関しては、観光連盟、県の総務局および尾道市産業部観光課からも

審査員に入っているなど、特に問題は認められなかった。  

もっとも、応募会社が 1 社しかなく、応募会社の評価点数が前述した

適正基準点の 60 点を下回ったため「当該事業の実施による目標の設定、

効果測定および検証方法について再検討し、提案すること」という条件

を附したうえでの契約となっていた。この業務についても、県外でのプ

ロモーション業務であっことから考えると、公募開始から企画書提出期
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限までの期間（ 22 日間）の延長や、九州地方の企業情報を集めて事前に

応募を働きかける等の試みがあってもよかったのではないかと思われる。

（意見）  

 

（ｃ）契約履行の適法性  

実施報告書によれば、受託業務契約添付の仕様書に記載されたメディ

アによる情報発信、既存イベントとタイアップした情報発信および事業

結果の報告・効果の検証の遂行について、特に問題は認められなかった。  

 

（エ）「おしい！広島県」旅行広告助成業務  

ａ 業務内容の有効性  

この業務は、旅行会社 4 社が企画する「おしい！広島県」のキャッチ

コピーを用いた募集型企画ツアー旅行に補助金を支出するものである。

前述のとおり、上記キャッチコピーを用いた「ひろしまブランド」の構

築がある程度効果を上げていると考えられることから、基本的には有効

なものと認められる。  

しかしながら、参加人数は、①株式会社サンビクトリー 0 名、②神戸

新聞興産株式会社 35 名、③株式会社阪急交通社 464 名、④株式会社ＪＴ

Ｂ中部 624 名であり、成果にはかなりの開きがあった。催行期間がそれ

ぞれ 10 日間、 15 日間、約 2 か月、約 2 か月であることから、ある程度

の開きが生じることはやむを得ないが、①の 0 名や②の 35 名という結果

は、効率性の観点からは評価できない。この点からすれば、①および②

について、催行期間を③および④と同様の 2 か月程度以上を確保するこ

とを要件とするなどの検討の余地があったと思われる。（意見）  

 

ｂ 業務遂行手続の適法性  

この業務は補助金交付を内容とするものである。したがって、補助金

規則および「おしい！広島県」募集型企画旅行広告助成事業助成金交付

要綱に沿って業務遂行がなされる必要がある。  

まず、 4 つの業者が行った各ツアー旅行企画事業は、いずれも、上記

要綱 2 条記載の目的である「『おしい！広島県』をツアータイトル等に活

用した募集型企画旅行」に該当するものと認められる。また、同様に、

同 3 条に記載された事業の各要件（「おしい！広島県」認定素材が 2 つ以

上ツアー企画に含まれていること、ツアータイトル又は広告タイトルの

いずれかに「おしい！広島県」が含まれていること、貸切バスを利用す

る募集型企画旅行であること、各設定日の定員が 30 名以上であること
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等）を満たしている。このような理由等から、上記各ツアー旅行企画事

業は、いずれも上記要綱の趣旨に合致するものと認められる。  

また、 4 つの業者に対する補助金交付に関し、補助金規則に規定され

ている補助金交付申請（規則 3 条）、交付決定（同 4 条）、補助事業の遂

行（同 9 条）、状況報告（同 10 条）、実績報告（同 12 条）および補助金

額の確定（同 13 条）等の各手続について、必要な書類が規定の書式に従

って全て提出されているなど、問題は認められなかった。  

（オ）タウン情報誌による観光情報発信業務  

ａ 業務内容の有効性  

「TJHiroshima」は、発行部数約 3 万 5000 部で、広島県内全域と山口

県・島根県の一部および東京都内の一部書店にて販売され、30 代および

40 代の男女を主たる読者層とするタウン情報誌である。したがって、そ

れを用いた県内イベントの宣伝広告は、県民による同イベントへの参加

を促す情報発信として有効と認められる。読者からのプレゼント応募ハ

ガキ・メールにおいて、一番面白かった（役に立った）コーナーに「お

しい！広島県」の記事を挙げたものは、8 月号 9 通、9 月号 11 通、10 月

号 13 通、特に物足りなかったコーナーに「おしい！広島県」を挙げたも

のは 8 月号 1 通、 9 月号 2 通、 10 月号 3 通であり、概ね読者にも好評で

あったと推察される。  

なお、 4 月号で紹介したイベントは世羅町、庄原市および三次市での

ものである。これら地域に関しては、中山間地域観光振興推進事業も進

められている。世羅町であればフラワー＆ワイン街道事業、銀山街道事

業、スタンプラリー事業などを打ち出しており、庄原市および三次市で

は三海二山 6グランマルシェというイベントの開催を年 4 回企画するな

どしている。こうした中山間地域観光振興推進事業で各地域が打ち出し

た事業をより多く取り上げて掲載する等してもよかったのではないかと

考えられる。（意見）  

また、 8 月号から 12 月号では、県側からの指示で「おしい！広島県」

のキャッチコピーを使用した統一感のある宣伝広告を行っており、評価

できることから、 4 月号も同様のものとして、一連の宣伝として継続性

を持たせてもよかったのではないかと考えられる。（意見）  

ｂ 業務遂行手続の適法性  

                                            
6三海：瀬戸内海・日本海・太平洋、  

 二山：中国山地・四国山地  



56 

（ａ）契約方式・内容の適法性  

契約規則 2 条 2 項によれば、契約金額が 150 万円未満である指名競争

契約又は随意契約をするときには、契約書の作成が省略できる。 4 月号

に関する委託については、契約金額が 150 万円未満であるため契約書は

作成されていない。  

8 月号から 12 月号に関する業務委託契約書では、監督・検査権条項、

危険負担条項、かし担保責任条項および暴力団排除条項が規定されてい

ない。情報誌作成委託という契約の性質上、請負契約的要素が含まれて

いることから、かし担保責任条項および危険負担条項について、民法上

の規定が適用されるか不明確な点があるから、適用の有無を明確にする

ために規定しておいた方が望ましい。（意見）  

 

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

この業務における業務委託契約については、相見積もりをとらない特命

随意契約となっている。その適否であるが、4 月号に関しては契約金額が

100 万円以下であり、契約規則上随意契約が可能な場合である。また、 8

月号から 12 月号に関する業務委託契約額は 100 万円以上であるが、同契

約の委託内容が、単なる機械的な物品の製作・販売を内容とするものでな

く、県の観光情報に関する企画特集ページ立案・製作し、これを掲載する

というものであることから、随意契約によったことに問題はない。  

相見積もりを取らなかった点については、「タウン情報誌による観光情

報発信業務の実施について（伺い）」によると、県内向けのタウン情報誌

は、「TJHiroshima」と「Wink」のみであり、両者を比較検討した結果、

前者の方が、 20 代から 50 代まで幅広い読者を対象としていること、イ

ベントや観光スポットの情報を多く掲載していること、県内全域で発行

さ れ て い る こ と お よ び 発 行 コ ス ト が 安 い こ と と い っ た 理 由 で 、

「TJHiroshima」が選定されている。このような理由に加え、 4 月号での

実績があったことからすると、当該業務における業者選定が必ずしも不

適切であったとは言い切れない。しかし、契約における公平性・競争性

の確保が強く求められることからすれば、対象をタウン情報誌に絞るの

ではなく、フリーペーパーにも広げるなどして、プロポーザル方式によ

って選定を行うことが検討されてもよかったのではないかと考えられる。

（意見）  
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（ｃ）契約履行の適法性  

業務委託契約書添付の仕様書によれば、県の観光情報に関する企画特

集ページの掲載が契約内容となっているが、受託業者からは実施報告書

が提出されており、それによれば県内のその時々のイベントを紹介する

ものとなっているなど、履行状況に特に問題は認められなかった。  

（カ）観光イベント情報発信業務  

ａ 業務内容の有効性  

この業務はフリーペーパーを利用した観光資源の宣伝を内容とするも

のである。利用された「リビングひろしま」は約 20 万部と配布数も多く、

閲覧率も 32.7％と高いため（他誌は 20％や 15％）、広く県民が県内イベ

ント情報を目にすることになったと考えられるから、有効性は認められる。 

ｂ 業務遂行手続の適法性  

（ａ）契約方式・内容の適法性  

この業務の業務委託契約書では、監督・検査条項、危険負担条項、か

し担保責任条項および暴力団排除条項が規定されていない。  

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

この業務における業務委託契約については、相見積もりをとらない特

命随意契約となっている。契約は 6 つに分かれており、いずれも 100 万

円未満であるから、形式上は契約規則上随意契約が可能な場合である。

しかし、8 月 25 日号から 11 月 24 日号までの 3 つの契約（合計 200 万円）

は、一括して企画されている面があるため、実質的には 200 万円の契約

とみるべきである。もっとも、そのように考えたとしても、同契約の委

託内容が単なる機械的な物品の製作・販売を内容とするものでなく、主

として県内のイベントや関する記事の企画・立案を行い、製作・掲載す

るというものであることから、随意契約としたことは不適切とは言えな

い。  

次に、相見積もりを取らなかった点であるが、「県内イベント等を活用

した観光誘客促進に向けた広告作成・掲載業務の実施について（伺い）」

によると、県民に県内旅行を促す有効な広告媒体について、広告代理店

に問い合わせたところ、フリーペーパーでは、「リビングひろしま」と「Ｃ

ｕｅ」であるとのアドバイスがあり、両者を比較検討した結果、前者の

方が、配布部数は少ないものの（後者の 3 分の 1）、 10 代から 60 代まで

幅広い年代の女性に加えて、旅行需要の高い読者層を対象としているこ

と、ファミリー向けのおでかけ情報が主であること（後者は最新のファ
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ッション、スイーツ、美容など）、コストが安いこと等の理由で、「リビ

ングひろしま」が選定されている。このような理由からすると、当該業

務における業者選定が必ずしも不適切であったとまでは言い切れない。

しかし、契約における公平性・競争性の確保が強く求められることから

すれば、前項でも指摘したように、対象をタウン情報誌等にまで広げる

などして、プロポーザル方式によって選定を行うことが検討されてもよ

かったのではないかと考えられる。（意見）  

（ｃ）契約履行の適法性  

業務委託契約書添付の仕様書によれば、県の観光情報に関する企画記

事の製作および掲載が契約内容となっているが、受託業者から委託業務

実施報告書が提出されており、それによれば掲載記事は県内のその時々

のイベントや地域の名物料理、を紹介するものとなっているなど、特に

問題は認められなかった。  

（キ）道の駅マップ作成業務  

ａ 業務内容の有効性  

県内 16 の道の駅全てを紹介するパンフレットを作成することは、県内

に多く存在している道の駅とその特徴を宣伝することになるから、一定

の有効性を認め得る。  

配布場所（市町、観光関係施設、道の駅、スーパー・コンビニ）の選

択も不適切ではないと考えられるが、それらの場所にそうしたパンフレ

ットが置いてあることは必ずしも知られていないし、そもそも道の駅自

体の存在を知らない人もいると思われるので、県のホームページ上で特

集を組んでＰＲするなど、パンフレットとホームページを連携させて、

より広く道の駅を周知させる努力を行うことが必要であろう。（意見）  

ｂ 業務遂行手続の適法性  

（ａ）契約方式・内容の適法性  

契約書作成は省略されているが、契約規則 2 条 2 項 1 号から特に問題

は認められない。  

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

この業務は随意契約となっているが、金額が 100 万円未満であること、

また 3 社から相見積もりを取って最も安価に見積もった大成印刷株式会

社と契約していることから、契約締結先の選定に特に問題は認められな

かった。  
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（ｃ）契約履行の適法性  

県と業者との間で適宜内容調整を行いながら「駅の道ガイドマップ」

が作製されており、特に問題は認められなかった。  

（ク）タレント出演調整業務  

ａ 業務内容の有効性  

ＪＲグループが展開するデスティネーションキャンペーンは、ＪＲ駅

構内や車両内のポスター、旅行雑誌あるいは旅行会社のパンフレット等

で宣伝されるものであり、同キャンペーンと提携し、かつ有名タレント

を用いて広島への旅行を促す広告等を行うことは、その情報に触れる人

数が相当数に達すると考えられることや、一定程度の強い印象を残すこ

とが期待できることから、有効なものと考えられる。  

ｂ 業務遂行手続の適法性  

（ａ）契約方式・内容の適法性  

業務委託契約書には危険負担条項が欠落していた。  

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

この業務は特命随意契約となっているが、上記キャンペーンで起用し

た有吉弘行氏の所属事務所が、当該業務については、現在の代理店（株

式会社電通西日本）以外の業者による受託は不可であるとの意向を示し

たことから、業務の特殊性から受託者が特定される場合と認められ（契

約事務の手引 24 頁）、問題とは認められなかった。  

（ｃ）契約履行の適法性  

業務完了報告書により、仕様書記載の期間における著名人の画像撮影

および肖像使用権の契約締結の事実が確認でき、契約の履行に特に問題

は認められなかった。  

（ケ）観光キャンペーン事業負担金業務  

ａ 業務内容の有効性  

一般社団法人広島県観光連盟が行った平成 24 年度観光キャンペーン

事業の内容は、大別して観光情報の発信と旅行商品の販売促進である。

これは、広島県の観光基本計画の柱の１つである「情報発信の強化によ

る『ひろしまブランド』の確立」に沿うものであるし、観光基本条例 17

条の「地域の特色を生かした魅力ある商品の開発」にも沿うもので、同

連盟への負担金支出は有効と認められる。  
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ｂ 業務遂行手続の適法性  

この業務は負担金交付を内容とするものである。その場合、補助金規

則および観光振興共同事業負担金交付要綱に沿って業務遂行がなされる

必要があるが、業務遂行手続について特に問題は認められなかった。  

イ 「平清盛」観光キャンペーン事業  

（ア）「平清盛」キャンペーン事業負担金業務  

ａ 業務内容の有効性  

大河ドラマ「平清盛」広島県推進協議会の平成 23～ 24 年度事業実施報

告書によると、同協議会は、①ひろしま清盛隊を結成させてのＰＲ、②

民間企業とのタイアップによる地元の雰囲気作り（ひろしま清盛電車に

おける宣伝等）、③新聞・雑誌等での広告（延べ 37 件の新聞広告、ＮＨ

Ｋ番組広報誌「ステラ」等への広告掲載など）、④広島来訪客の受け入れ

態勢の整備（おもてなし研修会の実施、市町の施設を活用した展示等）、

⑤平清盛に関する旅行商品やパンフレットの造成支援、⑥ドラマ館（音

戸および宮島）の開設、⑦「きよもりブルーライン」の運航、⑧清盛フ

ェアＩＮ「ＴＡＵ」の開催など、多様な事業を行っている。そして、大

河ドラマの舞台となる都道府県に対する経済効果は、毎年数百億円に上

ると言われており、「平清盛」と所縁のある広島県の時機を捉えたＰＲで

あるとして評価できることから、上記事業に対する負担金の交付には有

効性が認められる。  

ｂ 業務遂行手続の適法性  

この業務は負担金交付を内容とするものであり、補助金規則および観

光振興共同事業負担金交付要綱に沿って業務遂行がなされる必要がある

が、同規則および要綱に反する業務遂行は認められなかった。  

（イ）きよもりブルーライン運航助成業務  

ａ 業務内容の有効性  

宮島・音戸航路実行委員会の報告によると、「きよもりブルーライン」

は、合計 115 日間で 698 便が運航され、延べ 1 万 2647 人が利用した（一

日あたり 110.0 人、 1 便あたり 18.1 人）とのことである。また、乗船客

に対するアンケート結果によれば、居住地は広島県内 53.7％、県外 46.3％、

航路について満足した 56.4％、便利で時間を有効に使えた 20.1％、瀬戸

内海の多島美を満喫した 23.4％と、多くの利用客が好意的な回答を寄せ

ていたとのことであった。以上から、同事業は相当数の観光客に利用さ

れるなど、一定の効果はあったと考えられる。  
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しかしながら、年間乗船率 23％というのは低調な数字ではないかと考

えられる。この事業に対する補助限度額は、高速船借上料相当額の 4 分

の 1 に運航日数を乗じた金額と設定されているから、高い乗船率が見込

まれた夏休みおよび紅葉の時期に運航を限定させて、補助金額を抑える

こともできたのではないかとも考えられる。（意見）  

ｂ 業務遂行手続の適法性  

この業務は補助金交付を内容とするものであり、補助金規則および観

光振興共同事業負担金交付要綱に沿って業務遂行がなされる必要がある

が、提出された事業計画・収支決算書、「きよもりブルーライン」運航事

業報告書を検証する限り、補助金は交付目的通りに使用されているなど、

規則および要綱に反する事実は認められなかった。  

（３）予算執行の適法性・有効性・効率性  

ア 委託料支出について  

観光地「ひろしまブランド」構築推進事業における委託費の支出は下

表のとおりであり、全ての委託費が「おしい！広島県」観光プロモーシ

ョンにかかわるものである。  

表　委託料明細 (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 金額 内容

1 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)電通西日本広島支社 委託費 140,148,655 観光プロモーション実施業務

2 ひろしまブランド化キャンペーン事業 東川篤哉 委託費 1,000,000 著作物執筆、提供、使用許諾契約

3 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)ワタナベエンターテインメント 委託費 3,000,000 タレント出演調整等

4 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)電通西日本支社 委託費 8,373,750 有吉弘行氏他出演調整等

5 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)神戸新聞事業社 委託費 9,765,000 関西プロモーション実施業務

6 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)西鉄エージェンシー 委託費 4,200,000 九州プロモーション実施業務

7 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)サンフィールド 委託費 210,000 「おしい！広島県」広告掲載業務

8 ひろしまブランド化キャンペーン事業 理工事務機(株) 委託費 5,355 ひろしま観光大使名刺作成業務

9 ひろしまブランド化キャンペーン事業 産興(株) 委託費 1,500,000
タウン情報誌による観光情報発信業務
(8月～12月号)

10 ひろしまブランド化キャンペーン事業 産興(株) 委託費 294,000
タウン情報誌による観光情報発信業務
(4月号)

11 ひろしまブランド化キャンペーン事業 大成印刷(株) 委託費 99,750 道の駅マップ作成業務

12 ひろしまブランド化キャンペーン事業 大成印刷(株) 委託費 73,500 道の駅マップ作成業務(追加)

13 ひろしまブランド化キャンペーン事業 大成印刷(株) 委託費 115,000 道の駅マップ作成業務(追加)

14 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)広島リビング新聞社 委託費 378,000
観光イベント情報発信業務
(リビング7/14)

15 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)広島リビング新聞社 委託費 740,000
観光イベント情報発信業務
(リビング8/25～9/29)

16 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)広島リビング新聞社 委託費 630,000
観光イベント情報発信業務
(リビング10/13～10/27)

17 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)広島リビング新聞社 委託費 630,000
観光イベント情報発信業務
(リビング11/3～11/24)

18 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)広島リビング新聞社 委託費 210,000
仙台エリアに向けた観光情報発信業務
(リビング仙台3/30)

19 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)広島リビング新聞社 委託費 400,000
観光イベント情報発信業務(リビング
3/23,3/30)

20 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)ミィオフィス 委託費 51,975
観光案内所に関する利用者アンケート
業務

171,824,985Total  



62 

（ア）観光プロモーション実施業務  

委託費の中でもっとも高額なものが株式会社電通西日本広島支社との

観光プロモーション実施業務の委託 (1 億 4014 万円 )である。この委託業

務は平成 23 年度より行われている「おしい！広島県」の観光プロモーシ

ョンが好評であったことから、平成 24 年度についても継続して実施され

たものであり、当該予算期間中において当初予算額は 7512 万円であった

ところ、補正予算にて 1 億 4731 万円 (すなわち 7216 万円が上積みされて

いる。上表は観光課部分のみで、観光課が 1 億 4014 万円、土木局が 717

万円を負担している )とほぼ倍の予算規模となったものである。  

同社に対する委託業務の内容は下記のとおりであり、何れも担当課だけ

ではなしえないであろう業務であって、外部委託は正当な判断といえる。 

①  著名人を活用した印象に残る情報発信をクロスメディア手法

により展開  

②  広島観光の魅力・コンセプトを伝えるクリエイティブコンテン

ツ (映像・画像 )の制作  

③  著名人 (所属事務所 )との契約  

④  媒体、時期等の選定、契約、企画・製作・取材対応全般  

⑤  その他、観光地「ひろしまブランド」構築推進に必要な業務  

特筆すべき点は、観光課が担当課として電通西日本広島支社等と綿密

に企画構成の検討を行い、自らも主体的に関わっている点である。外部

委託業者への丸投げではなく、主体的にプロモーションに関わっていっ

たことは評価に値する。  

委託費の金額の設計については、プロモーションに起用するタレント

との契約費用および映像制作費用を除き、価格表、見積書、参考事例お

よび統計資料等から適切に算定されていることを確認した。ただし上記

のタレント契約費用および映像制作費については、同社からの見積を徴

求し、その概ね同等の金額にてタレント契約および映像制作費の設計を

している。この金額の設計は委託業者の言い値で委託費が設計されてし

まうリスクを内包している。ただし当該金額は平成 23 年度の金額を基礎

に算定してあり、平成 23 年度の金額は同社および株式会社中国四国博報

堂の 2 社からの参考相見積もりにより設計されているから、不適切な設

計金額にならないための最低限の取り組みはなされていると考える。担

当課の通常の予定価格の設計方法は、当該分野の大手複数社に見積を依

頼し、その平均に基づいて行うとのことであり、今回も当該手法に沿っ

たものである。またタレント契約という締結することが稀な取引につい
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表　「おしい！広島県」広告換算効果 表　「おしい！広島県」特設サイトアクセス数

メディア 採用数 広告換算効果 期間 日数
累計

アクセス数
平均

テレビ・ラジオ 177 件 1,370,670,113 平成24年03月 13 日 751,847 PV 57,834 PV

新聞・雑誌 217 件 187,690,605 平成24年04月 30 日 919,882 PV 30,663 PV

WEB 539 件 256,864,999 平成24年05月 31 日 503,932 PV 16,256 PV

Total 933 件 1,815,225,717 平成24年06月 30 日 358,333 PV 11,944 PV

平成24年07月 31 日 445,383 PV 14,367 PV

平成24年08月 31 日 270,904 PV 8,739 PV

平成24年09月 30 日 342,555 PV 11,419 PV

平成24年10月 31 日 392,622 PV 12,665 PV

平成24年11月 30 日 388,600 PV 12,953 PV

平成24年12月 31 日 298,269 PV 9,622 PV

平成25年01月 31 日 472,420 PV 15,239 PV

平成25年02月 28 日 471,569 PV 16,842 PV

平成25年03月 31 日 295,269 PV 9,525 PV

Total 378 日 5,911,585 PV 15,639 PV

※PV＝Page View数

対象期間：2012年3月27日～2013年3月31日

観光庁長官賞 賞状

て、熊本県において同様に著名人を活用したプロモーションの事例を同

県にヒアリングし、それも参考にして予定価格を設定しており、その意

味からも不適切な金額設計には該当しない。  

次に、増額予算の妥当性についてであるが、増額は右表の項目でなさ

れており、具体的にはタレント契約で 285 万円増、映像制作費で 800 万

円増、イベントの会場使用料等で 870 万円増、媒体広告関係で 2887 万円

増、宿泊サイト関連で 1821 万円増およびその他諸掛で 552 万円増、合計

で 7216 万円増となっている。  

「おしい！広島県」のプロモーションは、下表の広告換算効果でみて

もテレビ・ラジオ等の電波媒体で 14 億円弱、新聞・雑誌等の紙媒体で 2

億円弱、ウェブ等の電子媒体で 2 億円強の合計で約 18 億円の広告換算効

果があったと算出されている。  

また 2012 年 3 月 19 日開設の

「おしい！広島県」の特設ペー

ジは、 2013 年 3 月 31 日までで

累計 591 万 1585 アクセスを記録

し、ツイッター (2013 年 10 月 8

日現在のフォロワー数 1 万

1147)などの SNS の登録件数が多数に上

ることからみても、その有効性は認めら

れるところである。  

また、プロモーションの一環として作

成した「おしい！広島県 ＴＨＥ ＭＯ

ＶＩＥ」が「Yahoo！映像トピックスア

ワード 2012」の芸能部門第 1 位 (総合 4

位 )を獲得し、2013 年 5 月 30 日付で、シ

ョートショートフィルムフェスティバル &アジア 2013 において観光映像

大賞を獲得し、観光庁長官賞を受賞するなど、この事業の経済効果の高

さは明らかと考えられる。  
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表　予算設計積算計算表 (単位：円)

当初予算額 変更後予算額 差引 増加理由

イベント関係費 タレント契約 出演料等 2,857,140 5,714,280 2,857,140 出演数の追加

SubTotal 2,857,140 5,714,280 2,857,140

ディレクター契約等 映像制作費 映像制作費 8,000,000 16,000,000 8,000,000 映像製作本数の追加

ディレクター費
県ブランド構築アドバイザーによる
アドバイス・プロデュース経費

5,400,000 5,400,000 0

会議・打合せ旅費 1,296,000 1,296,000 0

SubTotal 14,696,000 22,696,000 8,000,000

イベント関係費 イベント 出演者・マネージャー等交通費 1,760,760 1,760,760 0

会場使用料、ステージ設営費等 3,500,000 10,500,000 7,000,000 夏・秋CPの実施

夏・秋CP出演料、旅費 0 1,700,000 1,700,000 夏・秋CPの実施

イベント企画制作・運営費 3,500,000 3,500,000 0

イベントディレクター費 2,500,000 2,500,000 0

県との打合せ
協議、企画立案、運営等スタッフ

3,000,000 3,000,000 0

SubTotal 14,260,760 22,960,760 8,700,000

媒体広告 グラフィック制作 グラフィック制作費 1,400,000 2,800,000 1,400,000 夏・秋CPと連動した素材制作

媒体広告 首都圏車内中吊広告 3,450,000 6,900,000 3,450,000 夏・秋CPに合わせ媒体広告を実施

首都圏トレインチャンネル 800,000 4,300,000 3,500,000 山手線セットに変更・強化

首都圏大型ビジョン 680,000 1,360,000 680,000 夏・秋CPに合わせ媒体広告を実施

首都圏大型ポスター(スーパーボード) 1,200,000 2,400,000 1,200,000 夏・秋CPに合わせ媒体広告を実施

首都圏大型ポスター(ビッグボード) 1,200,000 1,200,000 0

関西テレビCM 0 5,000,000 5,000,000 夏・秋CPに合わせ媒体広告を実施

関西大型ビジョン 280,000 840,000 560,000 夏・秋CPに合わせ媒体広告を実施

九州大型ビジョン 300,000 600,000 300,000 夏・秋CPに合わせ媒体広告を実施

折込チラシ 0 6,829,000 6,829,000 海フェスタへの集客を強化する為

JTB「日本の旬」 2,850,000 3,800,000 950,000 「日本の旬」CPとの連動強化

WEBコンテンツ サーバー管理費 600,000 600,000 0

制作費 ページ制作・改修費
(システム管理者作業)

2,400,000 5,760,000 3,360,000 夏・秋CPに合わせWebでの発信を強化

ブログ等運用費 480,000 1,920,000 1,440,000 夏・秋CPに合わせWebでの発信を強化

動画制作(マンスリーベスト) 7,200,000 7,200,000 0

PRツール ポスター印刷 1,890,000 1,890,000 0

のぼり 600,000 600,000 0

等身大POP 680,000 680,000 0

ステッカー 410,000 618,280 208,280 印刷部数の追加

SubTotal 26,420,000 55,297,280 28,877,280

媒体広告 宿泊サイト 楽天トラベル広告(トップバナー) 2,000,000 4,000,000 2,000,000 バナー・メルマガ広告の強化

(宿泊サイト) 楽天トラベル広告(メルマガ) 3,200,000 8,000,000 4,800,000 バナー・メルマガ広告の強化

じゃらん広告(トップバナー) 2,800,000 2,800,000 0

じゃらん広告(メルマガ) 3,080,000 9,240,000 6,160,000 バナー・メルマガ広告の強化

一休広告(トップバナー) 0 1,650,000 1,650,000 バナー・メルマガ広告の強化

一休広告(メルマガ) 0 1,500,000 1,500,000 バナー・メルマガ広告の強化

宿泊サイト内特集ページ 300,000 2,400,000 2,100,000 メルマガ配信の拡充に連動した企画

SubTotal 11,380,000 29,590,000 18,210,000

Total 69,613,900 136,258,320 66,644,420

管理費 管理費 上記事業費の3％ 2,000,000 4,087,750 2,087,750

Total 2,000,000 4,087,750 2,087,750

消費税 消費税 上記経費の5％ 3,580,695 7,017,303 3,436,608

Total 3,580,695 7,017,303 3,436,608

GrandTotal 75,194,595 147,363,373 72,168,778

↓

147,319,000 (*99.97% & 端数処理)

項目

 

 

なお、平成 24 年度における契約形態は、プロモーションの連続性の観

点から平成 23 年度に委託業者に選定された電通西日本広島支社との間

で随意契約が締結されている。平成 23 年度においては、前述のとおりプ
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表　プロポーザルスケジュール

日付 項目

11月25日 公募開始(ホームページ上の掲載)

11月29日 説明会開催

12月02日 参加希望書等の提出期限

12月05日 質問票の提出期限

12月06日 質問票の質問に対する回答

12月08日 企画提案書の提出期限

12月12日 第1次審査(書類審査・協議)

12月15日 第2次審査(プレゼン)

12月16日 結果通知

ロポーザルに方式により 2 段階の審査体制による業者選定が行われてい

る。  

上述の予算設計とも密接に関連するが、本プロポーザルの公募から企

画提案書の提出締切まで 9 日 (営業日で 6 日 )しか猶予期間がなかった。

観光課によれば、一般競争入札マニュアル上のモデル期間に沿って、ス

ケジュールを組成しているとのことであった。下表に、上記プロポーザ

ル手続の具体的なスケジュールを記載したが、プロポーザル参加者は原

則的に 11 月 29 日の説明会に参加しなければならず、その 3 日後には参

加希望書の提出期限を迎えることとなっている。  

本プロポーザルの公募に当た

り、以下の 7 社より参加申し込

みを受けている。  

  セーラー広告 (株 )  

  ホームテレビ映像 (株 )  

  (株 )ＪＴＢコミュニケー

ションズ  

  (株 )電通西日本  

  (株 )中国博報堂  

  (株 )リクルート  

  (株 )ＲＣＣ文化センター  

プロポーザル型の随意契約は、

効率よりも効果に重点を置いた手法であることを考慮すれば、より高い

効果を上げるためには、ケースにより公募期間を調整すべきものと考え

る。（付記）  

 

（イ）著作物執筆、提供、使用許諾契約  

東川篤哉氏は広島県尾道市の出身の推理小説家で、『謎解きはディナー

のあとで』などの作品で知られており、「おしい！広島県」の観光プロモ

ーションの映像作品を制作するために短編小説 2 話の執筆・提供の業務

委託契約を締結している。  

当該委託業務の予定価額は、原稿料に係るインターネット情報

(http://crekin.net/syuppan/syuppan.htm )において、1,000 円から 20,000 円く

らいまでとの記載を参考に、当該価格の範囲内で、電通西日本からのヒ

アリングにより 400 字詰め原稿用紙 1 枚あたり 7,350 円を単価として設

定している。そして 1 話あたり原稿用紙 70 枚程度と想定し、2 話 140 枚

http://crekin.net/syuppan/syuppan.htm
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表　短編小説成果物の構成                 

項目 頁数

表紙 1 ページ

　間仕切り 1 ページ

第1話 19 ページ

　間仕切り 1 ページ

第2話 20 ページ

内容部分Total 39 ページ

成果物Total 42 ページ

で 100 万円と算出している。以上から、予定価格の設計過程に問題はな

いものと考える。  

成果物は、原稿用紙ではなくワープロ打ちの

プリントアウト (40 文字 ×40 行 )による入稿であ

った。第 1 話・第 2 話合計で 39 ページの分量が

あり、 400 字詰めの原稿用紙に換算すると 156

枚となり、当該委託業務は適正に履行されてい

る。  

ただし、結果として当該委託業務における著

作物は、平成 24 年度においても、本報告書作成

時点においても、なんら利用されていない。その理由は、著作物を活用

した映像において想定していた著名人のキャスティングの許諾がとれな

かったことにある。  

現在、委託業務に基づく成果物は存在するものの、観光プロモーショ

ンにおいて適切な利用がなされていない。前述のとおり東川氏は『謎解

きはディナーのあとで』などの代表作を有し、その著作物は、ドラマや

映画など映像作品を通じ、幅広いファン層に訴求できる。東川氏の作品

を使用することは観光プロモーションに極めて有効なツールである。以

上のことから、当該成果物は何らかの形で公開されることが望ましい。

（意見）  

 

（ウ）タレント出演調整業務  

株式会社電通西日本および株式会社ワタナベエンターテインメントに

対し、当該事務所および他の事務所所属のタレントの観光プロモーショ

ンへの参加にあたっての調整業務を同社に委託している。当該金額は事

前に予定金額を設定し、その中で出演調整を依頼しており、その額も熊

本県の事例を参考にしており、不適切な金額設計には当たらない。「おし

い！広島県」の特設サイトを閲覧すると、成果物は適正に作成されてお

り、その履行状況も適切なものと認められる。  

 

（エ）関西・九州プロモーション実施業務  

この事業は、観光地としての広島県に興味・関心を持ってもらい、観

光地「ひろしまブランド」を浸透させることによって観光客を誘致する

ことを目的とし、関西・九州両地方にプロモーションを実施したもので

ある。  
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(単位：円)

区分 単価 数量 単位 小計

テレビ媒体 1,000,000 4 本 4,000,000

雑誌媒体 1,100,000 3 回 3,300,000

イベント等 1,500,000 1 式 1,500,000

管理費 533,000 1 式 533,000

消費税 467,000 1 式 467,000

9,800,000

(単位：円)

区分 単価 数量 単位 小計

テレビ媒体 700,000 3 本 2,100,000

雑誌媒体 500,000 2 回 1,000,000

イベント等 500,000 1 式 500,000

管理費 400,000 1 式 400,000

消費税 200,000 1 式 200,000

4,200,000

表　関西地区プロモーション設計

Total

表　九州地区プロモーション設計

Total

関西地方については株式会社神戸新

聞事業社、九州地方については株式会

社西鉄エージェンシーがそれぞれ業務

受託している。  

当該業務は右表のように予定金額が

設定されており、地区ごとに単価を検

討するなどの配慮もされ、設計段階で

予算額を概ね 7:3 で分け、関西地区に

重点的に配分する方針もとっている。

予算設計は効率的に行われているとい

うことができる。  

次に、プロモーション実施の概要について、関西地区においては、テ

レビは “旅サラダ (ABS 放送 )”、“ごきげんブランニュ (ABS 放送 )”などの番

組にて広島特化のコーナーを放送し、雑誌では “関西 Walker”、 “Savvy”、

“あまから手帖 ”などで広島の特集の掲載が計 7 回行われ、テレビの広告

正価換算料金が 1 億 7872 万円、雑誌の同料金が 916 万円と報告されてい

る。 980 万円の予算に対して有効かつ効率的に行われたものと考えられ

る。  

九州地区においては、テレビは “アサデス (九州朝日放送ほか )”、 “もも

ち浜ストア (テレビ西日本 )”などの番組において放送され、好評なことか

ら再放送等もされており、雑誌は “シティ情報 FUKUOKA”、“旅するカメ

ラ ”、“ソワニエ ”など合計 4 誌で特集記事を展開し、イベントはミュージ

ックシティ天神 (毎年 10 万人規模を集客する音楽イベント。平成 24 年度

は 98,669 人 )にて広島に関連したチラシのサンプリングを実施するなど

している。テレビの広告正価換算料金が 6258 万円、雑誌の同料金が 350

万円と報告されており、 420 万円の予算に対して有効かつ効率的に行わ

れたものと考えられる。  

以上から、誘客促進のプロモーションとしては一定程度の効果はあっ

たものと推察され、事業そのものとしては妥当なものと判断した。  

 

（オ）雑誌等紙媒体への露出業務  

上記（３）ア 委託料明細表の№7 および№9～ 19 が雑誌等の紙媒体へ

の露出に係る業務に該当する。委託業者は明細にもあるとおり、株式会

社サンフィールド、産興株式会社、大成印刷株式会社、株式会社広島リ

ビング新聞社の 4 社であり、それぞれの委託業務は微妙に異なっている。 
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表　サンフィールド委託料積算 (単位：円)

区分
広告掲載
設計単価

数量 小計

広告掲載 188,000 1 式 188,000

広告デザイン 16,871 1 人 16,871

消費税 10,244 1 式 10,244

調整額 5,115 1 式 5,115

220,230合計

表　産興委託料積算 (単位：円)

区分
広告掲載
設計単価

制作料
設計単価

回数 合計 消費税 合計
支出額
(税込)

タウン情報誌による観光情報発信業務
(8月～12月号)

384,000 80,000 5 回 2,320,000 116,000 2,436,000 1,500,000

タウン情報誌による観光情報発信業務
(4月号)

295,680 49,280 1 回 344,960 17,248 362,208 294,000

※8月号～12月号分は正価換算、4月号分は値引想定後

まず株式会社サンフィールドにつ

いて、委託業務は広告記事の作成と

当該記事の掲載である。予定価額は

広告掲載料金表と厚生労働省発表の

労働者派遣事業報告における広告デザインの単価から算定しており、設

計過程に問題はない。当該委託業務の有効性については、掲載媒体を全

国の広島東洋カープファンを対象とした “Athlete Magazine×ぴあ共同編

集「WE ❤  CARP」 ”に的を絞るなど、広島への興味・関心の高い潜在客

にアプローチできる媒体に定めており、当該範囲への事業の経済性はあ

るものと考えられる。  

 

 掲載雑誌「WE ❤  CARP」と掲載広告  

☞  

 

次に、産興株

式会社であるが、

委託業務は同社

が発行する “TJ 

Hiroshima”というタウン情報誌による観光情報発信業務である。前述の

とおり、広島県は平成 24 年度において、産興に対して 2 回同業務を委託

(1 回目は 8 月号から 12 月号までの 5 号分、 2 回目は 4 月号の 1 号分 )し

ており、いずれも同種の広告を見開き 2 ページにわたり掲載している。

設計金額は産興ホームページに掲載されている広告掲載料金表より適切

に算出され、それぞれ 243.6 万円、 36.2 万円と導き出されている。ただ

し実際には値引等も加味され 150 万円、29.4 万円の委託料支出となって
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表　大成印刷委託料積算 (単位：円)

区分
広告掲載
設計単価

数量 小計

デザイン料 30,000 1 式 30,000

基本編集料 カラーA3判 5,500 2 頁 11,000

出力料 普通紙カラーA4判 30 4 枚 120

出力料 2400dpiカラーA4判 1,200 4 版 4,800

刷版料 PS版ポジタイプ A4全判4面付 2,800 8 版 22,400

印刷料 10,000枚印刷 A3判 0.585 20,000 11,700

製本料 化粧断 仕上がりA3判 0.300 10,000 3,000

用紙代 OKトップコート+ 70.5kg 10,780 3 連 32,340

諸経費 - - 17,304

消費税 6,633 1 式 6,633

139,297合計

表　リビングひろしま委託料積算 (単位：円)

区分
広告掲載
設計単価

数量 回数 合計 消費税 合計
支出額
(税込)

観光イベント情報発信業務
(リビング7/14)

115,000 4 段 1 回 460,000 23,000 483,000 378,000

観光イベント情報発信業務
(リビング8/25～9/29)

57,500 3 段 5 回 862,500 43,125 905,625 740,000

観光イベント情報発信業務
(リビング10/13～10/27)

54,000 3 段 4 回 648,000 32,400 680,400 630,000

観光イベント情報発信業務
(リビング11/3～11/24)

50,000 3 段 4 回 600,000 30,000 630,000 630,000

観光イベント情報発信業務
(リビング3/23,3/30)

50,000 8 段 1 回 400,000 20,000 420,000 400,000

仙台エリアに向けた観光情報発信業務
(リビング仙台3/30)

- 9 段 1 回 473,333 23,667 497,000 210,000

※7/14号分は正価換算、それ以外は値引想定後

いる。各号ごとの読者からの反響としては大半が良好であり、一定の経

済性が認められるものと考えられる。  

大成印刷株式会社についても観光

情報の発信業務委託であり、県内の

道の駅ガイドマップのチラシの作

成・印刷が追加分を含め合計 3 回委

託されている。設計金額は統計資料

等からデザイン料・刷版料等を積算

し算出され、指名競争入札により同

社が落札している。尾道松江線の部

分開通・道の駅たかの開業などのトピックとの兼ね合いもあり、一定の

経済性を持つ情報発信手段であったものと考えられる。  

株式会社広島リ

ビング新聞社への

委託業務は同社が

発行する “リビン

グひろしま ”とい

うフリーペーパー

による観光情報発

信業務であり、追加を含め計 6 回の委託がなされている。設計金額は同

社の媒体資料の広告掲載料金の積算から算出されており適正なものと考

えられる。また、実際の委託料支出は値引等も加味し、設計金額よりも

廉価となっており当初予算との比較においても問題はない。  

他方、雑誌、フリーペーパー、チラシ等の紙媒体による情報発信は、

外部アドバイザーのうち 1 名により明確にその効果を否定されている。

紙媒体の影響力は、あくまで当該紙媒体にアクセスした人間にとっての

有効性であり、限定的な範囲に留まらざるを得ない。ただし限定的な範

囲には比較的有効な手段でもある。  

しかし、上記外部アドバイザーの意見を斟酌するならば、紙媒体で情

報発信した内容をウェブ上においても同様に公開し、紙媒体とウェブと

の連携で更なる効果を求めることが妥当であろう。（意見）  

 

イ 負担金および補助金支出について  

観光地「ひろしまブランド」構築推進事業における負担金および補助

金の支出はそれぞれ下表のとおりであり、「おしい！広島県」観光プロモ

ーションに係る支出に加え、ＮＨＫ大河ドラマの放映に合わせた平清盛
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表　促進協議会 平成24年度収支表 (単位：円)

科目 摘要 金額

負担金収入 広島県 10,000,000

呉地域観光連絡協議会 4,000,000

大河ドラマ「平清盛」廿日市市推進協議会 4,000,000

小計 18,000,000

利息収入 － 410

繰越金収入 － 356,360

18,356,770

交通広告 大阪 広告貸切電車・液晶パネル 2,949,240

九州 中吊り・片面集中貼り 2,101,365

大阪 広告貸切電車 1,800,540

九州 広告貸切電車 683,340

大阪・九州 液晶パネル 446,040

西日本全域 駅貼り・車内吊り 526,890

西日本全域 ポスター制作 156,450

西日本全域 ホワイティうめだ 53,340

小計 8,717,205

雑誌媒体広告 首都圏 メトロガイド 210,840

小計 210,840

ウォークイベント FMウォークin呉 4,000,840

FMウォークin宮島 4,000,840

小計 8,001,680

誘客キャンペーン 東海 ノベルティ負担金 20,315

九州 アドコラム 1,050,840

小計 1,071,155

18,000,880

355,890差引収支計

収入合計

支出合計

関連の支出が目立つ。なおデスティネーションキャンペーンに係る一般

社団法人広島県観光連盟に対する事業負担金については別記することと

する。  

 

表　負担金明細 (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 金額 内容

1 ひろしまブランド化キャンペーン事業 社団法人広島県観光連盟 負担金 40,000,000 観光キャンペーン事業負担金

2 ひろしまブランド化キャンペーン事業 瀬戸内ひろしま誘客促進協議会 負担金 10,000,000
JR西日本、呉市、廿日市市が連携して
行う誘客促進事業負担金

3 「平清盛」観光キャンペーン事業 大河ドラマ「平清盛」広島県推進協議会 負担金 26,750,000 「平清盛」キャンペーン事業負担金

76,750,000

表　補助金明細 (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 金額 内容

1 「平清盛」観光キャンペーン事業 宮島・音戸航路実行委員会 補助金 9,345,000 きよもりブルーラインの運行助成

2 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)阪急交通社新潟支店 補助金 250,000 「おしい！広島県」旅行広告助成

3 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)JTB中部メディア販売事業部 補助金 250,000 「おしい！広島県」旅行広告助成

4 ひろしまブランド化キャンペーン事業 神戸新聞旅行社 補助金 250,000 「おしい！広島県」旅行広告助成

5 ひろしまブランド化キャンペーン事業 (株)サンビクトリー 補助金 250,000 「おしい！広島県」旅行広告助成

10,345,000

Total

Total  

 

（ア）瀬戸内ひろしま誘客促進協議会  

瀬戸内ひろしま誘客促進協議会 (以下「促進協議会」という )は大河ド

ラマ「平清盛」の放送を契機に、平清盛ゆかりの地である「宮島」「呉」

エリアをはじめとした県内全域への誘客を促進することを目的として、

広島県、呉市、廿日市市、西日本旅客鉄道株式会社 (以下「ＪＲ西日本」

という )の 4 者により構成されている。  

促進協議会自体の収支表は右表の

とおりであり、各構成員より負担金

拠出を受け (ＪＲ西日本は負担金方

式ではなく各費用につき直接支払を

行っている )、交通広告や雑誌広告、

ＦＭウォーク、誘客キャンペーンな

どの広告宣伝に支出している。支出

内容については、誘客の促進という

目的に照らして、不明朗費用や関連

性の薄い事業への拠出など問題とな

るような項目の支出は見られず、ま

た 促 進 協 議会 は 規 約 に 基 づ き監 事

(廿日市市環境産業部観光課長 )の監

査を受けており、「適正」の旨の監査

報告書も確認していることから、全体として促進協議会の会計は妥当な

ものと考えられる。  
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表　交通広告の詳細

エリア 項目 内容 時期

広告貸切電車 「おしい！広島県」B3ポスター

場所：大阪環状線(201系8両)

中吊り224枚

ドア横ポスター124枚

液晶パネル 「おしい！広島県」液晶パネル

場所：大阪環状線12駅/15面/15秒

液晶パネル：52インチ又は65インチ

6:30～22:30までの16時間中に放送

中吊り 「おしい！広島県」B3ポスター

片面集中貼り 場所：福岡電車(811系)

中吊り4,200枚

広告貸切電車 「おしい！広島県」B3ポスター

場所：博多近郊電車(303系6両)

中吊り200枚

ドア横ポスター120枚

液晶パネル 「おしい！広島県」液晶パネル及び動画

場所：博多駅/2面/15秒/2枠

液晶パネル：65インチ又は70インチ

6:00～24:00までの18時間中に放送

駅貼り 「瀬戸内ひろしま・大崎上島」B1ポスター

場所：京阪神、和歌山、福知山、金沢、

　　　　岡山、広島、米子支社内

駅貼り268枚

「瀬戸内ひろしま・大崎上島」B1ポスター

場所：ホワイティうめだ モールボード

車内吊り 「瀬戸内ひろしま・大崎上島」B3ポスター

場所：京阪神、福知山、金沢、岡山、

　　　　広島、米子支社内

車内吊り4,677枚

西
日
本
全
域

平成25年1月11日

　　　　　　　　　から7日間

平成25年1月14日

　　　　　　　　　から7日間

平成25年1月11日

　　　　　　　　　から31日間

大
阪
エ
リ
ア

平成24年4月24日

　　　　　　　　　から12日間

平成24年7月10日

　　　　　　　　　から12日間

平成24年4月16日

　　　　　　　　　から91日間

平成24年9月17日

　　　　　　　　　から28日間

九
州
エ
リ
ア

平成24年5月1日

　　　　　　　　　から7日間

平成24年7月15日

　　　　　　　　　から12日間

平成24年9月18日

　　　　　　　　　から12日間

支出項目の中では、交通広

告およびウォークイベントに

対するものが全体の 92.88%

を占めている。前者はＪＲ西

日本が構成員であることもあ

って、その特性を活かして大

阪環状線や九州エリアで電車

を使用した広告を展開してお

り、広島県への来訪頻度や来

訪可能性の比較的高い大阪・

九州そして西日本各地に的を

絞り、認知可能な期間露出を

継続するなど、広告効果を担

保するような取り組みを実行

して、一定程度の効果を得て

いるものと推察される。後者のウォークイベントについては、呉・音戸

エリアと宮島エリアとで計 2 回実施しており、それぞれ参加者が 408 名、

334 名と募集数の 8 割程度の集客を達成している。当該イベントは集客

イベントであるとともに、情報発信イベントでもあり、ＦＭ電波を利用

したメディア波及効果という観点からも一定の効果が認められた。  

 

（イ）大河ドラマ「平清盛」広島県推進協議会  

大河ドラマ「平清盛」広島県推進協議会（以下「推進協議会」という）

は、情報発信という点では促進協議会と目的を一にするが、促進協議会

が事業目的として広域からの誘客を前面に掲げているのに対し、推進協

議会は広島県への「平清盛」イメージの定着・機運醸成と受入態勢の整

備を中心としている点で異なる。したがって、両協議会はいわば「平清

盛」というコンテンツを利用する際の両輪であり、両協議会が存在する

ことによって経済的非効率が発生しているわけではない。  

推進協議会は、広島県知事を会長、関係自治体・経済団体の長を他の

役員とし、民間よりプロデューサーを招聘した上で、当該プロデューサ

ーの提案の下で事業を実施している。下表にもあるように、ひろしま清

盛隊の活動や「清盛フェア  ｉｎ  ＴＡＵ」などのイベントを通じ、県内・

県外を問わず情報発信を展開するなど、推進協議会の事業は広島県への

観光客増加という点からも観光課事業と直接または間接に結び付きを有

するものである。  
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表　推進協議会 平成24年度収支表 (単位：円)

科目 摘要 細目
（参考）

平成23年度
平成24年度

負担金収入 広島県 － 23,250,000 26,750,000

各市町 広島市 22,825,000 13,375,000

廿日市市 5,000,000

呉市 5,000,000

その他市町 1,440,000

民間事業者・経済団体等 － 1,070,000 1,750,000

小計 － 47,145,000 53,315,000

利息収入 － － 3,015 3,558

繰越金収入 － － 0 5,936,072

47,148,015 59,254,630

広報宣伝 プロデューサーによる提案事業 ひろしま清盛隊  関連支出 3,480,971 4,795,941

清盛の広島フォトコンテスト 関連支出 1,018,435

清盛フェアinTAU 関連支出 4,248,388

平清盛感謝フェア 関連支出 1,895,870

調査関連支出 2,261,280

その他 495,482

各種観光イベントでの宣伝 観光アシスタント派遣費用等 437,993 606,558

インターネットでの広報 データ移植、ウェブサイト運用管理等 2,460,150 2,335,305

新聞・雑誌での広報等 ステラ掲載料、新聞広告料等 3,962,805 5,048,480

各種PRツール設置 宮島平清盛像建設、和船展示等 1,788,780 10,207,174

ロゴ・キャラクター作成 着ぐるみ関連支出、商標出願関連等 2,452,320 1,118,097

ポスター・パンフレット等の作成 ガイドブック・パンフレット増刷等 5,805,140 7,454,415

プロデューサーの設置 プロデューサー報酬 417,145 50,840

20,805,304 41,536,265

旅行商品の 旅行商品造成支援 ツアー助成、パンフレット作成助成等 1,505,040 3,267,640

造成・販売支援 旅行会社店頭イベント参加 ノベルティグッズ 1,883,884 536,160

3,388,924 3,803,800

受入態勢の整備 ガイドブック等の作成 － 10,915,197 0

各施設を活用した展示・イベント等 企画巡回展委託料等 1,417,702 4,565,467

広島市内中心部の活性・話題づくり ゴールドラリー関連支出 0 3,110,606

ガイド研修会の開催 講演料等 1,207,838 694,990

13,540,737 8,371,063

NHKとの連携 NHKへの情報提供、相談、調整 NHK撮影現場訪問等 557,539 714,786

557,539 714,786

協議会運営費等 協議会運営費等 旅費 975,165 836,250

事務費 681,031 184,968

食糧費 123,150 0

協議会記念誌作成 0 780,675

総会等会場使用料 671,297 773,208

人件費 468,796 2,253,615

2,919,439 4,828,716

41,211,943 59,254,630

5,936,072 0

支出合計

差引収支計

収入合計

小計

小計

小計

小計

小計

 

 

推進協議会の事業の効果につ

いて、同協議会が資金提供しオ

リコンＤＤ株式会社が調査を実

施した「平清盛に関する意識調

査」において、ドラマ放送前の

平成 24 年 1 月 6 日発表の第 1

回調査では「平清盛のゆかりの

地 (都道府県 )といえば？」の質

問 に 対 し 、 広 島 県 は 支 持 率

35.8%と京都府に次いで 2 位で

あるのに対し、ドラマ放送開始

後の平成 24 年年 9 月 14 日発表の第 2 回調査では、広島県は支持率 54.4%

と 20 ポイント近くの上昇を果たし 1 位を獲得している。これは無論ドラ

マ放映の効果もあると考えられるが、広島県と平清盛を結び付ける取り
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表　平成23年度・24年度 きよもりブルーライン運航実績 (単位：人)

日付 大人 子供 乳幼児 無賃 合計
運航
日数
※1

最大
許容
※2

乗船率

平成24年01月 450 45 27 30 552 6 日 3,168 17.42%

平成24年02月 462 20 14 82 578 8 日 4,224 13.68%

平成24年03月 869 72 28 117 1,086 10 日 5,280 20.57%

平成24年04月 1,182 53 21 10 1,266 10 日 5,280 23.98%

平成24年05月 1,321 114 73 21 1,529 10 日 5,280 28.96%

平成24年06月 718 18 22 23 781 9 日 4,752 16.44%

平成24年07月 466 25 18 77 586 10 日 5,280 11.10%

平成24年08月 1,154 186 162 26 1,528 8 日 4,224 36.17%

平成24年09月 695 12 8 21 736 9 日 4,752 15.49%

平成24年10月 759 24 27 20 830 9 日 4,752 17.47%

平成24年11月 1,674 28 29 41 1,772 9 日 4,752 37.29%

平成24年12月 654 33 35 23 745 11 日 5,808 12.83%

平成25年01月 502 40 57 59 658 6 日 3,168 20.77%

Total 10,906 670 521 550 12,647 115 日 60,720 20.83%

※： 最大許容人数は運航日数×運行本数(6便/日)×最大積載人数(88人/回)

宮島・音戸航路に用いられた船舶及びスペック .

（出典：http://setonaikaikisen.co.jp/kouro/ship/より）

組みを継続的に実施している推進協議会の功績によるところもあるであ

ろう。  

以上より、推進協議会事業への広島県の負担金拠出は同県が目的とす

る観光客誘致に寄与し、かつ効果のあった事業ということができ、適切

な支出である。  

 

（ウ）宮島・音戸航路実行委員会  

この事業は、広島県・廿日市市・呉市の 3 自治体が「宮島・音戸航路

実行委員会」を設立し、大河ドラマ「平清盛」の放映にあたり宮島と音

戸に建設されたドラマ館を結ぶ航路開設を支援することで、観光客数・

観光消費額を増加させることを目的としている。  

同実行委員会を構成する各自治体が資金を拠出し、同実行委員会が瀬

戸内海汽船株式会社、瀬戸内海クルーズ株式会社、瀬戸内シーライン株

式会社等の複数社 (以下、併せて「汽

船グループ」という )に旅行商品の企

画・実行の業務を委託している。  

汽船グループは宮島と音戸を結ぶ

高速船を導入し、「きよもりブルーラ

イン」として新規航路を定め、平成

24 年 1 月 14 日から翌 25 年の 1 月 14

日までの 1 年間のうち土曜・日曜・

祝日の計 115 日を運航させている。  

実際の乗船率は、右表のと

おり運航期間を通じて乗船率

が低く、ゴールデンウィーク

や夏季休暇、紅葉シーズン等

のいわゆるハイシーズンにお

いても、乗船率は 50%にも達

しない程度であり、観光客へ

のアピールという点では効果

的な手段ではなかったものと

考えられる。汽船グループか

ら提出されている乗船客アンケート調査集計表を見ると、乗船客からの

評判は概ね良好であり (船内ガイドについて：良かった 91.4%，航路につ

いて：満足・有効の旨の回答 100%，知人からの紹介による乗船率：21.8%

など )、乗船率の低迷は航路および内容自体に問題があるとは言えない。
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アンケートの他の回答を見てみると、以下のとおりであった。  

Q1.  片道 or 往復  片道： 58.7% 

Q2.  年齢は？  50 歳以上： 63.0% 

Q3.  性別は？  女性： 56.5% 

Q4.  居住地は？  広島県内： 53.7% 

   近畿地区： 15.6% 

   関東地区： 10.4% 

   中四国地区 (広島県除く )： 10.2% 

Q5.  旅行日数は？  日帰り： 55.1%， 1 泊： 30.7% 

Q6.  情報源は？  募集チラシ： 10.2% 

   メディア等： 19.3% 

   ホームページ： 12.1% 

   知人の紹介： 21.8% 

   旅行会社のパンフレット： 27.6% 

アンケート結果からは、比較的時間にゆとりのあるシニア世代が事前

に当該航路を旅程に組み込んだ場合に乗船するケースが多く、情報収集

を新聞・テレビ等のメディアよりもウェブに求める傾向のある 20 代・30

代の若い世代に訴求できていないことが窺える。  

2 時間という往復時間に加えて、行先での観光等に要する時間を勘案

すると、当該航路の存在を現地で知ったとしても、旅程を変更すること

は困難であろう。当該航路の乗船率を上げるためには、航路の存在・魅

力についての事前の十分な情報発信が必要である。  

情報発信の有効性という観点からは、メディア等への露出や募集チラ

シなどよりも、ホームページなどの恒常的にアクセスが可能な媒体によ

る情報提供をより強化すべきであり、3 自治体合計で 2400 万円近くの拠

出を行う事業であるから、周知のための広告のあり方を事前に入念に計

画し、実施されなければならなかったものと考えられる。（意見）  

同実行委員会は汽船グループに対し、「きよもりブルーライン」の運行

に係る経費を下表のとおり積算し、その約半額を補助金として交付して

いる。  

下表のとおり、一日あたりの単価について燃料費や人件費等を積算し

て求め、それを参考に補助金の限度額 (42 万円 )を設定し、単価に運航日

数を乗じその半分を補助金として拠出している (補助金ではない半分は

汽船グループの自主財源にて実施 )。  
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表　運航経費積算 (単位：円)

項目 数量 単位 単価
一日あたり

傭船料
燃料費 1,890 ℓ 75.30 142,317

港費(綱取り料、係船料) 1 式 36,000 36,000

旅客備品費 1 式 4,043 4,043

旅客船運航要員人件費 2 名 30,000 60,000

旅客管理運航乗員人件費 2 名 30,000 60,000

旅客船費用 － － － 173,726

476,086

表　旅客船費用内訳

種別 金額
一日あたり
金額(※3)

減価償却費 15,000,000 93,750

定期検査ドック費用 10,565,495 66,034

旅客保険料 351,288 2,196

船体保険料 1,879,366 11,746

27,796,149 173,726

　　　　※1：取得価額3000万円、耐用年数2年とし、1年分を計上

　　　　※2：修繕費等を含む

　　　　※3：年間稼働日数を160日として計算

Total

Total

備考

※1

※2

 

 

積算の内訳である旅客船費用であるが、これは主に旅客船自体の減価

償却費と修繕を含むドック費用からなっている。  

減価償却費は、3000 万円の船体購入費用を 2 年で減価償却するものと

して算出されている。税法上、船舶の耐用年数は 14 年 (耐用年数別表第

一  機械および装置以外の有形減価償却資産の耐用年数表における船舶

その他のもの総トン数二千トン未満のもの )であって、中古船舶 (建造年

1991 年 )であることを勘案すると、税法上の耐用年数は 2 年となる。し

かし、船舶が 2 年で全く使用不能となるのではなく、徴税上の便宜のた

め定められた期間が 2 年というだけであり、実際には建造後 30 年を経過

しても使用されるケースもあることなどからすると、耐用年数 2 年に基

づいて補助金単価を算出するのは妥当ではない。また、同時に計上され

ている定期検査ドック費用には 2 年に 1 度の大規模分解整備費として取

得費の半額に上る費用が含まれている。しかし、仮に耐用年数として 2

年を用いるのならば、 2 年に 1 度の定期検査ドックの費用を計上するの

では辻褄が合わないこととなる。以上のとおり、減価償却費もしくは定

期検査ドック費用が余分に算定されており、補助金が必要以上に拠出さ

れている状況にある。実行委員会の補助金算定過程に不備があったもの

と言わざるを得ない。今後は、積算根拠について、その背景にある理論

について専門家に意見を聴取するなどして算定すべきである。（指摘）  
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表　広告費助成先一覧

№ 会社名 広告媒体 掲載日
助成

対象経費
助成額

設定
人数

参加
人数

参加率

1 株式会社サンビクトリー 北海道新聞 12月7日 262,500 250,000 600 人 0 人 0.00%

2 神戸新聞旅行社 神戸新聞 10月28日 707,000 250,000 880 人 35 人 3.98%

3 株式会社阪急交通社 新潟日報 10月8日 519,751 250,000 946 人 464 人 49.05%

4 株式会社JTB中部 中日新聞 10月8日 2,194,500 250,000 1,596 人 624 人 39.10%

3,683,751 1,000,000 4,022 人 1,123 人 27.92%Total

（エ）「おしい！広島県」旅行広告助成  

この事業は「おしい！広島県」をツアータイトル等に活用した旅行商

品の広報費を助成し、関連旅行商品の作製を促進することを目的として

実施されたものである。広告媒体ごとに助成の限度額 (5 万円～ 25 万円 /

社 )を定め、広告についてもチェックシートを用い、現物・広告案と照ら

しながら条件のチェックをするなど、事前の内容点検の部分では観光客

の誘致促進および広島県の情報発信という県の業務目的に即するものと

するための体制は整備されていたものと認められる。  

しかしながら、助

成の効率性の観点か

ら 見 る と 、 当 初 は

300 万円の予算取り

をしていたものの、

助成応募が 4 件 100 万円にとどまるなど想定を下回っているし、参加率

は良いところで 50%程度、№1,2 に至っては参加率はゼロもしくは限りな

くそれに近い催行となっており、旅行広告の助成が観光客誘致もしくは

広島県の情報発信に効率的に寄与したとは言い難い。  

この事業では、交付要綱等の検討に時間が想定以上に掛かったため、

助成の募集が 10 月 1 日にずれ込み (通常であれば 6 月議会で予算措置さ

れた場合、要綱作成等の準備期間を勘案しても 9 月までには募集開始す

ることが出来る )、各社の広告掲載が 10 月半ばから後半 (№1 については

12 月 7 日 )にかけて実施されることとなった影響から、紅葉シーズンで

ある 10 月～ 11 月半ばにおける旅程での広告が組めていない。  

今回の事業実施においては、 9 月までに募集開始していれば得られて

いたであろう効果が得られていないものと考えられる。紅葉の時期が広

島県において絶好の観光シーズンであることは周知のことであり、その

時期を逸しないように募集等の手続を進めるよう努めるべきであった。

（意見）  

なお、今回の広告費助成は「 1 社あたり 1 回 25 万円まで」というもの

であったが、この金額は 1 回広告を掲載できる程度であり、一つ一つの

広告が小粒になってしまうことにより、効果が分散し金額に見合った効

果が出ない可能性が高い。またこのような規模の助成費用では、助成を

受けた業者側がその事業を継続することが困難なこともあり、そうなる

と成果もノウハウも何も残らないといった事態すら想定しうる。  

県では、前述のとおり来広の可能性が高い客層に関する地域のデータ

を取っており、関西や九州でのプロモーションを重視している。当該事
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業の効果を高めるために、地区を限定し人材予算を集中的に投入したり、

あるいは、広島県と助成先とが共同で、旅行企画の造成やメディアの選

定などの事業展開を行い、ノウハウを共有・蓄積できるような形で進め

るなども検討されるべきであったのではないか。（付記）  

 

第４ 観光地づくりワーク  

（中山間地域観光振興推進事業）  

１ 事業概要  

（１）事業目的等  

中山間地域観光振興推進事業は、観光地づくりの一環として、県内中

山間地域（対象は 9 つの市町）の魅力ある伝統的素材や地元ならではの

観光商品をよりＰＲし、周辺大都市圏からの誘客を促進することを事業

目的としている（平成 24 年度当初予算要求書）。  

事業内容としては、中山間地域の観光商品をより強化するため、各地

域の観光振興計画に基づく取組を補助金により支援する、あるいは島根

県や西日本高速道路株式会社と連携し、中山間地域の効果的なプロモー

ション活動等を実施するというものである。  

 

（２）背景・これまでの取り組みと課題  

中山間地域観光振興推進事業として、平成 22 年度から世界的なスノー

ボード大会「ワールドスノーボードフェスティバル」を開催しており、

平成 23 年度には、その他のウィンタースポーツなどを関連イベントとし

て実施した。  

平成 23 年度、中山間地域観光振興計画支援事業を立ち上げ、各地域の

市町等に、実行委員会等による中山間地域の特性を生かした地域観光振

興のための 5 年計画の策定を促し、 2 年間補助金を支出してその実行を

支援することとした。その結果、8 つの観光関連事業の計画が策定され、

平成 24 年度は実際にその計画を実行し、補助金支出を行う段階であった。 

広島・島根観光連携事業については、平成 22 年度に 2000 人へのアン

ケートをもとにしたドライブマップを作成している。平成 23 年度は、地

域の観光資源を活用したモデルコースを 6 コース造成し、モニターツア

ーを実施した。  

広島県の観光資源経験度・満足度調査では、中山間地域の素材を約 9

割の人が未訪問・未体験と回答するなど、中山間地域の素材について、

特に認知度が低いため、今後の課題としては、瀬戸内海地域だけでなく、

中山間地域においても魅力的な観光地づくりを行い、それらをルートで
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つなぐことにより、観光客を県内で周遊させ、滞在時間・観光消費額を

増加させる取組が必要であると認識されている。  

（３）平成 24 年度予算・決算  

中山間地域観光振興推進事業における平成 24 年度の予算・決算は下表

のとおりであり、監査対象期間において最も注力されていた事業は中山

間地域観光振興計画支援事業である。  

表　事業細目別一覧 (単位：千円)

予算 執行額

中山間地域観光振興推進事業 107,151 97,845

中山間地域観光振興計画支援事業 89,635 81,635

広島・島根観光連携事業 14,316 13,115

NEXCO西日本連携事業 3,200 3,095

事業

 

 

また中山間地域観光振興推進事業を勘定科目別にみると (下表参照 )、

負担金および補助金としてそれぞれ 1200 万円・ 8100 万円と事業全体の

予算の 96.46%を占めている。  

表　勘定科目別一覧 (単位：千円)

予算 執行額

中山間地域観光振興推進事業 107,151 97,845

委託料 3,400 3,294

負担金 12,750

補助金 81,635

事務費 166 166

事業

103,585

 

 

事業を決算事業年度別に比較したところ (下表参照 )、中山間地域観光

振興計画事業の前身である中山間地域観光メニュー強化事業が平成 23

年度より開始されている。  

一方、NEXCO 西日本連携事業については平成 24 年単年度の事業であ

り、監査実施期間中である平成 25 年度においても実施はなされていない。 

広島・島根観光連携事業については、平成 20 年度に遡ってみても、継

続して事業実施がなされている。平成 20 年度・ 21 年度の予算が 100 万

円未満であるが、平成 22 年度から大幅に増加している。  

表　決算事業年度別執行額一覧 (単位：千円)

22年度 23年度 24年度

中山間地域観光振興推進事業 8,611 19,417 97,845

①中山間地域観光メニュー強化事業 11,080 -

①中山間地域観光振興計画支援事業 - 81,635

②広島・島根観光連携事業 8,611 8,337 13,115

③NEXCO西日本連携事業 - - 3,095

事業

-
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２ 平成 24 年度に実施された具体的事業内容  

（１）中山間地域観光振興計画支援事業  

（補助金事業・ 8163 万 4561 円）  

上記のとおり、平成 23 年度に策定した計画が実行され、それに対する

財政面での支援が補助金により行われた。  

県が効果が高いと認めた、下表記載の 8 つの実施主体による事業に支

援が行われた。  

 

表　中山間地域観光振興計画実施主体・市町一覧

№ 実施主体 市町

① 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 神石高原町／庄原市

② 備北観光ネットワーク協議会 庄原市／三次市

③ 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 安芸太田町

④ はつかいち自然体験型観光推進事業実行委員会 廿日市市

⑤ 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行員会 安芸高田市

⑥ 世羅町広域観光推進実行委員会 世羅町

⑦ 北広島キャンページ実行委員会 北広島町

⑧ まちおこし観光協議会 府中市  
図　中山間地域市町の位置

①帝釈峡

②備北

③安芸太田町

④廿日市市

⑤安芸高田市

⑦北広島町

⑥世羅町

⑧府中市

 

 

それぞれの市町（実施主体）が行った中山間地域振興事業の概要は以

下の８つの表記載のとおりである。  
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表　①神石高原町/庄原市実施事業

事業名 事業の概要
実績内容及び

実績件数

帝釈峡を満喫できる散策ネット
ワーク強化事業

帝釈峡での観光行動、新規交通手段の利用意向を調査する
ため、4回の動向調査を実施

契約日
6月29日

案内標識が不足、標識の老朽化があるため、設置個所や整
備主体の現況調査を実施

契約日
6月29日

雌橋の土砂の浚渫工事の検討のため、測量業務を実施
契約日

5月25日

観光事業に関わるあらゆる事業者（観光、商業、交通、行政）
を対象として研修事業を実施（土産物、飲食店等の業種別） 1回

きめ細やかなサービスに対応できるよう観光ガイドを育成する
ため、2回研修事業を実施（模擬ガイド研修、ワークショップ形

式）
2回

周辺観光地との連携による多
様な観光体験づくり事業

周辺の観光地との連携により、帝釈峡への来訪客の増大を
図るため、実行委員会を設立し、広域PRや、自然探勝と体験

メニューを組み合わせた観光コースづくり
1式

帝釈峡観光振興を推進する
体制づくり事業

観光事業者相互及び関係する他産業事業者の連携した取
組が必要であることから、観光振興マネジメント組織の設立を
行う。そのため設立準備会（内容、組織、収支、出資、参加者
等の検討、法人化手続）を24年度3回開催

1式

契約日
5月18日

快適に楽しめる観光環境づく
り事業

来訪客への温かいもてなし体
制づくり事業

 

 

表　②庄原市/三次市実施事業

事業名 事業の概要
実績内容及び

実績件数

三海二山グランマルシェ運営
協議会

三海二山グランマルシェの開催に係る運営協議会開催 第1回（4月11日）～第25回

（3月19日）において、事業

計画、イベント内容検討協
議会を実施

【備北の春祭り】備北エリアの里山の春をテーマとするイベン
トを開催し、交流の促進と魅力発信を行う。会場では、山陰か
ら四国までの物産と芸能を集め、人とものの出会いの場とし
てのイメージ付けを進める。

○平成24年4月29日（日）

天候：晴
来場者数：11,077　人

（昨年：6,087人）

○平成24年4月30日（月）

天候：雨／曇
来場者数：2,180人

（昨年：6,447人）

1日目は対前年約5千人伸

びたが、2日目は雨天で昨

年より大幅に減少

※目標数値：2日10,000人

増　実績723人増加
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【備北の夏祭り】備北エリアの山の涼夏をテーマとするイベン
トを開催し、交流の促進と魅力発信を行う。会場では、山陰か
ら四国までの物産と芸能を集め、人とものの出会いの場とし
てのイメージ付けを進める。

○7/28実施分

対前年度2,000人増

平成24年7月28日（土）

天候：晴
来場者数：32,000人

（昨年30,000人）

○8/11,12実施分　対前年

度1,729人増

平成24年8月11日（土）

天候：雨／晴
来場者数：1,284人

(昨年903人)

平成24年8月12日(日)

天候：晴／雨

来場者数：2,623人

（昨年1,275人）

※目標数値は上記二つで
25,000人増　実績：3,729人

増

三海二山グランマルシェの実
施

【酔い処まつり】備北エリアの里山の実りの秋と地酒をテーマ
とするイベントを開催し、交流の促進と魅力発信を行う。会場
では、山陰から四国までの物産と芸能を集め、人とものの出
会いの場としてのイメージ付けを進める。

○平成24年9月15日（土）

天候：雨
来場者数：5,200人

（昨年5,000人）

○平成24年9月16日（日）

天候：雨
来場者数：7,300人

（昨年4,000人）

※目標数値10,000人増実

績3,500人増

【温泉まつり】備北エリアの里山の雪と温泉をテーマとするイ
ベントを開催し、交流の促進と魅力発信を行う。会場では、山
陰から四国までの物産と芸能を集め、人とものの出会いの場
としてのイメージ付けを進める。

○平成25年2月1日（金）～

28日（木）

○平成25年2月16日（土）

天候：曇
来場者数：1,000人

（昨年250人）

○平成25年2月17日（日）

天候：曇
来場者数：1,500人（昨年

400人）

※目標数値5,000人増　実

績1,850人増

ガイドブック作成事業
備北エリアの観光スポット、飲食店、特産品を紹介するガイド
ブックの発行により、交流の促進と魅力発信を行う。

観光ナビ実験事業
備北エリアの観光スポット、飲食店、特産品を紹介するスマー
トフォン用のアプリケーションの実証実験を行う。
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表　③安芸太田町実施事業

事業名 事業の概要
実績内容及び

実績件数

プロジェクト会議や各部会の開催を通じてプログラムを開発
し、モニターツアーを実践することでブラッシュアップを図る。

総会：1回、理事会：1回、

プロジェクト会議：6回、

出張：東京1回・飯南1回、

モニターツアーの開催：町
内2回・町外4回・冬1回

視察研修：1回

体に優しい健康食やお弁当の開発を行うため講習会や試作
会を実施する。

試作会の開催0回

講習会開催4回

造成したプログラムを案内する魅力あるガイドの養成を行う。 フォローアップ講座3回

森林セラピスト・セラピーガ
イド育成
あきおおた里山ガイド養成
講座6回

ヘルスツーリズム事業の周知のためさまざまな媒体を活用し
全国に情報発信を行う。

森林セラピー基地認定披
露会
ＨＰ更新1回

キャラクター名前、キャッチ
コピーの公募1回

宣伝用名刺作成1回

既存イベント周知活動3回

観光地ブラッシュアップに係るコンサルティング及びハード事
業の調査設計を行う。

調査設計5箇所

観光推進組織でのホスピタリティの向上を目的とした研修会
を実施する。

研修会5回
観光ブラッシュアップ事業

ヘルスツーリズム推進事業

 

 

表　④廿日市市実施事業

事業名 事業の概要
実績内容及び

実績件数

・林間のフィールド（森の中）を使った冒険（課題解決）プログ
ラムを宿泊者向けに展開できるようにする。アップを図る。
・登山のように山頂を目指すのではなく、またハイキングや自
然観察のように短時間での活動ではなく、冒険的な感覚が味
わえる程度の距離の森林を歩きながら目的地を目指す。

○イニシアティブプログラム
6月に必要な用具を購入

し、指導者養成講座修了生
及び受講生とプログラム体
験開発。6・10月において

「わんぱくキャンプ」（32

名）、7・8月において「サ

マーキャンプ」（73名）を実

施し、合計105名の参加者

があった。
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自然体験型観光プログラム開
発事業

・スノートレッキングやサイクリングプログラムなど、随時研究
し、開発していく。

○トレッキング／バックパッ
キングプログラム
7月に必要な用具を購入

し、9～11月において「バッ

クパッキング」（22名）、1・2

月において「スノーシュー
体験」(6名)、「雪山2day

ウォーキング」（7名）、大人

の囲炉裏・雪キャンプ（3名）

を実施し、合計38名の参加

者があった。　※試行（既存
のイベントではなく新たに
開発したプログラムの実施）
含む。

包括的プロモーション事業

「Wonder　Forest」のブランド化を促進するため、PR活動等を

行う。プログラム検証のためのモニターツアーを実施する。

4月よりHPを開設し（ブロ

グ、Facebook、twitterとの連

携）、ちらしの作成・配布、
DM発送を定期的に実施。

自然体験活動指導者養成講
座

自然体験活動指導者の養成講座を企画・実施できる選任の
スタッフを配置し、将来の観光従事者（定住者）の育成を図
る。

6月～7月に初級講座を実

施し、申込者10名で修了者

6名。10月～3月に中級講

座を実施し、申込者6名で

修了者1名（継続実施中）。

 

 

表　⑤安芸高田市実施事業

事業名 事業の概要
実績内容及び

実績件数

イメージ戦略事業

神楽のまちということを印象付け、認知度の向上を図る。 大都市公演実施：2回

ＰＲイベント実施：１回
神楽ガイドブック作成

受入体制整備
一体的な情報発信及び受付窓口を整備する。 観光協会の設立

誘客、交通手段確保事業
旅行業者、宿泊施設等との連携を図るとともに、直通バスの
運行や高速バス等により誘客を図る。

広島市内等からの直通バス
の運行

魅力の強化（看板整備）
郡山城を中心とした案内看板を設置し、関連施設の連携を
図る。

観光資源間の連携のため
の看板設置

魅力の強化（甲冑関連用具整
備）

甲冑体験等の新たな体験メニュー作りのために、甲冑関連用
具の整備を行う。

甲冑及び関連用具の修
繕、制作を行う。

魅力の強化（鑑賞環境整備）
神楽解説用のイヤホンガイドを整備する。 イヤホンガイド整備

魅力の強化（史跡ガイドマッ
プ）

登山者向けのガイドマップの作成やガイドマップの設置場所
を設ける。

ガイドマップ作成及び設置
場所を設ける。

魅力の強化（展示室リニュー
アル）

市内全22神楽団の歴史を紹介することで、神楽をより深く

知ってもらう。

神楽展示室の改修

体験観光事業
体験を通して、より地域の魅力を知ってもらうとともに、地域
住民との交流を促進する。

神楽及び農業の体験観光
事業
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表　⑥世羅町実施事業

事業名 事業の概要
実績内容及び

実績件数

①フラワー＆ワイン街道事業

平成23年度、海の道ＰＴ事業で実施した事業を踏まえなが

ら、観光ルートの形成を図る。

ふぉと旅の取組を受けて
ルート提案のパンフを
10,000部作成

②銀山街道観光振興

島根県石見地方と尾道市・府中市をつなぐ銀山街道をＰＲす
る。

講演会を2回開催

（6月23日、12月9日）

昨年作成した世羅の歴史
本に上下及び尾道市の調
査分を加筆して再編集
町内資源視察実施
（12月9日）

石見銀山視察実施
（3月4日）

「石見銀山ガイドの会」
会員を中心として世羅町内
のモニターツアーを3月21

日に実施（参加者10名）

③スタンプラリー支援事業

周遊性を高めるためのスタンプラリーの開催を支援する。 7/21～9/30尾道市の観光

事業者と連携したスタンプ
ラリーを実施

④体験情報一元化事業（カレ
ンダー作成）

観光情報の一元化を図るためルール作りを行うとともに、カレ
ンダーを作成する。

年間イベントカレンダーの
ウェブ用デザイン作成

⑤広域連携事業

計画策定を通じて生まれた各関係機関との連携の維持・強
化を図る。

8月から12月にかけてカメラ

女子会・ふぉと旅事業を実
施し、その作品を展示する
とともに開催をPRした。

8月から12月にかけてカメラ

女子会・ふぉと旅事業を実
施し、写真家を講師として
招へい

⑥ウォーキング事業

地域の海・山・川といった自然を身近に感じることができるよ
う、ウォーキング大会を開催する。

尾道スリーデーマーチに併
せて夢吊橋ウォークをＰＲ
（10月17日）

ＰＲ用イベントカレンダーを
作成

⑦広域観光ツアー造成支援
事業

広域連携によって作り出したテーマ別観光ルートの旅行商
品化に向けたエキスカーションを実施する。

マスコミを招へいし、エクス
カーションを実施
（2月16日～17日）

⑧広域観光情報一元化事業

計画策定によって生まれた観光関係事業者間の連携を維持
するため、会議を開催する。

視察研修を実施
（2月25日～2月26日）

⑨観光ボランティア育成事業

町民や観光事業者を対象としてたおもてなし講演会を開催
する。

講演会開催
（10月12日）
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⑩新商品開発支援事業

世羅産の農産物を使った、世羅を代表するような食や土産
品の開発支援を行う。

6次ＮＷ、飲食組合等のメ

ニュー開発。
※フードフェスティバルに
おけるてっぱんＧＰ優勝

⑪ＲＵＮＲＵＮプロジェクトの推
進

「世羅の駅伝」という全国的な知名度のある資源を活かし、全
国からの誘客を図る。

学生の強化合宿誘致

⑫インフォメーションセンター
（仮称）整備事業

地域の観光情報を発信し、町内及び沿線地域の周遊性を高
めることを目的として、その拠点となる施設を整備する。

世羅町「インフォメーション
センター（仮称）」基本計画
策定

 

 

表　⑦北広島町実施事業

事業名 事業の概要
実績内容及び

実績件数

紹介資機材の制作及び活用検討
（パンフレット3万枚）

（グッズ5,600枚）

（タペストリー10枚）

（シンポジウム開催1回）

　①紹介パンフ制作・・・
　　　30,000枚

　②多言語紹介チラシ
　　　英×10,000枚、

　　　韓×20,000枚、

　  　中簡×2,000枚、

　  　中繁×2,000枚

　③花田植小冊子
　　　英×1,000冊

　　　記念配布用グッズ制作
　①団扇：3,000枚

　②クリアファイル：2,000枚

タペストリー制作
　①早乙女：2枚

　②飾り牛：2枚

　③囃子方：1枚

　④全体：1枚

シンポジウムを12月2日開

催
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ユネスコの無形文化遺産「壬
生の花田植」の受入体制を整
備するとともに、他の花田植と
連携させた観光協誘致施策を
展開する。

受入体制整備
（会場バリアフリー化1件）

（土産品開発補助1件）

（ツアー等造成支援1件）

（チラシ作成2回）

（実行委員会補助1件）

きたひろネットで町内の全
世帯に生中継を実施し、会
場内及び飲食ブース等に
合計10台の大型モニターを

設置し、会場内に入りきれ
ない方に対する対応を実施

花田植関連お土産品開発
補助
①ＤＶＤ：200枚

②手拭い：500枚

③陣笠：30個

④三角笠：200個

⑤ＱＰ女：2,000個

⑥ＱＰ牛：1,000個

催行ツアー
①5月27日…2つの世界無

形文化遺産鑑賞ツアー（1

台、9名）

②6月3日…世界無形文化

遺産壬生の花田植ツアー
（2台、57名）

花田植等田園文化体験ツ
アー募集チラシ
○平成25年3月

○実施日：6月3日（日）

○場所：壬生の花田植特設
会場
○集客：15,000人

花田植ＰＲ事業
（海外公演支援1件）

○実施日：6月7日～12日

○場所：ハワイ
○名称：まつりインハワイ

 

表　⑧府中市実施事業

事業名 事業の概要
実績内容及び

実績件数

Ｂ－１グランプリ支部大会誘
致・開催事業

尾道松江線を有効活用し、Ｂ－１支部大会の誘致・開催の前
提として、観光ＰＲコーナーや地元団体主催イベントを併催
する。ご当地グルメによる地域連携と県内グルメの宣伝を図
る。

11月24日、25日イベント実

施2日間で6万5千人の来場

者

恋しきを活用した観光拠点案
内施設事業

地域情報発信施設を整備し、各連携市町の食や特産品を広
く発信する。（地域食文化を活かした観光交流施設）観光情
報の発信を強化。

前面道路整備を待ち、「恋
しき観光案内所」看板3月

完成

上下商工会館（旧警察署）文
化財観光地化事業

国の登録有形文化財に認定された上下町の「商工会館（旧
警察署）」を新たに観光客誘致のため整備する。そして、現
在行っている産業観光ツアーのコースへ組入れ、新たなツ
アーを実施する。

3月に整備完了し、地元イ

ベントのひなまつりには一
般開放し、多くの来場者を
迎えた。

上下駅整備事業

地域資源と農産物及び食がコラボレーションすることにより素
材に付加価値（物語性）を付与した新たな商品の販売につな
げる場を提供する。また、その場が地域観光の拠点をなっ
て、上下の分水嶺の地を往来し、かつての銀山街道の宿場
まちとして栄えた街並みを観光で盛り返す取組に寄与する。

10月頃よりJRと協議等を重

ね、2月末工事完了し、3月

1日にオープニングセレモ

ニーを実施、また地元開催
の上下ひなまつりの来場者
の増客にもかった。
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この 8 つの異なる中山間地域に属する実施主体による「魅力ある中

山間地域の形成のための観光による地域活性化に向けた観光素材のブ

ラッシュアップ等を実施するための計画」（観光ブラッシュアップ計

画）を実現する各種事業に関し（広島県中山間地域観光振興事業支援

補助金交付要綱）、各実施主体から提出されたプランをもとに、実施主

体と県とが内容を練り上げて事業計画書を完成させた。それを基に事

業支援補助金の金額を決定し、各主体が実際に事業を実施した。その

結果を記載した事業報告書を各実施主体が提出し、それを基に最終的

な補助金額の確定・支出がなされた。  

 

（２）広島・島根観光連携事業  

（負担金事業・ 1015 万円）  

平成 24 年 4 月 11 日に広島県・島根県観光連携協議会が設立された。

同協議会は、「広島県および島根県の共通するテーマ等を活かした観光振

興を連携して推進すること」を目的とし（同協議会規約 1 条）、「広島県、

島根県、社団法人広島県観光連盟および社団法人島根県観光連盟をもっ

て構成する」（同 3 条）とされている。  

平成 24 年度においては、上記協議会で決められた平成 24 年度事業計

画に従い、中国横断自動車道尾道松江線開通情報や両県の観光イベン

ト・観光素材ＰＲのための名古屋地区との合同説明会および福岡地区と

の合同説明会の開催、両県を観光コースとする企画旅行をＪＴＢ中国四

国広島支店にて商品化しての販売、両県に共通するテーマ（世界文化遺

産および無形文化遺産・食）をＰＲするために「関西・中国・四国じゃ

らん」への広告掲載、ＪＴＢ旅行サイト上で夏・秋・冬ごとの両県の観

光素材のＰＲ、冬季イベントＰＲパンフレットの作成（高速サービスエ

リアおよびスポーツショップ等への配布）、タウン情報誌での広告等が実

施された。それに対し、広島県から 1015 万円の負担金が支出された。  

 

（３）ＮＥＸＣＯ西日本連携事業  

（ 309 万 5000 円）  

西日本高速道路エンジニアリング中国株式会社（以下「西日本高速エ

ンジ」社という）に委託し、西日本高速道路株式会社（通称ＮＥＸＣＯ

西日本、以下「ＮＥＸＣＯ西日本」という）が設定した高速料金割引サ

ービス「ひろしま・しまね・とっとり３ＤＡＹＳフリーパス」を利用し

ての県内ドライブに関するパンフレットを作成し、また関西・中国四国・

九州のＳＡ、ＪＴＢ、観光窓口等に配布するほか、株式会社神戸新聞事
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業者に委託し、観光施設と連携した周遊型旅行プランを作り、「関西ウォ

ーカー」に４頁の観光記事（三段峡、八幡湿原、世羅高原農場、高谷山

展望台、帝釈峡、とよまつ紙ヒコーキ・タワー、神楽門前湯治村、国営

備北丘陵公園、白壁の町並み等、合計 32 か所の観光スポットおよびグル

メを紹介）を載せるほか、関西の２つの番組で、約 4 分の県の観光スポ

ット（厳島神社、平清盛館、宮島水族館、神楽門前湯治村、世羅高原農

園およびむらたけ総本家）についてのプロモーションビデオを放映する

などの広報が行われた。  

 

３ 監査結果  

（１）事業目的の適法性  

ア 中山間地域観光振興計画支援事業  

この事業は、観光基本計画の柱の一つである「地域の特色を生かした

魅力ある観光地づくり」を実現するため、地域の観光資源のブラッシュ

アップを図るものである。その目的は、「地域における創意工夫を生かし

た主体的な取組」の尊重による県外からの「観光旅行を促進」、あるいは

「地域の歴史、文化、伝統等に関する理解を深め」るという観光基本条

例の基本理念に沿うものと評価できる。そして、「地域の特性を生かした

魅力ある観光地の形成」（ 10 条）、「県内の観光地に関する広報宣伝活動

および観光地の情報の提供」（ 16 条）あるいは「地域の特性を生かした

魅力ある商品の開発等」（ 17 条）といった施策を実現するためのものと

評価できる。  

また、実際に行われた事業を見ても、案内標識の整備、観光事業者・

観光ガイドに対する研修、観光振興組織の設立、地域の特産品等をアピ

ールするイベントの実施、モニターツアーの開催、地域の観光スポット

等を紹介するガイドブック・リーフレットの作成やスマホ用アプリの試

作、ご当地キャラクターの名称やキャッチコピーの公募、観光地ブラッ

シュアップのためのコンサルティングの依頼など、内容は多岐にわたっ

ており、「市町、観光事業者その他関係者との連携による観光地の特性を

生かした良質なサービスの提供の確保」（ 9 条）、「観光の振興に寄与する

人材の育成」（ 13 条）、「地域の特色を生かした魅力ある商品の開発」（ 17

条）、「観光旅行者の利便の増進を図るため」の「公共施設の整備」（ 18

条）といった施策をも実現するためのものと評価できる。  

以上のとおり、この事業の目的は観光基本条例の理念および施策に合

致するものである。  
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イ 広島・島根観光連携事業  

この事業は、観光基本計画の柱の一つである「情報発信の強化による

『ひろしまブランド』の確立」を実現するため、島根県と連携して、両

県の共通するテーマ等を活かした観光振興を推進し、具体的には広島県

の中山間地域を含む広域周遊ルートをアピールする等の活動に負担金を

支出するものである。その事業目的は、他県と連携し、多様な観光資源

を融合させた情報を観光客に発信することにより誘客を図ろうとするも

ので、「県内外における広域的に連携した観光の振興に関する取組」（ 16

条）を実現するものであり、観光基本条例の理念および施策に合致する

ものである。  

 

ウ ＮＥＸＣＯ西日本連携事業  

この事業は、観光基本計画の「情報発信の強化による『ひろしまブラ

ンド』の確立」を実現するため、ＮＥＸＣＯ西日本と連携して県の中山

間地域を含む周遊ルートをアピールするものである。その事業目的は、

「観光旅行者の本県への来訪の促進を図るため、県内の観光地に関する

広報宣伝活動および観光情報の提供を行う」（ 16 条）もので、観光基本

条例の理念および施策に合致するものである。  

 

（２）事業内容の有効性等  

ア 中山間地域観光振興計画支援事業  

（ア）事業内容の有効性  

この事業では、中山間地域の市町の自主性を基本的に尊重し、各地域

の特色を生かした事業（三海二山グランマルシェの開催、森林セラピス

トの育成、自然体験型観光プログラムの開発、フラワー＆ワイン街道事

業、ユネスコの無形文化遺産活用事業、B1 グランプリ支部大会誘致事業

等）が実施されており、魅力ある観光資源の育成や、現時点では認知度

が必ずしも高いとは言えない県内の中山間地域の魅力をアピールすると

いう目的達成のために、一定程度有効なものと認められる。  

しかしながら、これら事業は地域の自主性を尊重することを主眼とし

ており、観光客が中山間地域に対しどのような観光アイテムの提供を求

めているのかといった視点からの事業策定には必ずしもなっておらず、

誘客という観点から十分な効果があったかは疑問なしとしない。また、

同様の理由から県自体が各市町に示した本事業のコンセプトは、基本的

には「広島県中山間地域観光振興事業支援補助金交付要綱」１条記載の

「地域による魅力ある中山間地域の形成」「観光による地域活性化に向け
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た観光素材のブラッシュアップ」という内容にとどまる。  

そのため、実施事業全体としての統一性・相互関連性は希薄である。

事業計画確定の過程で県の要望が加えられており、その意図は伝わって

いると考えられるし、地域の特色を生かすためには相互の関連性が希薄

にならざるを得ない場合もあると思われる。しかしながら、限られた予

算で「中山間地域」という共通の特徴をもった地域の観光を宣伝する際、

「広域的に連携した観光の振興」（ 16 条）という観点から、中山間地域

共通のアピールポイントを設定し、それを軸とした事業が発想されれば、

より効率的な事業展開が可能であろう。事業計画作成の目的として、「地

域の産業との連携（ 12 条）を意識し、特産品、工芸品の宣伝のための事

業を 1 つは盛り込む」「地域の文化財、歴史的風土、自然の風景地等（ 10

条）に関連する行事・イベントの開催を計画することが望ましい」「複数

の公共団体と共同での企画も可能なら検討されたい」「観光の振興に寄与

する人材の育成（ 13 条）にも留意されたい」などを予め全実施主体に提

示しておくなどの工夫もあり得たのではないかと考えられる。（意見）  

 

（イ）事業遂行手続の適法性  

本事業は補助金交付を内容とするものであり、広島県補助金等交付規

則および広島県中山間地域観光振興事業支援補助金交付要綱に沿って事

業遂行がなされる必要がある。  

まず、 8 つの事業主体が行った各事業が上記要綱 1 条記載の趣旨であ

る「中山間地域の観光による地域活性化に向けた観光素材のブラッシュ

アップ」の実施のために効果が高いものと認められるかであるが、各事

業の内容は前記のとおりであり、いずれもそれぞれの中山間地域に特有

の観光素材を利用し、これをより強化するとともに、広く宣伝するため

の諸施策を実施する等の内容となっていて、同要綱の趣旨に合致するも

のと認められる。  

また、 8 つの事業主体に対する補助金交付に関し、広島県補助金等交

付規則に規定されている補助金交付申請（規則 3 条）、交付決定（同 4

条）、補助事業の遂行（同 9 条）、状況報告（同 10 条）、実績報告（同 12

条）および補助金額の確定（同 13 条）等の各手続について、必要な書類

が規定の書式に従って全て提出されているなど、特に問題は認められな

かった。  
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イ 広島・島根観光連携事業  

（ア）事業内容の有効性  

広島県・島根県観光連携協議会が設立され、観光資源が豊富な島根県

と連携した継続的誘客活動を担う組織ができたことは、その事業目的で

ある他県との連携によって多様な観光資源を融合させた情報を観光客に

発信することにより誘客を図るために有効と評価できる。  

一方で、両県の観光資源を単純に合わせるだけでなく、両県の特産品

を使ったお土産品を共同開発（ 17 条）することや、両県に跨る交通網・

観光ルートの標識等に関する改善等を提言していくことについて、今後

検討する価値があると考えられる。（意見）  

また、上記協議会は両県庁職員および観光連盟理事から構成されてい

るので、今後は、県側が議論に統一性を付与しつつ、観光連盟を通して

いかに民間の活力とアイディアを取り込めるかが課題となるものと考え

られる。  

さらに、広域的観光戦略を考える際、道路標識に観光名所等の表示を

行うことが有効と考えられるが、高速道路の尾道松江線の開通に際し、

そのような取り組みをするように土木局と連携を取っている点も評価で

きるので、そのような取り組みを継続していくことが望まれる。  

 

（イ）事業遂行手続の適法性  

本事業は負担金交付を内容とするものであり、広島県補助金等交付規

則および観光振興共同事業負担金交付要綱に沿って事業遂行がなされる

必要がある。  

広島県・島根県観光連携協議会の行っている事業が、上記要綱 1 条記

載の趣旨である「本県の観光事業の発展を図るため、関係の県および団

体等と共同で事業を実施する場合」に該当するかについては、前述のお

とり同協議会が両県の職員および観光連盟によって構成され、実際に行

われた事業も両県の観光イベント・観光素材のＰＲ等であるから、これ

に該当すると認められる。  

 

ウ ＮＥＸＣＯ西日本連携事業  

（ア）パンフレット事業  

ａ 事業内容の有効性  

インターネットによる情報入手が通常となりつつある現状において、

パンフレットという紙媒体の宣伝効果には、県が意見を求めた専門家の

一部から疑問の声も出てはいるところである。しかし、中山間地域への
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誘客は、別の目的で県内に来た観光客に当該目的地でパンフレットを手

に取ってもらって認知してもらうことが有効であるとの判断から、パン

フレット事業が企画されたとのことであり、その判断は必ずしも不合理

とは言えず、本事業が有効でなかったとまでは評価できない。  

もっとも、今後急速に情報交換手段がインターネット等に移行するこ

とが予想されるので、情報発信する媒体の切り替えの時期を適切に判断

できるよう、社会の動向やアンケート結果等を注視していく必要がある。

（意見）  

また、パンフレット事業について、議事録によれば、外部アドバイザ

ーとして招聘している学識経験者より「自治体はよくパンフレットやガ

イドブックを作りたがるが、紙媒体はだめ」と明確にその効果を否定さ

れているにもかかわらず、観光計画支援事業における各地域の実績報告

においてはパンフレットおよびガイドブック作成のために補助金が費消

されている実態がある。自らが実施する事業は無論のこと、助成先・補

助先等の使途についても注視すべきである。  

さらには、実施報告書によると 3 県に跨る高速料金割引サービスは、

休日の高速料金割引が実施されている現状ではお得感がなかったのでは

ないかとも考えられるとのことで、このサービスを利用した今回のパン

フレット事業は、関西方面からのドライブ観光客の誘致効果を実現でき

なかったのではないかとのことである（プロモーション期間中の関西か

らの発着台数目標を 3500 台と設定していたところ、469 台に留まった）。

そのため、この事業は平成 25 年度は休止するとのことであるが、休日の

高速料金割引によって 3 県を跨ぐ高速料金割引にそれほどの誘客効果が

ないのではないかということは事業立ち上げの時点からある程度予測で

きたとも考えられ、事業効果を予測する際、より多面的な検討を加える

必要があったと考えられる。（意見）  

 

ｂ 事業遂行手続の適法性  

（ａ）業務委託契約締結の方式・内容の適法性  

契約書作成は省略されているが、契約金額が 150 万円未満であること、

十分な履行内容が記載された請書および仕様書が作成されていることか

ら、契約規則 2 条 2 項 1 号に照らして問題は認められない。  

 

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

本事業は随意契約となっているが、金額が 100 万円未満であることか

ら問題は認められない。また特命随意契約となっている点については、
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西日本高速エンジ社に委託した場合に、同社とＮＥＸＣＯ西日本との繋

がりから、配布予定の高速道路のサービスエリアでのパンフレット備置

料 60 万円相当（ 12 箇所 ×4 か月分）が無償になること、同社には島根県

および鳥取県との繋がりもあることから、 3 県で連携して効率的かつ安

価な情報発信が見込めること等の理由に合理性が無いとはいえず、不適

法とまでは認められない。  

 

（ｃ）契約履行の適法性  

作成されたパンフレットは、仕様書に記載されたとおりの「西日本高

速道路株式会社が造成する周遊割プランを活用した広報パンフレット」

であり、「広島県への誘客を促進する内容」ともなっていること等から、

契約履行の点に問題は認められない。  

 

（イ）プロモーション事業  

ａ 事業内容の有効性  

受託業務者の企画提案書および実施報告書によれば、「関西ウォーカ

ー」は主に 20～ 30 代男女を読者層とする発行部数約 10 万部の旅行雑誌

であり、同誌に中山間地域を中心とする合計 32 か所の観光スポットおよ

びグルメを紹介する記事を掲載したことは、観光地づくりの一環として

中山間地域の魅力ある観光資源をＰＲし、周辺大都市圏からの誘客を促

進するとの本事業の目的にとって有効と評価できる。また、関西の 2 つ

の番組で約 4 分間にわたり広島県の 6 か所の観光スポットを紹介するビ

デオを放映した点も同様である。  

もっとも、パンフレット事業と同様に、高速料金割引サービスと関連

付けた宣伝であったため、効果が薄かったという受託業務者の分析の結

果が出ており、パンフレット事業と同様の反省点を挙げることができる。 

 

ｂ 事業遂行手続の適法性  

（ａ）業務委託契約締結の方式・内容の適法性  

受託業務契約書において、危険負担条項、監督・検査権条項が欠落し

ていたが、業務内容が請負的性格のものであることから、契約条項に盛

り込むことが望ましかったと考えられる。（意見）  

 

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

本事業における業務委託契約については、プロポーザル方式による随

意契約となっている。同契約の委託内容は、単なる機械的な物品の製作・
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販売を内容とするものでなく、中山間地域を中心とする県の観光資源の

効果的宣伝内容を企画立案し、実際に宣伝活動を実施するというもので

あることから、プロポーザル方式による随意契約が適切であったと評価

できる。  

また、実際に行われたプロポーザルの手続について、審査委員会は、

観光連盟、県の総務局および三次市観光交流課の人員も入って構成され

ており、特に問題は認められなかった。  

しかしながら、前述したとおり、応募会社が 1 社のみであった点は、

より効果的な事業遂行等の観点から望ましいものであったとはいえない。

公募開始から企画書提出期限までの期間（ 22 日間）の延長や、関西地方

の企業情報を集めて事前に応募を働きかける等の試みがあってもよかっ

たのではないかと思われる。（意見）  

 

（ｃ）契約履行の適法性  

受託業者から提出された実施報告により、受託業務契約添付の仕様書

に記載された関西の旅行雑誌およびテレビ番組による秋のドライブをテ

ーマとした広島県の観光スポット等の情報発信、事業結果の報告・効果

の検証は一応遂行されていたと認められる。もっとも、今後同様の事業

の実施を検討するためにも、事業効果に関し、雑誌の記事掲載号の実際

の発行部数および番組の視聴率を報告させるべきであったと考えられる。

（意見）  

 

（３）予算執行の適法性・有効性・効率性  

ア 委託料支出について  

中山間地域観光振興推進事業における委託料の支出は下表のとおりで

あり、1 については随意契約、№2 についてはプロボーザル方式となって

いる。  

 

委託料明細 (単位：円)

№ 事業名 地域 勘定科目 金額 内容

1 NEXCO西日本連携事業 西日本高速道路エンジニアリング中国(株) 業務委託費 945,000 パンフレット作成業務

2 NEXCO西日本連携事業 (株)神戸新聞事業社 業務委託費 2,150,000 周遊プランPR業務

3 広島・島根観光連携事業 (株)TSSプロダクション 業務委託費 199,000 ブース装飾業務

3,294,000Total  

 

№1 の随意契約は当該支出の目的であるサービスエリアへのパンフレ

ットの掲出について、 NEXCO 西日本に対し、他の企業であれば掲出料

を支払う必要があるのに比して、 NEXCO 西日本の子会社である西日本
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高速エンジ社を委託先に選定すればパンフレット備置料金 60 万円相当

(=1 万 2500 円 /月 ×4 ヶ月 ×12 箇所 )が無償となる点を理由として随意契約

が締結されており、経済的合理性の観点は損なわれていないものと考え

る。  

しかしながら、NEXCO 西日本は、国土交通大臣が 99.95%、財務大臣

が 0.05%の株式を保有する純然たるパブリック企業であり、その管理・

運営するサービスエリアへのパンフレット等の備置料について子会社た

る西日本高速エンジ社に便宜を図り、同社は当該アドバンテージを背景

に随意契約を獲得している。随意契約を行う場合はこのような構造を十

分理解したうえで、経済合理性とともに、取引実態の公正性についても

斟酌すべきである。（付記）  

次に№2 については、委託業務について技術的能力等についても勘案

し、その効果も同時に見込む必要のある場合にあたり、プロポーザル方

式としたことに問題はない。また、効果の検討に際しては審査において

4 人の審査員が以下の 5 点から審査したものであり、その結果一定ライ

ンを超えたものを採用するなど適正な審査が行われている。  

  プロモーションコンセプト  

  メディアによる情報発信  

  事業結果の報告・効果の検証  

  事業運営能力  

  経費  

イ 負担金支出について  

負担金は各協議会・実行委員会に対する拠出であり、最も金額の大き

い広島県・島根県観光連携協議会に対するものは事前の取り決めに従い、

広島県と島根県が同額を同協議会に拠出するものである（広島県拠出分

は下表のとおり）。同協議会は拠出された資金をもとに、観光情報説明会

の開催 (5,633,430 円 )やモデルコースの商品化 (4,027,420 円 )、旅行雑誌等

へのＰＲ (3,674,730 円 )、ウェブによる誘客促進 (3,698,840 円 )、冬季イベ

ント (2,385,455 円 )などに費消している。  

 

負担金明細 (単位：円)

№ 事業名 地域 勘定科目 金額 内容

1 広島・島根観光連携事業 広島地区観光情報発信事業実行委員会 負担金 300,000 島根ふるさとフェア出展料

2 広島・島根観光連携事業 広島県・島根県観光連携協議会 負担金 10,150,000 広島・島根観光連携事業負担金

3 広島・島根観光連携事業 ひろしま雪山誘客促進協議会 負担金 2,300,000 冬期誘客促進事業負担金

12,750,000Total  

 



96 

その中でも観光情報説明会は中核都市での広島県・島根県への観光誘

致を目的とし、株式会社ＪＴＢ中国四国に対し合計 4,360,000 円の委託

がなされており、懇親会費として 1,545,475 円が計上されている。これ

は延べ 205 名分の立食ブッフェの費用であり、単価にすると 7,538 円と

高額感はあるものの、当該合同説明会は広告を企図したものではなく、

中核都市における旅行事業者やメディア等を招き両県の観光情報をＰＲ

し、旅行商品造成につなげることを狙って開催されたものであり、単価

を多少あげてでも広島県・島根県に対する親近感・旅行意欲を高めよう

としたものである。  

しかしながら、その観光情報説明会を開催したことに伴う効果につい

ては、担当者からのヒアリングによっても確認できなかった。旅行事業

者がどのようにツアー日程に組み込んでいるか、メディア等においてど

のように取り上げられているのか、合同説明会の開催前後で親近感・旅

行意欲に影響 (取扱いの大小、広島・島根の連携への注目度合など )はあ

ったかなど、追跡調査がなされるべきである。平成 25 年度も同様の説明

会を開催しており、説明会の追跡調査を実施する必要があるものと考え

る。（意見）  

 

ウ 補助金支出について  

補助金支出については、基本的に中山間地域観光振興計画支援事業に

関連しており、下表のとおり 8 地域に対し拠出されたものである。  

表　中山間地域（8地域9市町）補助金概要 (単位：円)

№ 実施主体 予算額
補助金
交付額

地域
費消額

補助金費消概要

（ア） 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 16,000,000 13,876,946 13,876,946 帝釈峡の観光環境・体制等の整備

（イ） 備北観光ネットワーク協議会 10,800,000 8,425,735 8,425,735 合計4回の地域祭りの開催

（ウ） 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 9,000,000 9,000,000 9,028,800 ヘルスツーリズムの企画・広報

（エ） はつかいち自然体験型観光推進事業実行委員会 2,815,000 2,815,000 2,817,225 自然体験プログラムに係る用具等の購入

（オ） 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会 17,500,000 14,650,000 14,677,130 神楽の魅力強化と現地への誘客促進

（カ） 世羅町広域観光推進実行委員会 25,000,000 16,046,880 16,046,880 インフォセンター(道の駅)計画の策定

（キ） 北広島キャンペーン実行委員会 6,820,000 6,820,000 6,824,790 壬生の花田植に係る広報

（ク） まちおこし観光メニュー策定実行委員会 10,000,000 10,000,000 10,000,650 B-1GP招致及び観光資源の整備

97,935,000 81,634,561 81,698,156Total  

（ア）帝釈峡地域  

主要観光資源である帝釈峡を中心に、来訪客動向調査や看板等の作成、

修繕等のための測量などを通じてその整備を行い、帝釈峡観光全体の振

興を図るための新組織設立等に係るアドバイザリー業務委託を実施して

いる。  
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表　補助金明細(帝釈峡) (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 費消額 内容

1 中山間地域観光振興計画支援事業 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 業務委託費 1,890,735 来訪客動向調査業務

2 中山間地域観光振興計画支援事業 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 業務委託費 2,625,735 観光案内標識等調査業務

3 中山間地域観光振興計画支援事業 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 業務委託費 1,891,470 雌橋測量・3次元測量業務等

4 中山間地域観光振興計画支援事業 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 印刷製本費 903,735 広域観光パンフレット作成業務

5 中山間地域観光振興計画支援事業 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 その他経費 611,036 セグウェイレンタル料、講師謝金等

6 中山間地域観光振興計画支援事業 帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会 業務委託費 5,954,235 新組織設立計画策定等業務

13,876,946帝釈峡広域観光プロジェクト推進実行委員会  Total  

 

上表の中の№6 の業務委託費であるが、業務委託に係る「帝釈峡観光

振興に係る新組織設立計画策定業務  仕様書」の「 2.業務内容」には、以

下の業務が列記されている。  

  新組織の事業内容の検討  

  事例調査  

  事業計画モデルの検討  

  事業収支等と波及効果の検討  

  新組織の組織形態の検討  

  新組織の運営等の課題と対応策の検討  

  検討会の運営支援  

項目を一見しても分かるように、当該地域全体の観光振興を図るため

の新組織の事業内容から事業計画、組織形態の選別まで委託業務は多岐

にわたっている。これらの業務の多くは新組織の基礎をなすものであり、

その構成員もしくは地域住民有志が自らなすべきことである。外部アド

バイザーも「地域のキーマンが必要」「テーマごとに徹底的に動いてくれ

る人材の発掘」の重要性を説いているとおり、専門家を交えながらも地

域の人々が自ら主体的に関わっていくことが、人材育成･発掘の観点から

も経済合理性の観点からも必要とされよう。（意見）  

 

（イ）備北地域  

当該地域は  “三海二山グランマルシェ ”の実施をメインとしている。当

該イベントは既存の祭りに追加、もしくは新設の祭りとして年間数回開

催されている。三海二山グランマルシェとは、尾道松江線の全線開通 (平

成 26 年度予定 )を見込んで行われる山陽地方・山陰地方・四国地方の中

間に位置する備北の地域的特性を活かした海の幸と山の幸の交易バザー

ルである。  
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表　三海二山グランマルシェ実績 (単位：円)

№ 事業名 補助金 目標数値 実績数値 達成率

1 さとやま春の夢まつり 1,955,674 10,000人増 723人増 7.2%

2 きんさい祭・さとやま夏まつり 2,775,428 25,000人増 3,729人増 14.9%

3 備北酔い処まつり 1,678,210 10,000人増 3,500人増 35.0%

4 備北温泉まつり 1,916,423 5,000人増 1,850人増 37.0%

8,325,735 50,000人増 9,802人増 19.6%Total

表　補助金明細(備北) (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 費消額 内容

7 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 その他経費 100,000 運営協議会開催に係る消耗品費等

8 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 会場設営費 922,176 さとやま春の夢まつり

9 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 印刷製本費 243,500 さとやま春の夢まつり

10 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 謝金 499,998 さとやま春の夢まつり

11 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 交通費等 290,000 さとやま春の夢まつり

12 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 会場設営費 779,100 きんさい祭・さとやま夏まつり

13 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 印刷製本費 358,050 きんさい祭・さとやま夏まつり

14 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 謝金 852,222 きんさい祭・さとやま夏まつり

15 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 交通費等 786,056 きんさい祭・さとやま夏まつり

16 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 会場設営費 539,550 備北酔い処まつり

17 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 印刷製本費 434,750 備北酔い処まつり

18 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 謝金 344,441 備北酔い処まつり

19 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 交通費等 359,469 備北酔い処まつり

20 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 会場設営費 708,810 備北温泉まつり

21 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 印刷製本費 305,550 備北温泉まつり

22 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 謝金 355,552 備北温泉まつり

23 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 広告宣伝費 210,000 備北温泉まつり

24 中山間地域観光振興計画支援事業 備北観光ネットワーク協議会 その他経費 336,511 備北温泉まつり

8,425,735備北観光ネットワーク協議会  Total  

 

右表によると、目標数値に対

し進捗率は平均で 20%弱とふる

わない結果となっている。ヒア

リングによれば、「開催日がほぼ

雨天になるなど天候による影響が大きく、誘客に繋がらなかった。」との

ことであった。これを踏まえて広島県としては雨天開催も可能なよう大

テントもしくは屋内での開催を促している。  

三海二山グランマルシェの実績は未だ不明ではあるが、試みとしては

広域連携に加え、尾道松江線全線開通など地理的要素も活用するなど、

今後の広告・ＰＲ次第では十分に期待を持ちうるものであり、補助金の

使途として問題はないものと思われる。  

 

（ウ）安芸太田町  

森林セラピーを中心としたヘルスツーリズム事業を展開しており、主

に当該事業を含めた地域ブランドの策定に補助金を支出している。  
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表　補助金明細(安芸太田町) (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 費消額 内容

25 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 旅費交通費 51,000 松本理事旅費

26 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 謝金 239,290 専門員謝礼

27 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 旅費交通費 69,555 事務局旅費

28 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 その他経費 28,980 事務用消耗品

29 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 会費 18,000 商工会議所会費

30 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 旅費交通費 28,844 レンタカー代

31 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 謝金 15,000 健康食開発講師謝礼

32 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 業務委託費 263,235 健康食開発講習会委託

33 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 謝金 43,230 里山ガイド養成講座講師謝礼

34 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 その他経費 143,000 消耗品費

35 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 その他経費 113,600 当選者記念品

36 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 業務委託費 249,500 イメージビデオ作成委託

37 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 業務委託費 273,000 チラシ印刷

38 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 その他経費 31,626 消耗品費

39 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 業務委託費 1,705,935 調査設計業務

40 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 業務委託費 5,498,535 戦略策定業務

41 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会 謝金 256,470 研修会講師謝礼

9,028,800 ※交付額は9,000,000円安芸太田町ヘルスツーリズム推進協議会  Total  

上表のとおり、補助金の使途のほぼ大半が外部業者への戦略策定委託

費である。外部業者への業務委託という点では、帝釈峡地域の業務委託

と同様であるが、帝釈峡地域が事業内容の検討から事業計画の策定に至

るまで委託しているのに比して、本業務委託においては行程測量設計・

ブランド構築支援など限定的な業務についてのみである。ブランド構築

の内容としても、当該地域の置かれている状況を勘案した上で、個々の

戦術的な提案はもちろん、潜在観光客に対するＰＲを含め一体としての

戦略を提示している点で当該補助金事業の目的に照らして妥当なものと

考えられる。  

 

（エ）廿日市市  

域内に世界遺産の厳島神社含む宮島を有しており、全体としての観光

客数等は他の中山間地域とは一線を画すものがあるが、宮島地域を除く

吉和などの北部については他の地域同様の状況を抱えている。廿日市市

における事業は吉和地区を中心として、広がる自然を利用した体験型の

プログラムを中心に据えている。  

表　補助金明細(廿日市市) (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 費消額 内容

42 中山間地域観光振興計画支援事業 はつかいち自然体験型観光推進事業実行委員会 その他経費 1,730,388 イニシアティブプログラム経費

43 中山間地域観光振興計画支援事業 はつかいち自然体験型観光推進事業実行委員会 その他経費 1,086,837 トレッキング等プログラム経費

2,817,225 ※交付額は2,815,000円はつかいち自然体験型観光推進事業実行委員会  Total  

 

観光客に対する広域的な訴求力という点からは劣後する部分はあるが、

地域の特性を活かした観光資源のブラッシュアップという点では十分に

理解できる。  
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費用対効果の観点からは、事業報告書において、各種プログラム (補助

金対象外プログラムも含む )合計で 1,000 名を超える参加者があったこと

が報告されていることからしても、経済合理性は確保していると考えら

れる。  

 

（オ）安芸高田市  

神楽を観光促進の中心に据え、神楽公演に係る地元への誘客促進およ

び神楽そのものの魅力強化に補助金を支出している。  

 

表　補助金明細(安芸高田市) (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 費消額 内容

44 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会業務委託費 1,392,280 バス運行委託

45 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会業務委託費 754,950 広告宣伝委託

46 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会業務委託費 2,076,900 石碑移設・看板整備等

47 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会業務委託費 3,000,000 甲冑等の修繕

48 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会業務委託費 1,000,000 イヤホンガイドの整備

49 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会印刷製本費 1,396,500 ガイドマップ作成・ボックス設置

50 中山間地域観光振興計画支援事業 安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会業務委託費 5,056,500 神楽展示室の改修

14,677,130 ※交付額は14,650,000円安芸高田市歴史・伝統文化を活用した地域活性化実行委員会  Total  

 

上表の№46～ 50 は基本的には既存の設備等についての整備・改修に係

るものであり、広島県の推し進める “観光地ブラッシュアップ計画 ”の趣

旨と合致するものである。  

№45 については装置産業的側面を有する神楽において、誘客促進、交

通手段確保はいわば必須の付随事業であり、当該事業に対する補助金の

支出は当然のことと考えられる。全体としても補助金の使途としては問

題がないものと考えられる。  

 

（カ）世羅町  

北を庄原市・三次市、南を尾道市・三原市、東西を府中市・東広島市

に囲まれた農村地域であり、豊かな自然を背景とした観光資源を有して

いる。世羅町の推進する観光促進施策は当該観光資源の整備と交通の要

衝の立地を活かしたものである。中でもとりわけ目立つのは、インフォ

メーションセンター (仮称 )整備事業として観光基本計画策定に対する

10,520,735 円の補助金の支出である。  
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表　補助金明細(世羅町) (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 費消額 内容

51 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 印刷製本費 300,000 パンフレット作成

52 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 旅費交通費 124,794 講演会講師旅費等

53 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 業務委託費 149,735 歴史本再編集業務

54 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 旅費交通費 121,206 バス借上費用

55 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 旅費交通費 123,000 モニターツアー

56 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 その他経費 329,590 スタンプラリー開催経費

57 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 印刷製本費 294,735 カレンダー企画・デザイン・編集

58 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 広告宣伝費 150,000 カメラ女子会・ふぉと旅事業関連

59 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 謝金 310,300 カメラ女子会・ふぉと旅事業関連

60 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 印刷製本費 294,735 イベントカレンダー印刷

61 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 業務委託費 1,881,215 近畿日本ツーリストへの委託

62 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 旅費交通費 252,135 バス借上費用

63 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 謝金 285,885 ボランティア育成講習会講師謝礼

64 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 業務委託費 908,815 地元農産物利用による新メニュー開発

65 中山間地域観光振興計画支援事業 世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会 業務委託費 10,520,735 インフォメーションセンター基本計画策定

16,046,880世羅町広域観光プロジェクト推進実行委員会  Total  

 

尾道松江線の全線開通を控え、交通の要衝としての世羅町の意義は高

まっており、道の駅たかの (広島県庄原市高野町 )の事例にも見られるよ

うに、道の駅自体が観光資源として誘客に果たす役割は小さくない。イ

ンフォメーションセンター (仮称 )整備事業自体は世羅町が約 7 億円の総

事業費をかけ推進しているものであり、その観光基本計画の策定を業務

委託している。その中で、世羅町は従来の道の駅とは一線を画し、あく

までもインフォメーションセンターとしての施設建設を計画している。

道の駅が地域の魅力を凝縮し当該施設への集客を目的とするものである

のに比し、インフォメーションセンターは物産館やレストラン等の地域

の特色ある物品を取り扱うものの、当該施設への集客を目的とする自己

完結型の施設ではなく、世羅各域の情報を取り扱うことによる情報発信

基地としての役割を担うことを目的としている点で異なる。その業務は

施設整備の効果測定から整備位置の検討、建築計画、施設内容の計画ま

で包括的なものである。単体の委託費としては高額であるが、情報発信

を主目的とした道の駅という新たな試みへのチャレンジであり、そのよ

うな情報発信が尾道松江線の全線開通と相俟って想定通りにいけば、世

羅が有する自然観光資源たる “花 ”や “果実 ”等の再評価が進むことが考え

られ、当該委託業務は委託内容・総事業費の規模等からすれば適当な水

準にあり、特段の問題はないものと考えられる。  

 

（キ）北広島町  

北広島町地域はユネスコの世界無形文化遺産に登録されている「壬生

の花田植」を有しており、当該無形文化遺産に係る誘客の受入体制整備

のために支出されている。  
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表　補助金明細(北広島町) (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 費消額 内容

66 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 印刷製本費 1,606,605 パンフレット・チラシ等の作成

67 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 業務委託費 357,000 配賦用記念品制作業務

68 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 その他経費 93,240 タペストリー制作

69 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 謝金 765,175 シンポジウム出演団体等への謝礼

70 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 印刷製本費 182,700 ポスター・チラシ等の印刷

71 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 業務委託費 255,150 舞台の設営・運営

72 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 業務委託費 1,628,235 きたひろネット中継委託

73 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 補助金等 901,320 お土産開発補助

74 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 補助金等 707,880 ツアー等造成補助金

75 中山間地域観光振興計画支援事業 北広島キャンペーン実行委員会 印刷製本費 327,485 チラシ等作成

6,824,790 ※交付額は6,820,000円北広島キャンペーン実行委員会  Total  

 

壬生の花田植は年間 1 度の開催と頻度が少なく、知名度としても広島

県内の他の 2 つの世界遺産に比してもどうしても劣後する。その中で観

光資源としての壬生の花田植のＰＲ・受入体制整備に焦点を絞り、ツア

ーの催行、花田植関連の土産物開発、町内ケーブルテレビの番組作成委

託、パンフレット制作など行っている。  

他の箇所においても述べたとおり、この地域においてもパンフレット

等の紙媒体作成を実施しているが、紙媒体でのＰＲは物理的なアクセス

がなければその効果を発揮できないなど、場面が限定的となる恐れがあ

る。当該地域は英語、韓国語、中国語 (簡・繁 )などに訳されたものを作

成するなど、海外誘客も念頭に置いているのであるから、より積極的に

ウェブでの広域情報発信を検討すべきであったと思われる。（意見）  

 

（ク）府中市  

食を活かした交流と既存文化施設の整備とを中心とし、食を活かした

交流 (Ｂ－１グランプリ支部大会の開催 )で誘客を促進し、既存文化施設

の整備による市内の回遊により観光客数・観光消費額の増加を企図して

いる。  

 

表　補助金明細(府中市) (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 費消額 内容

76 中山間地域観光振興計画支援事業 まちおこし観光メニュー策定実行委員会 旅費交通費 210,000 B-1GP誘致関連

77 中山間地域観光振興計画支援事業 まちおこし観光メニュー策定実行委員会 補助金等 4,790,000 B-1GPプレ大会開催運営

78 中山間地域観光振興計画支援事業 まちおこし観光メニュー策定実行委員会 広告宣伝費 1,000,650 看板等の整備

79 中山間地域観光振興計画支援事業 まちおこし観光メニュー策定実行委員会 業務委託費 1,000,000 商工会館の一般見学化への整備業務

80 中山間地域観光振興計画支援事業 まちおこし観光メニュー策定実行委員会 業務委託費 3,000,000 上下駅整備事業

10,000,650 ※交付額は10,000,000円まちおこし観光メニュー策定実行委員会  Total  

 

Ｂ－１グランプリ支部大会の開催誘致については、 2013 年 7 月 16 日

正式に誘致決定となり、広島県内初の支部大会が開催予定となっている

(2014 年 3 月 22 日・ 23 日予定 )。本大会は直近の北九州大会 (第 7 回 )で
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61 万人、支部大会の前回大会 (鳥取 )でも 2 日計 117,000 人の来場者を集

めるなど誘客には効果的なコンテンツであり、府中市においても 10 万人

程度の誘客は期待でき、その有効性は認められる。  

既存文化施設の整備についても、その効果は誘客に比例すると考えら

れ、上述の大会開催に相俟って効果を発現するものと考えられる。  

 

第５ おもてなしワーク  

（ “観光地ひろしま ”おもてなし向上推進事業）  

１ 事業概要  

（１）事業目的等  

この事業は、県民が総ぐるみとなり、おもてなしの心を持って、観光

客の満足度の高い対応ができるよう、主体的な取組を促すことにより、

ホスピタリティの高い “観光地ひろしま ”を実現していくことを目的とし

ている（平成 24 年度当初予算要求書）。  

 

（２）背景・これまでの取り組みと課題  

この事業を展開していくうえでの背景として、下表のとおり広島県の

ホスピタリティ度の全国順位は 31 位と、けっして高いとは言えない状況

があった。  

 

表　ホスピタリティ調査

順位

1位 沖縄県 51.7% 沖縄県 49.4%

2位 鹿児島県 36.9% 宮崎県 36.5%

3位 岩手県 33.1% 鹿児島県 34.3%

広島都市部 17.1%

－ 平均 23.4% 平均 24.6% 福山・竹原・呉 25.9%

27位 ： ： 広島県 23.0% 庄原・三次・芸北 26.4%

31位 広島県 23.0% ： ： 宮島 38.7%

（出典：じゃらん宿泊旅行調査）

平成21年度 平成22年度

各圏域結果

 

 

一方で、観光産業において、高度な観光マネジメント能力習得に対す

るニーズはあるものと認められた（大学での観光マネジメントセミナー

を開催した際の受講生に対するアンケートでは、 96.8％が「今後も大学

でのセミナーを受講したい」と回答している）。  

これまで、広島県においては、観光連盟により、観光事業者を対象と

する「おもてなし・接遇研修」が毎年実施されてきた（県内 2 地域で開
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催され約 500 人が参加）。また、平成 23 年度には大河ドラマ「平清盛」

の放映に合わせ、土産物業、宿泊施設およびガイドを対象とした講演・

実践研修を開催した（宮島、呉および鞆の浦で開催され約 200 人が参加）。

さらに、平成 22 年度から、県立広島大学と連携し、経営学的視点を備え

た観光産業の中核を担う人材の育成を図ってきている（平成 22 年度受講

者 96 名、同 23 年度受講者 99 名）。  

このような状況のもとで、広島県のホスピタリティの評価が低い要因

について調査を実施したじゃらんリサーチセンターによると、都市部を

中心に、観光客と接するホテル、観光施設、ガイドおよび飲食店等の観

光事業者の対応等が原因として考えられるとの点が挙げられた。また、

課題として、観光地広島の印象を左右する代表的な観光エリアにおいて、

観光事業者、観光協会、市町等が、「おもてなしの心」を持った対応がで

きるよう、各地域での主体的な取組を促す必要がある点が挙げられた。

さらに、将来にわたり、観光マネジメントの知見・スキルを有する中核

的な人材を育成するためには、大学、観光事業者および広島県が連携し

た継続的かつ自立的なセミナーを実施する体制の構築が必要である状況

であった。  

 

（３）平成 24 年度予算・決算  

“観光地ひろしま ”おもてなし向上推進事業における平成 24 年度の予

算および執行額は下表のとおりであり、監査対象期間においては広島県

内の 3 地区 (広島市、廿日市市、尾道市 )をおもてなし重点推進地区と定

め、合計 618 万円の補助金を拠出し、おもてなし重点推進 3 地区のホス

ピタリティの向上に努めている。また一方で “観光地ひろしま ”を支える

人材の民間輩出をサポートするべく、ホスピタリティ研修やマネジメン

トセミナー等を開催するよう働きかけている。  

観光課における四つのワークのうちの一つを担う事業であるが、全体

としての予算額・執行額はワーク中最も小規模 (観光課予算に占める当該

事業の比率は 3.96%)となっている。  

 

表　事業細目別一覧 (単位：千円)
予算 執行額

“観光地ひろしま”おもてなし向上推進事業 24,857 21,821

おもてなし重点推進地区の活動支援 8,100 6,188

観光地ひろしまを支える人材の育成 16,757 15,634

事業
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また “観光地ひろしま ”おもてなし向上推進事業を勘定科目別にみると

(下表参照 )、委託費が 1563 万円、補助金が 618 万円と計上されている。

概していえば、ホスピタリティ研修やマネジメントセミナーの実施を委

託費で、おもてなし重点推進地区の活動支援を補助金で執行している形

となっている。  

 

表　勘定科目別一覧 (単位：千円)
予算 執行額

“観光地ひろしま”おもてなし向上推進事業 24,857 21,821

委託料 16,757 15,634

補助金 8,100 6,187

事業

 

 

事業を決算事業年度別に比較したところ (下表参照 )、平成 22 年度より

観光産業を支える人材育成のためのセミナー等の事業は行われており、

平成 22 年度からの 3 年度にわたり概ね同程度の規模で実施されているこ

とが分かる。  

他方、おもてなし重点推進地区を定めて事業展開を実施しているのは、

平成 24 年度からであり、それ以前には同種の取り組みは行われていない。

ホスピタリティに関する広島県への評価が低迷していることに対し、こ

の向上に取り組まなければならないという県の意向が伺える。  

 

表　決算事業年度別執行額一覧 (単位：千円)
22年度 23年度 24年度

インバウンド強化事業 10,850 9,899 21,821

おもてなし重点推進地区の活動支援 - - 6,188

観光地ひろしまを支える人材の育成 10,850 9,899 15,634

事業

 

 

２ 平成 24 年度に実施された具体的事業内容  

（１）おもてなし重点推進地区の活動支援事業  

（補助金事業・ 618 万 7107 円）  

この事業は、広島を代表する観光地である宮島（廿日市市）、尾道市お

よび広島市の 3 地区を重点推進地区とし、観光事業者、観光協会および

市町等による主体的な活動を支援する補助金事業である。  

各地区の具体的な活動内容は次のとおりである。  
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ア 宮島（廿日市市）  

表　宮島のおもてなし推進活動詳細

事業目的

１． 島内トイレの環境整備

<対象>

市有施設トイレ4箇所

（桟橋、中之町、御笠浜、大願寺）
<内容>

オムツ真空パックリース 7月～3月

オムツ交換ベッドクッションの設置 12月・2月

夜間照明設置 9月

２． ボランティアガイドコース紹介冊子作成

<内容>

市内のボランティアガイドが行う西国街道及び津和野街道ガイドツアーへの参加者へ提供する
コース等紹介小冊子の作成
（はつかいち観光協会へ依頼、1月完成 5,800部）

３． おもてなし心得冊子作成

<内容>

宮島口周辺の事業者や地元自治会の有志が自発的に取組む「おもてなし」啓発活動のための
冊子作成（3月末 2,000部）

４． 多言語会話帳データ作成

<内容>

物販や宿泊事業者に必要な定型会話の多言語会話の翻訳データ作成
（ＹＭＣＡへ委託、3月中旬配布）

５． 啓発活動・研修の実施

事業内容

（１）事業2．3との連携「おもてなし」研修

<内容>

専門講師による研修会
（10月11日実施）

（２）事業4との連携「外国人観光客おもてなし」研修

<内容>

研修形式により必要な定型会話の洗い出しやデータの活用方法を事業関係者と話し合う
（12月26日実施）

６． 清掃活動支援

<内容>

宮島花火大会開催時に宮島口周辺自治会が自主的に行っている清掃活動への支援
（清掃用品購入補助金）

　　宮島水族館リニューアルや大河ドラマ放送により、観光客数が増加している世界遺産「宮島」へ
の観光客の満足度をより高めるため、アンケート結果などを基に、宮島を中心に観光客受け入れ体
制環境整備や意識啓発を図り、「おもてなし」の更なる向上を図る。
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７． 宮島おもてなし調査(5月，10月)

<内容>

①アンケート調査（現地調査）
②調査結果取りまとめと改善ヒントなる先進事例の紹介資料の作成

８． クレーム情報を共有し改善に繋げるシステムづくり

<内容>

関係機関に寄せられた苦情を各種会報誌などで事業者へ情報提供するとともに、改善に向け
た研修の題材として活用する（3月新聞折込）

９． 宮島島内観光案内板設置

<内容>

①宮島島内観光案内板設置
（実施箇所・・旧宮島支所前案内看板作成、多言語表示） （3月）

②主要施設の待ち時間対応案内板設置（2基）

宮島ロープウェーの待ち時間を活用した周遊観光情報可動式看板等
（10月ロープウェー設置）　　（2月宮島口看板）

 

 

イ 尾道市  

表　尾道市のおもてなし推進活動詳細

事業目的

１． おもてなし臨時駐車場事業

　観光客が多く訪れる繁忙期において、既存駐車場に駐車できない観光客に対し、市街地の学
校のグラウンドを臨時駐車場として活用し、整理員等を配置し臨時駐車場への誘導、観光案内
を実施する。臨時駐車場を尾道市立久保小学校グラウンドとし、誘導案内整理員2名を各日配

置

２． 観光パートナー養成事業

　年4回の市民を参加対象とした観光ガイドによる市内観光コースを巡るツアー（ぷらっと尾道

ウォーキングツアー）、年１回の研修会を実施し、観光ガイドのノウハウを取得してもらい、観光ガ
イドの育成を推進する。

３． おもてなし研修事業

　市内の旅館・ホテル業者、観光関連業者を対象に、全国的にも著名な講師を招聘し、おもて
なしの講演会・研修会を実施。

４． 観光ガイドサポート事業

　市登録の観光ガイド団体に対し、尾道・しまなみ周辺地域の統一デザインのジャンパーユニ
フォームを貸与する。また、観光ガイド、サイクリングガイドにガイド用拡声器を購入し貸与する。
これにより、観光ガイド、サイクリングガイドのおもてなしの意識向上と機能充実を図る。

　尾道・しまなみ海道周辺に来訪される国内観光客及び外国人観光客に利便性、満足度の向上を
図り、必要な改善を通じてトータルでのレベルアップを図り、尾道市におけるおもてなし、受入態勢
の確立を目指し、観光客と尾道・しまなみ周辺地域の人々とのふれあいを通じて、リピーター「尾道・
しまなみファン」を生み出す。
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５． しまなみサイクルオアシス事業

【趣旨】
　しまなみを訪れたサイクリング客が気軽に立ち寄り休憩や地域の人々との交流が図れる「おも
てなし」の場所として「しまなみサイクルオアシス」を、地域のご協力により整備する。

事業内容

【整備対象・内容】
　尾道市内の所在する、企業、商店、レストラン、宿泊施設、土産物店、ガソリンスタンド等を対象
として、軒先や庭先、駐車場等をサイクリング客向けの休憩所として開放できる協力者を募集し、
書類選考・現地調査等により「しまなみサイクルオアシス」として選定し、次の器材の中から、貸与
する器材の種類、数量や空間デザイン等を協力者と個別に協議したうえで無償貸与する。
※貸与器材等：サイクルオアシスのシンボルタペストリー・自転車スタンド・サイクリング車用空気
入れ・必要なパンフレット等の印刷物

６． しまなみ島走レスキュー事業

【趣旨】
　しまなみを訪れたサイクリストが怪我や自転車の故障等により島内で立ち往生した際の救援シ
ステムを構築し、しまなみの隅々まで安心して周遊できる環境を整備。
【構成】
タクシー会社
　サイクリストや故障自転車をサイクリストからの連絡により通常のタクシー料金で運搬
自転車店等
　サイクリストやタクシー会社からの連絡により故障自転車を修理
尾道市
　システムの構築及び必要な器材（自転車積載キャリー等）の貸与並びに県内外へのPR

【整備スキーム】
・尾道市が、レスキューの募集・協力依頼、登録
・尾道市からタクシー会社に自転車積載キャリーを無償貸与。自転車修理店等には目
印となるタペストリーを配布
・HP・マップ・ちらし等により、サイクリストに周知

７． 宿泊施設案内表示多言語化補助事業

　市内の宿泊施設（旅館・ホテル等）が外国人宿泊客に対する「おもてなし」の一環として、案内
看板・プレート、ITツール等を活用した多言語化整備を図ろうとする宿泊施設を対象に支援す

る。
※　尾道市が当事業実施のため（一社）尾道観光協会へ補助金1,000千円交付し、（一社）尾道

観光協会が実施する。

８． アンケート調査事業

　市内各観光案内所（3箇所想定）にて、観光客を対象とした満足度調査もあわせてアンケートを

実施し、過去データと比較調査分析をする。
【実施時期】
平成24年8月1日～平成25年3月31日
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ウ 広島市  

表　広島市のおもてなし推進活動詳細

事業目的

１． ぽい捨て未然防止対策の推進

①各種広報媒体による啓発
・作成時期　　　平成25年3月

・作成部数　　　リーフレット（12,000枚）等

・配布時期　　　平成25年3月以降

・配布対象者　　市民、企業、学校等

②環境講座の開催
　美化推進・喫煙制限区域内等の市民を対象に、環境美化等に関する講座を開催することによ
り、ごみのないまちづくりについての効果的な働きかけの実施検討に資する。
・開催時期　　　平成25年2・3月

・開催回数　　　7回

２． 清掃活動の推進

①クリーンボランティア支援事業の実施
　人の多く集まる場所や通りなど散乱ごみの目立つ場所の清掃を、ボランティアで行う市民や企
業等を支援する。
・作成時期　　　平成24年10・11月

・作成部数　　　ごみ収集用ポリ袋３種（47,920枚）等

・配布時期　　　平成24年12月以降

②広島市まちの美化に関する里親制度の実施
　市が管理する道路等において、継続的な清掃活動等を行う企業等を支援する。
・作成時期　　　平成24年10・11月

・作成部数　　　ごみ収集用ポリ袋3種（10,080枚）等

３． 観光客へのアンケート調査

　観光客の意見を収集するため、アンケート調査を３回実施し、「おもてなし」の心を持った「ごみ
のないまちづくり」の充実・強化に結びつける。
・実施時期　　　平成24年8月、10月、11・12月

事業内容

　広島市では、観光の振興に当たり、広島ならではの「おもてなし」基本姿勢に捉えて取り組んでお
り、広島を訪れた人々が「また来て見たい」、「住んでみたい」と感じるような、ごみのない、清潔でき
れいなまちづくりに向け、「ぽい捨て未然防止対策等の推進」を柱として、市民・事業者等関係団体
と連携し、「ごみのないまちづくり」の推進に取り組む。
【設定目標値】
　都心部を中心に「おもてなし」の心を持った「ごみのないまちづくり」の充実・強化を図り、以下の目
標達成を目指す。
　・都心部における都市美化ごみの10%削減（Ｈ23 78．3ｔ）

 

 

（２）観光地ひろしまを支える人材の育成事業  

（ 1563 万 4000 円）  

ア 観光地ひろしま・おもてなし向上研修事業  

（広島県緊急雇用対策基金事業）  

この事業は、広島県緊急雇用対策基金事業の一環として、失業者に対

して次の雇用までの短期の雇用・就業機会を提供する特定の条件を満た



110 

した事業に基金を交付するものである。  

具体的には、公益社団法人中国地方総合研究センターが受託業者とな

り、観光ビジネスコンサルタントなど 7 名の講師によって、下表のとお

り合計 12 回の研修講義を開催したものである。接遇基礎研修、管理者向

け研修および接遇強化研修は、ホテル、運輸などの観光事業者で接客に

従事している者を対象とし、地域の担い手向け観光地づくり研修は、観

光協会、商工会、ＮＰＯ法人、市町などの観光事業に携わる者を対象と

している。その研修の企画・実施等の事務職員として、 2 名が新規雇用

されている。  

 

表　おもてなし向上研修内容一覧

研修内容 回数

接遇基礎研修 4 回

管理者向け研修 2 回

接遇強化研修 2 回

地域の担い手向け観光地づくり研修 4 回  

 

イ 観光マネジメント人材育成セミナー実施事業  

（広島県緊急雇用対策基金事業）  

この事業も前記ア同様、広島県緊急雇用対策基金事業の一環として、

失業者に対して次の雇用までの短期の雇用・就業機会を提供する特定の

条件を満たした事業に基金を交付するものである。  

具体的には、県立広島大学において、 “観光地ひろしま ”を支える中核

的人材の育成につなげるため、大学教授や民間企業の経営者が講師とな

って、宿泊施設、観光施設、旅行会社、輸送機関、ＮＰＯ、市町、観光

協会、商工会等に勤務する者および学生を対象に、高度な観光マネジメ

ントの知見・スキルを習得できる体系的なセミナーとして、総合講座 15

コマ、分野別応用講座 3 分野 ×４コマが実施された。受講の応募資格に

特に制限はない（募集人数は総合講座 70 名、応用講座各 10 名）。その事

務補助者として、 2 名が新規雇用されている。  

なお、具体的な講座内容は下表のとおりである。  
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表　人材育成セミナー講座内容一覧

講座 具体的内容

観光ビジネスの経営戦略

観光マーケティングの基本

地域観光政策の課題と展望

観光ビジネスの人材開発

地域の魅力再発見：観光資源のブラッシュアップ

サービス提供者の人材育成

気配りができるサービス提供者を育てるために

有名観光地の変遷とブランド化

観光開発実践編

差別化と地域マネジメント

観光マネジメント実践

総合講座

分野別応用講座

 

 

３ 監査結果  

（１）事業目的の適法性  

この事業の目的は、上述のとおり、県民全体が「おもてなしの心」を

持ち、観光客に対し満足度の高い対応ができるようになる主体的な取り

組みを促すことにより、ホスピタリティの高い “観光地ひろしま ”を実現

していくことである。  

これは、観光基本条例の基本理念である、「魅力ある観光地の形成」お

よび「県民が誇りと愛着を持つことができる豊かで活力に満ちた地域社

会の形成」（ 2 条 1 項）を達成するものともいえる。また、「県内外の観

光旅行者への快適なサービスを提供できる環境を整備する」とともに、

「観光振興の担い手となる人材の育成および地域のおもてなし向上」を

図り（同 2 項）、もって県内外からの「観光旅行を促進」（同 1 項）する

ことにも寄与するものである。  

以上から、当該事業の目的は、全体として観光基本条例の理念に合致

するものと評価できる。  

 

（２）事業内容の有効性等  

ア おもてなし重点推進地区の活動支援事業  

（ア）事業内容の有効性  

３つの自治体が行った各事業は、「広島県おもてなし向上活動支援事業

補助金交付要綱」 1 条記載の趣旨である「各地域がホスピタリティの重

要性を認識し、主体的な心のこもったおもてなしにより、観光客の満足
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度の高い “観光地ひろしま ”を実現させることを目的とし、地域によるお

もてなし向上につながる地域特色を生かした取組」の実施のために効果

が高いものと認められる。  

おもてなしの心の醸成とは、県民に、観光客を歓迎し広島滞在が快適

であることを望む心を培ってもらい、必要な場合には自らも何らかの形

で参加・貢献するといった意識を向上させることと考えられる。そのよ

うに考えた場合、広島市が実施した「ぽい捨て未然防止対策」、あるいは

廿日市市の実施した「観光案内版の設置」などは、観光地の美化や観光

客の利便性向上には繋がるが、県民の上記意識の向上との関連性は必ず

しも強くはないし、地域の特色を生かしているとも言い難い面もある。

しかし、こうした取組みは、この事業の究極の目的であるホスピタリテ

ィの高い “観光地ひろしま ”を実現していく活動の一環と評価でき、上記

の観光基本条例の基本理念である、「魅力ある観光地の形成」、「県民が誇

りと愛着を持つことができる豊かで活力に満ちた地域社会の形成」およ

び「県内外の観光旅行者への快適なサービスを提供できる環境を整備す

る」ことに繋がるものでもある。したがって、３つの自治体が行った各

事業はいずれも究極的には上記要綱の趣旨を満たすものと判断した。  

 

（イ）事業遂行手続の適法性  

本事業は補助金交付を内容とするものであり、広島県補助金等交付規

則および広島県おもてなし向上活動支援事業補助金交付要綱に沿って事

業遂行がなされる必要がある。  

まず、３つの自治体が行った各事業が上記要綱 1 条記載の趣旨に合致

することは、上記（ア）で述べたとおりである。  

次に、３つの自治体に対する補助金交付に関しては、広島県補助金等

交付規則に規定されている補助金交付申請（規則 3 条）、交付決定（同 4

条）、補助事業の遂行（同 9 条）、状況報告（同 10 条）、実績報告（同 12

条）および補助金額の確定（同 13 条）等の各手続については、必要な書

類が規定の書式に従って全て提出されているなど、問題は認められなか

った。  

 

イ 観光地ひろしまを支える人材の育成事業  

（ア）観光地ひろしま・おもてなし向上研修事業  

ａ 事業内容の有効性  

この事業において行われた研修は、ホテル、運輸、観光施設などの観

光事業者で接客に従事している人を対象とした接遇の基本的姿勢、各業
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種で心がける接遇ポイント（接遇基礎研修）、それら観光事業者の管理職

を対象とした従業員の接遇改善指導ポイント（管理者向け研修）、県の調

査で観光関係者の対応等の評価が低い地域の観光事業者で接客に従事し

ている人を対象とした接遇強化（接遇強化研修）、観光協会、商工会、Ｎ

ＰＯ法人、市町などの観光事業関係者を対象とした地域の素材を活かし

た実際に売れる魅力ある旅行商品作り（地域の担い手向け観光地づくり

研修）を内容とするものである。  

講義内容を見ても、いずれも、目的に沿った、分かりやすい、そして

多くが講演者の実体験に基づいた好適な例を用いたものであり、県民の

観光客に対する接遇の心掛け、すなわち「おもてなし」の心を向上させ

るという目的に沿い有効なものと認められた。  

 

ｂ 事業遂行手続の適法性  

（ａ）契約方式・内容の適法性  

業務委託契約書において、危険負担条項が欠落していた。  

 

（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

本事業は、プロポーザル方式での随意契約となっている。  

審査手続については、審査員は、商工労働局観光課課長および同局ブ

ランド推進部長の他、観光連盟、広島市経済観光局、廿日市市環境産業

部から選任されており、広く観光関係に携わる者の意見を集約できるも

ので、特に問題は認められなかった。ただし、第２の７「プロポーザル

方式による随意契約の問題点」でも述べたとおり、100 点満点のうち「広

島県または広島県内の市町から、当該事業と関連した業務を受託したこ

とがあるか」という点に 20 点が配されている点は、新規参入を阻害する

可能性があり、再考の余地があると考えられる。（意見）  

また、プロポーザル参加者が 1 団体しかなかった点も第２の７で述べ

たとおり問題があると考えられる。公募開始から企画書提出までは 20

日間であったが、本事業は、企画の狙い、講義内容、講義担当者等を確

定するためにある程度日数を要する事業であったため、これまでに同様

の事業を多く手掛けた団体しか応募できなかった可能性がある。企画内

容からすれば、上記期間を 2 週間程度多く取ってもよかったのではない

か。（意見）  

 

（ｃ）契約履行の適法性  

この事業は広島県緊急雇用対策基金事業であり、国が策定した緊急雇
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用創出事業実施要領および広島県が定めた広島県緊急雇用対策基金事業

実施要領および業務処理要領に従って行われる必要がある。  

具体的には、震災の被災者を中心とした失業者に対し短期的な雇用・

就業の機会を与える等の目的から、①都道府県が企画した新たな雇用創

出事業、②地域人材育成事業、③震災等緊急雇用対策事業、④生涯現役・

全員参加・世代継承型雇用創出事業、⑤起業支援型地域雇用創造事業の

5 種類の事業のいずれかにおいて新規雇用者を雇用し（但し、半年ある

いは 1 年以内）、かつ、その人件費が総事業費の 2 分の 1 以上でなければ

ならない。  

この事業の上記要領記載の要件該当性について特に問題は認められな

かった。  

実際に行われた研修の内容は、講演者の実体験等の具体例に基づき、

どのような応対が実際に相手を満足させるのかについて、わかりやすい

説明がなされているなど、契約仕様書に記載された「観光事業に携わる

者を対象とした、観光客の満足度向上に繋がる研修」として十分なもの

であった。事業報告書も、全講演の内容の要約文と受講者に対するアン

ケート結果が添付されるなど、実施内容が十分に理解できるものであっ

た。  

 

（イ）観光マネジメント人材育成セミナー実施事業  

ａ 事業内容の有効性  

この事業において行われたセミナーの内容は前述のとおりであり、基

本的には、観光経営と人材育成に関するものである。したがって、県民

の「おもてなし」の心を醸成するという目的とはやや離れているもので

ある。  

もっとも、県民が観光ビジネスに関する理解を深めることで、間接的

に県民の「おもてなし」ののを醸成に寄与するとも考えられるし、同ビ

ジネスを担う人材を育成することは、観光基本条例が 2 条 2 項で「地域

のおもてなし向上」と並列して挙げる「観光振興の担い手となる人材の

育成」（同 2 項）という施策にも合致するから、おもてなし事業として有

効でないとは言えないと判断される。  

 

ｂ 事業遂行手続の適法性  

（ａ）契約方式・内容の適法性  

業務委託契約書において、危険負担条項が欠落している。  
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（ｂ）契約締結先選定手続の適法性  

この事業は、「本業務は、観光庁が定めた『観光経営マネジメント人材

育成のためのカリキュラムモデル』をベースとしながら、観光事業者の

ニーズを踏まえた実践的な講義内容を提供するものであり、観光庁のカ

リキュラムモデルに規定する経営系の科目が提供できる経営学部を設置

している県内の大学は県立広島大学のみである」等の理由で、特命随意

契約がなされている。  

事業の内容が、企画力が試されるものであることから、随意契約とし

たことに問題はない。  

特命随意契約とした点については、担当部署の説明では、観光庁の「観

光経営マネジメント人材育成のためのカリキュラムモデル」に沿って講

義内容を提供させることは、それによって内容の高度性が担保され、基

金事業でなくなった後の継続が期待できるということであった。他の大

学や類似の機関が、観光庁の「観光経営マネジメント人材育成のための

カリキュラムモデル」に従ったセミナーを行い得なかったかは判然とし

ないが、上記理由が全く不合理であるとも言い切れず、不適切とまでは

言えないものと判断した。  

 

（ｃ）契約履行の適法性  

この事業は広島県緊急雇用対策基金事業であり、緊急雇用創出事業実

施要領および広島県緊急雇用対策基金事業実施要領および業務処理要領

に従って行われる必要がある。この事業も、上記要領記載の要件該当性

にについて、特に問題は認められなかった。  

また、実際に行われたセミナーの資料によれば、専門的な知見に基づ

き、専門用語の解説を交えながら、観光ビジネスの経営戦略・人材育成、

顧客マーケティング分析法、旅行業成功の秘訣、観光地域観光資源の開

発方法等有益な講義がなされており、契約の仕様書に記載されたとおり

の「高度な観光マネジメントの知見・スキルを習得できる体系的なセミ

ナー」と評価できるものであった。  

 

（３）予算執行の適法性・有効性・効率性  

ア 委託料支出について  

“観光地ひろしま ”おもてなし向上推進業における委託料の支出は観光

地ひろしまを支える人材の育成にかかる 2 件となっている。  
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表　収支精算書(抜粋) (単位：円)

税込金額 摘要

①新規雇用者の人件費 3,841,086

賃金 3,211,279

通勤費 225,587

社会保険料 404,220

その他 0

②その他の人件費 1,472,610

研究員A 240,650 @ 45,838円 × 5日

研究員C 828,324 @ 26,296円 × 30日

研究補助 288,242 @ 16,148円 × 17日

総務A 115,395 @ 21,980円 × 5日

③その他の経費 1,897,544

旅費交通費 334,060 職員及び講師分

外部委託費 1,202,500 講師委託費

諸謝金 55,685 講師謝金

調査雑費 305,300 会議室料

7,211,240

新規雇用者の人件費割合： 53.3% ……………………………

区分

総事業費

表　委託料明細 (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 金額 内容

1 観光地ひろしまを支える人材の育成事業 社団法人中国総合研究センター 委託料 6,912,260 観光事業者向けホスピタリティ研修等

2 観光地ひろしまを支える人材の育成事業 公立大学法人県立広島大学 委託料 8,721,771 観光マネジメント人材育成セミナー等

15,634,031Total  

 

（ア）社団法人中国総合研究センター  

本委託事業は後述する県立大学への事業も含め広島県緊急雇用対策基

金事業により実施されており、総事業費の 1/2 以上を新規雇用者の人件

費に充当しなければならないという制約が付されている。  

この点、社団法人中国地方総合研

究センターは委託業務実績報告書の

提出にあたり、収支精算書を添付 (右

表参照 )しており、その中で当該制約

について遵守していることを報告し

ている。右表にある通り新規雇用者

の人件費は 365 万円、割合にして

53.3%であり、制約条件である総事

業費に占める割合は 1/2 を上回って

いることを確認した。収支精算書には、

新規雇用関係書類としてハローワーク紹介状、労働条件通知書、勤務表、

作業日誌等が添付されており、それらを閲覧する限り、対象となる業務

に従事させ条件のどおりの賃金が支払われている状況が読み取ることが

できる。したがって、上述の新規雇用者の人件費は適切な前提のもとに

計上がなされていると考えられ、新規雇用者人件費割合は適切なものと

判断した。  

また、その他の人件費については、人件費単価を平成 23 年度の人件費

から算出しており、人件費単価、業務従事一覧および勤務表から適切に

算定されていることを再計算により確認した。  

その他経費については、講師委託謝金、会場の賃借料および旅費交通

費であり、添付の領収書写しと照合・閲覧したところ、特段の問題はな

いものと判断した。  

 

（イ）県立広島大学  

前述のとおり、本委託事業も広島県緊急雇用対策基金事業の一環であ

り、同様に新規雇用者人件費の規制にも服する。  
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表　収支精算書(抜粋) (単位：円)

税込金額 摘要

①新規雇用者の人件費 6,045,640

賃金 4,879,200

通勤費 186,260

社会保険料 980,180

その他 0

②その他の人件費 1,202,004

外部講師謝金 323,640 総合口座・応用講座

学内講師手当 95,940 総合口座・応用講座

外部講師交通費 209,800 総合口座・応用講座

外部講師打合せ等旅費 572,624 総合口座・応用講座

③その他の経費 1,474,127

事務機器賃借料 208,524 パソコン、プリンタ

印刷製本費 185,850 報告書作成

教材費 163,074 テキストその他教材

情報資料収集費 111,956 文献調査、書籍購入

広報費 119,220 チラシ、ポスター等

通信・郵送費 47,160 外部講師事務連絡等

消耗品費 638,343

8,721,771

新規雇用者の人件費割合： 69.3% ……………………………

区分

総事業費

県立広島大学も委託業務実績報告

書の提出にあたり、収支精算書を添

付 (右表参照 )しており、その中で当

該制約について遵守していることを

報告している。右表にある通り新規

雇用者の人件費は 604 万円、割合に

して 69.3%であり、制約条件である

総事業費に占める割合は 1/2 を上回

っていることを確認した。収支精算

書には新規雇用関係書類として労働

条件通知書、辞令書、出勤簿、賃金台

帳等が添付されており、対象となる新規雇用者を雇い入れ、業務に従事

させ条件のどおりの賃金が支払われていることが確認できる。したがっ

て、上述の新規雇用者の人件費は適切な前提のもとに計上がなされてい

ると考えられ、新規雇用者人件費割合は適切なものと判断した。  

次に、その他の人件費および経費については、外部講師および内部講

師の人件費等、機器のリース料、印刷費および教材費等であり、事業に

関連性のない支出項目は検出されなかった。  

県立大学は、既存従業員の人件費の計算に際し、他の基金事業とは異

なり追加の手当部分のみ計上している。一方、他の委託先は既存従業員

の単価を算定し、業務従事分に掛け合わせ、既存従業員分の人件費とし

て計上している。どちらの方法も考え方として明らかに間違っているも

のではなく、委託費の確定上も大きな問題をもたらすことはない。  

委託先ごとの利益に対する方針によっても異なってくると思われるが、

委託先の立場からすると、基金事業の新規雇用者の人件費は、単純に事

業実施に伴う新規の支出項目であり、その他経費についても原則的には

新たな支出を伴うものである。既存従業員の人件費は、固定費で支払わ

れていることが一般的であり、超過勤務・追加手当等がなければ新たな

支出はない。単価に業務従事分を掛け合わせる方法を採用すると、既存

従業員の人件費部分は委託先からすれば、概ね利益に相当するものであ

るということが言える。もちろん、事業実施に当たり既存従業員に業務

を行わせれば、既存業務に影響が出てくる、もしくは超過勤務等となる

のであるから、単価に業務従事分を掛け合わせる方法にも一理あると言

える。  

問題は既存従業員人件費を計上しないことが、県としては真に “経済

的 ”に事業実行が行われていると言えるかどうかである。一見すると、計
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上されなかった既存従業員人件費の部分だけ委託費が少なく計上されて

おり、想定していた事業が “経済的 ”に実行できたともいえる。  

しかし、この “経済的 ”な委託事業の実行には 2 つの可能性が考えられ

る。  

1 つ目は、金額設計の際の見積の過誤である。金額設計は基本的には

単価 ×数量で積算されており、一つの項目が若干ブレただけで結果とし

て大きく金額が大小することがある。また積算項目自体が想定と現実と

で異なった場合においても同様のことが起きうる。  

2 つ目は、おもてなし向上推進事業のような継続していくことでしか

成果があがらない事業において、委託先が下図のような状態において「手

弁当」で実行し続けることを黙認すれば、その事業が長期的に成果を挙

げることがおぼつかなくなる懸念がある。  

 

図　既存従業員人件費

ex.委託料1000が妥当な基金業務に対し、委託料を500と見積もって予定価額とした場合。

委託料500の場合

※1

既存人件費 50 100

※1：委託業務実施について、通常支払われる超過勤務手当や賞与等の追加支払分

※2：新規従業員は臨時の従業員であり、基本的に有期雇用である為、

　　　委託先の立場からすれば、純粋な追加支出と考えられる。

※3：その他経費は、基本的には委託料の多寡にかかわらず、事業に必要なものが支払われると想定。

　　 ：委託先もしくは既存従業員の負担となる、いわゆる「手弁当」部分。

新規人件費
250

※1

100

資金は
社外流出

その他経費
200

その他経費
200

※3

委託料1000の場合

資金は
社外流出

※2

新規人件費
500

利益相当部分
200 既存人件費

300

 

 

県の立場からすれば経済的な業務委託ということは常に念頭に置いて

おかねばならないが、負担を委託先に転嫁し続けることは、事業の長期

的成長を阻害する要因となる。これを防止するためには、当該事業の予

定金額の積算策定の精緻な実施が必要とされよう。（付記）  
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表　尾道市支出一覧 (単位：円)

項目 金額 摘要

報償費 85,280 講師謝金

需用費 1,098,580 印刷費、工具等

委託料 683,000 駐車場整理業務等委託

使用料 95,360 バス借上料

備品購入費 582,912 拡声器、タクシー積載キャリー

補助金 924,745 多言語化補助事業

Total 3,469,877

イ 補助金支出について  

補助金支出については、広島県内で観光客の多い地域 3 か所 (広島市、

廿日市市、尾道市 )をおもてなし重点推進地区として定め、当該 3 地域 (市

町および市町が構成団体に含まれる観光振興団体 )に対し、事業実施計画

に係る支出経費の半額の補助金を拠出している。具体的な補助金額とし

ては、尾道市に 173 万円、広島市に 212 万円、大河ドラマ「平清盛」廿

日市市推進協議会に 232 万円となっている。  

表　補助金明細 (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 金額 内容

1 おもてなし重点推進地区の活動支援事業 尾道市 補助金 1,734,398 しまなみサイクルオアシス事業等

2 おもてなし重点推進地区の活動支援事業 広島市 補助金 2,129,946 ごみゼロ＆花のあるきれいな町づくり

3 おもてなし重点推進地区の活動支援事業 大河ドラマ「平清盛」廿日市市推進協議会 補助金 2,322,223 島内トイレの環境整備等

6,186,567Total  

 

（ア）尾道市  

尾道市はおもてなし向上活動として、 8 つの活動を実施している。お

もてなし臨時駐車場事業、観光パートナー養成事業、おもてなし研修事

業、観光ガイドサポート事業、しまなみサイクルオアシス事業、しまな

み島走レスキュー事業、宿泊施設案内表示多言語化補助事業、アンケー

ト調査事業の 8 つであり、いずれも事業計画において認められた事業で

あった。  

尾道市は事業実績報告書において

収支を報告 (右表参照 )しており、そ

の半額である 173 万円が補助されて

いる。「広島県おもてなし向上活動支

援事業補助金交付要綱」によると、

補助対象経費は講師謝金、講師旅費、

資料購入費、印刷製本費、通信運搬費、借上料、消耗品費、委託料、施

設改修費 (単なる維持修繕費は除く )およびその他知事が認める経費であ

り、尾道市の支出には上記の科目から除外される項目はなく、補助金に

ついても事業の趣旨からしても問題ないものと考えられ、適切な算定が

なされていることを確認した。また、支出の各科目の内訳を請求書・領

収書等と突合・検証し、金額の一致を確かめ、各科目と齟齬する内容と

なっていないことを確かめた。  

 

（イ）広島市  

広島市はおもてなし向上活動として、ポイ捨て未然防止対策の推進お
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表　広島市支出一覧 (単位：円)

項目 金額 摘要

消耗品費 1,881,957 ポリ袋、手袋、火ばさみ等

委託料 2,377,935 環境講座の開催、広報活動費用

Total 4,259,892

表　廿日市市協議会支出一覧 (単位：円)

項目 金額 摘要

報償費 250,000 講師謝金

消耗品費 65,650 トイレ夜間照明

印刷製本費 809,025 ガイドコース紹介冊子等印刷

施設改修費 1,071,490 宮島内観光案内板設置

委託料 2,197,500 多言語会話帳データ作成等

借上料 170,100 おむつ真空パックリース

補助金 80,681 清掃活動団体支援補助金

Total 4,644,446

よび清掃活動の推進の 2 つを実施しており、これらも事前の事業計画に

おいて認められている事業であった。  

広島市も事業実績報告書において

収支を報告 (右表参照 )しており、そ

の半額である 212 万円が補助されて

いる。上記の要綱記載の補助対象経

費としても認容される項目の経費であり問題はない。その各項目の内容

としても、契約書・承諾書記載の金額と一致しており、当該内容そのも

のが各科目と整合的であることを確かめた。  

 

（ウ）大河ドラマ「平清盛」廿日市市推進協議会  

大河ドラマ「平清盛」廿日市市推進協議会は、おもてなし向上活動と

して、 9 つの活動を実施している。島内トイレの環境整備、ボランティ

アガイドコース紹介冊子作成、おもてなし心得冊子作成、多言語会話帳

データ作成、啓発活動・研修の実施、清掃活動支援、みやじまおもてな

し調査、クレーム情報を共有し改善に繋げるシステムづくり、宮島島内

観光案内板設置の 9 つであり、いずれも事前の事業計画において認めら

れている事業であった。  

同協議会も前二者同様に事業実績

報告書において収支を報告 (右表参

照 )しており、その半額である 232 万

円の補助を受けている。要綱記載項

目との対比をしてみると、支出項目

の中に施設改修費が計上されている

が、当該施設改修は宮島内観光案内

板設置 (89 万円 )とおむつ交換ベッドクッション設置 (17 万円 )を実施した

ものであり、単なる維持修繕費に該当せず、問題はないものと判断した。

その他の項目についても要綱記載の項目に合致しており、補助対象とさ

れることに問題はない。また各項目の内訳について請求書・領収書等と

の突合・検証を実施したところ、記載金額と計上額とは一致しており、

請求内容等と各項目の内容とが齟齬する部分は検出されなかった。  

 

第６ 国際観光ワーク（インバウンド強化事業）  

１ 事業概要  

（１）事業目的等  

インバウンド強化事業は、今後、大きな伸びが期待されるフランス、
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中国および台湾に重点を置き、効果的なプロモーションを実施し、また

ホームページを活用してニーズに応じた情報を発信することで、観光地

としての認知度と来訪意向の向上を図ることを目的としている（平成 24

年度当初予算要求書）。  

（２）背景・これまでの取り組みと課題  

国内人口が減少する中で、観光客の増加を図るためには外国人観光客

の誘致拡大が重要であると考えられるが、平成 23 年は震災等により、訪

日外国人観光客は対前年比 41.7％の減（Ｈ 23.3～ 9 月）となっていた。  

表　広島県の外国人観光客の推移 (単位：千人（％））

416 (8.6) 504 (21.0) 549 (9.0) 559 (1.8) 513 （▲8.2） 618 (20.4)

※（　　　）内は対前年比伸び率。H21は新型インフルエンザの影響による。

H17 H18 H19 H20 H22H21

 

そのような中で、下表のとおり主要な旅行口コミサイトである「トリ

ップアドバイザー（ 2011 年）」における、日本の観光スポットについて

の外国人口コミランキングでは、宮島（厳島神社）が 1 位、平和記念資

料館（原爆ドーム）が 2 位となっており、この２つの観光スポットに対

する外国人観光客の満足度は非常に高い。  

表　トリップアドバイザーの外国人口コミランキング

１位 ２位 ３位

宮島（厳島神社） 平和記念資料館（原爆ドーム） 松本城
 

これまで広島県は、欧米、東アジアを対象に以下の取り組みを実施し、

旅行商品の造成や認知度の向上を図るとともに、風評被害対策に取り組

んできた。  

① 訪問：旅行展への出展や旅行会社へのＰＲ等  

② 招請：旅行社やメディアの招請による、  

 旅行商品造成や雑誌への記事掲載等  

③  情報発信：メルマガ、ホームページ、フェイスブック  

一方で、震災等の影響により、欧米を中心に訪日観光客の減少が大き

く、また、下表のとおり訪日外客の上位を占める東アジア各国の本県へ

の来訪率も低い。  

※訪日客１～９月前年比：仏▲40.9％、豪▲30.7％、米▲26.5％  
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表　訪日外国人観光客数推移 （単位：千人）

順位 国名 H22 順位 国名 H17 H18 H19 H20 H21 H22

① 韓国 2,440 ① 米国 120 113 107 101 85 93

② 中国 1,413 ② 豪州 35 29 43 46 44 60

③ 台湾 1,268 ③ 仏国 14 18 29 34 40 52

④ 米国 727 ④ 中国 25 42 42 51 31 42

⑤ 香港 509 ⑤ 韓国 29 43 47 33 19 33

⑪ 仏国 151 ⑧ 台湾 12 26 29 21 13 19

訪日外客数(日本全体) 広島県の外国人観光客数の推移(広島県調べ)

 

さらに、来訪者の事前情報入手にホームページが活用されているにも

かかわらず、広島県のホームページの英語以外の言語は、パンフレット

をＰＤＦ化したものとなっている。  

【市場別役に立った情報源】（ＪＮＴＯ訪日外客訪問地調査 2010）  

 ホームページ：仏 72.7％、英 69.5％、米 64.1％  

  韓 52.4％、台 41.8％、中 39.4％  

（３）平成 24 年度予算・決算  

インバウンド強化事業における平成 24 年度の予算および執行額は下

表のとおりであり、監査対象期間においては台湾・中国・フランスを重

点国･地域と定め、インバウンドの強化に関わる事業を展開している。本

事業は平成 24 年度の観光課予算総額 (6 億 2811 万円 )の 9.70%を占め、観

光課における 3 番目の予算規模を有する事業となっている。  

表　事業細目別一覧 (単位：千円)

予算 執行額

インバウンド強化事業 60,943 60,190

台湾関連事業 10,142 10,142

中国関連事業 6,461 6,461

フランス関連事業 7,134 7,134

中国語要員の配置 7,206 6,592

ホームページ等による情報発信 30,000 29,861

事業

 

また、インバウンド強化事業を勘定科目別にみると (下表参照 )、委託

費が 2986 万円、負担金が 1932 万円、事務費が 1100 万円と計上されてい

る。概していえば、ホームページ等による情報発信に係る事業を委託費、

それ以外の各地域ごとの事業等を負担金・事務費で執行している形とな

っている。  
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表　勘定科目別一覧 (単位：千円)

予算 執行額

インバウンド強化事業 60,943 60,190

委託料 30,000 29,860

負担金 19,327 19,327

事務費 11,616 11,003

事業

 

 

２ 平成 24 年度に実施された事業内容  

（１）観光事業共同事業負担金事業  

（ 1932 万 7000 円）  

この事業は、広島県国際観光テーマ地区推進協議会に対し、負担金を

支出することを内容としている。  

同協議会は、平成 24 年度において、下表記載の事業を行っている。  

 

表　広島県国際観光テーマ地区推進協議会事業一覧

一般会計 特別会計

１　来訪促進事業 １　インバウンド強化事業

（１）海外旅行エージェント・マスコミ等受入 （１）中国内陸部開拓プロモーション事業（メディア取材ツアー）

（２）旅行商品開発に向けた現地プロモーション活動 （２）中国インバウンド事業（新浪微博「悠遊広島」運営）

（３）旅行商品開発に向けた国内でのプロモーション活動 （３）中国インバウンド（上海・大連）事業（観光展等）

２　受入基盤整備事業 （４）瀬戸内海回遊（新ゴールデンルート）商品化事業（視察ツアー）

（１）受入体制整備事業（事業助成7団体） （５）インバウンド強化（台湾）事業（サイクリングイベント等）

（２）善意通訳講習会（広島市・福山市　2会場） （６）インバウンド誘客（フランス）事業（現地代理人の設置等）

３　観光おもてなし推進事業 ２　インバウンド戦略推進事業

　　外国人観光客おもてなし推進セミナーの開催 （１）瀬戸内ブランド化促進（韓国）事業（広告宣伝）

４　情報提供事業 （２）マレーシアインバウンド誘客事業（現地商談会）

　　ＪＮＴＯ等を通じた情報提供 （３）米国インバウンド誘客事業（ウェブページ作成等）

（４）欧州等からの個人旅行客周遊促進事業（ウェブ広告）

（６）ＰＲツール・情報発信事業

３　教育旅行促進誘致促進事業

（１）海外の教育関係者の視察受け入れ

（２）海外の教育旅行関係機関への訪問

（３）学校交流の支援  

 

（２）ホームページによる情報発信事業  

（広島県緊急雇用対策基金事業・ 2986 万 0014 円）  

この事業は、広島県緊急雇用対策基金事業として、多言語版広島県観

光情報システムの構築、運用・保守管理業務を業者に委託し、その業務

実施に必要な費用を一定額の限度で同基金より支出するというものであ

る。  

業者の行う業務の内容は、英語、中国語（簡体字）、中国語（繁体字）、

韓国語およびフランス語に対応する広島県の観光情報を発信するシステ
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ムについて、その具体的な手法・内容等を企画・実施することである。  

中国、台湾、フランスおよび韓国、その他の海外からの観光客を誘致

するために、フェイスブック等を通じて広島県に興味を持ってもらい、

広島県が観光連盟と共同で運営している広島県観光のウェブページ「ひ

ろしま観光ナビ」内の外国語のコンテンツである「VISIT HIROSHIMA」

にアクセスさせ、実際に来広してもらって、広島県の良さをフェイスブ

ック等を通じて更に多くの海外の人に認識してもらうというサイクルシ

ステムを構築することが主たる業務内容である。  

その過程において、受託業者は誘客のターゲットを意識したウェブペ

ージの中身やデザインの作り込みを行い、外国人にとって広島を旅行先

として選択したくなるような情報の提供をし、また定期的にイベント情

報等を更新するなどして新着情報を発信しながら、同ウェブページが検

索で上位に来る等のアクセス数増加のための対策も行う。  

これら以外にもシステム運用・保守管理など、受託業務の内容は多岐

にわたっている。  

 

３ 監査結果  

（１）事業目的の適法性  

インバウンド強化事業の目的は、観光基本条例の基本理念である「国

際相互理解の増進」（ 2 条 3 項）の観点に立ち、かつ、観光基本条例が施

策として挙げる「外国人観光旅客の来訪の促進による国際観光の振興を

図るため、本県の伝統、文化等を活かした海外における観光宣伝活動の

重点的かつ効果的な実施」（ 14 条）および「本県と外国との間における

経済交流、青少年による国際交流等を通じて、国際観光の振興を図る」

（ 15 条）ことを実現するものであり、観光基本条例に沿う適法なものと

評価できる。  

 

（２）事業内容の有効性等  

ア 観光事業共同事業負担金事業  

（ア）事業内容の有効性  

実施報告書に記載されている、平成 24 年度に広島県国際観光テーマ地

区推進協議会が行ったとされる事業の内容は、中国、韓国および台湾の

旅行会社および航空会社での新たな旅行商品の造成や航空路線の拡充等

に向けた働きかけ、台湾の旅行博での広島県の観光素材のＰＲ、中国内

陸部からの誘客のためのメディアに対する観光素材の魅力ＰＲ、中国版

ツイッターの中でユーザー数が最多のサイトに広島県の観光ＰＲサイト
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を開設しての広島県のタイムリーな情報の継続的発信、上海市および近

郊の旅行エージェントに対する瀬戸内観光等の観光素材のＰＲおよび旅

行商品作成・販売の促進、中国から瀬戸内海を中心とした地域への旅行

ルートの商品化促進、台湾における知事によるしまなみサイクリングの

ＰＲ、台北･香港ウォーカー等の新聞・雑誌への瀬戸内観光素材ＰＲ記事

の掲載、台湾での市場調査、フランスにおける広島県の観光ＰＲを行う

現地代理人の設置、フランスへの視察および取材ツアーの実施、フラン

スの観光見本市への出展および現地説明会の実施を通じての観光ＰＲ、

フランスでの市場調査等である。  

こうした活動は、正に重点国･地域における広島県の観光資源の宣伝と

認知度の向上を図り、観光客を誘致するためのものであり、事業目的に

とって有効と判断される。  

 

（イ）事業遂行手続の適法性  

本事業は負担金交付を内容とするものであり、広島県補助金等交付規

則および観光振興共同事業負担金交付要綱に沿って事業遂行がなされる

必要がある。  

広島県国際観光テーマ地区推進協議会の行っている事業は、広島県の

観光素材のＰＲや各国からの広島県へ観光ルートの作出促進活動等であ

り、上記要綱 1 条記載の趣旨である「本県の観光事業の発展を図るため、

関係の県および団体等と共同で事業を実施する場合」に該当すると認め

られる。  

また、上記協議会から提出された関係書類（事業計画書、収支予算書

および事業実績報告書等）からは、同規則および要綱に反する事業遂行

の事実は認められなかった。  

 

イ ホームページによる情報発信事業  

（ア）事業内容の有効性  

サイトへの訪問数については下表のような状況であった（平成 24 年 8

月 7 日～平成 25 年 3 月 31 日：グーグルアナリティックスより）。  

 



126 

表　HP訪問数一覧

外国語 訪問数 PV数
平均滞在
時間（分）

新規訪問
割合

訪問別
ＰＶ数

直帰率

英語版 31,088 125,873 3:18 76.27% 4.05 57.38%

仏語版 1,815 8,916 5:31 52.01% 4.91 48.73%

中国語(簡体字)版 4,714 14,727 3:52 80.57% 3.12 66.16%

中国語(繁体字)版 8,596 39,249 3:22 72.94% 4.57 53.57%

韓国語版 3,213 25,155 5:51 70.06% 7.83 31.96%  

 

ま た 、 平 成 24 年 度 広 島 県 の 公 式 フ ェ イ ス ブ ッ ク ペ ー ジ 「 Visit 

Hiroshima」の運用に関して受託業者において 438 回の投稿を行い、下表

のような結果であった（平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日：フェ

イスブックによる計測）。  

 

表　フェイスブック結果概要

項目 数値

一記事に対する平均コメント数 9.44件

一記事に対する平均いいね！数 295件

一記事当たりの平均シェア数 22件

期間中の獲得いいね！数 48,696件

いいね！数の伸長率 4,989%  

 

このような数字がサイトへの訪問頻度としてどのような位置づけにあ

るのかが判然としないため、事業が有効でなかったと結論付けることは

できないが、実績報告書において、同様の他のサイト等との比較等を記

載させるなど、実効性を具体的に推し測り得る情報の記載等を求めるべ

きであったと考えられる。（意見）  

 

（イ）事業遂行手続の適法性  

ａ 契約方式・内容の適法性  

業務委託契約書において、危険負担条項が欠落していた。  

 

ｂ 契約締結先選定手続の適法性  

本事業は、プロポーザル方式の随意契約となっている。  

その事業内容は、ホームページとその他の通信手段とを有機的に繋げ

て海外からの観光客の増加を図るための仕組みの考案・実施・保守管理

等であり、「業務の企画内容を精査」する必要がある場合に該当するから、
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随意契約とした点に問題は認められない。  

プロポーザル手続における審査については、審査員は、商工労働局観

光課長の他、総務局広報課の企画・製作アドバイザー、観光連盟、県立

広島大学経営情報学部准教授、ひろしま通訳・ガイド協会の副会長が選

任されており、広く観光および情報科学関係に携わる者の意見を募るこ

とができる構成となっており、また、審査および業者選定協議の内容等

についても問題は認められなかった。  

プロポーザル参加申込は 6 団体あったが、2 社がその後辞退しており、

事業内容の企画性の高さ等からすれば、第２でも述べたとおり、公募開

始から企画書提出までの期間について、より効果的な事業遂行等の観点

から 2 週間程度多く取ってもよかったと考えられる。（意見）  

 

ｃ 契約履行の適法性  

本事業は広島県緊急雇用対策基金事業であり、契約の履行は、業務委

託契約書の他に、国が策定した緊急雇用創出事業実施要領並びに広島県

が定めた広島県緊急雇用対策基金事業実施要領および業務処理要領に従

って行われる必要がある。この点について特に問題は認められなかった。 

なお、後述するとおり、受託業者からこの事業における既存従業員の

就労時間が実際より少なく報告されているため、結果として新規雇用者

の賃金が事業費全体の 2 分の 1 を超える状態が維持されている。この点

から、同事業が緊急雇用対策基金事業としての要件を欠いているのでは

ないかとの疑問が生じる。しかし、緊急雇用創出事業実施要領は、広島

県が行う全ての緊急雇用対策基金事業の総合計において新規雇用者の賃

金が事業費の 2 分の 1 を上回ることを要求しているに過ぎないうえ、同

要件は事業計画の段階で満たしていればよく、結果として新規雇用者の

賃金が事業費の 2 分の 1 を下回ったとしてもよいものとしているから、

この事業が緊急雇用対策基金事業としての要件を欠いているとはいえな

い。また、この事業において広島県は新規雇用者の賃金の 2 倍を超える

業務委託料を支払っていないことから、契約履行上の問題もないと判断

された。  

 

（３）予算執行の適法性・有効性・効率性  

ア 委託料支出について  

インバウンド強化事業における委託料の支出はホームページ等による

情報発信事業にかかる 1 件のみである。  

 



128 

表　設計金額一覧表 (単位：円)

構築
運用

保守管理
合計 割合

人件費 20,566,480 4,016,940 24,583,420 81.9%

監督員 6,825,000 477,750 7,302,750 24.3%

監督員通勤手当 393,750 27,563 421,313 1.4%

監督員保険料 1,074,937 75,245 1,150,182 3.8%

新規雇用以外計 8,293,687 580,558 8,874,245 29.6%

新規雇用賃金 9,922,500 2,778,300 12,700,800 42.3%

新規雇用通勤手当 787,500 220,500 1,008,000 3.4%

新規雇用保険料 1,562,793 437,582 2,000,375 6.7%

新規雇用計 12,272,793 3,436,382 15,709,175 52.3%

その他経費 2,919,111 2,506,174 5,425,285 18.1%

旅費 630,000 441,000 1,071,000 3.6%

通信費 52,500 73,500 126,000 0.4%

機器リース(PC) 525,000 294,000 819,000 2.7%

機器リース(複合機) 183,750 257,250 441,000 1.5%

HP作成ソフト 94,500 0 94,500 0.3%

誘導・閲覧対策 0 1,071,000 1,071,000 3.6%

消耗品等一式 315,000 58,800 373,800 1.2%

諸経費 1,118,361 310,624 1,428,985 4.8%

23,485,591 6,523,114 30,008,705 100.0%

項目

Total

表　委託料明細 (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 金額 内容

1 ホームページ等による情報発信 株式会社オリコム 委託料 29,860,014 外国語ホームページの作成

29,860,014Total  

 

広島県の観光ホームページ「ひろしま観光ナビ」において、従来から

外国語のホームページは開設されていた。但し当該外国語ホームページ

は日本語ホームページの忠実な翻訳版であり、各国ごとの興味を反映し

た誘客に繋がりうる効果的なものとはなっていなかった。  

その状況を改善すべく、外国語のホームページ制作につき外部委託に

よって実施することとし、プロポーザル方式による業者選考を経て、上

表の株式会社オリコムが委託業者に選定された。  

広島県は右表のとおり設計金

額を積み上げで算定しており、

外国語ホームページの構築と当

該ホームページの運用および保

守管理とに分類し、構築に 2348

万円、運用保守管理に 652 万円

と想定している。  

本委託事業は緊急雇用対策基

金を利用した事業であり、総事

業費の 1/2 以上を新規雇用者の

人件費に充当することが条件と

なっているが、金額設計の段階

では 52.3%とクリアしている状

況である。  

同社の委託業務に係る見積および実施報告のうち、見積書については

下表左下に掲載されているように、各項目の積算に基づき算定されてい

る。  

概ね設計金額と同等の金額となっているが、新規雇用者人件費分が、

その他の経費分に移行しており、事業実施要件の一つである新規雇用者

人件費割合 50%の制限額に近いものとなっている。この見積に基づき同

社は事業を実施し、右下の表のような収支精算表を委託業務実績報告書

に添付して報告している。当該精算書によると、新規雇用者の人件費は

1583 万円であり、 50.2%と事業実施要件を満たしており適切なものであ

った。  

人件費については、新規雇用者に対応する部分が基金事業の要件とも
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なっているため、雇入通知書、出勤簿 (業務日誌 )、賃金台帳などで入念

なチェックが行われている。  

一方、右下表の摘要欄にもあるように、その他の人件費、つまり同社

の既存従業員の人件費部分については、実際の業務従事時間よりも短い

時間で計上されており、それに単価を掛け合わせ人件費を計上している。

県は人件費単価計算表を提出させており、単価については一応の検証を

しているものの、業務従事時間を確認するための資料を提出させていな

い。その他の人件費の計上についての問題点は以下のとおりである。  

 

表　オリコム見積書 (単位：円) 表　オリコムの提出する収支精算書(抜粋) (単位：円)

構築
設計金額
との差異

割合 税込金額 摘要

人件費 23,913,251 670,169 80.1% ①新規雇用者の人件費 15,830,724

監督員 7,730,793 -428,043 25.9% 賃金 14,641,790

監督員通勤手当 116,685 304,628 0.4% 通勤費 51,620

監督員保険料 1,114,021 36,161 3.7% 社会保険料 1,137,314

新規雇用以外計 8,961,499 -87,254 30.0% その他 0

新規雇用賃金 13,792,025 -1,091,225 46.2% ②その他の人件費 8,817,743

新規雇用通勤手当 51,239 956,761 0.2% マネージャーA 賃金 1,674,698 @ 5,145円 × 310時間

新規雇用保険料 1,108,488 891,887 3.7% スーパーバイザーB 賃金 1,633,380 @ 3,889円 × 400時間

新規雇用計 14,951,752 757,423 50.1% プランナーC 賃金 873,495 @ 2,773円 × 300時間

その他経費 5,946,763 -521,478 19.9% スーパーバイザーD 賃金 2,196,180 @ 3,486円 × 600時間

サーバ設置・保守管理費 1,890,000 6.3% スーパーバイザーE 賃金 1,621,200 @ 3,860円 × 400時間

サーバ設置・保守管理費 126,000 0.4% スーパーバイザーF 賃金 818,790 @ 3,899円 × 200時間

ＶｉｓｉｔHiroshimaロゴ開発費 210,000 0.7% ③その他の経費 6,885,185

ライター関連費 1,134,000 3.8% 役務費 6,092,141

承認フローシステム費 239,400 0.8% 旅費 793,044

Facebook誘導用広告関連費 630,000 2.1% 31,533,651

リダイレクト設定費 105,000 0.4%

百度誘導用広告関連費 525,000 1.8% 新規雇用者の人件費割合： 50.2%

移動関連費 960,002 3.2%

宿泊費 127,361 0.4%

29,860,014 148,691 100.0%Total

項目 区分

総事業費

 

 

既存従業員の人件費部分についての検証は委託費の妥当性を疎明する

上で重要なポイントであり、それが適切に検証されていないということは

問題である。もちろん、契約に基づく業務委託であるので、契約額を超え

た支払いはなされていない。ただし、契約書 5 条 1 項に「金 29,860,014

円の範囲内で委託業務の実施に要する費用を、乙に支払うものとする。」

と定められており、業務従事時間が短いことによって委託金額が減額され

る可能性もあるのであるから、適切なチェックがなされるべきであった。

これらは担当者が 7 項目のチェックリストを実施することのみによって

履行確認していることに起因しているものと考えられ、今後は入念にチェ

ックする体制（ダブルチェックなど）を構築する必要がある。（意見）  

同社の実施した業務内容については、英語、中国語簡体字、中国語繁
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表　減額率表

減額率

174,750 PV 以上 ～ 0.00%

149,250 PV 以上 174,749 PV 以下 5.00%

123,750 PV 以上 149,249 PV 以下 10.00%

98,250 PV 以上 123,749 PV 以下 15.00%

72,750 PV 以上 98,249 PV 以下 20.00%

～ 72,749 PV 以下 25.00%

(参考)                                                                                 

目標PV：174,750PV ＝ 年間目標 233,000PV × 9/12

現行PV：72,750PV ＝ 年間 97,000PV × 9/12

本事業による上積み：102,000PV ＝ 174,750PV － 72,750PV

アクセス数(PV)

体字、韓国語、フランス語の 5 か国語のホームページの制作であり、日

本語版である「ひろしま観光ナビ」とはデザインを変え、ホームページ

の名称も「VISIT HIROSHIMA」と定め、各国語ごとにホームページのト

ップページに別々の写真が選定されるなど、訴求したいものを明確化す

るなど広島県の意思が明確に伝わった業務結果となっている。  

成果検証の測定値については、業務委託仕

様書において、右表のような減額規定が設け

られて おり 、ア ク セス数 (ペー ジビ ュー )で

174,750 ページビューを下回れば、規定に基

づき、新規雇用者人件費を除くその他人件

費・その他経費の合計額から減額率分控除さ

れ る 契 約 と な っ て い る 。 新 ホ ー ム ペ ー ジ

「VISIT HIROSHIMA」のページビューは平成 24 年 8 月 7 日の稼働から

平成 25 年 3 月 31 日までで 213,920 ページビューを計測しており (グーグ

ルアナリティックスより )、減額規定に抵触してはいなかった。また減額

規定はないもののフェイスブックページの運営についても、平成 24 年 4

月 1 日から平成 25 年年 3 月 31 日までの間で 47,720 の “いいね！ ”を獲得

したことが報告されている。なおフェイスブックページの運用について

は、投稿機能やコメント欄に対しての返信機能が付加されている。投稿

機能や返信機能については適切な投稿・コメント等になるよう担当者が

作成し、別の担当者がチェックして実施する体制となっているとのこと

であり、一応のチェック体制は取られている。  

ホームページの運用・保守管理についても減額規定が定められており、

ホームページ等のシステム全般について、システム停止時間やその他事

項を勘案して委託金額から減額されることとなっている。同社は毎月保

守報告書を提出し、サーバーの稼働状況を報告しており、当該報告書に

よれば平成 24 年 8 月から平成 25 年 3 月まで稼働状況は 100%を保って

おり、委託金額の減額はなされていない。  

以上のところより、ホームページの構築および運用・保守管理におい

て、有効かつ効率経済的な委託業務の提供を受けているものと判断され

る。  

イ 負担金支出について  

負担金支出は、広島県国際観光テーマ地区推進協議会に対するもの一

つだけであり、同協議会では広島県、各市町、他県等から負担金の拠出

を受け、インバウンド強化事業やインバウンド戦略推進事業等を実施し
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ている。広島県は同協議会から 3784 万円の負担金拠出を求められており、

その内インバウンド強化事業として 1932 万円を、インバウンド戦略事業

として 1852 万円を拠出している。  

表　負担金明細 (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 金額 内容

1 各テーマ地区関連事業 広島県国際観光テーマ地区推進協議会 負担金 19,327,000 台、中、仏における誘客促進事業

19,327,000Total  

 

同協議会は平成 24 年度においてインバウンド強化事業として、広島県

への来訪意向の強い中国、台湾、フランスを重点国･地域に設定し、重点

的にインバウンド獲得へ向け事業展開している。  

同協議会自体は会長に県の商工労働局長、幹事長に県の観光課長が就

任すること、事務局が観光課に置かれることが定められており、負担金

の支出内容は県が容易に把握できる体制であり、また、監事 (福山市 )の

監査を受けている。予算および執行額について、各会計・各事業ごとに

把握されており、その上で広島県に対し事業実績報告書の中で収支報告

書を添付するなど、予算の執行状況・負担金事業の手続的正確性に特段

の問題はないものと考えられる。  

 

表　インバウンド強化事業の内容一覧 (単位：円)

協議会 他県等 運輸局等

インバウンド強化事業 25,121,797 14,768,191 14,221,000

(ア) 中国関連事業 3,659,556 6,354,656 6,975,000

中国内陸部開拓プロモーション事業 650,840 325,000 975,000

中国インバウンド事業(新浪微博「悠遊広島」の運営) 1,131,324 0 0

中国インバウンド事業(上海・大連) 477,392 1,429,656 0

瀬戸内海回遊(新ゴールデンルート)商品化事業 1,400,000 4,600,000 6,000,000

(イ) 台湾関連事業 10,111,069 7,387,000 4,650,000

台湾インバウンド強化事業 10,111,069 7,387,000 4,650,000

(ウ) フランス関連事業 11,351,172 1,026,535 2,596,000

インバウンド誘客事業(フランス) 11,351,172 1,026,535 2,596,000

項目

 

 

（ア）中国関連事業  

この事業は上表のとおり、中国内陸部開拓プロモーション事業、中国

インバウンド事業、中国インバウンド (上海・大連 )事業、瀬戸内海回遊 (新

ゴールデンルート )商品化事業の 4 つを実施している。事業計画上はそれ

ぞれ 192 万円、100 万円、170 万円、140 万円としていたものが、決算上

は全体的に予算余りの状況となっている。これは平成 24 年度において、

中国で大規模な反日運動が繰り広げられたことにより、最低限の範囲の

ものだけを実行したことによるものである。事業内容自体はインバウン
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ドの増加を目的とする事業の趣旨に合致するものであり妥当なものと考

えられる。  

 

（イ）台湾関連事業  

この事業では、しまなみ海道が有数のサイクリングコースであること

から、台湾の財団法人自行車新文化基金会や自転車のメジャーメーカー

であるジャイアント社等と協力し、しまなみ海道でのサイクリングや瀬

戸内観光のＰＲ等を実施しており、知事も訪台しトップセールスを実行

するなどして強力に推し進めている。事業内容はインバウンドを強化す

るためのものとして十分な内容であり、妥当なものと判断した。  

 

（ウ）フランス関連事業  

この事業は、平成 22 年に広島を訪れた外国人数の第 3 位がフランスで

あったこと、宮島の認知度および人気が非常に高いことなどから、より

多くのフランスからの観光客を獲得すべく、フランスに現地代理人を設

置し、広島の情報発信強化やフランスの旅行動向等の情報収集を行って

いる。その他にも視察や取材ツアー、観光見本市への出展等を行ってお

り、事業内容はインバウンド強化に合致するものであり、妥当なものと

判断した。  

 

ウ 事務費支出について  

事務費には下表にあるように雑多な科目が混在している。主要な項目

としては中国・台湾観光プロモーターとして、中国語ができるスタッフ

を非常勤嘱託として雇い入れており、当該プロモーターの人件費が事務

費から支出されている。またインバウンド事業の特質として、海外・国

内を問わず職員等の移動が多く、その旅費が多額となっている。  

表　事務費明細 (単位：円)

№ 事業名 交付先 勘定科目 金額 内容

1 中国語要員の配置 － 報酬 2,867,400 中国・台湾観光プロモーター

2 中国語要員の配置 － 共済費 791,473 上記プロモーター社会保険料等

3 各テーマ地区関連事業、中国語要員の配置 － 旅費 5,947,709 各テーマ地区等への旅費

4 中国語要員の配置 － 需用費 147,000 消耗品、印刷費等

5 中国語要員の配置 － 役務費 1,146,000 郵便料金、電話料金等

6 中国語要員の配置 － 使賃 103,000 タクシー代等

11,002,582Total  

（ア）報酬・共済費  

報酬・共済費は中国・台湾観光プロモーターにかかわるものであり、
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中国・台湾観光プロモーターとはインバウンド強化事業の重点国･地域で

もある中国・台湾の現地の人間とのやり取りを行ったり、現地における

案内を行うために設置したものである。事業を円滑にすすめるうえでは

必要なものであって、また金額としても総務局人事課が通知する「平成

24 年度の附属機関の委員等および非常勤職員に対する報酬並びに費用

弁償の額について」の「非常勤職員に係る報酬額改定表」に基づく支給

であり、問題となる事項は検出されなかった。共済費についても健康保

険・厚生年金保険の保険料額表に基づき算定されており、特段の問題は

ないものと判断した。  

 

（イ）旅費  

旅費については国内出張と海外出張とで承認手続きが異なっている。

国内については、あらかじめ定められた最適ルートに基づき行動し、事

後的に精算が行われる。海外出張については、事前に外国旅行旅費計算

書を作成し、旅行日程表、見積書等を添付して起案し、決裁、催行を経

て帰国後に精算払いとなるのが原則である。  

旅費については、金額的重要性および手続的正確性の担保の観点から

旅費の 63.7%を占める海外旅費について対象とした。具体的には外国旅

行旅費計算書の正確性、見積書の妥当性、旅程の適切性の 3 点について

検証を実施している。  

外国旅行旅費計算書の正確性については、用務地域別・職級別に定め

られている日当および宿泊額が適切に選択され正確に算定されており、

見積書記載金額による航空運賃の請求となっているかチェックし、旅行

雑費等に「改正旅費制度」に定める以外の冗費等が混入していないかに

ついて検証したところ、全ての外国旅行旅費計算書において適切なもの

となっていることを確認した。  

見積書の妥当性については、「外国旅行の旅費計算について」に定めら

れた職員ごとの職級に合致したランクの見積書を徴求しているか、 2 社

以上の旅行会社から相見積もりを徴求の上、最も経済的な選択をしてい

るかについて検証を実施した。結果として、全ての海外出張にかかる見

積書において職級に合致したものを徴求し、その中で最も経済的な旅行

会社を選択していることを確認した。  

旅程の適切性については、旅程に私的な観光等が混在していないかの

チェックを実施したところ、把握しうる限りの情報では、旅程に私的な

観光等の混在がみられるものは検出されなかった。  

以上のところより、旅費については有効かつ効率的であり、経済的な
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面からみても特段の問題はないものと考えられる。  

 

表　外国旅費明細 (単位：円)

① ② ③

20120514 20120516 国際観光グループ 82,357 韓国 ソウル OK OK OK

20120507 20120513 国際観光グループ 158,882 中国 上海 OK OK OK

20120507 20120508 観光課参事 81,112 中国 上海 OK OK OK

20120507 20120510 国際観光グループ 112,220 中国 上海 OK OK OK

20120606 20120607 観光課参事 98,466 中国 上海 OK OK OK

20120606 20120607 副知事 204,632 中国 上海 OK OK OK

20120709 20120711 国際観光グループ 104,924 中国 上海 OK OK OK

20120709 20120711 国際観光グループ 104,924 中国 上海 OK OK OK

20120808 20120810 国際観光グループ 89,506 台湾 台中 OK OK OK

20120808 20120810 国際観光グループ 89,506 台湾 台中 OK OK OK

20120805 20120808 国際観光グループ 109,157 韓国 ソウル OK OK OK

20120916 20120923 国際観光グループ 435,930 フランス OK OK OK

20120911 20120913 知事 133,476 台湾 台北 OK OK OK

20120911 20120913 秘書グループ 95,807 台湾 台北 OK OK OK

20120911 20120913 観光課長 89,517 台湾 台北 OK OK OK

20120910 20120913 国際観光グループ 104,514 台湾 台北 OK OK OK

20120910 20120913 国際観光グループ 104,514 台湾 台北 OK OK OK

20120910 20120913 国際観光グループ 104,514 台湾 台北 OK OK OK

20120828 20120829 観光課参事 100,416 中国 上海 OK OK OK

20120908 20120910 ブランド推進部長 119,995 中国 大連 OK OK OK

20121101 20121103 「平清盛」誘客推進グループ 11,000 中国 上海 OK OK OK

20121027 20121102 国際観光グループ 169,131 台湾 台北 OK OK OK

20121024 20121102 国際観光グループ 215,685 台湾 台北 OK OK OK

20121029 20121102 国際観光グループ 138,095 台湾 台北 OK OK OK

20121024 20121025 国際観光グループ 97,902 台湾 台北 OK OK OK

20130204 20130206 国際観光グループ 97,646 台湾 台中 OK OK OK

20130205 20130207 国際観光グループ 85,760 韓国 ソウル OK OK OK

20130224 20130301 国際観光グループ 177,388 中国 北京 OK OK OK

20130313 20130315 国際観光グループ 95,464 台湾 台北 OK OK OK

20130313 20130315 国際観光グループ 96,649 台湾 台北 OK OK OK

20130313 20130315 国際観光グループ 95,464 台湾 台北 OK OK OK

監査手続①： 外国旅行旅費計算書の正確性の検討

(地域別の日当・宿泊額の妥当性、航空運賃の転記の正確性、旅行雑費への冗費の混入の有無等のチェック)

②： 見積書の妥当性の検討(2社以上からの相見積もり徴求による経済性の確保の有無のチェック)

③： 旅程の適切性の検討(旅程に私的な観光が混在していないかのチェック)

出発日 帰着日 所属名称等
旅費

合計額
用務地

監 査 手 続

 

 

（ウ）その他の事務費 (需用費、役務費、使賃 )  

その他の事務費は観光課に個別に帰属するものではなく、商工労働局

という局単位で把握されたものについて、原則的には予算内で支払いを

実行するものであり、その結果としての金額が掲載されている。その他
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表　観光連盟会員

カテゴリー 正会員 賛助会員

県市町 26 0

観光協会 34 0

商工団体 3 0

事業体 285 1

Total 348 1

2013年6月4日現在

の事務費は需用費 7、役務費 8、使賃 9で構成されており、中でも役務費の

計上額が 114 万円と比較的高額である。役務費の具体的使途は郵便料金、

電話料金等の通信料であるが、海外・国内に限らず郵送物や通話の多数

発生する観光課の実態と整合的であり、問題はないものと判断した。  

 

第７ 一般社団法人広島県観光連盟  

１ 事業概要  

（１）連盟の成り立ち  

一般社団法人広島県観光連盟 (以下「観光連盟」という )は、昭和 25 年

4 月 1 日に任意団体として設立され、平成 4 年 4 月 1 日に社団法人とし

て法人化、平成 19 年 4 月 1 日に任意団体である広島県観光キャンペーン

実行委員会を統合し、平成 25 年 4 月 1 日に一般社団法人となり、現在に

至っている。  

会員は正会員と賛助会員で、県市町、

観光協会、商工団体、事業体から成り立

っており、広島県下の自治体、今治市、

岩国市、観光協会、商工団体が会員とし

て名を連ね、広島および周辺地域の総意

が集約される構成となっている。  

また、役員は会長 1 名、副会長 5 名、専務理事 1 名、常務理事 1 名、

理事 20 名の計 28 名の体制であり、監事は 2 名となっている。さらに、

会長の諮問に応じ又は会議に出席し意見を陳述する機関として顧問を置

いており広島県知事と広島県議会議長の 2 名が委嘱されている。  

                                            
7  需用費：県の事務、事業の執行に必要な物品（原材料費および備品購入費に区

分するものを除く）の買入れおよび物件の修繕等に要する経費  
8  役務費：もっぱら役務（サービス）の提供を受けたことに対する対価  
9  使賃（使用料および賃借料）：一般的に不動産および動産の借上料、物品等の

使用料並びに占用料  
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表　観光連盟 組織図

総 会 理 事 会

監 事

会 長

(1名)

副 会 長

(5名)

専務理事

(1名)

常務理事

(1名)

事 務 局

(9名)

顧 問

(2名)

総務Grp

(2名)

事業Grp

(7名)

 

（２）事業目的等  

観光連盟は定款 3 条において、「本連盟は、広島県内およびその周辺県

における観光事業の健全な発達と振興並びに地域の活性化を図り、併せ

て国民の健全な観光旅行の普及発達と国際観光の振興を促し、もって国

民生活、文化および経済の向上発展に寄与するとともに、国際親善交流

に貢献することを目的とする。」としており、当該目的を達成するための

事業として、以下の事業を行うこととしている。  

①  内外観光客の誘致促進  

②  観光キャンペーンの展開  

③  観光物産，観光文化の振興  

④  観光振興のためのイベント等の実施  

⑤  観光地の美化，観光案内施設の整備等観光地の環境整備  

⑥  観光事業に関する情報の収集および提供  

⑦  外客受け入れのための観光施設に関する情報提供  

⑧  観光事業従事者の福利厚生のための事業  

⑨  観光事業従事者の人材確保および資質の向上のための事業  

⑩  観光事業に係る接遇の向上等に関する調査研究  

⑪  観光の振興のため，地方公共団体，地方観光協会，観光事業者

等を会員として組織された全国団体に対する出捐  
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⑫  全国および県内観光事業諸機関との連絡協調  

⑬  観光土産品の改善と宣伝紹介  

⑭  その他本連盟の目的を達成するために必要な事業  

（３）平成 24 年度予算・決算  

観光連盟の平成 24 年度 (平成 24 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日ま

で )の事業年度における予算および決算は下表のとおりである。  

収支計算書および正味財産増減計算書からすると、収入は 1 億 4886

万円であり、一般事業収入は会費収入、補助金収入、負担金収入などの

比較的毎期経常的に同程度見込める収入を柱として 3270 万円である。  

ひろしまブランド化キャンペーン事業は広島県の観光振興における新

たなブランドキーワードである「瀬戸内ひろしま、宝しま」のもと、平

成 23 年度から 25 年度の 3 年間を集中的な取組期間とし、キャンペーン

独自の負担金等を柱として 1 億 1616 万円計上している。  

貸借対照表に有形固定資産等は計上されておらず、基本的には金銭お

よび債権のみであり、これらは各会員が会費なり負担金なりで資金を持

ち寄り、その資金を用いて事業目的を達成すべく上述の事業を実施して

いるものである。  
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表 広島県観光連盟  平成 24 年度決算書 (収支計算書 )  
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表 広島県観光連盟  平成 24 年度決算書 (収支計算書内訳表 )  
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表 広島県観光連盟  平成 24 年度決算書 (貸借対照表 )  
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表 広島県観光連盟  平成 24 年度決算書 (正味財産増減計算書 )  
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表　外国人観光客おもてなし支援の具体的措置

団体名 措置内容

公益社団法人
福山市観光協会

外国人受け入れ・接遇講習会開催
あいさつカード作成
(平成25年1月完了)

公益財団法人
広島観光コンベンションビューロー

外国語(中国語)による接遇講習会開催

(平成24年11月完了)

竹原市観光交流室

観光パンフレット「浪漫てくてく たけはら」の外国

版(英語・韓国語・中国語)を3,000部増刷

(平成24年8月完了)

安芸太田町観光協会
外国人観光客受け入れのための
ガイドレシーバーの購入
(平成25年3月完了)

呉市産業部観光振興課

外国人向け観光パンフレット(英語)を

2,000部作成

(平成24年8月完了)

２ 平成 24 年度に実施された事業内容  

（１）一般事業  

ア 宣伝活動事業  

宣伝活動事業としては主に三つの業務を実施している。  

一つ目は教育旅行の誘致である。広島県への教育旅行の受入促進を図る

ため、東京都・静岡県の中学校 1,105 校に対しアンケートを実施し、関心

のあった 110 校に対し学校を訪問し誘致宣伝活動を実施している。その結

果、訪問決定： 29 校、検討段階： 16 校、どちらとも言えない： 22 校、厳

しい：43 校ということとなった。その他には、教育旅行セミナー、5 県合

同セミナー、協議会会員向け勉強会、県内関係者向けの体験会などを実施

しており、かかる業務を通じて広島県への教育旅行をＰＲしている。  

二つ目は外国人観光客おもてな

し支援である。外国人観光客の旅

行に関して、おもてなし・受入環

境を整備する各市町・観光協会等

に対し右表にあるような支援を実

施している。  

三つ目は他県観光連盟等との連

携による観光宣伝であり、お互い

の観光情報を提供しあうことで広

島県の宣伝活動を実施している。連携先としては、公益社団法人宮城県

観光連盟、公益社団法人島根県観光連盟、公益社団法人熊本県観光連盟

などである。  

 

イ 情報活動事業  

情報活動事業についても主に三つの業務を実施している。  

一つ目は観光情報システム運営事業であり、これは広島県の公式観光

ホームページである「ひろしま観光ナビ」の運営を広島県から受託し、

管理運営する業務であり、観光連盟の会員情報を掲載するなどして更新

作業などを実施している。  

ホームページの運用実績は下表のとおりであり、前年対比でみると、

アクセス数では同程度、訪問者数では 30%程度増加している。コンテン

ツとしてはトップページおよびセカンドページが上位となっている中で、

8 位・9 位を見ると、世界遺産、中でも宮島の魅力が浮き彫りになってい

る。訪問者数の表を見ると、広島市に続き、東京、大阪となっており、

九州方面よりも大都市からのアクセスが多い結果となっている。  
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表　ホームページ運用実績 表　アクセス数上位コンテンツ(平成24年度) 表　訪問者数上位10市区町村(平成24年度)

項目 平成24年度 平成23年度 № コンテンツ
アクセス数

(PV)
№ コンテンツ 訪問者数

アクセス数(PV) 11,933,288 11,927,073 1 トップページ 1,499,069 1 広島市 655,220

訪問者数 2,800,158 2,091,999 2 観る・遊ぶ・体験 583,214 2 東京都渋谷区 261,044

3 旬のおすすめ特集 433,822 3 大阪市 152,892

4 広島の魅力 379,692 4 東京都千代田区 137,761

5 食べる・買う 348,716 5 東京都新宿区 122,692

6 モデルコース 308,548 6 東京都港区 78,344

7 観る 306,039 7 不明 64,317

8 観る・遊ぶ・体験 厳島 227,078 8 岡山市 60,378

9 モデルコース 世界遺産 213,506 9 名古屋市 58,828

10 交通・アクセス 197,817 10 福岡市 56,409  

二つ目は季節だよりの提供であり、紅葉の色付き状況や桜の開花情報

などを、春および秋に主要駅に掲出したポスターやホームページで週 2

回の更新をしながら実施している (もみじだより：平成 24 年 10 月 16 日

～ 12 月 10 日、さくらだより：平成 25 年 3 月 15 日～ 4 月 22 日 )。またマ

スコミや旅行会社等に対しても情報提供を実施している。  

三つ目はその他の情報発信活動として FM ちゅーピーや NHK データ放

送などの様々な媒体を通じて観光情報を発信している。  

ウ 組織活動事業  

各市町および観光関連団体などが行う会議、まつり、式典等に出席し、

観光振興に係る意見交換・情報交換等を行っている。平成 24 年度は 237

の会議等に出席している。  

エ 奨励対策事業  

奨励対策事業では四つの業務を実施している。  

一つ目はおもてなし・接遇研修会の開催であり、株式会社ザ・アール

より 2 名の講師を招き、「ホスピタリティと『私』ができること～広島の

おもてなしをブラッシュアップしよう～」と題し、広島市で 2 日 (参加

者： 261 名 )、福山市で 1 日 (参加者： 54 名 )の研修会を開催している。  

二つ目は観光地美化活動への支援であり、各観光関連団体が実施する

美化イベントおよびイベントに合わせた清掃活動等に対し支援を実施し

ている。平成 24 年度は社団法人因島観光協会、社団法人竹原市観光協会、

神石高原町観光協会の 3 法人に対して支援を行った。  

三つ目は広島県観光ボランティアガイド協議会への支援であり、同協

議会が実施するホスピタリティ研修会や図書の配布、役員会等の組織活

動に対し支援を実施している。  

四つ目は各市町および観光関連団体等が実施する観光振興事業に対す

る支援であり、平成 24 年度は 88 の観光振興事業に対し支援を実施して

いる。  
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表　観光情報の発信に係る具体的内容

№ 内容

（ア） 観光地「ひろしまブランド」の構築

（イ） ウェブサイトを活用した情報発信

（ウ） 新たな情報発信ツールによる情報発信

（エ） 県外大規模イベント等での展開

（オ） 主要イベントへの出展による情報発信

（カ） 観光宣伝資材の作成・配布

（キ） 観光情報誌の発行

（ク） 観光ガイドブックの作成

（ケ） DCガイドブックの作成

（コ） DC5連貼りポスターの制作

（サ） 観光ガイドマップの作成

（シ） 広報媒体配布場所の確保・観光情報の発信

（ス） 観光アシスタント等による情報発信

（セ） 首都圏等における情報発信

（ソ） 各種イベント等負担金

（２）ひろしまブランド化キャンペーン事業  

ア 観光情報の発信  

観光情報の発信はウェブサイトにおける取り組

み、ガイドブックやガイドマップの作成等を通じ

実施されており、平成 24 年度は右表の 15 個の項

目に取り組んでいる。  

 

（ア）観光地「ひろしまブランド」の構築  

観光地「ひろしまブランド」の構築として、広

島県内 3 か所を会場として、旅行アドバイザーを

招き、商品造成コンテストを実施している。コン

テストの実施にあたり、ブランドアドバイザーを

2 名設置している (株式会社 OBAS 大庭広巳氏、株式会社バリュー・クリ

エーション・サービス  佐藤真一氏 )。今後は首都圏等の旅行会社に情報

提供するなどして、旅行商品の造成を支援していくとのことである。  

 

（イ）ウェブサイトを活用した情報発信  

ウェブサイトを活用した情報発信として、観光コンセプトのターゲッ

トである「首都圏の 20 代・30 代の女性」に支持される「OZmall(オズモ

ール )
1 0」のホームページ上に、広島県のグルメに係るページを掲載し、

広島県観光ホームページ「ひろしま観光ナビ」にリンクを張るなど、ブ

ランドイメージの浸透および旅行意欲の向上を図っている。「 OZmall」

上の広島県のグルメに係るページについて、 4 週間で 5,000 ページビュ

ー (ページビュー )を目指していたところで 5,253 ページビューとなるな

ど、一応の成果は達成している状況である。  

 

（ウ）新たな発信ツールによる情報発信  

新たな情報発信のツールとして、観光連盟は SNS(Social Networking 

Service 人と人との繋がりを促進・支援するコミュニティ型のウェブサ

イト )を使用することとし、中でもフェイスブックをメインに広島県観光

情報を適時に提供している。  

 

（エ）県外大規模イベント等での展開  

平成 25 年度の広島県デスティネーションキャンペーンに伴い、東京で

                                            
10  OZmall：女性誌「 OZ」と連動した女性・ OL のための情報サイト  
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開催される博覧会やフェアにおいて出展ブースを設けたり、ステージ出

場に参加するなどし、「ひろしまブランド」についてＰＲを実施している。

具体的な事例としては、JATA 国際観光フォーラム・旅博 2012(来場者数：

125,989 人 )、旅フェア日本 2012(来場者数： 93,099 人 )がある。  

 

（オ）主要イベントへの出展による情報発信  

県内で催される 3 つの主要イベント (2012 ひろしまフラワーフェステ

ィバル (参加者数：168 万人 )、福山ばら祭 2012(参加者数：81 万人 )、2012

酒まつり (参加者数： 24 万人 )において出展ブースを設け、観光情報の発

信等を実施している。  

 

（カ）観光宣伝資材の作成・配布  

新たなブランドキーワードである「瀬戸内ひろしま、宝しま」の各種

ノベルティ（ロゴマーク入り紙袋、クリアファイル等）をイベント等に

おいて配布し、また、県内外のＪＲ主要駅においてポスターの掲出など

を実施している。さらに、県内主要 11 駅に歓迎看板を設置し、法被やの

ぼり等を作成・使用することで広島県デスティネーションキャンペーン

の周知を図っている。  

 

（キ）観光情報誌の発行  

観光連盟は、自ら現地取材し広島県の魅力を伝える観光情報誌「広島

さんぽ」を作成し、春・夏・秋・冬と各 20 万部ずつ発行している。A4

版カラーの 32 ページ構成で作成されており、観光案内所窓口や県の各地

方機関、ＪＲ西日本管内の主要駅、主要旅行会社、主要交通機関、道の

駅、高速道路ＳＡ、イベント会場、ホテル・旅館、スーパーマーケット、

コンビニ等で配布している。  

 

（ク）観光ガイドブックの作成  

上記の観光情報誌「広島さんぽ」の夏号を特別号として、A4 版カラー

の 40 ページの構成で 20 万部発行し、来るべき平成 25 年度の広島県デス

ティネーションキャンペーンに向け、広島県への誘客と旅行商品の造成

を促進している。  

 

（ケ）ＤＣガイドブックの作成  

広島県デスティネーションキャンペーン期間中における広島県の観光

素材やモデルコースを総合的に紹介するガイドブック「のんびり広島、
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ゆるり旅」を作成し、説明会等において配布することにより観光情報の

発信等を実施している。  

 

（コ）ＤＣ 5 連貼りポスター制作  

広島県デスティネーションキャンペーンを全国に紹介する 5 連貼りポ

スターの制作につき、委託業者を選定し、観光素材データの収集を実施

している。  

 

（サ）観光ガイドマップの作成  

広島県、岩国市、今治市の観光地の地図の掲載および主要施設を紹介

するガイドマップを「広島県の宝」として作成し、A1 版の折り畳み式 4

色カラーで当初 8 万部発行し、その後 1 万 6 千部を増刷している。  

 

（シ）広報媒体配布場所の確保・観光情報の発信  

観光情報の発信の効果・効率性を高めるため、観光連盟会員の管理・

運営している観光案内所・観光施設等の中から他地域の観光パンフレッ

ト等の配置などが可能な施設を取りまとめ、会員に伝達するなどし、観

光情報の発信に寄与している。  

 

（ス）観光アシスタント等による情報発信  

観光連盟は観光アシスタントと観光特使による情報発信を行っている。

前者は事前に募集していた広島県観光アシスタント「ひろしま、宝しま

レディ」を観光に関するセレモニーやイベント等に出席させ、観光ＰＲ

を実施している (平成 24 年度実績：県内 68、県外 25)。また、ブログ、

ツイッター、フェイスブックにより広島県の観光資源のＰＲを実施して

いる。後者は広島県と共同で広島商工会議所支店長会会員など 148 名に

対し特使を委嘱し、特使のネットワーク等を活用し広島県の観光資源の

ＰＲを実施している。  

 

（セ）首都圏等における情報発信  

首都圏や関西圏等において広島県の観光地等をＰＲしている、広島県

東京事務所および広島県大阪情報センターの活動を支援している。  

 

（ソ）各種イベント等負担金  

ひろしまフラワーフェスティバルや福山ばら祭等への負担金を拠出し

ている。  
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表　旅行商品の販売促進に係る具体的内容

№ 内容

（ア） 全国宣伝販売促進会議の開催等

（イ） 旅行会社等へのインセンティブ事業の実施

（ウ） ウィンターキャンペーン

（エ） 観光アドバイザーの派遣

（オ） 輸送キャリアとのタイアップ

（カ） 出版社等へのセールス活動

イ 旅行商品の販売促進  

旅行商品の販売促進は旅行会社・出版社等への

アプローチや自らキャンペーンを実施することで

旅行商品造成に結び付ける試みがなされており、

右表のような 6 項目の業務を実施している。  

 

（ア）全国宣伝販売促進会議の開催等  

旅行会社等の商品造成担当者を招いて全国宣伝販売促進会議を開催し

た。出席者は、旅行会社 213 名、広告代理店等 28 名、ＪＲ関連 111 名、

地元企業 233 名、行政関係 53 名の合計 638 名であった。  

また、エクスカーション（視察・体験旅行）を 6 コースで実施し、合

計で 130 名の参加を得るなど、観光素材を実体験させることでＰＲに努

めている。  

 

（イ）旅行会社等へのインセンティブ事業の実施  

県内の主要観光地に観光客を送客したバス事業者に対し、ツアー催行

実績に応じて経費の一部を助成するなどインセンティブを高めることで

広島県内への誘客促進を図っている。また旅行代理店や新聞社等に対し

ては、広島県内・岩国市・今治市のなかで希望のあった観光地 18 か所に

エクスカーションを実施している。 18 か所の合計で 95 名の参加者があ

った。  

 

（ウ）ウィンターキャンペーン  

ファミリー層が冬山体験活動ができる総合型イベント「 2013 広島スノ

ーキッズ育成計画  雪山なう。」キャンペーンを継続的に取り組んでいる。 

その中で、このキャンペーンを効果的プロモーションとするため、ガ

イドマップを作成し、県内の全小学校 526 校に対し 17 万部あまり配布し

ており、またバスツアー会社と連携し経費一部を助成することによる誘

客促進を図っている。平成 24 年度の助成実績は 103 万 5000 円であった。  

 

（エ）観光アドバイザーの派遣  

4 名の観光アドバイザーを、要請のあった各市町・観光関連団体・商

工団体に派遣し、観光にかかわるまちづくり、人材育成、旅行商品造成

等に対し提言・助言等を実施している。  
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（オ）輸送キャリアとのタイアップ  

ＪＲグループや航空各社等がそれぞれ実施する広島県向けのキャンペ

ーンとタイアップし、観光情報説明会や広島県デスティネーションキャ

ンペーン・キャラバン等を実施している。  

 

（カ）出版社等へのセールス活動  

新たなブランドキーワード「瀬戸内ひろしま、宝しま」に基づき、出

版物等へのＰＲ記事の掲載や、旅行商品造成を促進させるため、観光情

報説明会や出版社訪問等を実施している。  

 

３ 監査結果  

（１）広島県と観光連盟との関係  

観光連盟は、一般社団法人として一個の法人格に基づき事業運営がな

されている。広島県は、観光連盟に対し数種の資金拠出はあるものの、

あくまで別の事業体であり、観光連盟の実施する事業自体は原則的には

本監査の監査対象ではない。しかしながら、広島県が拠出する会費、人

件費負担金、委託費等に関連する観光連盟の事業については、「広島県が

行っている事業」もしくは「付随または関連する事業の事務執行および

事業管理」に含まれるものと解され、包括外部監査の対象となるものと

考える。  

平成 24 年度における広島県の観光連盟に対する資金拠出は下表のと

おり 3 事業に対する負担金、補助金および委託費であり、加えて広島県

職員 2 名を観光連盟へ派遣している。  

 

表　平成24年度における観光連盟との関係一覧 (単位：円)

№ 事業名称 項目 内容 県負担額

1 観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 負担金 デスティネーションキャンペーンに係る負担金 40,000,000

2 観光情報システム運営事業 委託費 「ひろしま観光ナビ」の情報管理及び更新等の委託 5,469,450

3 広島県観光事業振興負担事業 負担金 観光ガイドブック「広島さんぽ」発行に係る経費一部負担 4,000,000

負担金 観光ガイドマップ「広島県の宝」発行に係る経費一部負担 1,314,000

負担金 観光連盟に対する正会員会費 800,000

4 広島県観光事業振興負担事業 補助金 連盟職員(広島県職員OB)の給与の補助 8,302,000

59,885,450

5 － 人件費 県職員2名の派遣(職員給与の75%程度の負担概算額) 13,000,000

72,885,450 Grand Total (概算額)

Total

 

 

上表№1 のデスティネーションキャンペーンに係る負担金は観光連盟

のひろしまブランド化キャンペーン事業全体に関連し、№2 の「ひろし

ま観光ナビ」の情報管理および更新等の委託は一般事業の中の情報活動
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事業に関連し、№3 の「広島さんぽ」および「広島県の宝」の発行に係

る経費一部負担はひろしまブランド化キャンペーン事業の中の観光ガイ

ドブック・ガイドマップの作成にそれぞれ関連している。№3・4 の会費

および人件費は観光連盟の全般的事項に関連するものと考えられる。  

（２）事業目的の適法性  

観光連盟は定款 3 条において、「本連盟は、広島県内およびその周辺県

における観光事業の健全な発達と振興並びに地域の活性化を図り、併せ

て国民の健全な観光旅行の普及発達と国際観光の振興を促し、もって国

民生活、文化および経済の向上発展に寄与するとともに、国際親善交流

に貢献することを目的とする。」と掲げており、広島県の観光基本計画の

趣旨とも大枠で一致する。また観光連盟に対して拠出する負担金・委託

費が費消される具体的事業についても、デスティネーションキャンペー

ンの推進や広島県のブランド化、観光情報の発信等を目的とするもので

あり、個別的な観点からも齟齬する部分はない。以上のところより、広

島県が負担金等を拠出するもしくは委託する観光連盟の事業は観光基本

条例の理念および施策に合致する適法なものと評価できる。  

（３）事業内容の有効性等  

ア 一般事業  

（ア）事業内容の有効性  

広島県は観光情報システム運営業務を観光連盟に委託している。具体

的には観光情報システムたる広島県の公式観光ホームページ「ひろしま

観光ナビ」の①情報の管理・更新等業務、②システムの運用保守業務、

③報告業務の三つを行うこととされている。  

②のシステムの運用保守業務については、「株式会社大塚商会に行わせ

るものとする。」と平成 24 年度広島県観光情報システム運営業務仕様書

に記載されており、観光連盟から大塚商会に再委託されている。大塚商

会はシステムのもともとの構築者であり、情報システムに係るサービス

とサポートを提供する上場企業であって、専門性について問題となると

ころはない。  

①および③の業務については観光連盟が受託し実行している。当該業

務は、「ひろしま観光ナビ」による情報発信およびホームページ自体の魅

力向上にかかわる業務である。  

平成 24 年度広島県観光情報システム運営業務仕様書において「年間ペ

ージビュー合計数および年間アクセス数について、それぞれ対前年比 5%

増を事業の成果目標」としており、「ひろしま観光ナビ」の年間ページビ
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表　ホームページ運用実績

項目 平成24年度 平成23年度

アクセス数(PV) 11,933,288 11,927,073

訪問者数 2,800,158 2,091,999

ュー数の増減つまりホームページの利用度向上を観光連盟に課している。 

「ひろしま観光ナビ」のページビュー数を見

てみると、 11,933,288 となっており前年に比し

て 0.052%増の結果であり、前年同程度であって、

成果目標は達成されていない。訪問者数が増加しているにもかかわらず、

ページビュー数が伸びていないということは、有効にコンテンツが活用

されていないということではないかと思われる。  

下表においては、政令都市等の大都市を域内に擁する都道府県につい

て項目別に比較している。  

比較の都合上、「ひろしま観光ナビ」と観光連盟と同様の団体の運営す

るホームページで比較している。  

 

ホームページの外国語対応については、各都道府県とも概ね 4 言語か

ら 5 言語の対応であり、広島県も 5 言語に対応をしている。「第５おもて

なしワーク」で述べているとおり、平成 24 年度においてホームページの

外国語対応を強化しており、平和関連の国際発信を実施している。  

また、宮島・厳島神社が世界的に評価されていることから、平成 24

年度 363,000 人、平成 23 年度 277,000 人 (広島県観光客統計調査の広島市

部分 )と、近年外国人旅行者数は増加傾向にある。  
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しかしながら、前述のとおりホームページの有効性には疑問があり、

この最大の要因はホームページの一覧性の低さ、コンテンツへのアクセ

ス性の低さに問題があると思われる。  

上表のトップページボリュームの比較から明らかなように、広島県の

観光ホームページのトップページのボリュームは他県のそれと比較して、

2 倍以上の長さとなっている。トップページはホームページの顔であり、

検索ソフトなどで “広島  観光 ”などのキーワードで検索した人が初めに

目にする箇所であり、ホームページにおいて最も重要な部分ということ

ができる。そのトップページが各都道府県に比して圧倒的に長いものに

なっている。各都道府県ともにノートパソコンで概ね 5 画面程度のもの

であるのに対し、「ひろしま観光ナビ」は 11 画面程度である。広島県の

トップページには新着情報や広島県の魅力、モデルコースなどが所狭し

と掲載されているが、このような画面では新着情報や目当ての情報等を

効率的に探し当てることは困難である。これは「観光連盟が各市町・観

光関連団体等で形成されており、それぞれの意見を反映したことから、

総花的な掲載になっている」もののようである。各構成員への配慮がか

えって各構成員の利益を損ねる結果となっている。知事も観光地「ひろ

しまブランド」コンセプトブックの中で「広島県が単に総花的なキャン

ペーンを企画するだけでは強いインパクトのある誘因効果を期待するこ

とはできません」と述べており、現状のホームページはこのような知事

の意向にも反する結果となっている。  

トップページが迷路のような状況であれば、閲覧者はそのホームページ

での情報収集を諦めて異なる他の情報源に当たるか、もしくは「宮島」や

「原爆ドーム」などの著名な観光地を訪れるのみで、魅力を内在する瀬戸

内のしまなみや中山間地域などへのアクセスは望めず、それこそ “おしい ”

ままになってしまうであろう。近年のウェブの発達を見ると、ホームペー

ジは観光客誘致のための最重要ツールであり、魅力がありかつ探究心の湧

くホームページの制作は喫緊の課題である。各地域の情報を整理し、広島

が何をどのように観光客に訴求していくのかにつき戦略をたて、トップペ

ージを含むホームページの再構築を検討すべきである。（指摘）  

上表では、モバイルアクセス (携帯電話やスマートフォン、タブレット

等のモバイル端末に対して閲覧性を担保する措置のこと )についても触

れているが、「ひろしま観光ナビ」はモバイルアクセスに対応していない。

スマートフォン等で当該ホームページを閲覧した場合、パソコン画面上

のミニマムサイズがそのまま表示される。パソコンでも閲覧性に欠ける

ものが、スマートフォンサイズになるともはや有効な閲覧は望めない。  
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観光客が現地で更なる情報検索をする場合、現在の状態では観光客は

当該ホームページでの追加情報の取得は諦める可能性が高い。広島県の

観光の目標の一つとして観光消費額の増加があるが、そのためには来訪

当初の目的地より来訪後の訪問先が増えれば増えるほどその観光消費額

も増えると考えられるのであるから、現地においても追加情報が得やす

い環境を整えることが必要不可欠である。  

上述のように、近年のウェブの発達やウェブ利用の増加は目を見張る

ものがあり、その主役はパソコンからスマートフォン等のモバイルに移

行しつつある。モバイルアクセスの整備についても喫緊の課題である。

（意見）  

 

（イ）事業遂行手続の適法性  

従前、広島県全体の観光に関するホームページは広島県が運営するホ

ームページ「ひろしま観光ナビ」と、観光連盟が運営するホームページ

「ｉひろしま」との 2 つが存在しており、それぞれ独自に運営されてい

たことから、非効率であるとともに閲覧者の困惑を引き起こしていた。  

平成 22 年度にこのような状況を打開するため、広島県の観光ホームペ

ージに観光連盟のホームページを統合し、その運営を観光連盟に委託し

た。  

本業務委託契約は観光連盟に対する特命随意契約でなされている。特

命随意契約とした理由は、「観光連盟は、県、県内全市町、観光関連事業

者、観光施設等から構成されていることから、これらの団体から県内各

施設の観光情報をタイムリーかつきめ細かに収集することができる唯一

の団体」であるからとしている。契約規則 32 条によれば「随意契約によ

ろうとするときは、なるべく二人以上の者から見積書を徴さなければな

らない」とされており、本契約にも原則的には 2 以上の見積が必要であ

るが、これの徴求がなされていない。ただし上述のような経緯もあり、

32 条も「なるべく」となっていること、他の法人に同業務に係る見積を

徴求することは困難であり、適法性に問題はないものと判断した。  

 

イ ひろしまブランド化キャンペーン事業  

（ア）事業内容の有効性  

観光連盟の実施するひろしまブランド化キャンペーン事業は、主とし

て平成 25 年度に実施されるデスティネーションキャンペーンにかかわ

るものである。このキャンペーンはＪＲグループと自治体とが協働する

大型観光キャンペーンであり、広島県の順番が来るのは 2005 年以来 8



153 

年振りである。期間中（ 7 月～ 9 月）の主要観光施設等の利用状況を見る

と、平成 25 年度 2,875,723 人、平成 24 年度 2,547,586 人と前年比 328,137

人、 12.88%の増となっており、一定程度の成果をあげている。  

キャンペーン開始以前においても、このようなキャンペーンを契機と

した広島県の情報発信を実施することは合理的なものであり、結果から

みても有効な事業であったものと考える。  

 

（イ）事業遂行手続の適法性  

共同事業負担金については、まず担当課で事業計画の大枠を策定し、

議会での予算措置が決定されると、共同事業者は負担金交付申請書を提

出し、それに対し県は支払処理を実行する。その後事業が終了すると、

共同事業者は事業実績報告書および添付書類を県に提出し、交付申請書

に記載のとおり事業が適正に履行されたか確認がなされ、遺漏がなけれ

ば負担金の額が確定する。観光連盟が共同事業者となる負担金事業につ

いても、この手続きに基づき行われており、観光連盟からの負担金交付

申請書、事業実績報告書についても、観光振興共同事業負担金交付要綱、

広島県補助金等交付規則に基づき適法に処理されていた。  

 

（４）予算執行の適法性・有効性・効率性  

観光連盟と県の関連は、（１）でも述べているとおり、五つの負担金等

と一つの委託費、 2 名の職員派遣となっている。  

表　平成24年度における観光連盟との関係一覧 (単位：円)

№ 事業名称 項目 内容 県負担額

1 観光地「ひろしまブランド」構築推進事業 負担金 デスティネーションキャンペーンに係る負担金 40,000,000

2 観光情報システム運営事業 委託費 「ひろしま観光ナビ」の情報管理及び更新等の委託 5,469,450

3 広島県観光事業振興負担事業 負担金 観光ガイドブック「広島さんぽ」発行に係る経費一部負担 4,000,000

負担金 観光ガイドマップ「広島県の宝」発行に係る経費一部負担 1,314,000

負担金 観光連盟に対する正会員会費 800,000

4 広島県観光事業振興負担事業 補助金 連盟職員(広島県職員OB)の給与の補助 8,302,000

59,885,450

5 － 人件費 県職員2名の派遣(職員給与の75%程度の負担概算額) 13,000,000

72,885,450 Grand Total (概算額)

Total

 

ア デスティネーションキャンペーン負担金  

デスティネーションキャンペーンについて、事業実績報告書の添付書

類として収支計算書が添付されている。収支計算書はキャンペーン事業

に関係するものであり、広島県は報告書および収支計算書に基づき検査

を実施し、事業が適正に履行されていれば負担金の額を確定させる。か

りに事業履行が適正でなければ、広島県補助金等交付規則によると、「補
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助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消す (17 条 1 項 )」ことがあり、

「補助金等の交付の決定を取り消した場合において、 (中略 )すでに補助

金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものと

する (18 条 1 項 )」とされているなど、負担金の金額の確定は慎重を期し

て実施されるべきものである。  

しかしながら、観光連盟の監査は外部からの監査ではなく、観光連盟

の会員から選任された監事による監査が行われているのみである。  

観光連盟に関する予算執行の適正を確保しておくために、外部の専門

性を有する監事を選任する、あるいは外部監査制度の導入を観光連盟に

働きかけることなども検討すべきであろう。（意見）  

 

イ ホームページの管理・運営委託  

この事業の委託費は再委託する年間保守経費や機器のリース費用、コ

ンテンツデータ料等を積算して設計されている。その細目についても時

間や単価等の設定を細かく検討しており、一般財団法人経済調査会が発

行する「積算資料」等の文献にもあたるなど、委託金額について効果・

効率を勘案したものであると判断した。  

 

ウ 観光ガイドブック等発行  

観光ガイドブック「広島さんぽ」は春・秋・冬号に夏の特別号を加え

て、 4 季にわたり A4 版カラーで各 20 万部ずつ発行しており、観光ガイ

ドマップ「広島県の宝」は A1 版カラーで 9 万 6000 部発行している。広

島県はこれらの発行事業についてそれぞれ 400 万円、 131 万円の負担金

を拠出しており、これに各市町・民間事業者等の負担金も合わせ、デス

ティネーションキャンペーン負担金も加えて収支を合わせている。本事

業はデスティネーションキャンペーン負担金の交付申請の際の事業計画

にも盛り込まれている。支出内容についても、ほぼ予算通りに実行され

ており、特段問題点は検出されなかった。  

 

エ 正会員会費、人件費負担金および職員派遣  

正会員会費や人件費等については観光連盟全体に効果が波及するもの

であり、いずれかの事業と特定的に結びつくものではない。正会員会費

については広島県が他に拠出する日本振興協会 (76 万円 )や国際観光振興

機構 (115 万円 )と同程度であり、特別に高額ということはなく妥当な水準

にあると思われる。  

専務理事の人件費は補助金で支払い、派遣の職員については 75%程度



155 

の人件費を広島県が負担している。「公益的法人等への一般職の地方公務

員の派遣等に関する法律」において、原則的に「派遣職員には、その職

員派遣の期間中、給与を支給しない (6 条 1 項 )。」とされているが、「派遣

職員が派遣先において従事する業務が地方公共団体の委託を受けて行う

業務、地方公共団体と共同して行う業務 (中略 )であって、その実施によ

り地方公共団体の事務若しくは事業の効率的若しくは効果的な実施が図

られると認められるものである場合、 (中略 )給与を支給することができ

る (6 条 2 項 )。」とされている。観光連盟の実施する事業は広島県の実施

しようとする情報発信やデスティネーションキャンペーンに向けた取り

組みに合致するものであって、その事業実施に伴い、広島県の事業遂行

は効率的もしくは効果的になされると期待され、派遣職員に対する給与

支払いは適法なものであると判断した。  

また専務理事の給与負担および職員派遣を効果・効率の面から考える

と、デスティネーションキャンペーンに向けて広島県の自治体・事業者

総力を挙げた取り組みが必要であり、県が単独でデスティネーションキ

ャンペーンに向けた取り組みを実施するのは現実的ではない。このキャ

ンペーンには各市町はもちろんのこと、ＪＲを含めた民間事業体の協力

も不可欠である。各市町や民間事業体と協働できる “器 ”として観光連盟

は適切であり、協働することでキャンペーンに向けて効果・効率を担保

しているものと考える。以上のところより広島県による観光連盟職員に

対する人件費負担は効果的かつ効率的なものであると判断した。  
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第３章 「広島ブランドショップＴＡＵ」運営事業  

 

第１ ひろしまブランド推進課事業  

１ ひろしまブランド推進課の概要  

（１）ひろしまブランド推進課設立の経緯  

広島県においては、これまで、各部局、各課それぞれで個別にブラン

ド戦略がたてられ、それぞれ事業が行われていた。これを平成 24 年度か

ら改め、広島県の認知度を高め、価値を向上させるという観点から、商

工労働局に全庁的なブランド戦略を統括し、広島県の魅力を内外へ売り

込むための担当者として、ブランド推進部長を置くこととし、ひろしま

ブランド戦略を推進するための課としてひろしまブランド推進課が新設

されることとなった。  

同課の新設に伴い、従前産業政策課が所管していた、ブランドショッ

プ事業、県産品のブラッシュアップ事業、県内製品愛用・販路拡大事業、

伝統的工芸品事業はひろしまブランド推進課へ移管された。  

 

（２）ひろしまブランド推進課の事業概要  

ひろしまブランド推進課の分掌事務は、①ひろしまブランドに関する

基本的事項の企画および総合調整に関すること、②広島ブランドショッ

プに関すること（観光課および農林水産局販売推進課の所掌に属するも

のを除く）、③伝統的工芸品産業の振興に関すること、④県産品の開発お

よび販路拡大に関すること、⑤中小企業による地域資源を活用した事業

活動の促進に関する法律に関すること、である（広島県行政組織規則 12

条）。  

平成 24 年度の事業としては、広島ブランドショップ運営事業と、地場

産業等振興事業の 2 つの事業があった。平成 25 年度には、広島地域ブラ

ンド推進事業が新規事業として立ち上げられた。  

なお、「ひろしまブランド推進課」と平仮名表記になっている理由は、

あえて平仮名の「ひろしま」を充てることで、新しいイメージの発信を

狙ったものである。  

 

ア 広島ブランドショップ運営事業  

広島ブランドショップ運営事業とは、首都圏において広島の地域ブラ

ンドの推進を担う拠点として、広島ブランドショップを設置し、これを

運営する事業である。  

広島ブランドショップは、地域産品の販売、地元食材を使った飲食店、
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観光情報の提供、ビジネスマッチング商談会による販路開拓、メディア

ミックスによるプロモーションなど、複合的に展開を行い、話題性、来

客性の高いショップとすることを目的としている。  

 

イ 地場産業等振興事業  

地場産業等振興事業とは、広島県経済の持続的な発展のためには、地

域に根ざした産業の活性化が必要であることから、地場産業の振興を図

るという事業である。  

 

（ア）伝統的工芸品産業振興事業  

広島県では、熊野筆、広島仏壇、宮島細工、福山琴、川尻筆が、経済

産業大臣指定の伝統的工芸品とされている。また、広島県指定の伝統的

工芸品としては、一国斎高盛絵、銅蟲、矢野かもじ、三次人形、大竹手

打刃物、宮島焼、戸河内刳物、戸河内挽物、備後絣が存在する。もっと

も、伝統的工芸品事業者の多くは、生活様式の変化や安価な海外製品の

流入等に加え、職人の高齢化や売上の減少による生産活動の停滞などの

課題を抱えている。  

伝統的工芸の技とマーケティングの取組が成果をあげた熊野筆の成功

事例を参考に、新商品の開発等、新たな取組を模索している事業者等も

あるが、財政状況や事業規模等の課題から十分な成果が得られていない。 

そこで、これらの現状を改善するため、「伝統的工芸品産業の振興に関

する法律」に基づく調査、指導を実施し、伝統的工芸品月間事業の全国

大会への負担金の支出などを行っている。  

 

（イ）ＢＵＹひろしまキャンペーン事業  

広島県経済の活性化を図るため、広島市や経済団体と連携した「 21 ひ

ろしま県内製品愛用運動推進協議会」を主体として、ＢＵＹひろしまキ

ャンペーンを実施した。  

ＢＵＹひろしまキャンペーンとは、県内製品の愛用を通じて地域経済

の活性化を図る運動である。  

具体的には、以下のような事業が実施された（ 21 ひろしま県内製品愛

用運動推進協議会平成 24 年度事業報告書）。  

 

① 県産品フェアの開催・各種イベント等でのＰＲ活動の実施  

② ＰＲ用品・広報資料の作成  

③ ＰＲのぼりの掲示、法被等の貸出し  
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④ 懸垂幕・ポスターの掲出  

⑤ ＰＲ用デジタル素材の放映  

⑥ 県物産展示コーナーにおけるＰＲ  

⑦ 県内製品の優先発注  

⑧  その他  

 

ウ 広島地域ブランド推進事業  

「ひろしま」ブランドの価値を高めるため、市町など県内の様々な主

体と連携しながら、県内の地域資産や「ひろしま」ブランドの現状や課

題等を把握し、何が地域ブランドイメージとして望ましいのか、そのイ

メージを確立するために個々の取組に加えて、それらを全体としていか

に統一感を持って推進していくのか等を盛り込んだ取組方針を作成する

という事業であり、平成 25 年度の新規事業である。もっとも、平成 24

年度においては、ひろしまブランドショップ運営事業内において、実質

的に同内容の事業が行われていた。  

平成 25 年度内には「ひろしま」ブランドの価値向上に資する取組方針

が策定される予定である。  

 

２ 監査の対象事業  

平成 24 年度のひろしまブランド推進課の予算の約 9 割が広島ブランド

ショップに関するものであることなどから、監査の対象は広島ブランド

ショップに関する事業、およびそれに関連する事業に限ることとした。  

 

第２ 広島ブランドショップに関する監査結果  

１ 事業内容  

（１）事業概要  

ア 目的  

広島県の新たな「活力」を創出するため、首都圏において広島の地域

ブランドの推進を担う拠点として広島ファンの増加を図ることを目的と

して設立された。  

 

イ 設置経緯・アンテナショップとの関係  

広島県のアンテナショップとしては、平成 10 年 3 月に、広島ゆめてら

す（東京都渋谷区代々木）が運営を開始したが、平成 22 年 6 月に閉鎖さ

れた。  

広島ゆめてらすは、平成 10 年 3 月のオープンから平成 12 年度までは
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観光交流課が、平成 13 年度から平成 19 年度までは観光振興室が、そし

て平成 20 年度は観光課が所管していた。これは、当初、広島ゆめてらす

が首都圏における、観光を中心とした広島情報の発信、首都圏の生活・

経済情報の収集拠点として設置されたため、観光所管部署が担当してい

たものである。  

その後、県内企業の首都圏への販路拡大という県内企業のニーズに応

えていくために、広島ゆめてらすにテスト販売機能（販売情報のフィー

ドバック等）を充実・強化していくこととしたことから、平成 21 年度に

は企業支援担当課である経営支援課に担当課が変更となった。  

平成 22 年度に広島ゆめてらすが閉鎖された後、東京におけるアンテナ

ショップの新たな店舗コンセプトや機能、場所等を検討する中で、知的

財産および地域ブランド・デザイン戦略を含めた産業支援を行う産業政

策課が平成 23 年度から担当課となった。そして、平成 24 年度に、前述

したひろしまブランド推進課が新設され、東京アンテナショップの新た

な担当課となった。  

広島ゆめてらす閉鎖の理由は、賃料の値上がりや、長期間の使用によ

って補修費が増大したこと、飲食業者から撤退の申出があったことなど

から、これを機にアンテナショップの在り方について再考し、どのよう

な機能を今後持たせていくかを検討するためであった。  

広島ゆめてらすの事業目的は、首都圏において県産品を販売すること

などによって、首都圏消費者等の情報を収集するというものであった。  

これに対し、平成 22 年 11 月に決定された広島ブランドショップのコ

ンセプトは、「～人と情報、体験と交流のプラットホーム～『広島の選り

すぐり、まさに広島』が楽しめる場所」(平成 22 年 11 月 9 日付商工労働

局説明資料 )というものであり、情報収集というより、広島に関する情報

を発信し、広島のブランド価値を向上させる、広島ファンの増加を図る

というものとなった。  

このようなコンセプトの下、百貨店やブランドショップ等、比較的価

格帯の高い店舗が集まることで街自体がブランドイメージと高い知名度

を誇る東京でも有数の繁華街であること、周辺エリアが最寄駅の拠点商

業エリアであること、イベントの集客効果が見込めることなどを理由に、

銀座の物件が選定され、平成 24 年 7 月 16 日ＴＡＵが、株式会社鞆スコ

レ･コーポレーション（以下「鞆スコレ」という）を運営事業者としてオ

ープンした。  
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ウ 広島ブランドショップに関する基本事項  

広島ブランドショップ「ＴＡＵ」（以下「ＴＡＵ」という）は、広島に

ある様々な宝、広島では普通に扱ったり食したりしているその「宝」を、

「新しい普通」として首都圏の生活者に届ける、広島の方言である「届

く＝たう」をコンセプトに、ブランドショップを通して、様々な広島の

宝を届け、広島県のブランド価値向上を図っていくとともに、県産品の

発掘・開発を通じた新たなブランド価値の創造を目指す（平成 24 年 4

月 19 日付商工労働局議会報告資料）、というコンセプトの下、平成 24

年 7 月にオープンした。  

 

（ア）ＴＡＵ店舗情報  

① ショッピングフロア（ 1 階）  

店舗 1 階部分は、広島のお菓子、広島産の野菜・海産加工品など、

県産品の販売をするフロアとなっている。  

② ショッピング・情報発信フロア（ 2 階）  

店舗 2 階は、「三匠」というお好み焼き店、熊野筆セレクトショッ

プ銀座店、広島酒工房「翠」という酒販売店の他、カープ・サンフ

レッチェ関連のコーナー、情報発信コーナーからなっている。  

③ イベント・バールフロア（ 3 階）  

店舗 3 階は、イベントスペースとなっており、「ひと・もの・こと」

を通じて広島の「宝」を発信するというコンセプトの下、随時イベ

ントを開催している。  

なお、イベントが開催されていない時は、イタリアンバール「Ｐ

ａｃｃｉｏ」というイタリア料理店が営業しており、瀬戸内の食材

を使い、本格的なイタリア料理を提供している。  

④ 瀬戸内ダイニング（地下 1 階）  

地下 1 階は、瀬戸内ダイニング「銀座 遠音近音」という飲食店

となっており、瀬戸内海の食材を使った料理や広島の郷土料理が提

供されている。  
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ＴＡＵ パンフレット

 

 

（イ）取扱商品  

ＴＡＵで取り扱う商品は、①本物、希少性、物語性などのある広島の

選りすぐりの産品など、広島県のブランド価値を高める上でふさわしい

ものであること、②広島の季節を感じられる「旬」の商品であること、

が重視されて選定されている。  

なお、商品選定にあたっては、バランスのとれた商品構成や広島の地

域ブランド価値を高めるという施策目的との整合性などについて、県が

県内民間企業のバイヤーとともに検証を行い、県の意見を反映させるこ

ととなっている。  

具体的な取り扱い条件は、以下の表のとおりである。  
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表　ＴＡＵ商品取扱条件

主たる事業所が広島県内に所在する製造事業者等が広島県内で
製造したものであること

県外において製造されたものについては、その製品において重要
な部分を占める原材料が広島県産で、広島のブランド価値を高め
ることにつながると認められるもの

区分

取扱商品の
条件

県産品であること

加工品

広島県内で生産・収穫されたものであること

関係法令等に定める規定に違反していないこと

品質・衛生管理が適正に行われていること　など

内容

農林
水産物

取引条件

原則、委託販売（生鮮品や特殊な商品は別途協議）

（納入時）原則出品者負担／（返品時）運営事業者負担

販売
条件

物流
コスト

陳列
期間

原則3ヶ月（入替時期：3月上旬、6月上旬、10月上旬、12月上旬）

※販売個数、売上の観点で分析し、原則、カテゴリー別の下位２０％の商品を入
替対象商品とする。

 

 

商品選定の流れは以下の図のとおりである。  

 

図　ＴＡＵ商品選定の流れ

①鞆スコレによる商品選定

(リストアップ、現物確認等)

②募集による商品選定

①及び②の商品をもとに

取扱商品案を決定

見送った商品の確認等

提出

提出

【商品選定会議】

<構成員>

 鞆スコレ

 県

 県内業者のバイヤー

商品の最終決定

鞆スコレの実施範囲
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（ウ）運営状況  

ＴＡＵオープンから 1 年間（平成 24 年 7 月 16 日～平成 25 年 7 月 15

日）の状況は、以下のとおりである（平成 25 年 7 月 19 日付商工労働局

議会報告資料）。  

 

来場者数：合計 62 万 2627 人（ 1,720 人／日）  

売上状況：合計 4 億 8132 万円（ 133 万円／日）  

 

なお、ここでの来場者数は、店舗入口に設置されているカウンターに

よって計測したものである。  

 

表　ＴＡＵ来場者数・売上額の推移

来店者数 H24

（人/日） H25

売上額 H24

（千円/日） H25

1,776

1,113 1,379 1,360 －

7/16～9/30 10/1～12/31 1/1～3/31 4/1～6/30

1,657 1,763 1,700 －

－ － － 1,431

－ － －

区分 7/16～9/30 10/1～12/31 1/1～3/31 4/1～6/30

H24 1,657 1,763 1,700 －

H25 － － － 1,776

H24 1,113 1,379 1,360

H25 － － － 1,431

区　　分

来店者数
（人/日）

売上額
（千円/日）

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

来店者数
（人/日）

売上額
（千円/日）

 

表　ＴＡＵ月別来店者数・売上の推移表 （単位：人，千円）

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

35,431 47,097 45,045 48,925 58,500 52,999 47,056 49,667 52,894 50,664 58,465 52,463

(2,214) (1,519) (1,502) (1,578) (1,950) (1,767) (1,623) (1,774) (1,706) (1,689) (1,886) (1,749)

19,479 32,430 33,781 35,510 44,822 45,196 34,667 37,733 47,286 41,145 45,097 43,938

(1,217) (1,046) (1,126) (1,145) (1,494) (1,507) (1,195) (1,348) (1,525) (1,372) (1,455) (1,465)（一日あたり）

来店者

（一日あたり）

売上

 

 

（２）平成 24 年度の具体的事業内容  

ア 施設整備  

ブランドショップを設置するため、平成 23 年度に株式会社都市生活工

房事務所にコーディネート業務を委託し、ブランドショップ店舗コンセ

プトの策定、店舗コンセプト具体化のための活動、物件の調査・比較分

析、県内産品発掘のための基礎調査等が行われ、店舗物件が、東京都中

央区銀座一丁目 6 番 10 号銀座上一ビルディングに決定した。  

平成 24 年度は、これを受けて、店舗の施設整備や開店準備、物品の購

入、商標登録などが行われた。  
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イ 施設管理  

平成 24 年 2 月から、ブランドショップ店舗用建物を広島県が賃借した。

県は、店舗の地下 1 階、地上 1 階、および地上 2 階の一部について、鞆

スコレとの間で物販店舗・飲食店舗運営業務委託契約を締結し、ビッグ

スマイルとの間で、地上 3 階のカフェ運営業務委託契約を締結した。  

また、鞆スコレとの間で、店舗全体の施設管理業務および 2 階伝統的

工芸品等販売スペースの施設管契約を締結した。  

なお、地上 2 階のうち、熊野筆セレクトショップ銀座店は、鞆スコレ

が一般財団法人筆の里振興事業団に再委託し、筆の里工房によって運営

されている。  

 

ウ プロモーション  

ＴＡＵに関するホームページの作成および運営の他、ＴＡＵの開店に

伴うオープニングイベントおよびＴＡＵや広島県をＰＲする年間プロモ

ーションが行われた。  

オープニングイベントは、株式会社電通西日本に業務委託をし、平成

24 年 7 月 16 日に開催された。  

通年のイベントについては、株式会社天満屋アドセンター事業部およ

び株式会社マテリアルに業務委託を行うなどして、下表記載のイベント

が実施された。  
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表　ＴＡＵイベント一覧

日付 実施名 種別

相沢紗世トークショー ステージ

杏璃カフェ（杉原杏璃トークライブ） ステージ

絵手紙ワークショップ① ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

杜氏が紹介するおいしい吟醸酒 ステージ

もみじこけだまワークショップ① ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

もみじこけだまワークショップ② ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

しゃもメールワークショップ① ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

熊野筆ポートレートアートワーク ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

熱走広島TAU716号！報告会 ステージ

LEMON CAFÉ バールコラボ

有吉委員長、来店イベント ステージ

しゃもメールワークショップ② ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

絵手紙ワークショップ② ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

神楽面絵付けワークショップ① ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

神楽面絵付けワークショップ② ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

しゃもメールワークショップ③ ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

長沼先生の「おしい！瀬戸内」① ステージ

LEMON CAFÉ バールコラボ

長沼先生の「おしい！瀬戸内」② ステージ

熊野化粧筆メイクアップデモ① ワークショップ

LEMON CAFÉ バールコラボ

熊野化粧筆メイクアップデモ② ワークショップ

熊野化粧筆メイクアップデモ③ ワークショップ

7月30日 ワタミ会長 知事対談 記者発表

8月05日 カープ応援イベント（ゲスト：達川光男） ステージ

8月18日 サンフレッチェ応援イベント（ゲスト：久保竜彦） ステージ

9月16日～28日 清盛展 ステージ/展示

9月29日 旅カフェ（ゲスト西山アナ） ステージ

10月06日～07日 酒祭り ・・・ブランドショップ協議会 試飲／試食

10月11日 観光情報説明会 ビジネスマッチング

10月18日 旅カフェ（ゲスト ロザン 宇治原） ステージ

10月24日 熊野筆 なでしこジャパンイベント ステージ

10月31日 産学官連携記者発表 記者発表

11月02日 宮城県との協定締結記者発表（牡蠣） 記者発表 + 試食

11月13日 牡蠣とレモンのレシピ マスコミ向けプレゼン 記者発表 + 試食

11月19日 劇団四季 広島公演+食文化 記者発表 記者発表 + 試食

11月23日～25日 広島市イベント 観光物産展

12月01日 旅カフェ（ゲスト嘉門達雄） ステージ

12月05日 熊野筆マスコミプレゼン マスコミ向けプレゼン

12月22日 カープ感謝祭（ゲスト　石井琢朗・アンガールズ） ステージ

1月10日 牡蠣と広島の酒 女子会 試飲／試食

1月12日～13日 ひろしま宝さがし（抽選会 + 神楽上映） 試飲／試食

1月16日 イクメンイベント 収録

1月18日 熊野筆 テレビ東京番組制作・取材 取材

1月19日 ＵＩターン 説明会 相談会

1月26日 ＵＩターン 説明会 相談会

2月06日 バレンタインスイーツイベント 記者発表 + 試食

2月09日 福山市 うずみ試食イベント 観光物産展

2月12日 ワタミ + 日本三景  記者発表 記者発表

2月20日 ポートセールス ビジネスマッチング

3月16日～17日 酒祭り 試飲／試食

3月29日～31日 カープ応援フェア 販促

7月16日

7月19日

7月20日

7月29日

7月17日

7月18日

7月22日

7月23日

7月24日

7月25日

7月21日

7月28日

7月26日

7月27日
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エ ブランド価値向上・情報発信  

広島県産品のＴＡＵでの試験販売を通じて、首都圏における「ひろし

ま産品」販売についての課題を整理し、商品開発から定番商品化への流

れを構築するテストマーケティング業務を、株式会社ＪＴＢ総合研究所

に対して委託した（ＪＴＢ総研ひろしま産品テストマーケティング業務

報告書）。  

具体的な業務としては、ＴＡＵ内にコーナーを設け、月ごとに「ひろ

しまチャレンジ産品」と称して広島県産品を置き、テストマーケティン

グを行った。  

チャレンジ産品については、店舗来訪者に対面式アンケートを実施し、

その結果は、県庁職員、ＴＡＵ店長、ＪＴＢ総研研究員、ＪＴＢ総研か

ら委託を受けたオフィス・ハナタニ代表の花谷みどり氏で構成される事

業実施調整会議において検討されている。  

２ 事業内容に関する監査結果  

（１）事業目的の適法性  

ＴＡＵは、広島県の新たな「活力」を創出するため、首都圏において

広島の地域ブランドの推進を担う拠点として広島ファンの増加を図るこ

とを目的として設置された。  

これは、「県内外における広域的に連携した観光の振興に関する取組」

（観光基本条例 16 条）といえる。  

ＴＡＵにおいては、広島県産品の販売の他、広島県に関する情報の発

信、広島県に関連するイベントなども実施しており、これらは首都圏の

人々に広島のことを知ってもらい、広島に興味をもってもらうことで、

広島県への観光を促進する効果も期待でき、同条例の基本理念に合致す

るものである。  

以上のとおり、本事業の目的は、全体として同条例の基本理念・施策

に合致する適法なものであると評価できる。  

（２）事業内容の有効性  

前述のとおり、ＴＡＵの設置目的は、広島県の新たな「活力」を創出

するため、首都圏において広島の地域ブランドの推進を担う拠点として

広島ファンの増加を図ることである。  

ＴＡＵにおいては、広島県産品の販売や飲食、広島県の情報発信が行

われているところ、これらは、首都圏の人々に広島県産品の価値を知っ

てもらう機会となるものである。また、これまで何気なく食べていた食

材などが、広島県産であることを改めて認識する機会にもなる。  
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そして、年間を通じて各種イベントを行うことにより、来店客が増加

し、さらにはメディアへの露出機会も増えることから、より多くの人に

ＴＡＵへ来てもらうことが可能となる。  

さらに、ＴＡＵ内で広島県産品のテストマーケティングを行うことに

より、広島県産品の首都圏での販路拡大にもつながる可能性があり、広

島県の新たな活力の創出にも資するものであるといえる。  

以上のとおり、本事業の内容は、合目的的に決められており、事業目

的達成のために有効なものであると評価できる。  

 

（３）事業内容の効率性  

ひろしまブランド推進課では、平成 25 年度において、新規事業として

広島地域ブランド推進事業が立ち上げられ、この事業において、「ひろし

ま」ブランドの望ましいイメージや統一感と、メリハリを持たせた一貫

性のあるメッセージの出し方・見せ方等を盛り込んだ取り組み方針を作

成することとなっている。  

そもそも、ひろしまブランド推進課は、全庁的なブランド戦略を統括

することを目的としており、ブランド推進部長は、広島県の魅力を内外

へ売り込むために置かれたものである。そして、ＴＡＵは、ひろしまブ

ランド推進課の設置目的達成のため、広島の地域ブランドの推進を担う

拠点として設置された。  

ＴＡＵにおいては、広島の地域ブランドの推進を図るのであるから、

推進の前提として、全庁的にどのようなブランドイメージをもってブラ

ンド戦略を推し進めるのか、「ひろしま」ブランドの望ましいイメージと

は何なのかをあらかじめ固めておくべきであると考えられる。  

しかしながら、前述のとおり平成 25 年度になってはじめて、新規事業

としてブランドイメージを確立するための事業である広島地域ブランド

推進事業がなされている。ブランドとは目に見えないものであり、画一

的に判断できるものではない。したがって、同じ事業を推進する関係者

間でコンセプトを共有することが難しく、また、何をもってブランド価

値が向上したといえるかなどの事後的な評価も困難である。そうである

からこそ、まずは「ひろしま」ブランドについてのイメージを確立し、

職員間で共有した上で、そのイメージを実現するためにＴＡＵの店舗コ

ンセプトを決定し、そのうえでコンセプトに従った店舗の運営管理を委

託事業者に任せるという順序で業務を進めるべきであったと考えられる。

（意見）  
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（４）事業評価の有効性  

ア 運営会議における事業評価について  

ＴＡＵでは、平成 24 年 8 月 16 日・17 日に、受託業者である鞆スコレ

が、店舗各フロアや飲食店にて、来店客に回答用紙を配布する方法でア

ンケートを実施した。  

このアンケート結果は、県庁職員とＴＡＵ従業員による月例運営会議

において検討がされている。  

また、イベントスペースで行われた受託業者による各種イベントにつ

いては、受託業者による実施報告書が提出され、各イベントの集客効果・

メディア露出による効果などについても、運営会議において報告・検討

がなされている。  

その他、店舗において発生した問題や課題について、適宜運営会議に

おいて検討がなされており、ＴＡＵ職員と県担当者はほぼ毎日電話で情

報共有をしていることから、日々起こりうる問題に迅速な対応が可能と

なっている。  

このように、事業に対する評価が行われる体制自体は整っているとい

える。もっとも、運営会議議事録によると、店舗の売上げについての議

題が運営会議の中心になっている傾向がある。  

当然、売上げも店舗の運営にとって重要な議題ではあるが、県庁職員

が運営会議に参加している以上、ひろしまブランド推進課やブランドシ

ョップの設置目的を意識し、ブランド価値の向上や広島ファンの増加の

ための事業評価、評価の今後への活用方法などを検討する場として、運

営会議を機能させることが必要なのではないかと考えられる。（意見）  

 

イ その他の事業評価について  

広島県庁においては、前述のとおり「施策マネジメントにおけるワー

ク別管理シート」によって、実績評価がなされている。  

一つのワークを構成する事業は複数あり、これらは異なる局にまたが

ることもあるため、一つの目的に対して横断的な検証ができるという点

ではワークシートは評価できる。また、明確な数値目標を掲げ、目標に

到達しなかった場合にはその原因を検討するという体制ができており、

事業の効果検証方法としてはある程度有効なものといえる。  

しかしながら、ワーク別管理シートを構成するワークの中で、ＴＡＵ

が関連するワークは「販路拡大の取組支援」と「本県のブランド価値の

向上」があり、成果目標も①（日経リサーチ調べ）地域ブランド力ラン

キングの順位、②県内製品の認知度・購買意識を有する人の割合の二つ
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のみであり、ＴＡＵが目的とする広島県のブランド価値向上がなされた

かどうかの評価方法としては不十分なものといわざるを得ない。  

この点、ひろしまブランド推進課においては、ワーク別管理シートに

よる事業評価の他に、イベント実施および情報発信強化による県産品等

の報道件数、テストマーケティングを含むＴＡＵへの出店を契機とした

販売チャンネル拡大件数、といった独自の目標を掲げており、多様な視

点から事業評価を行う姿勢は評価できるものである。  

ＴＡＵ自体がまだオープンしてそれほど期間が経過しておらず、実際

に運営しながら目標についても再検討する予定であるとのことであるの

で、今後もより効果的な評価方法を検証していくことが期待される。  

 

（５）契約方式・内容の適法性  

ア 業務委託契約  

（ア）随意契約の適法性  

ＴＡＵの物販店舗・飲食店舗の運営や、店舗全体の施設管理等も、委

託事業者に業務委託されており、複数の業務委託契約が締結されている。

これらの契約は、いずれも入札によらない随意契約によって締結されて

いる。  

前述のとおり、地方自治法 234 条 2 項によると、随意契約は、政令で

定める場合に該当するときに限り、締結することができるとされており、

地方自治法施行令 167 条の 2 第 1 項において、随意契約によることがで

きる場合が具体化されている。なお、契約規則 29 条においては、同施行

令 167 条の 2 第 1 項 1 号記載の予定価格の上限につき、同施行令別表第

5 に記載されている金額と同額が上限とされている。  

本事業において締結されている随意契約の主なものは、同施行令同条

項 2 号の「その性質又は目的が競争入札に適しないものであるとき」に

該当することを理由に、随意契約となったものである。  

この、「その性質又は目的が競争入札に適しないものであるとき」につ

いては、広島県の委託・役務業務契約事務の手引きにおいて具体化され

ている。同手引きによると、①法令等により受託者が特定されているも

の、②要領・国通知等により受託者が特定されているもの、③各都道府

県が共通の受託者と契約するもの、④受託者が選択できないもの、⑤業

務の特殊性から受託者が特定されるもの、⑥企画・提案を公募して選定

した業者と契約するもの（プロポーザル方式）等がこれにあたるとされ

ている。  

本事業において締結されている同施行令同条項 2 号の随意契約は、い
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ずれもこの⑥に該当することから、プロポーザル方式によって業者が選

定され、契約が締結されている。  

なお、同手引きには、この⑥に該当する場合とは、「業務の趣旨等のみ

を特定し、当該業務の企画内容を精査するもの」が挙げられているが、

当該要件該当性について、各契約ごとに十分な検討がなされており、適

法なものと評価できる。  

 

（イ）紛争解決方法について  

契約規則 2 条 1 項 7 号には、「契約に関する紛争の解決方法」に関する

事項を記載しなければならないとされている。  

この点、いずれの業務委託契約書も形式的には紛争解決方法に関する

条項が設けられているものの、「本契約に定めのない事項又は契約条項の

解釈に疑義が生じたときは、甲乙誠意をもって協議の上、解決する」な

どといった、抽象的な規定にとどまる条項が散見された。  

 

（ウ）いわゆる反社条項について  

一部契約において、反社条項が記載されていないものが見受けられた。 

 

（エ）契約履行届について  

広島県契約規則 10 条では、「工事、製造若しくは修繕又は物件の納入

を完了したとき」に、契約相手方に契約履行届を提出させなければなら

ないとしている。  

この点、本事業に関わる主な業務委託契約においては、契約履行届が

適正に提出されていることが確認された。  

 

（オ）委託料を無償とする業務委託契約について  

ＴＡＵにおいては、鞆スコレとの間で、物販・飲食店舗運営業務等委

託契約および施設管理運営業務委託契約が締結されている。これは、Ｔ

ＡＵ店舗における物産販売および飲食提供業務等を委託するとともに、

これらのスペース以外の県担当スペースの管理および店舗全体の一体的

な運営を委託するものである。  

さらに、ビッグスマイルとの間では、地上 3 階カフェ運営業務委託契

約が締結されている。  

これらの業務委託契約においては、施設管理業務（年間 657 万 5495

円）以外の委託料が無償とされ、受託業者が県に対し、売上に応じて負

担金を支払うこととなっている。この受託業者が負担する負担金の最低
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保証額は、受託業者が営業を行うスペースの賃料相当額もしくはその 2

分の 1 となっている。  

さらに、これらの業務委託契約書には、いずれも、「本契約は、借地借

家法の適用を受けるものではない」との条項が定められている。かかる

条項を設けた理由についてヒアリングを実施したところ、受託業者が借

地借家法上の権利行使をすることによって県に不利益が生じることを避

けるためというものであった。  

そもそも、借地借家法は、建物の所有を目的とする地上権設定契約又

は土地の賃貸借契約に適用されるものである（借地借家法 1 条）。そして、

借地借家法には強行規定があり、この規定に反する借地権者に不利な特

約は無効とされる（同法 9 条等）。  

したがって、かりに上記の業務委託契約が賃貸借契約と評価されれば、

借地借家法の適用を排除する規定は同法 9 条等に反する限りでは無効と

扱われることとなる。  

業務委託契約とは、通常受託業者に業務を委託する対価として委託料

を支払うものであるところ、上記業務委託契約はいずれも委託料を無償

としている。さらに、委託する業務はＴＡＵ店舗における営業等であり、

その売上は受託業者が収受し、一部を負担金として県に支払うこととな

っている。そして、その負担金の最低保証額算定基準は、受託業者が営

業を行う物件の賃料を基準として算定されている。  

このような契約内容では、実質的には受託業者に店舗における使用収

益をさせ、その対価として負担金名目の賃料を支払わせるものとして、

賃貸借契約と評価される可能性は十分にあると考えられる。  

賃貸借契約であると評価された場合、ＴＡＵ店舗の運営を目的とする

ものである以上、借地借家法が適用され、転貸人である県は、転借人で

ある受託業者から、造作買取請求権（同法 33 条）を行使されたり、ある

いは法定更新（同法 26 条 1 項）や更新拒絶の際の正当事由（同法 28 条）

などにより、容易に契約関係を終了させることができなくなるおそれが

生じてくる。これらのうち、造作買取請求権以外は、強行規定であるこ

とから（同法 30 条）、「借地借家法の適用を受けないものとする」といっ

た規定を設けたとしても、その適用を排除できるものではない。  

県としては、当該業務委託契約が賃貸借契約と評価された場合、借地

借家法の適用による種々の不利益が想定されることから、県が受託業者

に委託料を支払い、売上は県が収受するという契約内容にするなどし、

業務委託契約性を明確にすることが望ましい。（意見）  
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イ 賃貸借契約  

（ア）守秘義務合意について  

ＴＡＵの店舗物件については、平成 24 年 1 月 31 日、県が、株式会社

上一ビルディングと賃貸借契約を締結している。  

この賃貸借契約締結の際、貸主と県担当者の間で、賃料を公表しない

旨の口頭での合意がなされていたことが本監査で明らかとなった。  

かかる合意をした理由は、広島県が店舗を探すにあたり予算の制約も

あり、できる限り安い賃料でお願いしたいと貸主と交渉を実施し、契約

締結にあたり、貸主は銀座で他にも物件を所有しており、他の物件との

バランスもあるため賃料を公表しないよう要請があったため、県はこれ

を口頭で了解したということであった。  

広島県では、広島県情報公開条例が制定されており、開示請求を受け

た行政文書については、一定の要件を満たす場合を除き、開示義務を負

っている（広島県情報公開条例 10 条）。  

たしかに、賃料などの情報は、個別の契約条件に関する情報であり、

これらが対外的に公表されることによって、円滑な営業活動が害され、

建物賃貸業を営む者の権利や適正な競争秩序が害されることが懸念され

るため、「…当該法人等…の権利、競争上の地位その他正当な利益を害

するおそれがあるもの」（広島県情報公開条例 10 条 3 号）にあたり、不

開示になるとも考えられる。  

しかしながら、開示請求の際に個別的に判断される事項と、契約段階

であらかじめ県が守秘義務を負う合意をすることは別問題であり、かか

る合意をすることは、広島県情報公開条例の趣旨からも避けなければな

らない。（指摘）  

さらに、この守秘義務に関する合意は、賃貸借契約書に記載されてい

るものではなく、あくまでも口頭での合意であり、庁内でのこの合意に

基づく指示も口頭でなされていた。職員はその指示に従い、議会への提

出資料についても賃料が明示されることを避けるため、光熱費等を合算

して報告していた。本契約における守秘義務合意のような重要事項は、

契約書に明記しておくべきである。（指摘）  

 

（イ）解約禁止条項について  

ＴＡＵ物件賃貸借契約書には、賃貸借契約内に双方が中途解約するこ

とができない旨規定されている。他方、広島県が、①賃料、管理費等の

支払を２ヶ月以上怠ったとき、②破産、会社民事再生、会社更生または

これに準ずる法律手続の申立があったとき、③差押、仮差押、仮処分、
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競売の申立、強制執行、または滞納処分のあったとき、④その他賃貸借

契約または館内細則に違反したとき、には、賃貸人は賃貸借契約を無催

告解除できる旨規定されている。  

上記のとおり、この賃貸借契約においては賃貸人からの解除規定はあ

るものの、県からの解除規定はない。また、中途解約自体が禁止されて

いる。これでは、受託業者がＴＡＵから撤退するなどして、ＴＡＵの運

営が不可能になった場合にも、県からの解約が出来ず残存期間中賃料を

支払続けなければならなくなる可能性もある。  

この賃貸借契約は、 5 年間と長期の契約であり、その間毎月賃料を支

払い続ける上に、県が賃貸人に預託した保証金は、その 25％相当額が償

却費とされ、実質的には毎年 1000 万円余分に賃料を支払うのと同様の契

約となっており、県の負担は大きいものである。このように、県の経済

的負担が大きい契約であることを考えれば、契約後の事情変更に備え、

中途解約条項を規定しておくことが望ましいと考えられる。（意見）  

 

（ウ）合意管轄について  

ＴＡＵの賃貸借契約書においては、東京地方裁判所を第１審の合意管

轄裁判所とする旨規定されている。これにより、県と賃貸人の間で紛争

が生じた場合、県は東京地方裁判所での訴訟を余儀なくされることとな

る。  

この合意管轄規定がなければ、訴訟の類型によっては、広島地方裁判

所での訴訟が可能な場合もあると考えられる。どこで裁判をするかとい

うことは出廷や打ち合わせの費用など当事者の負担に差が生じるのであ

るから、合意管轄条項を規定する際にはこれらのことに十分配慮してな

されるべきである。（意見）  

 

３ 対象事業に関する平成 24 年度予算・決算  

（１）平成 24 年度予算・決算概要  

ＴＡＵ運営事業における平成 24 年度の予算・執行額は下表の通りであ

る。  

ＴＡＵは、当初平成 23 年度内にオープン予定であったが、開業が平成

24 年 7 月 16 日に延期となった。その理由は、当初運営事業者（優先交

渉権者）として決定していた Jellyfish.株式会社が辞退したことによって

業務が遅延したこと、ならびに物件の調査決定に時間を要したというも

のである。  

そのため、ＴＡＵ開業までにかかった施設整備費として、平成 23 年度



174 

に支出されなかった繰越額 2 億 450 万円と、平成 24 年度の予算執行額

601 万円とともに合計 2 億 1052 万円が計上されている。  

また、初年度であるため、オープニングイベント、ホームページ作成

等のプロモーション費用を要し、その執行額は 5068 万円である。プロモ

ーション費用が予算と比較して 1473 万円増加しているのは、当初ブラン

ド価値向上費用として計上していたホームページ作成費用、広告宣伝費

を執行額については、プロモーション費用に区分を変更しているからで

ある。  

施設管理費は、賃料・水道光熱費・インターネット接続料・ブランド

ショップ協議会負担金等であり、 1 億 7195 万円である。平成 25 年度の

施設管理費の予算は、 1 億 3039 万円（予算要求額 1 億 9290 万円から運

営事業者の負担金を控除した金額）であり、今後も毎年 1 億 3000 万円規

模の施設管理費の計上が見込まれる。  

ブランド価値向上費用が 5946 万円減少しているのは、上記プロモーシ

ョン費用を区分変更したこと、当初予定していた商談会をＴＡＵオープ

ン予定日が遅れたことにより実施できなかったこと、専門家謝金の減少

等が原因である。  

各費用の内訳および説明は下記（２）以下のとおりである。  

表　平成24年 ブランドショップ予算・執行額一覧

【平成24年度】 (単位：千円)

区分 予算 執行額
説明
箇所

施設整備 8,243 6,014 （ア）

プロモーション 35,942 50,680 （イ）

195,697 171,957

(152,759) (134,696)

ブランド価値向上 60,421 952 （エ）

その他 10,401 （オ）

300,303 240,004

(257,365) (202,743)

　　（）内は歳入控除後の一般財源ベース県負担額

【繰越分】 (単位：千円)

区分 予算 執行額
説明
箇所

施設整備 205,473 204,507 （ア）

施設管理費 （ウ）

合　　計

 

 



175 

（２）各予算の内容  

ア 施設整備費  

（ア）予算状況  

下表の通り施設整備費は総額 2 億 1052 万円の支出となっており、その

うち工事関係費用は 1 億 2520 万円、鞆スコレに対する施設整備費補助金

が 8430 万円、その他商標登録料、什器等のデザイン等業務委託料が 101

万円である。  

施設整備費のうち県利用エリアの工事関係費用は工事請負費および委

託料として支出し、鞆スコレ利用エリアの工事関係費用は補助金として

支出している。  

表　施設整備費の内訳 (単位：千円)

内容 執行額 支払先

（平成24年度）

商標登録料 226 維新国際特許事務所

躯体工事 3,832 清水建設㈱

工事費補助金 1,955 ㈱鞆スコレ・コーポレーション

（繰越分）

改修工事に伴う設計及び監理業務委託 8,664 ㈱石井建築事務所

改修建設工事（建築工事） 86,772 ㈱守谷商会東京支店

改修工事（躯体関係工事） 25,935 清水建設㈱

施設整備費補助金 79,443 ㈱鞆スコレ・コーポレーション

施設整備費補助金 2,904 ㈱鞆スコレ・コーポレーション

什器等のデザイン等業務委託 787 ㈱天満屋アドセンター事業部

合　　計 210,521  

（イ）補助金  

ａ 内容  

広島県の地域ブランドの価値向上と広島ファンの増加を図ることを目

的として首都圏に設置するＴＡＵの基本機能である飲食および物販の一

体的な運営を担う運営事業者が実施するブランドショップ施設整備事業

に要する経費に対し交付された補助金である。  

鞆スコレが入札を行い、入札価格が最廉価格の業者と契約を締結した。

県は土木営繕課にその金額が適正であるかどうかの確認を行っている。  

 

ｂ 監査結果  

広島県ブランドショップ施設整備費補助金交付要綱に沿って、適正に

支出がなされているか監査した。  
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補助金は補助対象経費に係るものであり、金額は要綱に規定されてい

る経費の 1/2 又は県が補助事業実施のために措置した予算額のいずれか

低い額であること、消費税および地方消費税に係る仕入税額控除が含ま

れていないことを確認した。  

また下記の資料が適正に提出されていた。  

  様式第１号 補助金交付申請書  

  実績報告書  

契約書、検査調書、実績報告書および委託事業者からの報告書の閲覧

および担当者への質問の結果、契約の履行確認が行われており、予算実

行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められなかった。  

（ウ）工事関係費用  

ａ 内容  

ＴＡＵにおいては、県が鞆スコレに運営を委託し、鞆スコレが店舗経

営を行う部分が大部分であるため、鞆スコレが提案した店舗コンセプト

に基づき内装工事を行う必要があった。このため、県は鞆スコレが選定

した工事業者と契約を行っている。  

県は、鞆スコレが入札により決定した業者に見積書を提出してもらい、

その金額が県の予定額以内であれば契約することとし、見積書が予定額

以内であったため、契約を締結している。  

ｂ 監査結果  

（ａ）予定価格と見積書  

予定価格調書と見積書を監査した。監査結果は下表の通りであり、い

ずれも見積価格が予定価格を下回っていることを確認した。  

本来、 2 社以上から見積もりをとるべきであるが、県利用エリアと鞆

スコレ利用エリアは明確な区分が困難であり、区切って工事を行うこと

は物理的にも経済的にも合理性に欠ける。また、県と民間業者が共同で

入札を行うことは難い。以上述べたところより、鞆スコレが選定した業

者と契約を締結したことに特に問題はなかったと考えられる。  

表　予定価格と見積価格一覧表 (単位：円)

支払先 予定価格 見積価格

株式会社　守谷商会　東京支店 83,450,850 79,470,000

清水建設　株式会社 26,548,200 25,935,000

株式会社　石井建築事務所 8,666,700 8,085,000

清水建設　株式会社 4,259,850 3,832,500

株式会社　天満屋アドセンター事業部 829,500 787,500  
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（ｂ）報告書および契約書  

報告書については、添付書類が提出されていることを確認した。契約

書および報告書の閲覧および担当者への質問の結果、契約の履行確認が

行われており、予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事

項は認められなかった。  

 

イ プロモーション費用  

（ア）予算状況  

プロモーション費用の内訳は下表の通りである。  

ＴＡＵは平成 24 年度が初年度（平成 24 年 7 月にオープン）であった

ため、オープニングイベント開催業務に 2264 万円、ホームページ構築・

運営保守業務に 847 万円、案内サイン等制作費 218 万円、その他アイパ

ッドコンテンツ、ファサード 1 1デザイン等の初期投資費用がかかってい

る。オープニングイベント以外のイベント費用は 1330 万円であった。  

 

表　プロモーション費用内訳

【平成24年度】 (単位：千円)

内　　容 執行額 支払先

オープニングイベント開催業務 22,647 電通西日本

イベント企画運営業務 7,000 ㈱天満屋アドセンター事業部

イベント企画運営業務 6,300 ㈱マテリアル

ホームページ構築・運営保守業務 8,478 ㈱天満屋アドセンター事業部

広告掲載料 231 バスポート編集局等

東京メトロ表示 64 表示灯㈱

広島ブランドショップiPadコンテンツ制作業務 955 ㈱天満屋アドセンター事業部

首都圏における広島の情報発信力向上業務 997 カルチュアコンビニエンスクラブ㈱

ファサードデザイン 945 ㈱天満屋アドセンター事業部

ＴＡＵ季節誌のデータ作成等 874 ㈱エイエイピー等

広島ブランドショップ案内サイン等制作等 2,186 ㈱天満屋アドセンター

合　　計 50,680  

 

                                            
11 ファサードとはフランス語で建築物の正面（デザイン）のことである。 

ＴＡＵではショップ店内の情報や県内の情報を、１Ｆウィンドウ面のマルチディ

スプレイ・２Ｆウィンドウ面の大型出力シートによって情報発信を行う等してフ

ァサードを利用している。 
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（イ）オープニングイベント開催業務  

ａ 内容  

オープニングイベントや企画常設展の内容、ＰＲ手法等についての提

案業務であり、プロポーザル方式により電通西日本と契約した。  

オープニングイベントの内容は下表の通りである。  

イベントにはメディア露出を目的として、有吉弘行氏、戸田菜穂氏、

杉原杏璃氏、西城秀樹氏を招聘している。電通西日本の作成した報告書

にはテレビ、新聞、ウェブ等のメディア露出一覧もまとめられていた。

オープニングイベントを含む 7 月のイベントによる広告効果換算額は 1

億 7226 万円となった（首都圏など広報活動クリッピングより）。  

オープニングイベントを開催するにあたり、県はＴＡＵオープンの前

年（平成 22 年 8 月）に、同様の施設をオープンした高知県からオープニ

ングイベントの際の混雑状況と対処法等の事前調査を行っている。  

表　オープニングイベント一覧

日時 内　　容 参加人数

7月15日 戸田菜穂さん観光大使委嘱式内覧会 204名＋プレス

7月16日 オープニングセレモニー 4,500人

7月17日

～29日
オープニングイベント 広島県おしい！名鑑パネル展示 2,200人／日

7月4日～
7月16日

広島ブランドショップオープニング自転車企画「走れ！広島ＴＡＵ716号」

オープニングイベントの模様 自転車企画「走れ！広島ＴＡＵ７１６号」
 

ｂ 監査結果  

（ａ）合目的性  

オープニングイベント開催によって、オープン前からメディアに多く

取り上げられ、ＴＡＵのオープンを幅広くＰＲすることができた。ＴＡ

Ｕが広島のブランドショップであることを首都圏の消費者に認知しても

らうことにより、①ＴＡＵに来場し広島県の観光地情報等を知ってもら

うことができる、②ＴＡＵ来場者には広島県の産品の価値を知ってもら
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う機会になる、③メディアを見た人に広島県に関心を持ってもらえる等

の効果が得られる。これらの効果は「広島県に関する広報宣伝活動およ

び観光情報の提供を行っている（ひろしま観光立県推進基本条例 16 条）」

と判断されるので、目的に合致していると評価できる。  

 

（ｂ）プロポーザルにおける審査について  

プロポーザル方式によっており、 6 社が社名を伏せてプレゼンテーシ

ョンを行った後、 4 名の審査委員が下記項目により採点し、評価が高か

った 3 社について合議によって決定した。  

 

  業務実績  

  オープニングイベント  

  企画常設展  

  ＰＲ手法  

  事業運営能力  

  経済性  

  総合評価  

 

審査委員は鞆スコレの代表取締役、総務局広報統括責任者、東京事務

所長、商工労働局長であり、物販店舗・飲食店舗運営業者と県の関係者

になっている。ＴＡＵで行うオープニングイベントであることから関係

者のみで判断したとのことであるが、このような専門的なイベントには

外部の有識者を招聘し、意見を聴取すべきであった。（意見）  

有識者を招聘することは、県の職員にくらべ、より専門性の高い選定

委員に評価してもらうことで高い効果が得られるというプロポーザル方

式の目的にも合致する。  

また、県では、高知県のオープニングイベントについてのヒアリング

も混雑状況とその対処法にとどまっており、高知県が行ったイベント内

容そのものの情報収集はあまり行われていないように見受けられる。他

県のオープニングイベントの詳細な内容とその効果について事前にヒア

リングも行い、広島県のオープニングイベント委託業者選定の判断材料

とする等の準備も考慮されてよかったと考えられる。  

 

（ｃ）報告書  

上記業務委託契約書に基づく報告書を監査した結果、下記報告書類が

作成されていることを確認した。  
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  内覧会計画書  

  オープニングイベント計画書  

  企画常設展計画書  

  ＰＲ計画書  

（ｄ）経済的合理性  

・ オープニングイベントの集客効果、タレント起用によるメディアの露

出状況（広告効果換算額 1 憶 7000 万円）から、経済合理性は確保し

ていると考えられる。  

 

（ウ）イベント企画運営業務  

ａ 内容  

ＴＡＵのイベントの企画業務を行う提案業務であり、プロポーザル方

式により選定した業者と業務委託契約を締結している。  

受託者は株式会社天満屋アドセンター（委託業務料 700 万円）と株式

会社マテリアル（委託業務料 630 万円）である。株式会社天満屋アドセ

ンターはＴＡＵに来場したことがない顧客の集客を目的としたイベント

を開催し、株式会社マテリアルは首都圏のマスコミや著名人を利用した

集客を目的としたイベントを開催している。  

イベントの内容と各イベントの効果は下表の通りであり、その内容は、

プロポーザルの時に年間計画が決められており、その後県と協議をして

実施内容等を決定している。  

 

ｂ 集客効果  

集客効果は報告書によると下表の通りである。  

中でも集客効果が高く、今後も継続して実施する予定のイベントは、

カープイベント、酒関係のイベントである。いずれのイベントも通常期

よりも売上の伸びが高く、在京キー局などのテレビや新聞等でも取り上

げられ情報発信につながっている。酒のイベントは周辺アンテナショッ

プとの連携イベントであるため、他県の店舗のファンの来店の契機にも

なった。  
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表　イベントの集客効果一覧

イベント名 ＴＡＵ売上 ２Ｆ売上 パッチョ売上 熊野筆売上
パブ効果
（千円）

広島ぶち応援イベント
～カープｄｅカンパイ！～

25.5% 200.0% 6.6% 3,844

広島ぶち応援イベント
～サンフレッチェｄｅカンパイ！～

7.6% 31.6% -27.2% 日本テレビ1件

目指せクライマックスシリーズ！
ＴＡＵカープ応援デー

32.8% 97.3% 10.9%

なでしこジャパン緊急参戦！
熊野筆女子会

-4.5% -10.3%

カープ感謝祭
『石井琢朗さんがＴＡＵにやってくる！！』

22.3% 223.7% 631

ぶらり銀座1丁目　春の酒まつり　3月16日 36.1% 103.1% 14.2%

ぶらり銀座1丁目　春の酒まつり　3月17日 40.5% 103.1% 19.7%

カープ開幕　応援フェア！！　3月29日 1.4% 297.0%

カープ開幕　応援フェア！！　3月30日 51.8% 359.0%

カープ開幕　応援フェア！！　3月31日 9.5% 422.0%

イベント名
パブ効果
（千円）

前1週間との

来店者数比較

同左
(熊野筆）

「ＣＡＴＳ　広島公演」キックオフイベント 9,531 16.4%

熊野筆愛好家おぐねーがレクチャーする
春のトレンドメイク講座

16,490 17.0% 203.0%

世界一のバレンタインスイーツＰＲイベント 34,827 20.0%

ＰＡＣＣＩＯ期間限定特別コース
「頑張る女性へのご褒美メニュー」

5,525 3.7%

【株式会社天満屋アドセンター事業部主催イベント】

【株式会社マテリアル主催イベント】

 

イベントポスター

広島ぶち応援イベント ～カープdeカンパイ！～ 「ザ・広島ブランド」フェア＆広島・宮島・岩国の観光展
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ｃ 監査結果  

（ａ）合目的性  

イベント開催により、売上高の上昇、集客率の向上、広告掲載効果等

が得られたことから、ＴＡＵに来場し広島県の観光地情報等を知っても

らい、広島の産品を購入してもらうこと等を通じて、「広島県に関する広

報宣伝活動および観光情報の提供を行っている（ひろしま観光立県推進

基本条例 16 条）」と判断されるので、目的に合致していると評価できる。  

 

（ｂ）プロポーザルにおける審査について  

プロポーザルは、4 社が社名を伏せてプレゼンテーションを行った後、

3 名の審査委員が下記項目により採点し、合議によって第 1 順位と第 2

順位の業者を選定した。  

審査委員は、総務局広報統括責任者、東京事務所長、商工労働局ひろ

しまブランド推進課長であり、いずれも県の職員である。プロポーザル

方式を採用する目的は、専門性の高い審査委員に評価してもらうことに

より、より高い効果が得られるからであるが、県の職員のみであるとそ

の事業に対する専門性に欠けるのではないかとも考えられる。審査委員

には専門的知識のある外部審査委員も選任すべきであろう。（意見）  

  イベント企画 提案の具体性・妥当性  

 提案内容に集客力はあるか  

 提案内容が魅力的か  

  業務実績   イベント開催実績が十分にあるか  

  事業運営能力 本業務遂行のスタッフ体制  

  経済性    見積額  

  総合評価   提案全体のバランスや内容  

（ｃ）報告書  

報告書には、イベント内容、参加人数、効果の測定としてイベント当

日の売上高、マスコミへの露出と集客効果等が報告されていた。  

県では、報告書の売上高、入場者数等に誤りがないかの確認も行って

いる。県の効果の判断基準は、集客数・売上の増加、マスコミへの露出

の効果である。  

委託事業者からの上記報告書が提出されていることを確認した。契約

書および報告書の閲覧および担当者への質問の結果、契約の履行確認が

行われており、予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事

項は認められなかった。  
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（ｄ）報告書の活用  

来客者増につながるイベントが多かったが、中には、先着者限定とし

たために効果が限定的であったり、告知期間が短かったため想定してい

た集客数が望めなかったイベントもあった。イベントの効果が得られな

かった場合は、①先着者限定のイベントはエントリー方式（期間内に購

入したお客様がイベントへの参加資格を得ることができる）に変更する、

②告知期間を長くする等の対策を随時行っている。また、次年度以降に

どのタイミングでイベントを行うのが効果的であるか等の判断材料とし

て報告書を活用している。  

 

（ｅ）効果の検証  

県は数値目標を事前に設定していなかったとのことであるが、集客目

標・マスコミへの露出目標を設定し、イベント後にアンケートを実施す

る等して効果の検証を行うべきであったのではないか。次年度以降は年

間での首都圏のマスコミへの露出件数の目標を年間 550 件に掲げている

とのことであるが、これはイベントに限定した数字ではない。委託業者

のイベント業務遂行能力を判断するためにも具体的な数値目標を事前に

提示することが妥当であろう。  

また、他県のイベントに対する調査・検討は、広島県のように広いイ

ベントスペースを所有しているアンテナショップがない等の理由から行

っていないとのことであるが、他県のイベントを調査・検討し、ＴＡＵ

でのイベントのブラッシュアップに役立てるべきであろう。（意見）  

 

（エ）ホームページ構築・運営保守業務  

ａ 内容  

ＴＡＵの情報発信力の強化等を図るホームページを開設するための提

案業務であり、提案を公募して選定した業者と契約を行った。  

業務受託者は、株式会社天満屋アドセンターであり、委託料は 847 万

円である。  

「本物の広島」の魅力を広く伝え、広島のブランド価値の向上や広島

ファンの増加を図るための拠点として設置するＴＡＵの認知と「本物、

希少性、物語性」を訴求するイベント、取扱商品の告知を目的としてホ

ームページの開設・運用を委託している（広島ブランドショップ情報発

信システム構築・運用保守業務調達仕様書）。  

ホームページでは、店舗の情報、商品情報（生産地、カテゴリ別に検

索可能）、毎月のイベント情報、オンラインでの商品注文（平成 25 年 11
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月現在で 139 の商品がオンラインで購入できる）、今月の逸品（商品のス

トーリーと広島らしさを伝えている）、広島県のパンフレットダウンロー

ド、広島お宝探訪問（広島の “食 ”や “モノ ”にまつわる物語や関わる人々

の想いを紹介している）等を閲覧することができる。  

ホームページのアクセス数は、平成 24 年 7 月から平成 25 年 3 月まで

で 100 万 7383 件である（下表参照）。県で設定した目標アクセス数はな

く、アクセス数の推移によりアクセス数が多くなるような、デザインを

含めた見せ方出し方等を検討し、ホームページの運営、情報発信を行っ

ている。  

表　ホームページアクセス数一覧

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

訪問数(回) 15,762 26,571 23,686 32,539 44,800 34,433 24,818 25,447 26,993 255,049

ページビュー数(PV) 23,244 38,414 43,786 167,056 213,049 145,582 120,441 124,328 131,483 1,007,383

平均滞在時間 0:01:28 0:01:27 0:01:50 0:02:59 0:02:51 0:02:45 0:02:49 0:02:47 0:02:50 0:02:31

新規訪問割合 74.95% 66.24% 62.91% 61.92% 61.57% 58.41% 59.88% 62.39% 59.10% 62.28%

合計
平成25年平成24年

事項

 

ｂ 監査結果  

（ａ）合目的性  

ホームページ上でＴＡＵを紹介するとともに広島県の魅力を伝え、Ｔ

ＡＵに来場し広島県の産品を購入したい、ＴＡＵに来場して広島県の魅

力を感じてもらい広島県に行ってみたいという気持ちにさせることを目

的としており、「広島県に関する広報宣伝活動および観光情報の提供を行

っている（観光基本条例 16 条）」と判断されるので、目的に合致してい

ると評価できる。  

 

（ｂ）プロポーザルにおける審査について  

プロポーザルは、2 社が社名を伏せたプレゼンテーションを行った後、

3 名の審査委員が下記項目により採点し、合議によって決定した。その

結果、第 1 順位の業者を選定する等適正な審査が行われていることを議

事録より確認した。  

  全体方針  

  概要  

  システム機能要件  

  システムの品質・性能要件  

  システム技術要件  
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  システム運用要件  

  システム保守要件  

  教育要件  

  本業フォローと運用支援  

  納入要件  

  契約書の作成要件  

  留意事項  

  提案価格  

  その他  

審査委員 3 名は、ＴＡＵ物販部長、広島県総務局広報課政策企画アド

バイザー、広島県商工労働局ひろしまブランド推進課課長であり、いず

れもＴＡＵと広島県関係者である。前述の通り、県の関係者のみが審査

するのであれば、専門性の担保に欠けるのではないかと思われる。審査

委員に専門的知識のある外部審査委員も選任すべきであろう。  

（ｃ）効果の検証  

現在、目標アクセス数の設定はないとのことであるが、効果の検証を行

う上で目標となる数値を設定することは有益であると思われる。広島県は

株式会社日経リサーチが行っている地域ブランドランキングの 10 位

（ 2013 年度の調査では広島県は 12 位）を目標としているのであるから、

10 位前後の他県のアクセス数等を調査比較し、広島県の目標アクセス数

を設定することなどが望まれる。また、広島県の魅力を伝えるために作成

したホームページがどの程度認知されているかをアクセス数をもって確

認し、より効果の高いホームページに改善していくべきであろう。（意見） 

ちなみに、平成 24 年 7 月から平成 25 年 3 月までのアクセス数は 100

万 7383 件であり、月平均は約 112,000 件である。地域ブランドランキン

グ 10 位の奈良県まほろば館は月平均約 32,500 件（平成 24 年 4 月 1 日～

25 年 3 月 31 日のページビューは 39 万 632 件）、1 位の北海道どさんこぷ

らざ有楽町店は月平均 15,500 件（平成 24 年 11 月 1 日～平成 25 年 10 月

31 日のページビューは 185,136 件）であった。ランキング 2 位の京都府

の京都館のアクセスカウントは月平均 6,800 件（平成 24 年 8 月～平成

25 年 3 月のアクセスカウントは 54,144 件）であったが、こちらはアク

セスカウントであるので、カウント方法が異なる。奈良県、北海道のア

クセス数と比較すると広島県のアクセス数が 3 倍以上になっていること

が分かる。初年度のアクセス数は好調であったといえる。  
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ウ 施設管理費  

（ア）予算状況  

施設管理費の平成 23 年度執行額、平成 24 年度執行額、平成 25 年度の

予算は、下表の通りである。  

施設管理費の平成 24 年度の予算執行額のうち、最も多額になっている

のが、賃料、看板掲載料である。ＴＡＵは百貨店やブランドショップ等、

比較的価格帯の高い店舗が集まる銀座 1 丁目に出店しており、賃料も高

額になっている。鞆スコレは地下 1 階、地上 1 階および地上 2 階の一部

を利用して受託業務を行っている。  

県は、鞆スコレと物販店舗・飲食店舗運営業務等委託契約を結んでお

り、その中で鞆スコレが県に負担金を納めることを定めている。当該負

担金は原則として本委託業務に係る売上高の 7％としているが、負担金

の最低保証額として 1 階（ 197.200 ㎡） 2 階 (151.341 ㎡ )部分については

賃料の 2 分の 1 を、地下 1 階部分（ 206.98 ㎡）については賃料相当額を

鞆スコレに負担させるよう定めている。  

平成 24 年 7 月～ 25 年 6 月の 1 年間で、売上高の 7％が最低保証額を上

回ったのは、1 階・2 階の物販で 6 回、地下１階の飲食店は一度も上回っ

ていない。  

熊野筆、 3 階カフェとは、最低保証額の取り決めはしておらず、売上

高の 7％の割合により計算した金額を負担金として定めている。最低保

証額の定めがない理由は、熊野筆は広島県の指定伝統的工芸品として県

の要望で出店しているからであり、3Ｆカフェは、カフェの営業スペース

をイベント開催時にはイベントスペースとして利用し、カフェの営業が

できないことからである。  

その結果、平成 24 年度に広島県が負担した賃料、看板掲載料は 1 億

6538 万円である。売上手数料、水道光熱費を控除した負担額は、1 億 2812

万円である。
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熊野化粧筆のセレクトショップ

 

イベントスペースの様子

 

3階カフェ paccioの様子

 

次に支出が多いのが、ＴＡＵ施設管理委託料である。これは、広島ブ

ランド価値の向上および広島ファンの増加を実現していくための拠点と

して、ＴＡＵの建物内の施設管理業務および 2F 伝統的工芸品等販売ス

ペースの管理運営業務の委託費用である。  
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ＴＡＵのコンセプトを実現しながら、ＴＡＵの店舗運営とショップ全

体の施設管理を一体的に行う必要があるため、鞆スコレとの契約が不可

欠であるとして、年間 657 万 5495 円の範囲内で管理運営委託費を支払う

契約がなされている。平成 24 年度は営業日数が 254 日であるため、 463

万 9378 円とされている。  

 

表　施設管理費内訳

【平成23年度】 (単位：千円)

内容 執行額 支払先

保証料及び賃料 245,321 ㈱上一ビルディング

合　　計 245,321  
【平成24年度】

≪歳出≫ (単位：千円)

内容 執行額 支払先

賃料、看板掲出料 165,383 ㈱上一ビルディング

修繕費 190 第一設備工業㈱等

インターネット接続料 143 ＫＤＤＩ㈱

ＴＡＵ施設管理委託 4,639 ㈱鞆スコレ・コーポレーション

ブランドショップ協議会負担金 1,600 広島ブランドショップ協議会

合　　計 171,955

≪歳入≫ (単位：千円)

内容 執行額 支払先

売上手数料 29,970
㈱鞆スコレ・コーポレーション/
ビッグスマイル

水道光熱費 7,291
㈱鞆スコレ・コーポレーション/
ビッグスマイル

合　　計 37,261  

【平成25年度】

≪歳出≫ (単位：千円)

内容 執行額 支払先

賃料、看板掲載料 192,907 ㈱上一ビルディング他

≪歳入≫ (単位：千円)

内容 執行額 支払先

売上手数料 50,514
㈱鞆スコレ・コーポレーション/
ビッグスマイル

水道光熱費 12,000
㈱鞆スコレ・コーポレーション/
ビッグスマイル

合　　計 62,514  
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図　契約関係図

【専有部分】 【共有部分】

ショッピングフロア

情報発信フロア

3F

イベントスペース

バールフロア（paccio）

瀬戸内ダイニング

2F

B1F

ショッピングフロア1F

階段等

契約名：地上3階カフェ運営業務等委託契約

相手方：（株）ビッグスマイル

契約名：施設管理委託契約

相手方：（株）鞆スコレ・コーポレーション

契約名：物販店舗・飲食店舗運営業務委託契約

相手方：（株）鞆スコレ・コーポレーション

 

 

（イ）賃料、看板掲載料について  

ａ 他県との比較  

下表は他の自治体が、44 道府県を対象として調査し、回答があった 40

件のうち、平成 23 年 7 月 1 日現在、首都圏においてアンテナショップを

開設していると回答した 30 件の回答結果を表にまとめたものである。広

島県は平成 23 年 7 月 1 日現在ではＴＡＵは開店していなかったため、回

答結果に含まれていない。  

家賃負担状況をみると、道府県所有で委託者からの賃料徴収がない、

または委託先に無償で提供しているものは、家賃負担状況につき回答が

あったうち 50％の 14 件である。残り 14 件のうち、関係団体が賃借し、

委託先には無償で提供しているものが 1 件。残り 13 件は金額の多寡はあ

るものの何らかの形で受託業者が家賃を負担していることになる。  
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表　他県アンテナショップの家賃負担状況

家賃負担状況 施設数

道府県所有で家賃発生なし 1 件

道府県が賃借し委託先に無償で提供 13 件

道府県が賃借し、委託先に転貸し期間ごとに一定の支払いを求める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(広島県：県が賃借し、委託先に転貸)

4 件

委託先が賃借 3 件

その他 7 件

合　　計 28 件

※首都圏におけるアンテナショップの運営体制等に関する調査

（平成23年7月1日現在）  

下表は他県アンテナショップの床面積あるいは特産品販売・展示部分

の床面積を一覧にしたものである。  

アンテナショップの形態は様々である。埼玉県、長野県、徳島県のよ

うにコンビニエンスストアに商品展示台等のスペースを設けた数㎡規模

のものもあれば、福井県（ 994 ㎡）、岩手県（ 753 ㎡）、新潟県（ 613 ㎡）、

沖縄県（ 573 ㎡）のような 500 ㎡を越える大規模施設も見られる。アン

テナショップの中心となる特産品販売・展示スペースの平均は 130.37 ㎡、

総床面積の平均は 269.93 ㎡である。  

広島県の総床面積は 954.673 ㎡であり、他県アンテナショップの総床

面積の平均である 269.93 ㎡の 3.5 倍になっており、福井県についで 2 番

目の広さである。特産品販売・展示部分の床面積は 622 ㎡であり、他県

アンテナショップの平均の 4.7 倍になっている。  

表　他県アンテナショップの床面積

床面積規模 施設数

 ～　50 ㎡ 4 件

  51 ㎡　～　100 ㎡ 4 件

101 ㎡　～　150 ㎡ 4 件

151 ㎡　～　200 ㎡ 3 件

201 ㎡　～　250 ㎡ 1 件

251 ㎡　～　300 ㎡ 3 件

301 ㎡　～　350 ㎡ 3 件

351 ㎡　～　400 ㎡ 2 件

400 ㎡　～　450 ㎡ 1 件

450 ㎡　～　500 ㎡ 3 件

500 ㎡　～　　　　　　(広島県：954.673 ㎡) 4 件

合　　計　　　　 (他県平均：269.93 ㎡) 32 件  
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表　特産品販売・展示部分の他県アンテナショップの床面積

規模（㎡） 施設数

 ～　50 ㎡ 4 件

  51 ㎡　～　100 ㎡ 12 件

101 ㎡　～　150 ㎡ 4 件

151 ㎡　～　200 ㎡ 7 件

201 ㎡　～　250 ㎡ 3 件

251 ㎡　～　300 ㎡ 0 件

301 ㎡　～　350 ㎡ 1 件

351 ㎡　～　　　　　　(広島県：622 ㎡) 1 件

合　　計　　　　 (他県平均：130.37 ㎡) 32 件

※首都圏におけるアンテナショップの運営体制等に関する調査

（平成23年7月1日現在）  

ｂ 「広島ゆめてらす」との比較  

ＴＡＵ出店以前に広島県が運営していたアンテナショップ広島ゆめて

らす（以下「ゆめてらす」という）との来店者数・売上高・床面積・予

算額等の比較をまとめると下表のとおりである。  

ＴＡＵの開業後 1 年間の売上高は、 4 億 8100 万円。年間売上目標の 5

億には届かなかったものの、「ゆめてらす」（年間売上高の最高額は 3 億

2900 万円）と比較すると売上高は 1.46 倍になっている。しかし、来店

者数は 62 万人と「ゆめてらす」の年間来店者数の最高である 68 万人に

は届いていない。  

ＴＡＵの床面積は「ゆめてらす」の 3.3 倍である 954 ㎡になっており、

それに伴い平成 24 年度予算は 2 億 5844 万円（「ゆめてらす」平成 21 年

度と比較して 2.78 倍）、平成 25 年度予算は 2 億 5382 万円（「ゆめてらす」

平成 21 年度と比較して 2.73 倍、一般財源ベース県負担では 3.63 倍）と

増加している。予算のうち施設管理に関する費用が約 1 億円増加、その

他はブランド価値向上費用、販路拡大支援費用が増加している。  

床面積・予算ともに「ゆめてらす」の倍以上になっているにもかかわ

らず、売上高が 1.46 倍、来場者数は減という結果となっている。  
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表　広島ゆめてらすとＴＡＵの比較表

平成20年度 平成21年度 平成24年度
平成25年度

目標

来店者数 638 千人 688 千人 622 千人 目標設定なし

売上高 309 百万円 329 百万円 481 百万円 500 百万円

床面積 286.71 ㎡ 286.71 ㎡ 954.673 ㎡ 954.673 ㎡

88,837 千円 92,767 千円 258,446 千円 253,829 千円

(50,868) 千円 (52,564) 千円 (224,949) 千円 (191,315) 千円

※ ＴＡＵの平成24年度の来館者数及び売上高については、

開業1年目であるため平成24年7月16日から1年間の数字を計上している。

※ ＴＡＵの入場者数は、県の担当者ヒアリングによると、

入口付近のセンサーを通行した人の総合計を

2で除した（一人の人が入場と退場で2回通過するため）人数である。

※ 平成24年度の予算額は、2月補正要求額考慮後。

予算額

項目
広島ゆめてらす ＴＡＵ

 

表　ＴＡＵ月別来店者数・売上の推移表 （単位：人，千円）

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

35,431 47,097 45,045 48,925 58,500 52,999 47,056 49,667 52,894 50,664 58,465 52,463

(2,214) (1,519) (1,502) (1,578) (1,950) (1,767) (1,623) (1,774) (1,706) (1,689) (1,886) (1,749)

19,479 32,430 33,781 35,510 44,822 45,196 34,667 37,733 47,286 41,145 45,097 43,938

(1,217) (1,046) (1,126) (1,145) (1,494) (1,507) (1,195) (1,348) (1,525) (1,372) (1,455) (1,465)（一日あたり）

来店者

（一日あたり）

売上

 

ｃ プロポーザルにおける審査について  

運営事業者はプロポーザル方式で選定された。審査において、提案業

者の会社名をオープンにしている。オープンにすることにより提案企業

の実績や信頼性等が分かり、より効果的な審査になると判断したためで

ある。  

審査委員は、広島県商工労働局長、株式会社都市生活工房事務所代表

取締役（広島県ブランドコーディネーター）、株式会社ゴールドボンド代

表取締役、広島県総務局広報総括監、有限会社河崎妙子事務所代表取締

役の 5 名である。審査委員のうち 2 名が専門的知識のある外部審査委員

であることから、審査委員の専門的判断については確保されていると考

えられる。  

審査委員が運営業者選定のために優先交渉権者として選定したのは、

審査の結果最も高く評価された Jellyfish.株式会社であった。しかし、同

社が辞退したため、次順位優先交渉権者であった鞆スコレと協議・調整

を進めた結果、同社を運営業者として決定した。  

県は、鞆スコレに毎年決算書の提出を求め、経営革新課に所属する中

小企業診断士により経営状態を審査してもらい財務内容のチェックを行

っている。  
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ｄ 監査結果  

（ａ）採算性  

予算は「ゆめてらす」時代の 3 倍、床面積も「ゆめてらす」時代の 3

倍となっており、県の負担金額は増加している。  

このような賃料の高額な物件で多額の設備投資を行うにあたり、一般

企業であれば事業計画を作成し、費用対効果の検証を実施するのが通常

である。しかしながら、県は費用対効果について事前の検証は行わなか

ったとのことである。このような高額な支出に当たっては、そこからも

たらされる県への効果を事前に検証するのは当然行うべきことであろう。

（意見）  

鞆スコレの平成 24 年 7 月～平成 25 年 7 月のＴＡＵに関する損益計算

書によれば、平成 24 年 8 月～平成 25 年 7 月の月平均売上高（平成 24

年 7 月は営業が 1 カ月に満たないため除く）は 3006 万円、売上に対する

賃料負担率は 1 年目が 9.7％（最低保証額で計算。2 年目の計算も同じ）、

2 年目では 13.4%（月平均売上高を 3006 万円として計算）になる。 2 年

目以降の賃料負担金額が 1 年目より月額 108 万円増加することを考慮す

ると、 1 年目に比べて損益状態は悪化するのではないかと予想される。

現状は売上が増加しているため、本物件での採算性は確保されているよ

うであるが、売上が減少し運営業者が利益を上げられない状況になれば、

事業の継続が困難となる可能性もあるのであるから、県としても運営業

者の採算性にも留意しておく必要があろう。（意見）  

 

（ｂ）物件の選定について  

ⅰ 銀座選定の理由  

銀座を選定した理由は、下記のとおりである。  

  周辺エリアが最寄駅の拠点商業エリアである  

  百貨店やブランドショップ等、比較的価格帯の高い店舗が集ま

ることで街自体がブランドイメージと高い知名度を誇る東京

でも有数の繁華街である  

  都道府県のアンテナショップが多数出店し、集客等の面で相乗

効果が見込める  

  メインターゲットとなる 20 代～ 50 代の通行量が 89.7%と多い  

  イベントの集客効果がある  

ⅱ 情報発信効果（「ゆめてらす」との比較）  

ＴＡＵの所在地とゆめてらすの所在地は下記地図のとおりである。Ｔ
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ＡＵは銀座 1 丁目に位置し、メイン通りである中央通りより一本中に入

った筋にあり、大きな通りには面していない。また、最寄駅は東京メト

ロ有楽町線「銀座 1 丁目駅」（徒歩 1 分）であり、他の東京メトロ日比谷

線・銀座線「銀座駅」、ＪＲ山手線「有楽町駅」はいずれも徒歩 5 分であ

る。「ゆめてらす」がＪＲ「新宿駅」サザンテラス口の目の前にあったこ

とと比べると、乗降客の目にとまりやすいという点からは、はるかに「ゆ

めてらす」に優位性があるといえよう。実際に包括外部監査人がＴＡＵ

に訪問調査を行った際も、探し当てるのに困難を生じた。これは駅から

の距離の問題だけではなく、目立つ看板が設置されていないという外観

にもその一因があろう。  

ＴＡＵの来場者数は概ね 5 万人台を維持し増加傾向にあるが、「ゆめて

らす」時代の来場者数に達していない。  

ＴＡＵの設置目的は前述のとおり、平成 22 年 11 月に「～人と情報、

体験と交流のプラットホーム～『広島の選りすぐり、まさに広島』が楽

しめる場所」 (平成 22 年 11 月 9 日付商工労働局説明資料 )というもので

あり、広島に関する情報を発信し、広島のブランド価値を向上させる、

広島ファンの増加を図るというものであるから、より多くの来場者がＴ

ＡＵに足を運んでくれることが最もその目的にかなうものである。この

点からすれば、ＴＡＵはその位置条件において、「ゆめてらす」に劣後す

ると言わざるを得ないであろう。  

ＴＡＵ所在地地図 広島ゆめてらす地図（広島ゆめてらすパンフレットより）

 

 

ⅲ 本建物の選定について  

本建物を選定した理由は、下記のとおりである。（「広島ブランドショ

ップコーディネーター年間業務報告書」より）  
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  ブランドショップとして他のアンテナショップと一線を画し、

インパクトのある展開を実現するため  

  ブランド価値を高めるための情報発信の場としてイベントス

ペースを設けるため  

  ファサードをメディアとして最大限活用するためビルの１棟

ないしは複数階を連続して使用できる物件がよい  

外観については、上述の通り、実際に訪問し確認しても広島ブランド

ショップと容易に認識できず、ファサードメディアを活かしきれていな

い（ビルの外観写真参照）。オフィス・ハナタニの花谷代表も「看板も何

もないので、広島の食べ物を売っているというのがわからない」と指摘

している（「ひろしま産品テストマーケティング業務報告書」ＪＴＢ総合

研究所）。ファサードをメディアとして最大限活用するよう、ファサード

戦略が必要である。（意見）  

ＴＡＵ外観及び入口

銀座上一ビル外観 ＴＡＵ正面入口
 

また、上記「ブランド価値を高めるための情報発信の場としてイベント

スペースを設けるため」に広いスペースの物件を借りているのであるから、

イベント開催時のみの利用ではなく、東京で活躍している広島出身のクリ

エーターによるワークショップや、広島の企業とクリエーターのマッチン

グ、コラボレーションの場とするなども検討すべきであろう。（意見）  

また銀座上一ビルディングは、もともと高級ブランド衣料品の店舗と
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して利用されてきた建物であり、その外観は、広島県のお好み焼きやカ

キ、もみじまんじゅう等の素朴なイメージとはマッチしないのではない

かと思われる。  

以上述べたところより、設置目的との関係においても本建物が適切で

あったかどうかについては疑問が残るところである。  

ｃ 販路拡大について  

販路拡大の指標については、ＴＡＵに商品を新たに追加した件数を挙

げている。ＴＡＵ出店をきっかけに新規取引の成立に結びついた例もオ

ープンから 1 年間で 17 件あり、首都圏などへの販路開拓・拡大に意欲の

ある県内事業者のビジネスチャンスの創出につながっている。  

ｄ 今後の施策  

今後は、これまでの店舗運営の経験から、広島ファンの広がりによる

県産品の消費拡大や広島への誘客、県内事業者の販路拡大等のＴＡＵ設

置の目的を実現するために、下記のような取り組みを運営事業者と連携

しながら積極的に実施していくとのことであった。  

  魅力ある商品の品揃えをさらに充実させる  

  こだわりの広島の旬の野菜や果物等をＰＲする「瀬戸内マルシ

ェ（平成 25 年 5 月より開催、 2 週間ごとに広島の野菜果物を

販売している）」の活用等、年間を通じた広島らしさあふれる

商品催事やイベント等の情報発信の強化  

  首都圏などの消費者に受け入れられる商品の発掘や、商談会の

開催等、個々の事業者では困難な販路拡大支援の強化  

  ＴＡＵプライベートブランド商品（ＴＡＵマークがついていれ

ば安心と思われるような商品）の開発  

  テストマーケティングの拡大  

  ＴＡＵでの販売を契機とした鮮魚や野菜の首都圏高級料理店

での提供  

今後とも、ＴＡＵが広島県のブランド価値を高め、広島県への観光客

来訪の促進に寄与しているかどうか引き続き注視していく必要がある。  

（ウ）ＴＡＵ施設管理委託費について  

ａ 委託業務内容  

委託業務の内容は、下記の通りである。  

ＴＡＵにおける施設管理業務および 2Ｆ伝統的工芸品等販売スペース
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の管理運営を鞆スコレに委託した費用である。年額 657 万 5495 円の範囲

内とされている。この金額は、総務局財政課の作成している予算単価表

と厚生労働省の作成している派遣料金参考資料をもとに県が積算した金

額である。  

【施設管理業務】  

  イベント等スペース設備の管理・運営  

  観光情報コーナー等の管理運営、観光情報の提供、デジタルサ

イネージの放映・操作に係る事務等  

  来場者導線の活性化を図るための商品ディスプレイや 3F イベ

ントと連動した物販等の企画・実施  

  広島ブランドショップ内の物販・飲食スペースと連携した一体

的な管理業務  

  品物の収受および発送、設備の維持管理、清掃、鍵の管理、売

上管理および事業報告等  

【 2F 伝統的工芸品等販売スペースの管理業務】  

  伝統工芸品等の提供  

  従業員等の教育訓練の実施  

  労働関係法令の遵守  

  年次事業計画書の提出  

  県が実施または要請する事業への協力  

  危機管理体制の構築  

  管理業務  

ｂ 監査結果  

（ａ）報告書および契約書  

受託事業者から下記報告書が提出されていることを確認した。契約書

および報告書の閲覧ならびに担当者への質問の結果、契約の履行確認が

行われており、予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事

項は認められなかった。  

  実績報告書  

  年次報告  

  月次報告（自己評価、課題、業務改善事項等にまとめられており、

課題が発生した場合には随時改善していることが確認できた）  

  収支決算書  

  委託料請求書  
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また、委託料の設計積算内訳を総務局財務課の作成した予算単価表お

よび派遣料参考資料をもとに監査した結果、積算内訳内容に問題となる

事項は見受けられなかった。  

（ｂ）経済合理性および公平性  

県では適切な施設管理を実施するためには運営事業者による一体的な

施設管理が不可欠であると判断し、随意契約により鞆スコレと委託契約

を行っている。  

広島ブランドショップ内の物販・飲食スペースと連携した一体的な管

理業務（品物の収受および発送、設備の維持管理、清掃、鍵の管理、売

上管理および事業報告等）、商品ディスプレイ等は運営事業者と管理業者

が同一であることにより効率的に管理を行うことができる。  

しかし、運営事業者以外の管理者が施設管理を行うことにより、新し

いアイディアが生まれる、運営業者に対する監査機能が働く等のメリッ

トも考えられる。また、入札により、より安価に施設管理を実施できる

可能性もある。双方の利点を比較しつつ管理業者を選定することも検討

されてよい。  

エ ブランド価値向上費用  

（ア）予算状況  

ブランド価値向上費用の平成 23 年度、平成 24 年度の内訳は下表のと

おりである。  

平成 24 年度の執行額は 95 万円であるが、平成 23 年度は初年度である

ため株式会社都市生活工房事務所に広島ブランドショップコーディネー

ト業務費用として 1372 万円、鞆スコレに広島ブランドショップＴＡＵ実

施プランの作成費用 1249 万円の支出をしている。  

表　ブランド価値向上費用内訳

【平成23年度】 (単位；千円)

内容 執行額 支払先

広島ブランドショップコーディネート業務 13,720 ㈱都市生活工房事務所

広島ブランドショップＴＡＵ実施プランの作成等 12,495 ㈱鞆スコレ・コーポレーション

その他 2,765

合　　計 28,980  

【平成24年度】 (単位；千円)

内容 執行額 支払先

ひろしま産品テストマーケティング業務委託 951 ㈱ＪＴＢ総合研究所  
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（イ）広島ブランドショップコーディネート業務委託料  

ａ 内容  

コーディネート業務とは、ＴＡＵにおいて、広島の本物、希少性、物

語性のある農林水産物等の資源と首都圏のニーズをマッチさせるととも

に、様々なメディアやホームページ等情報媒体への広島情報の発信を行

うなど、店舗の機能を最大限に利用しながら、基本コンセプトを実現す

るための企画立案や店舗コーディネート業務等を行うことである（広島

ブランドショップにおけるコーディネート業務委託仕様書より）。コーデ

ィネーターが経営支援を行うことで、店舗コンセプトに沿った統一的な

運営を担保するスキームが設定されている。  

プロポーザルを行った結果、企画提案のあった 19 社の中から株式会社

都市生活工房事務所が受託業者として選定された。  

当初契約期間は平成 23 年 6 月 21 日から平成 24 年 3 月 31 日、契約満

了日までに双方から特に申し入れがない場合、毎年随意契約を締結し、

最長期間は平成 28 年 3 月 31 日としていた。  

しかし、平成 23 年 10 月の運営事業者の募集に先立って行ったＴＡＵ

の運営スキームの見直しに伴い、当初、コーディネーター業務としてい

た業務のうち、店舗運営に関連性の強い飲食部門と物販部門業務を、飲

食・物販の運営事業者に移した方が運営業者が一体感を持って経営でき

るだろうとの判断に至った（「広島ブランドショップについて」平成 24

年 4 月 19 日商工労働部作成より）。運営業者選定後の平成 24 年 3 月 21

日に上記変更内容を盛り込んだ変更契約を締結し、当初契約額 2974 万円

を 1372 万円に減額した。  

その結果、広島ブランドショップにおけるコーディネート業務委託仕

様書では、運営事務局を設置し業務に適正な人員を確保した上で、下表

の左欄（当初契約時の業務内容）記載の業務の委託を予定していたが、

委託変更に関する仕様書では、下表の右欄（変更後の業務内容）のよう

に委託業務が大幅に減少した。  
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表　業務委託内容比較表

当初契約時の主な業務内容 変更後の主な業務内容

コンセプトに合った物件の選定についての協力 コンセプトに合った物件の選定についての協力

ブランド価値向上のための県、運営事業者との連携 ブランド価値向上のための県、運営事業者との連携

コンセプトに基づいた実施プランの作成

広島のブランド価値を高める内装の提案 店舗コンセプトの設計への提案

店舗全体のレイアウト提案、共有スペース部分の
設計施工

内装工事に係る工事日程調整、業者との調整

飲食店舗でのイベント実施

愛称選定及びロゴマーク選定への協力

マークを活用したパッケージや包装紙等のデザイン

商標登録

④食材や商品選定、商品改良支援
食材の発掘、商品選定会議への出席、
デザインの評価や改善案についての助言

発掘した食材の調達、調理方法の検討 県内生産者からのヒアリング等基礎調査

食材の発掘

語り部による広島食材のＰＲ

話題性があり常時販売できる商品の選定

販売の展示方法の工夫 販売の展示方法の工夫

販売戦略の立案 販売戦略の立案

店舗で販売しない商品の取り扱い 店舗で販売しない商品の取り扱い

物販出展者説明会の開催

店内販売商品の評価及び商品改良

③ビジネスマッチングに係る商品の
選定及び実施

マッチングの企画・実施 ワークショップ機能運営体制の提案

飲食、物販運営事業者選定への協力 飲食、物販運営事業者選定への協力

内装の提案や飲食店舗の設営

イベント開催時の厨房スペースの内装の
設計、施工、備品の調達等

オープン後の運営事業者への経営サポート

②ポイントカードの活用 ポイントカードを店舗運営に役立てるための提案

話題づくりのイベントの企画・実施

プロモーション・広報戦略計画
（平成２３年度から２年間の計画を提案）

プロモーション・広報戦略計画

オープニング時の広報、イベントの実施

広報戦略の実行

②ホームページ等活用による情報
発信

ホームページの開設・運用に向けた提案 ホームページの開設・運用に向けた提案

③デジタルサイネージ等の映像を
活用した広島の情報発信

デジタルサイネージ等の映像を活用した
広島の情報発信

デジタルサイネージ等の映像を活用した
広島の情報発信

項目

１．店舗全体の統一的な雰囲気づくり

３．広島の産品の首都圏での販路拡大やブランド価値の向上

２．広島の食材のＰＲと認知度の向上

４．飲食、物販運営事業者の選定支援とオープン後の経営サポート

①イベント企画、メディア活用企画と
実施

５．地域ブランド戦略に向けたプロモーション

①プロジェクト全体管理

②店舗内外装デザインの提案や選
定

③店舗愛称やロゴマーク選定への
協力

ブランド価値の向上に貢献する販売
商品の選定・販売

①ブランド価値の向上に貢献する販
売商品の選定・販売

②県内生産者、製造者との連携

①飲食、物販事業者の選定と経営
のサポート
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図　業務委託内容図

�

商品選定会議

（平成23年8月～12月広島事務所開設）

平成23年6月当初計画案平成23年9月変更案

TAU

コーディネーター運営業者

（次順位）
㈱鞆スコレ・コー
ポレーション

㈱都市生活工房事務所
（優先交渉権者）
Ｊｅｌlyfish.㈱

辞退

5年随意契約予定

平成24年4月1日

以降契約更新なし

出席助言選定委員

 

ｂ 監査結果  

（ａ）プロポーザルにおける審査について  

プロポーザルにより、19 グループの提案のうち第 1 次審査を通過した

7 社による社名を伏せたプレゼンテーション後、5 名の審査委員が・広島

のブランド価値の向上・提案の内容・提案の具体性、実現性、自足的発

展性等・体制の構築・目標の設定・経費の妥当性などの項目により採点

し、合議によって決定した。その結果、最高得点の業者を選定する等適

正な審査が行われていることを議事録より確認した。 5 名の審査委員の

うち県関係者は 2 名であり、その他はコラムニスト神足裕司氏、物販専

門家白田典子氏、飲食専門家河崎妙子氏であり、専門的判断が確保され

ていると考えられる。  

（ｂ）当初計画の有効性  

広島の地域ブランド価値を向上させるために、コーディネート業務全

体を統括し、店舗の機能を最大限に活用しながら、基本コンセプトの企

画立案や店舗コーディネート業務等を行うという面では目的に合致して

いる。  

しかしながら、当初計画ではプランの作成、飲食・物販運営業者の選

定と経営のサポート、内外装のデザインの提案や選定、店舗愛称やロゴ

マークの選定、商品の選定および改良支援、プロモーションの企画と実

施等を行う予定であったが、業務内容の変更後は、運営事業者が行うコ

ンセプトに合った物件選定に係る協力、運営事業者の選定、内装に対す

るアドバイス、商品展示・陳列方法、運営体制等の提案、ブランドショ



202 

ップにおけるプロモーション活動計画の提案、ブランドショップ開発の

方向性やコーディネート業務の実施に伴い収集した情報や各種提案を盛

り込んだ業務報告書の作成など、その業務のほとんどが提案やアドバイ

ス、協力にとどまっている。  

また、平成 23 年 6 月に契約後、わずか 3 ヵ月後の同年 9 月には契約内

容を変更していること、最長 4 年 9 ヶ月の更新も規定しながらまったく

更新されていないこと等からコーディネート業務についての当初の検討

は不十分であったといわざるを得ない。（意見）  

ｃ 予定価格の決定方法について  

県はこの事業の契約金額の上限額となる予定価格を電通西日本が算定

したアンテナショップ基本計画の資料を参考に積算した。このコーディ

ネート業務は金額も 2974 万円（予定価格 3070 万円）と高額であり、専

門性が高く金額の決定が困難な業務であるので、予定価額の適正さを確

保するためにも見積は 2 社以上に依頼すべきだったのではないか。金額

が高額となる専門的な業務の予定価格は少なくとも 2 社以上から参考見

積書を徴するべきであろう。（意見）  

（ウ）ＴＡＵ実施プランの作成等費用について  

ａ 内容  

広島ブランドショップＴＡＵ実施プランの作成等費用の内訳は、下表

のとおりである。  

表　ＴＡＵ実施プラン作成等費用内訳 (単位：千円)

内容 執行額

【発掘・改良】

商品開発 250

事業者・生産者等との打ち合わせ 400

小　　計 650

【ＰＲ】

情報発信ツール開発 3,250

レストランロゴデザイン等製作費 400

小　　計 3,650

【計画書作成】

計画書作成 7,400

選定基準作成 200

小　　計 7,600

計 11,900

消費税 595

合　　計 12,495  
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発掘・改良費用は、取扱のない商品の中で首都圏ユーザーの興味をひ

くアイテムを発掘し、改良する目的で支出された費用である。これはＴ

ＡＵ設置の目的である商品開発、ビジネスマッチングによる首都圏への

販路拡大の支援等を行うためである。  

発掘予定数は 10 アイテム、改良予定商品数は 3 アイテムを計画してい

た。道の駅や産品の生産者を視察し、広島の本物、希少性、物語性のあ

る農水産物等の地域視点での発掘と首都圏消費者のニーズに合いそうな

商品・食材を見つけ出すための視察を 4 回にわたって行っており、実際

に 3 アイテムの商品改良を試みている。改良方法は、アンケート結果か

ら、首都圏消費者の調理方法や量目、パッケージ等に対するニーズを把

握し、商品を改良していくというものである。県産品の販路拡大を促進

するため、ブラッシュアップを行うという目的に合致した取り組みであ

るが、実施期間が 2 カ月と短いためか、実際にＴＡＵで商品化された商

品は報告書では確認できなかった。改良についても１品目については、

改善検討が行われたが商品化はされておらず、新商品についても 2 品目

中 2 品目とも調整中という結果に終わっている。  

ＰＲ費用は、大部分が情報発信ツール開発費用であり、ファサード、

店内デジタルサイネージ、アイパッド、店内ポスター、ウェブサイト、

店内ＰＯＰ・トレイサビリディ表示、パンフレット・ショップカード等

印刷物、ショッピングバック・包装紙等の開発費用である。来店者やウ

ェブサイトを見た人に広島の魅力を伝え、広島ブランド価値の向上や広

島ファンの増加を図る目的で支出している。具体的な内容と効果は下表

の通りである。  
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表　ＰＲ費用の内容と効果

ツール 展開案 効果

ファサード
　・１Ｆ：マルチディスプレイ
　・２Ｆ：大型出力シート

ショップ店内の情報や県内の情報を、１Ｆウィンド
ウ面のマルチディスプレイ・２Ｆウィンドウ面の大
型出力シートによって情報発信。道行く人々に
訴求。

ショップの存在感を訴求し、入店へつなげる。ま
た、入店しなくとも情報をキャッチできることから、
道行く多くの人々に「広島情報」を届け、メディア
としての効果も期待。

店内デジタルサイネージ

主に物販フロアの各カテゴリー商品の背景にあ
る「人」「土地」「歴史」など、その商品が生まれた
背景にある「本物の広島」を映像によって訴求。
メーカーや生産者の作成したＰＲ動画も放映す
る。

多くの情報量を短時間でお届けできる映像の使
用により、様々な広島情報の認知を高める。ま
た、良質のコンテンツ配信で、本県のブランド価
値向上と店内商品の販売アップにつなげる。

ｉＰａｄ

商品を見ることができる機能を検討する。合わせ
て、ショップのコンセプトやフロアガイド・観光情
報等もご覧いただけるようにし、双方向のコミュニ
ケーションを図る。

直感的に操作できる機器によって、来店者の“知

りたい”にお答えして満足度アップにつなげる。

また、検索商品からの情報の広がりによって、プ
ラスαの様々な情報をお届けする。

店内ポスター
　・階段
　・３Ｆイベントスペース

観光キャンペーン・広島県の事業展開・3階への

誘導などの訴求を、２～３Ｆの階段や店内ポス
ターによって行う。

広島を感じる旬の情報を認知させ、本県への興
味を促進する。また、広島で行われている様々
なイベントや祭りなどを知っていただくことで、本
県への誘客へつなげる。

ウェブサイト

ショップの総合案内をするのはもちろん、新着情
報やブログ・ＳＮＳ等を利用してタイムリーな情報
を発信。ＥＣサイトにつなげる機器も持たせる。
鮮度を保った情報展開を行う。

ショップの内容、場所、商品等を手軽に知ってい
ただき、来店へつなげる。また、ショップに来られ
ない方にも情報をキャッチいただく。無料で、さら
にタイムリーに、様々な情報をウェブサイト上に
配信する。

店内ＰＯＰ・
トレイサビリティ表示

販売商品等の物語性やその背景にある「コト、ヒ
ト」を伝える内容のＰＯＰを表示。また、昨今高
まっている「食の安全」への意識の高まりに対応
し、生産者・場所等のトレイサビリティ表示を行
う。

見た目だけでは認知されない深度の高い情報
を提供することで、商品の持つ物語性やそれを
作ったヒトの思い入れを感じていただき、ファン
化を促進する。また、安心してご購入いただけ
る。

パンフレット・
ショップカード等印刷物

物販・飲食・店舗総合案内など、それぞれ役割
を定めた印刷物を作成し、店内各所に配置。来
店者がご自由に持ち帰れるものとする。また、外
商活動等に利用する。

持ち帰っていただくことにより、連絡先等を手元
に置いていただくとともに、来店者周囲の家族や
知人との情報の共有などにより、ショップへの興
味・関心を高める。

ショッピングバッグ・
包装紙

購入者が街で持ち歩いても、贈答としてお送り
する際、洗練されたデザイン性で、多くのシーン
でご利用いただけるモノとする。(使用を憚られな

いもの。）

いわゆる“アンテナショップぽくない”デザイン性

で、ショップ自体のイメージアップを図る。また、
「持ち歩いても」「送っても」「大丈夫」という意識
は、購入に対し、プラスに働く。

（「広島ブランドショップＴＡＵ実施プラン」より）  

計画書作成費用は、広島ブランドショップＴＡＵ実施プラン作成費用、

アンケート実施費用、ブランドショップで提供する商品等の基準作成費

用である。実施プランは 45 ページからなり、ＴＡＵの概要、出店エリア・

物件、店舗コンセプト・レイアウト、機能、運営スケジュールについて

記載されている。アンケートは、首都圏の消費者がアンテナショップを

利用する動機や広島県の物産に対するイメージなどを把握し、広島のブ

ランドショップ開設の参考のために行われた。  
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これら業務は、当初は株式会社都市生活工房事務所が行う予定であっ

た。しかし、コーディネーター業務として委託していた業務のうち、店

舗運営に関連性の強い業務を、飲食・物販の運営事業者である鞆スコレ

に変更することとし、平成 24 年 2 月 1 日に鞆スコレとブランド価値向上

業務委託契約を締結した。ブランド価値向上業務の契約期間は平成 24

年 2 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日である。株式会社都市生活工房事務

所との契約変更により減額となった 1602 万円が鞆スコレへの業務委託

料となった。  

 

ｂ 監査結果  

（ａ）発掘・改良費用  

発掘改良費用については、期間的に短かったためか商品化は行われて

いないが、商品開発、ビジネスマッチングによる首都圏への販路拡大の

支援等目的に合致した取り組みであると評価できる。  

この取り組みは次年度以降も鞆スコレと県によって行われており、こ

れまでに発掘された商品は、下記の通りである。  

  沼隈ぶどうジュース  

  フロマージュブラン  

  フロマージュドみらさか  

  シェーブル・フレ  

  生口島ガラス  

  せとか  

  神石高原ポーク  

  広島牛  

（ｂ）ＰＲ費用  

ＰＲ費用については、情報発信ツールを利用し、ＴＡＵが広島の店舗

であることを認知させると同時に広島に行ってみたいという気持ちにさ

せる等の一定の効果があるが、実際にＴＡＵに来場することによって広

島の観光客が増加したかどうかの検証は困難である。ＴＡＵが広島県の

観光客増加にどのように寄与しているかの効果をいかに検証するかが今

後の課題である。  

 

（ｃ）計画書作成費用  

計画書については、仕様書に指定された下記項目が盛り込まれている

ことを確認した。  
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  店舗概要  

  店舗の運営方針  

  店舗ゾーニング図  

  展開イメージ図  

  飲食機能の考え方と効果  

  飲食で提供する広島産品とメニュー  

  物販機能の考え方と効果  

  物販で販売や企画展示する広島産品  

  店舗運営事業計画  

  広島の商品等地域資源の情報発信に対する考え方と方法  

（ｄ）実績報告書  

実績報告については、委託事業者から実績報告書および収支精算書が

提出されていることを確認した。契約書および報告書の閲覧および担当

者への質問の結果、契約の履行確認が行われており、予算実行の経済性・

適法性において、特に問題となる事項は認められなかった。  

 

（エ）ひろしま産品テストマーティング業務委託  

ａ 内容  

株式会社ＪＴＢ総合研究所がＴＡＵ内にテストマーケティングコーナ

ーを設置し、毎月 10 品目ずつチャレンジ商品として紹介する。商品紹介

カードを作成し、メーカーからの商品ＰＲコメントを紹介している。期

間を限定して、消費者に味・デザイン・地域性・新規性・取り扱いやす

さ・価格・品質等の項目につきアンケートを実施した。  

アンケート結果と販路拡大についての指摘、ＴＡＵ運営事業者からの

コメントをつけてメーカーにフィードバックしている。  

 

ｂ 監査結果  

（ａ）合目的性  

物流コストや供給力の問題など、首都圏での「ひろしま産品」販売に

おける根本的な問題を解決するには、ブランド力を高め、高い付加価値

を持った商品を開発することが肝要であるとして、マーケティングを通

じて課題を整理し、商品開発から定番商品化の流れを構築し、事業者が

必要としている知識・ノウハウを幅広く教授し、売れる商品づくりのた

めの基礎を身につけ「ひろしま産品」の商品力向上を目指している（「ひ

ろしま産品テストマーケティング業務報告書」ＪＴＢ総合研究所）。  
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ひろしま産品のブランド価値向上により県産品の首都圏での販路拡大

につながる可能性があり、広島県の新たな活力の創出に資するものであ

るといえる。また、ブランド価値向上によりひろしま産品を買ってみた

いという意欲を消費者に抱かせ、広島に関心を持ってもらうことができ

る、ひろしま産品を購入するためのＴＡＵへの来店者に対し広島の情報

提供を行うことができる等の効果が得られる。以上のとおり、本業務は

目的に合致していると評価できる。  

 

（ｂ）今後の施策  

ＴＡＵオープンが予定日より遅れたことにより、平成 24 年度は商談会

を行うことができなかったが（オープン直後であったため販路拡大より

もＴＡＵ商品の見直しに重点をおいたため）、継続して取り組み中であり、

現在は、広島県外のバイヤーとの商談会などを開催している。また、ホ

ームページや商工会議所等を通じて広島県産品生産者を募集し、商品の

プレゼン・ＰＲ等の勉強会を行っている。参加者は 20 社～ 30 社である。

商品のブラッシュアップ希望者には、専門家を派遣し商品の開発を行い

商品化も行っている。毎月 10 品ずつＴＡＵのテストマーケティングコー

ナーで商品を販売し、アンケート結果および専門家の意見を販売者に提

示している。  

ブラッシュアップされたかどうかの判断は首都圏での新規契約数によ

り販路が拡大されたかどうかで判断する。これについては、平成 25 年度

が初年度となり、目標数は 10 契約である。  

現在はテストマーケティング後の調査結果を販売者に報告するにとど

まっているが、商品改良のための補助金支給、改良のための専門家派遣

などが今後の検討課題となろう。  

 

オ その他費用  

（ア）予算状況  

その他費用は総額 1040 万円の支出となっており、そのうち事務費が

387 万円、職員等旅費が 414 万円となっている。  
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表　その他費用内訳 (単位：千円)

内容 執行額 支払先

事務費（コピー料、事務用品） 3,876

通信費（電話料、郵送料） 189

タクシー利用料 176

職員等旅費 4,142

東京事務所令達 500

観光レディの派遣 30 広島県観光連盟

店舗経営に関する相談 630 有限会社榊経営研究所

ブランド本 99 株式会社日経リサーチ

物品の輸送 5 有限会社魚干

法人視聴契約 252 株式会社ジェイ・スポーツ

鮮魚販売に係る補助金 500 鞆スコレ

合　　計 10,401  

 

（イ）事務費  

ａ 内容  

事務費の詳細な内訳は下表の通りである。コピー料金は商工労働局商

工労働総務課および東京事務所において資料作成時に利用したコピー代

である。コピー機はひろしまブランド推進課として保有しているのでは

なく商工労働局・東京事務所として保有している。商工労働局に支出し

たコピー料金は、ＴＡＵ事業の業務量・予算等から按分して執行額を決

定している。コピー機の契約は総務課で行っている。  

 

表　事務費内訳 (単位：千円)

内容 執行額

コピー料金 2,055

ガソリン 169

在庫用品 172

定期刊行物 629

消耗品 652

コピー料金（東京事務所） 200

合　　計 3,877  
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ｂ 監査結果  

コピーは、予算資料、ＴＡＵオープン時の資料、イベント時の資料、

その他ＴＡＵ事業に関連する資料作成に使用された。執行額の決定は上

記の通りであり、実際にＴＡＵ事業に使用した額との間に乖離の可能性

がある。資料作成の目的については問題となる点はみられなかったが、

金額が適正であるかどうかの判断を行うことはできなかった。  

 

（ウ）職員旅費  

ａ 内容  

職員旅費は、東京の出張旅費、電通中部支社との打ち合わせ、鞆スコ

レ（福山）との打ち合わせ、地域資産の調査ヒアリング等の費用である。  

東京への出張は、新幹線および飛行機を利用しており、事前に決裁も

受けている。回数は下表の通りである。 7 月はＴＡＵのオープニングイ

ベントがあったため、回数が増えている。  

表　月別東京出張回数 (単位：回)

内容 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

ブランドショップ協議 2 2 1 1 1 1 3 11

事務協議 1 3 4 1 2 2 1 1 15

ブランド戦略策定に係る協議 2 2

ブランドショップの関係者との調整 2 2

運営協議 1 1 1 1 1 1 1 7

オープニングイベント関係 8 8

イベント対応 3 2 1 1 1 2 10

その他打合せ 1 1 4 1 1 8

合計 2 5 6 17 5 3 8 0 3 3 4 7 63

注１）　カウントは1人１回としてカウントしている。

注２）　宿泊をしている時も１回としてカウントしている。  

ｂ 監査結果  

職員の旅費に関する条例、職員の旅費に関する規則、職員の旅費の支

給に関する規程と旅費の内訳（金額・出発日・帰庁日・用務地の一覧表）

等と県関係者のヒアリングを行った結果、特に問題となる点はみられな

かった。  
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第４章 「瀬戸内 海の道構想」の監査結果  

 

第１ 総論  

１ 「瀬戸内 海の道構想」プロジェクト計画の概要  

（１）瀬戸内に対する評価  

瀬戸内海は、古来より海の大動脈であり、国内の水運、異国からのさ

まざまな文物の行きかう場所であった。人々の往来と天与の資源を受け、

多彩な営みと文化が発展してきたところでもある。第 1 章の総論におい

ても述べたとおり、瀬戸内海の多島美は、頼山陽、朝鮮通信使、ドイツ

のリヒトホーフェンによって、広く知られるようになったが、瀬戸内地

域で暮らす人々は、朝な夕な見慣れた光景であるところから、瀬戸内海

が世界的景勝地であることの認識が深いとはいえない面がある。  

瀬戸内海が世界に誇る山紫水明と多島美が国内および世界の人々に認

知され、一度来ればまた来たくなるような場所にするためのビジョンづ

くりが必要である。  

 

（２）「瀬戸内 海の道構想」の出発点  

広島県には、原爆ドームと厳島神社の 2 つの世界遺産があるが、それ

に劣らない宝が瀬戸内海の多島美である。ギリシャその他の国にも、多

島美を誇る地域はあるが、それらはいずれも外海に面している。しかし、

瀬戸内海は、 4 つの狭い海峡に囲まれた閉鎖水域に存在する多島美で、

このような景観は世界に比類なきものである。  

瀬戸内海という閉鎖水域の中には、島の定義に該当する外周 100 メー

トルの島に限定しても 727 の島が存在し（昭和 61 年海上保安庁調査）、

それより小さい島および岩礁も含めると、3000 あまりとも言われている。

これらを観光資源として、収益に結び付けることは、広島県民にとって

きわめて重要な課題である。  

知事は、マニュフェスト「挑戦そして実現！」において、広島県が世

界的にも恵まれた自然環境、世界遺産など、たくさんの世界に誇れる財

産と可能性を持ちながら、これまでの県政において、その力を十分に引

き出せなかったと分析した上で、マニュフェストの具体的施策の第 4「豊

かな地域づくりへの取組みと地域主権の確立への挑戦！」の中で、「瀬戸

内 海の道１兆円構想」の推進を掲げた。  

 

（３）「瀬戸内 海の道構想」の目的  

瀬戸内の穏やかな気候、美しい自然環境、歴史、文化、農林水産物、
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二つの世界遺産、港町に今も残る有形無形の文化財などの多彩な資源は、

瀬戸内の宝であると認識した上で、改めてこの宝を掘り起こし、つなげ

ていくことで相乗効果を発揮し、広く地域全体の生活・文化を豊かにす

る。「瀬戸内 海の道構想（以下「海の道構想」という）」は、このよう

な観点から行われた各施策である。  

この目的達成のために、県は、以下の７つの戦略的テーマを立てた。  

① みなとまちルネッサンス  

② 瀬戸内 宿で愉しむ朝景夕景  

③ 船と航路とみなと賑わい  

④ 瀬戸内 サイクリングロード  

⑤ 瀬戸内 食のトップブランド  

⑥ 瀬戸内 アート廻廊  

⑦  里・海・島の五感体感ツーリズム  

２ 「海の道構想」の背景およびこれまでの取り組み  

（１）平成 22 年、 23 年度に行われた事業  

「海の道構想」の推進、実現のために瀬戸内の地域・資源・人材等を

活用して、集客や新たな産業づくり、地域の魅力向上につながる事業と

して、平成 22 年度に以下の 12 件の助成事業が行われた。  

①  西条～熊野～呉を結ぶ “山陽アルチザン（職人）街道 ”事業  

②  櫂伝馬塾を起点にした島おこし事業  

③  「瀬戸内・宮島」夜楽寄席創設事業  

④  瀬戸内の島ツーリズム推進事業  

⑤  鞆皿山釜跡整備活用事業  

⑥  豊かな自然が育む瀬戸内のエコ・グリーン（ブルー）ツーリズ

ム推進事業  

⑦  銀の道から海の道へ～銀のロマン海道推進事業  

⑧  「ひろしまオイスターロード～牡蠣（カキ）海道～」の構築と

プロモーション事業  

⑨  古代の遣唐使船航路と文化伝播の検証による観光事業化の実

証  

⑩  「瀬戸内ロマン！海と島の café」づくり  

⑪  21 世紀の朝鮮通信使日韓トップ囲碁対局・鞆  

⑫  動画を活用した日本全国・海外へのＰＲ  「絶景の瀬戸内海・

しまなみ海道の旅」  
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（２）平成 24 年度までの「海の道構想」プロジェクト関連予算  

「海の道構想」プロジェクト発足年度から平成 24 年度までの関連予算

の推移は下表に示すとおりである。  

表 　「海の道構想」プロジェクト関連予算推移表 （上段：補正後予算、下段括弧書き：当初予算、単位：千円）
平成22年度 平成23年度 平成24年度

72,661 81,177 93,836 

(50,000) (50,000) (80,000)

50,000 - - 

(50,000) (-) (-)

22,661 - - 

(-) (-) (-)

- 10,000 20,000 

(-) (10,000) (20,000)

- 40,000 60,000 

(-) (40,000) (60,000)

- 31,177 - 

(-) (-) (-)

- - 13,836 

(-) (-) (-)
瀬戸内しまのわ２０１４実施事業

海の道　地域資源データベース化事業

瀬戸内プラットフォーム構築事業

「瀬戸内　海の道」地域資源ブラッシュアップ事業

事業

海の道プロジェクト推進事業

「瀬戸内　海の道構想」策定事業

瀬戸内ブランド形成事業

 

３ 「海の道構想」プロジェクト事業と 3 つのカテゴリー  

「海の道構想」プロジェクト推進事業は、瀬戸内を舞台として観光関

連産業を育て、地域再生のイノベーションを起こすと同時に世界中から

人々を呼び込むことを目指して行われる事業である。その背景には、広

島県の観光客数が横ばい傾向にあり、また経済効果の大きい宿泊客が減

少傾向にあるという事情がある。その原因として、瀬戸内という世界的

観光資源を有するにもかかわらず、世界に対する「瀬戸内ブランド」の

情報発信が不足していること、また国内においても首都圏以北の地方の

国民に対する宣伝不足により認知度が低いことのほかに、これまで瀬戸

内圏の他県との連携が十分でなく、周遊観光ルートが少ないこと等が挙

げられている。  

この目的を達するために、平成 24 年度に行われた「海の道構想」プロ

ジェクト事業は、 3 つのカテゴリーに分けて実施された。  
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（１）瀬戸内プラットフォーム構築事業  

瀬戸内地域には広島県を含み、兵庫県、徳島県、岡山県、香川県、愛

媛県、山口県の 7 つの県が接している。平成 24 年 5 月に広島県知事の提

唱により、他の 6 県と連携して効果的な施策展開や推進母体等を検討す

るため、「瀬戸内ブランド推進協議会」 が設置され、協議が開始された。  

本事業は、上述の瀬戸内プラットフォームの構築に向けた協議会の立

ち上げ、プロモーションやプロダクト開発の本格実施に向けた検討、計

画策定を目的とした諸事業である。これには、以下の事業がある。  

① 広島県「瀬戸内 海の道構想」事業計画策定支援業務  

② 「瀬戸内ブランド」推進業務  

③  平成２４年度ビジット・ジャパン地方連携事業  

（２）瀬戸内ブランド形成事業  

これは、「瀬戸内ブランド」の体系化を目指し、7 つの戦略テーマに沿

って発掘に取り組んできた資源等をもとに推進主体を構築し、事業の拡

大に取り組むことを目的とした諸事業である。これには、以下の事業が

ある。  

① 尾道県営２号上屋 企画提案者の信用調査業務  

② 島旅クルージングモデル事業実施計画策定業務  

③ 「瀬戸内 食のトップブランド」ブランディング推進業務  

④ 瀬戸内ツーリズム推進事業  

⑤ アート周遊メニュー開発事業  

⑥  宮島弥山展望休憩所関係工事等に関するアドバイザー業務  

（３）「瀬戸内しまのわ２０１４」実施事業  

「瀬戸内しまのわ２０１４」とは、瀬戸内しま博覧会「瀬戸内しまの

わ２０１４」実行委員会主催のメインイベントを中心に広島県・愛媛県

の島しょ部および臨海部において平成 26 年（ 2014 年） 3 月 21 日から同

年 10 月 26 日までに実施される数多くのイベントの総称である。  

平成 24 年度実施事業は、「瀬戸内しまのわ２０１４」の機運醸成を図

るためのシンポジウムおよび実施に際して広島県における地域イベント

の魅力向上支援を行うための計画を策定する業務である。これには、以

下の事業がある。  

①「瀬戸内の豊かな未来を考えるシンポジウム」運営業務  

②地域イベント魅力向上支援業務  
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第２ 「海の道構想」プロジェクト事業全体の監査結果概要  

１ 事業目的の適法性  

平成 24 年度予算要求書によれば、「海の道プロジェクト推進事業」の

目的は、瀬戸内を舞台として観光関連産業を育て、地域再生のイノベー

ションを起こすと同時に、アジアを始めとした世界中から人々を呼び込

むことを目指し、「海の道構想」の実現を図るとされている。  

これは、観光基本条例 1 条の「目的」および 2 条の「理念」に合致す

ることから、その目的において適法なものである。  

 

２ 業務の効率性  

業務の効率性とは、「海の道構想」の各事業全体についても、当該事業

内容が他の事業と重複していないか、不相当に人材、資金、施設等を投

入していないか、当該目的の達成のために省ける部分はないのか、他の

事業・団体と連携して行えば、シナジー効果によって、より効率的にな

るのではないか等を検討するものである。  

事業の効率性の関係では、観光課の事業として行った「瀬戸内海クル

ーズ推進事業」と海の道プロジェクト・チームで行った「島旅クルージ

ングモデル事業実施計画策定業務」が重複する部分があるのではないか

と考えられる。また、他部局で「海の駅」の振興が行われていることを

考慮すれば、「島旅クルージング事業」の展開では、これら部局とタイア

ップした方が業務の効率性が図られるのではないかと考えられる。（参

考）  

 

３ 事業内容の有効性・効率性  

（１）ワーク別管理シートにおける目標設定  

平成 24 年度における「海の道構想」プロジェクトにおける事業評価は、

他の部局と同様にワーク別管理シートに従って行われている。その他プ

ロジェクトチームでの独自評価は行われていない。  
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上に掲載した「海の道構想」プロジェクトが作成した平成 24 年度のワ

ーク別管理シートでは、成果指標として、広島県内の観光関連消費額の

みが設定されており、その目標額は 5900 億円（波及効果と合わせ 1 兆円）

とされている。また、この目標を達成するための現状の課題・要因が列

挙され、これらの課題解決に向けた対応策が仮説として記載されている。 

ワーク別管理シートでは、この成果指標に対する実績は、平成 21 年

度：2876 億円、平成 22 年度：3030 億円と数値の記載があるが、平成 23

年度および平成 24 年度は実施した活動を文章で記載したのみで、本来実

績金額をもって問題解決の仮説を実施した効果を検証すべきところ、こ

れが行われていない。そもそも、「海の道構想」プロジェクトは、瀬戸内

海沿岸地域を中心とした活動であり、成果指標を広島県全域にわたる観

光消費額とすることは、他の要素が入り込み、効果の検証が容易ではな
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いため、指標として相応しいとは言い難い。また、具体的な対応策が仮

説として設定されているにも拘らず、仮説に対する成果指標や目標が設

定されていないため、個々の対応策の活動に対する成果を検討すること

が困難である。くわえて、今まで外部委託事業で実施された計画策定支

援業務では、今後実施する事業の課題や解決策の他に管理指標などの提

案がなされているが、ワーク別管理シートやその他海の道プロジェク

ト・チーム独自で目標設定および実績管理されていない。  

以上述べたように、最終的な達成目標は、「海の道構想」プロジェクト

の実施エリアに応じた適切な指標を設定する必要がある。さらにこの最

終目標を具体的なアクションとして効果的に管理・達成するため、取組

の仮説に記載した内容に対応した数値的に管理可能な指標等を目標設定

する必要がある。（意見）  

 

（２）ワーク別管理シートと予算要求書との連携について  

前述のとおり、平成 24 年度予算要求書では、以下の 4 つの事業目的が

掲げられている。  

①  観光関連産業の振興  

②  集客や新たな産業づくり、地域の魅力向上  

③  「瀬戸内 海の道構想」の実現  

④  瀬戸内ブランドの確立・浸透  

しかしながら、これらの目的は、ワーク別管理シートと明確に連携さ

れていないため、予算要求書での目的達成の事後的評価は行われない。  

効率的に予算要求時の目標達成が事後評価できるように、施策マネジ

メントにおけるワーク別管理シートと予算要求書は連携されることが望

まれる。（参考）  

 

４ 契約方式・内容、契約締結先選定手続の適法性  

（１）総説  

「海の道構想」プロジェクトにおいては、多くの契約が締結されてい

るが、これらはすべて広義の随意契約（プロポーザル方式を含む）で行

われている。  

 

（２）随意契約の要件  

前述のとおり、随意契約が許される要件として、地方自治法施行令に

基づいて作成された「委託・役務業務契約事務の手引」の注意書きによ
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ると、観光事業に関する契約の随意契約の要件として、予定価格が一定

額（ 100 万円）を超えない場合と、その性質又は目的が競争入札に適し

ないものとして以下に掲げる事項を満たすことを求めている。  

① 法令等により受託者が特定されるもの  

② 要綱・国通知等により、受託者が特定されるもの  

③ 各都道府県が共通の受託者と契約するもの  

④ 受託者を選択できないもの  

⑤ 業務の特殊性から受託者が特定されるもの  

⑥  企画・提案を公募して選定した業者と契約するもの（プロポー

ザル方式）  

「海の道構想」プロジェクトにおいて行われた各事業は、物品の購入

契約ではなく、金銭的に評価するのが困難な専門的知見および特殊の技

術を有する事業者に対して成果物を求める契約であるから、基本的には

随意契約になじむ契約である。  

なお、随意契約の中には、いわゆるプロポーザル方式の随意契約とい

うものがあるが「海の道構想」プロジェクトにおいて行われた 11 の事業

のうち 3 件がプロポーザル方式の随意契約である。  

前述のとおり、プロポーザル方式の随意契約とは、複数の業者から企

画提案や技術提案を提出させ、提案内容を審査し、企画内容や業務遂行

能力が最も優れた者と契約する方式である。  

もっとも、審査委員全員が県の職員である場合には、専門的判断が困

難な場合もあることから、当該委員の中に委託事業に関係する専門家を

入れるなどの工夫が望まれる。  

 

（３）広島県契約規則と本件各契約の締結  

上述のように、契約締結の手続については契約規則に基づいて行わな

ければならない。「海の道構想」プロジェクトにおいて行われた委託契約

が契約規則に準拠して行われたかどうを概観すると、契約金額が 9 万

4500 円で、契約書の作成が要求されていない 1 件を除く他の 10 件の委

託契約をみると、同規則 2 条１項に定める記載事項のうち、 3 号の「監

督および検査」（以下「監督・検査条項」という）、5 号の「危険負担」（以

下「危険負担条項」という）、 6 号の「かし担保責任」（以下「かし担保

条項」という）、 7 号の「契約に関する紛争の解決方法」（以下「疑義解

決条項」という）、8 号の「その他必要な事項（いわゆる「反社条項」が

含まれる）」一部が記載されていない契約が散見された。  
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５ 契約内容の適法性  

（１）広島県契約規則で要求される記載事項の意義  

上述の契約規則 2 条に定める記載すべき事項の記載がなかったからと

いって、当該契約が法的に無効になるわけではない。しかし、同条に定

める事項は、原則として記載することが義務付けられているのであるか

ら、例外的に契約の性質または目的により記載しなくてよい場合を除き、

記載するのが妥当である。  

 

（２）「監督・検査条項」  

監督・検査条項とは、たとえば、「甲（広島県）は、必要があると認め

たときは、委託業務の処理状況について随時に調査を行い、又は報告を

求めることができるものとする」というような記載をいう。  

広島県は、この条項に基づいて必要であればいつでも業務執行状況に

ついて調査に入ることができる。この規定がない場合、当該委託契約が

（準）委任契約である場合は、受任者は委任事務の状況の報告義務があ

るが（民法 645 条）、委任者の立ち入り権限までは規定していない。「海

の道構想」プロジェクトの委託契約中、１件だけ本件条項が記載されて

いなかった。  

委託契約は、契約当事者の合意によっては、その法的性質が委任なの

か請負なのかはっきりしない場合があることを考慮すると、監督･検査条

項は、原則として契約書の中に記載する必要があろう。（意見）  

 

（３）いわゆる「反社条項」について  

「海の道構想」プロジェクトで行われた委託事業の内 5 件の委託契約

書に「反社条項」が記載されていない。  

 

（４）「危険負担条項」  

「海の道構想」プロジェクトの委託契約では、契約書の作成されてい

る 10 件のうち 3 件のみ「危険負担条項」が規定されていた。もっとも、

そのうち 2 件は「・・・（受注者）は、天災その他やむを得ない理由によ

り、委託業務の執行が困難になったときは、速やかにその旨を申し出る

ものとする。」だけで終わっている。  

広島県がリスク負担をする義務があるのかどうか、その義務がある場

合、どの範囲でリスクを負担するのか明確でなく、「危険負担条項」とし

ては不完全である。（意見）  
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（５）「かし担保条項」  

「かし担保条項」が入っている契約書は、「海の道構想」プロジェクト

の委託契約中２件であった。  

 

（６）「疑義解決条項」について  

「海の道構想」プロジェクトの各事業の契約書をみると、下記の 3 つ

の記載が見受けられる。  

①  「この契約に定める事項に疑義が生じた場合又はこの契約に

定めのない事項で必要がある場合には、甲（広島県）および乙

（相手方事業者）が協議して定めるものとする。」  

②  「この契約に定める事項に疑義が生じた場合又はこの契約に

定めのない事項で必要がある場合には、甲（広島県）および乙

（相手方事業者）が協議して定めるものとし、この協議が整わ

ないときは、甲の決定するところによる」  

③  「・・・・その他契約に関して発注者と受注者との間に紛争が

生じた場合には、発注者および受注者は、協議の上調停人１名

を選任し、当該調停人のあっせん又は調停によりその解決を図

る・・・・」  

上記の「疑義解決条項」は、法的紛争が生じた場合でも、すぐに裁判

による解決を求めないで、できるだけ話合いによって円満に解決しよう

という趣旨であるが、問題は、同じ「海の道構想」プロジェクトの下で

行われる委託契約において、上記のとおりその文言にばらつきが見られ

ることである。とくに②の契約では疑義が生じた場合には、最終的には

県の意見を押し付けることが可能となるものであり、契約当事者として

は比較的強い立場にあると思われる県の締結する契約にこのような文

言を規定することが妥当であるかどうかは慎重に検討が加えられなけ

ればならない。（参考）  

 

（７）「合意管轄条項」  

このような管轄に関する合意は、第一審の裁判所（地方裁判所または

簡易裁判所）だけ合意することが許されるが（民事訴訟法 11 条）、県が

締結する契約関係につき、裁判上の争いになった場合、第一審裁判所の

管轄がどこになるのかは、隔地者間の契約では、訴訟の費用、時間の面

で大きな差異が出る。  

遠隔地の当事者と契約を結ぶ場合には、行政経費の節約を考慮し、か
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かる条項も検討されるべきである。（意見）  

（８）「個人情報保護条項」  

個人情報の保護は、法律上の要請であるから、個人情報保護に関する

条項は契約書中に入れるべきと解される。しかし、「海の道構想」プロジ

ェクトの委託契約書中１件この条項が抜けている契約があった。  

なお、相手方によっては、個人情報保護の意義の理解が不十分な事業

者もいることが予想される。そこで、広島県の担当者が契約書に添付さ

れた「個人情報取り扱い特記事項」について、委託先事業者に説明する

とともに、個人情報をどのように管理しているか確認する必要があると

思われる。（参考）  

６ 契約履行上の適法性  

契約履行上の適法性という意味は、委託先が委託仕様書に従い契約の

本旨に従った適切な事業を行ったかどうかを監査することをいう。  

この点については、後述のように個別的に検討するが、結論的には 1

件を除いて契約履行上の適法性に問題はなかった。  

７ 予算実行の適法性  

（１）予算の流用決裁について  

平成 24 年度の「海の道構想」プロジェクトの予算およびその執行額を

勘定科目別に比較すると下表のとおりとなる。  

（単位：円）

予算 執行額

海の道プロジェクト推進事業合計 93,836,000 91,486,206

報償費 2,604,200 9,436,800

旅費 6,569,720 6,353,410

需用費 722,080 161,920

役務費 100,000 0

委託料 74,290,000 68,197,026

使用料及び賃借料 550,000 337,050

負担金、補助及び交付金 9,000,000 7,000,000

事業 / 勘定科目

表　「海の道構想」プロジェクト勘定科目別
　　予算・執行額比較

 

この表を見ると、報償費が予算より大きく増加しており、予算の流用

が行われたことが分かる。予算の流用について、広島県予算規則 13 条 1

項では「各局長は、予算に定める歳出予算の経費の各項の金額又は配当
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された歳出予算に係る経費の各目、各節若しくは各細節の金額を各項の

間又は各細節間において流用する必要があるときは、様式第五号による

歳出予算流用書により知事の決裁をうけなければならない。」とされてい

る。  

また、広島県決裁規程によると、予算の流用については、総務局財政

課の課長が知事の権限に属する事務の委任を受け最終的に意思決定する

権限を有している。  

そこで、歳出予算流用書に総務局財政課の課長決裁がされているか否

かの確認を試みた。歳出予算流用書は、現在、財務会計トータルシステ

ム上でシステム承認により運用されている。同システムから出力された

歳出予算流用書を確認したところ、誰の決裁が行われたかの証跡を確認

することができなかった。  

これについて担当者にヒアリングしたところ、歳出予算流用書は、総

務局財政課長が承認したもののみが画面確認や印刷が可能になるとのこ

とであった。  

しかしながら、決裁権者の決裁が容易に書面やシステム画面にて確認

できない状況は、無権限者による決裁がなされていたとしても、それを

発見できず、そのまま利用されるおそれを有している。また、第三者が

事後的に適切な牽制体制の下、決裁されたことを確認することが困難で

ある。  

したがって、財務会計トータルシステム上の歳出予算流用書は、決裁

者の名前、所属、役職が分かるようにする必要がある。（参考）  

 

（２）予算の流用プロセスについて  

歳出予算流用の決裁を受けるために、財務会計トータルシステムでは

歳出予算流用要求書による起案を要求している。また、決裁通知のため

に歳出予算流用書が利用されている。そのため、歳出予算流用要求書は、

起案元の局長から知事宛となっており、歳出予算流用書は、総務局長か

ら局長宛となっているが、記載されているそれぞれの文書の内容は全く

同一となっている。広島県予算規則では知事（権限移譲されて実務的に

は総務局財政課課長）への決裁のために歳出予算流用書の作成が要求さ

れており、歳出予算流用要求書の作成は要求されていない。  

以上により、広島県予算規則で要求される実質的な決裁はされている

が形式的には準拠していない状況になっている。また、同一内容である

にもかかわらず別文書になっていることから、起案から決裁の状況を確

認するには両方の文書を見なければならなくなる。さらに、決裁手続き
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の運用上、情報システムの仕組上、複雑になっている。  

したがって、決裁業務の効率性や事後的な決裁状況の確認の容易性か

ら考えると、歳出予算流用書のみで起案から決裁まで利用し、歳出予算

流用書には起案者、起案部署承認者、最終決裁者等が分かるようにする

ことが望ましい。（参考）  

 

（３）予算要求事業と予算見積精度の向上について  

前述では、平成 24 年度の「海の道構想」プロジェクトの予算およびそ

の執行額を勘定科目別のみで比較したが、さらに 3 つの事業カテゴリー

別に分けて比較すると下表のとおりとなる。  

（単位：円）

予算 執行額

瀬戸内プラットフォーム構築事業 20,000,000 61,042,650

報償費 627,200 8,929,200

旅費 1,080,720 4,136,400

需用費 92,080 111,920

役務費 100,000 0

委託料 18,000,000 47,852,080

使用料及び賃借料 100,000 13,050

瀬戸内ブランド形成事業 60,000,000 17,125,250

報償費 1,815,000 480,600

旅費 4,355,000 1,118,950

需用費 580,000 0

委託料 51,100,000 15,525,700

使用料及び賃借料 150,000 0

負担金、補助及び交付金 2,000,000 0

瀬戸内しまのわ２０１４実施事業 13,836,000 13,318,306

報償費 162,000 27,000

旅費 1,134,000 1,098,060

需用費 50,000 50,000

委託料 5,190,000 4,819,246

使用料及び賃借料 300,000 324,000

負担金、補助及び交付金 7,000,000 7,000,000

海の道プロジェクト推進事業合計 93,836,000 91,486,206

事業 / 勘定科目

表　「海の道構想」プロジェクト勘定科目別・
　　事業カテゴリー別予算・執行額比較

 

 

この表を見ると、当初想定された予算構成から大きく変更されて予算

の執行がなされていることが分かる。しかし、予算の流用にあたるのは、

前述の広島県予算規則 13 条 1 項のとおり、あくまで予算で要求した事業
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での勘定科目間やその細目間での流用に限られる。  

予算は、大きく 3 つのカテゴリーに事業が分かれているにもかかわら

ず、事業としてはこれらすべてを 1 事業として要求しているため、予算

流用には該当しない。そのため、予算は、同勘定科目内に限られるが、

総務局財政課課長の決裁なしに自由に変更が可能な状態となっている。  

そもそも「海の道構想」プロジェクト事業の開始後、このような実質

的な予算の流用が行われており、予算要求の事業区分が大きすぎるよう

に思われる。結果的に、予算見積精度が向上せず、不必要な予算執行に

繋がるおそれがある。  

したがって、予算要求の事業区分を少なくともカテゴリーに区分でき

るレベルまで細分化し、予算見積精度を向上させる必要がある。（意見） 

 

（４）人員異動について  

海の道プロジェクト・チームでは、人員の異動が 2 年ないし 3 年で行

われている。担当者にヒアリングしたところ、この 2 年ないし 3 年での

人員異動は、業者との癒着を防ぎ、適正な予算執行をするためとのこと

であるが、プロジェクトチームでは、同様な事業を継続的に実施するこ

とが少なく、このような懸念よりも、プロジェクトチームとして、計画

策定、予算見積の精度向上や委託事業の管理等に対する専門性の養成に

注力すべきと思われる。  

したがって、海の道プロジェクト・チームの人員異動については、上

記専門性養成の観点も配慮することが望ましいと考える。（意見）  

 

（５）計画策定関連業務の委託について  

後述のとおり、以下の計画策定関連の業務が外部業者に委託されてい

る。  

①  「海の道構想」事業計画策定支援業務（ 1000 万円）  

②  島旅クルージングモデル事業実施計画策定業務（ 246 万円）  

③  地域イベント魅力向上支援業務（ 348 万円）  

これらの委託事業の成果物としての報告書は、以下の内容を含み、計

画書としての体系でとりまとめられている。  

①  現状および課題  

②  問題解決に向けた取り組みの方向性  

③  効果の試算と目標額の設定  
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④  実施に向けた組織体制  

⑤  予算計画  

⑥  概要スケジュール  

本来であれば、県は、これらの支援業務等に基づき平成 25 年度以降の

実施事業のための計画書を作成するところ、実際には作成しておらず、

委託業者の成果物としての報告書を実質的な計画書として利用している。 

計画策定は、実施事業体自らが主導的に策定しなければ、事業に対す

る思いや意気込みを反映することは容易でない。また、計画策定や企画

のノウハウを県庁内で蓄積することができず、計画自体の責任が曖昧と

なる。  

以上述べたとおり、まず、県が主導的な立場となって計画を策定し、

計画書としてとりまとめるべきである。また、県の計画策定関連業務の

委託範囲は、あくまで情報収集や課題解決方法の実証・検証などの支援

業務を中心に実施する必要がある。（意見）  

 

第３ 瀬戸内プラットフォーム構築事業  

１ 総説  

瀬戸内プラットフォーム構築事業とは、すでに述べたように、瀬戸内

プラットフォームの構築に向けた「瀬戸内ブランド推進協議会（以下「推

進協議会」という）」の立ち上げ、プロモーションやプロダクト開発の本

格実施に向けた検討、計画策定を目的とした以下の諸事業をさす。  

① 広島県「瀬戸内 海の道構想」事業計画策定支援業務  

② 「瀬戸内ブランド」推進業務  

③  平成２４年度ビジット・ジャパン地方連携事業「瀬戸内ブラン

ド化誘客促進事業（フランス情報発信）業務」  

なお、委託事業別の支出執行額の内訳は、下表のとおりである。 

 

（単位：円）

委託料 報償費 旅費 その他 合計

瀬戸内プラットフォーム構築事業 47,852,080 8,929,200 4,136,400 124,970 61,042,650

「海の道構想」事業計画策定支援業務委託 10,000,000 0 0 0 10,000,000

瀬戸内ブランド推進業務 35,852,080 0 0 0 35,852,080

平成24年度ビジット・ジャパン地方連携事業
「瀬戸内ブランド化誘客促進事業（フランス情
報発信）業務」

2,000,000 0 0 0 2,000,000

上記3委託事業以外の支出執行額 0 8,929,200 4,136,400 124,970 13,190,570

表　平成24年度委託事業別支出執行額内訳

事業 / 勘定科目
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２ 「海の道構想」事業計画策定支援業務委託  

（１）事業概要  

この事業は、委託先を株式会社野村総合研究所（以下「野村総研」と

いう）とし、平成 25 年度以降、「推進協議会」の下で取り組むべき「瀬

戸内ブランド形成」に必要な施策および事業等について、事業計画の策

定等を行うことを目的とする。  

この事業は、「海の道構想」で示された７つの戦略テーマごとに、以下

の 3 つの事項を考慮に入れて、構想の実現に向けた事業レベルの具体的

な展開、発展方策を、これまで実施してきた試行事業の成果等を踏まえ

て取りまとめるものである。  

① 「海の道構想」の具体化に向けた戦略テーマごとの展開、発展

方策の検討・整理  

② プレイヤーの役割分担の整理と「推進協議会」が取り組むべき

事業内容の明確化  

③  実現可能な事業計画の作成  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、下表のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

㈱野村総合研究所 H24.8.20～H25.3.31 15,000,000 10,000,000
委託先

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

この事業計画策定支援業務委託は、「海の道構想」の実現に向けた戦略

的基盤を策定するものであって、今後の同構想の実現に向けた戦略的基

礎をなすものである。  

本事業は、主として、広島県の「観光基本条例」の 9 条「国際競争力

および国内競争力の高い魅力ある観光地の形成」、 10 条「観光資源の活

用による魅力ある観光地の形成」、 11 条「観光旅行者の来訪の促進に必

要な交通施設の総合的な整備」、 12 条「観光産業の競争力の強化」、 13

条「観光の振興に寄与する人材の育成」、 14 条「外国人観光旅客の来訪

の促進」、16 条「観光旅行者の本県への来訪の促進」、17 条「観光旅行者

に対する接遇の向上」、18 条「観光旅行者の利便の増進」、20 条「新たな

観光旅行の分野の開拓」、 22 条「広報等」の理念および施策に合致する

ものである。  

よって、事業目的は、適法である。  
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イ 事業内容の有効性等  

本事業は、野村総研を委託先として、平成 25 年度以降、「推進協議会」

の下で取り組むべき「瀬戸内ブランド形成」に必要な施策および事業等

について、事業計画の策定等を行うことを目的とする事業である。  

野村総研は、上記目的を達するために、まず「エリアマネジメント活

動」（「海の道構想」に基づいた活動が地域の観光資源に対する付加価値

向上を目指す活動の総体であるととらえ、その手段としてプロモ－ショ

ンだけではなく、アクティビティの開発を含む観光資源の強化・創造や

地域による観光資源の維持・向上活動）という概念のもとに、地域の事

業者や人材が一体となり、ワンストップ機能、事業者間のマッチング機

能、マッチングした結果の旅行商品造成機能、あるいは資金調達機能、

情報収集機能等の機能をもつことができるように、一体として取り組む

ことを提言している。  

つぎに、調査対象として、観光資本が集中しており、年間四百万人の

観光客があるにもかかわらず、地域での雇用を生み出すことが十分でな

く、また宿泊率が高くない宮島エリアをとりあげ、宮島エリアにおける

エリアマネジメント組織を構築するために何が必要かを検討し、宮島エ

リアの課題として、「宮島観光は半日」という言葉に象徴されるように、

宮島エリアには、世界遺産が２つもあるにもかかわらず、宿泊率が低い

ことが最も問題であり、宮島エリアにおける滞在率を高め、宿泊率を高

めるためにどのような施策をすべきかを提言している。  

そして、この提言の裏付けとして、アンケートを取ってエリアマネジ

メント活動実施時の効果の試算も行っている。  

以上から、本事業は、事業目的に従って実施され、専門的知見を活用

して有効に行われていると評価できる。  

ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

本契約には、「かし担保条項」、「反社条項」、「監督・検査条項」が記載

されていない。また、委託先の野村総研は東京都に本店を置く研究所で

あるが「合意管轄条項」の記載がない。  

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は、随意契約方式で行われているが、随意契約にした理由は、

つぎのとおりである。すなわち、野村総研は、大手のシンクタンクであ

り、市場分析や政策立案事業に長け、官公庁から求められる解決策につ
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いても、産業政策・行政改革に関する提言･支援等や成長戦略策定・実行

支援等を提供し、最先端の公共経営戦略コンサルティングサービスを提

供している実績がある。野村総研は、これまで「海の道構想」の策定支

援業務等に従事し、「海の道構想」の内容に精通している。また、「海の

道構想」策定プロセスにおいて実施した有識者による構想策定委員会に

従事した経験を有し、委員会において議論された課題や提言に係る背景

なども含めた情報の蓄積がなされていることのほかに、平成 22 年度と

23 年度において「瀬戸内 海の道構想（中間報告）策定業務」、「瀬戸内 

プラットフォームのあり方検討業務」の実績をあげている。  

以上述べたところから、本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の

手引」に「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる

「業務の特殊性から受託者が特定されるもの」に該当し、随意契約にし

たことに問題はない。  

（ウ）契約履行の適法性  

委託先である野村総研は、「海の道構想」で示された７つの戦略テーマ

のうち、まず宮島エリアで実現可能なものについて事業計画を作成した。

上述のとおり、詳細な調査と分析と将来への提言を含み、エリアマネジ

メント活動の概念、宮島エリアにおいてこれから取り組むべき優先課

題・テーマ等が提示されており、今後の広島県の観光政策の参考になる

ものである。  

したがって、本事業は、業務委託仕様書に従った履行といえ、その適

法性に問題はない。  

エ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、下記事項を除き、特に問題とな

る事項は認められなかった。  

委託先である野村総研からの実績報告書は、平成 25 年 4 月 12 日付で

「業務を完了しましたので、成果品を添えて報告します。」として提出さ

れている。担当者が作成した検査調書では、平成 25 年 3 月 29 日付で「業

務について検査し、相違なく完了したことを確認しました。」とし、平成

25 年 5 月 30 日に委託料の支払いが行われている。この日時の前後関係

から言えば、完了検査日にはまだ実績報告書および成果品が提出されて

いないように思われるにも拘らず、検査が実施され、支払が実行された

ように見える。  

担当者によれば、成果品は検査日までに事前に別途入手しており、検
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査日に検査・履行確認しているとのことであったが、日付および文書上

の不整合が生じており、適切な検査の実施が行われていることは文書上

からは確認できない。  

したがって、検査調書には実績報告書入手後に記載する定型的な文言

ではなく、実際にどのように検査したか具体的に記載し、検査調書には

検査した書類を添付すべきである。（意見）  

３ 瀬戸内ブランド推進業務  

（１）事業概要  

この事業は、広告代理店である株式会社電通西日本を委託先として、

「瀬戸内ブランド」の推進を図るため、瀬戸内７県（兵庫・岡山・広島・

山口・徳島・香川・愛媛の各県）で構成する「瀬戸内ブランド推進協議

会」と連携して、「瀬戸内ブランド」を構築するものである。広島県のブ

ランド価値を高めるための全庁的な取組方針を検討し、県内外における

「ひろしま」ブランドの現状や課題について把握したうえで、これを分

析し、とりまとめるための基礎調査を実施する事業である。  

上記のような事業および目的を達成するために、当初、以下の業務を

委託している。  

① 「瀬戸内ブランド」構築・推進業務  

② 広域連携試行事業実施業務  

③  「しまなみ海道」を活用したサイクリングイベントプラン作

成業務  

委託先、委託期間、予定価格、契約額は、下表のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）

予定価格 契約額
（うち当事業分）

㈱電通西日本 H24.8.20～H25.3.31 30,000,000
42,414,080

(35,852,080)

委託先

 

なお、本委託契約は、下表の通り 3 回の変更が行われている。  
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表　変更契約の状況 （単位：円）

契約日 内容 追加金額 変更後金額
平成24年8月20日 当初契約 - 29,998,815

平成24年10月3日
「しまなみ海道を活用したサイクリングイベント
コースプラン作成」追加

2,200,000 32,198,815

平成24年11月7日
「ひろしま」ブランド基礎調査追加（広島ブラン
ドショップ運営事業負担）

6,562,000 38,760,815

平成25年1月10日

以下の３業務の追加
①徳島県及び兵庫県（神戸エリア）に係るブラ
ンド資産の発掘・棚卸調査及び調査結果の集
計分析業務
②瀬戸内ブランドサイトに係る会員用ページ作
成業務
③ブランドポスター作成及びブランドブック増
刷に係る業務

3,653,265 42,414,080

 

変更契約に際しては、変更の都度、決裁文書が作成され「海の道構想」

プロジェクト担当課長および商工労働総務課長の決裁が行われている。  

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

この事業は、国内外から瀬戸内の価値が見直されるような「瀬戸内ブ

ランド」を構築すること、「瀬戸内ブランド」の推進に寄与できる人材を

中心とした「瀬戸内ブランド」推進の機運醸成を図ること、「瀬戸内エリ

ア」の再評価を行うこと、実効性の高いブランディング計画および事業

化プランを策定することを目的としている。  

したがって、本事業は、主として観光基本条例 9 条「国際競争力およ

び国内競争力の高い魅力ある観光地の形成」、 10 条「観光資源の活用に

よる魅力ある観光地の形成」、12 条「観光産業の競争力の強化」、13 条「観

光の振興に寄与する人材の育成」、14 条「外国人観光旅客の来訪の促進」、

16 条「観光旅行者の本県への来訪の促進」、 17 条「観光旅行者に対する

接遇の向上」、18 条「観光旅行者の利便の増進」、20 条「新たな観光旅行

の分野の開拓」、 22 条「広報等」の条文の理念および施策に合致するも

のである。  

したがって、事業目的は適法である。  

イ 事業内容の有効性等  

本事業は、国内外から瀬戸内の価値が見直されるような「瀬戸内ブラ

ンド」を構築すること、「瀬戸内ブランド」の推進に寄与できる人材を中

心とした「瀬戸内ブランド」推進の機運醸成を図ること、「瀬戸内エリア」

の再評価を行うこと、実効性の高いブランディング計画および事業化プ
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ランを策定することを目的とする事業である。  

電通西日本は上記目的を達するために、別途選任された、瀬戸内ブラ

ンドプロデューサーの西川りゅうじん氏を中心に、「瀬戸内ブランド “宝 ”

探し」の視座から、７県の地域資源を体感しながら瀬戸内ブランドを高

める戦略・戦術・戦法を考える標語として、ＳＥＴＯＵＣＨＩを頭文字

に使って表した標語を作成した。  

つぎに、一目見て「瀬戸内」であることが分かり、瀬戸内特有の優し

くゆったりとした時間など「非日常性」・「神秘性」を感じさせ、かつ、

瀬戸内居住者だけでなく外部からの印象・イメージも大切にするという

モットーで作られたブランドシンボルマークを作成した。  

図 ＳＥＴＯＵＣＨＩを頭文字に使って表した標語  

「瀬戸内ブランド“宝”探し」の視座

S Scenery        自然景観・多島美

E Environment 環境再生・地域再生

T Tourism 観光・移動・宿泊

O Omotenashi おもてなし・心の観光

U Umai 食・郷土料理・土産

C Cruise クルーズ・船の活用

H History 歴史・伝統・文化

I Islands’life 島々を臨む生活

７県の地域資源を体感しながら瀬戸内ブランドを高める戦略・戦術・戦法を考える

 

図 ブランドシンボルマーク  
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さらに、瀬戸内の多様で豊富で質の高い食材を生かして、瀬戸内の魅

力と価値を国内外に伝えられる瀬戸内らしい料理、物産を瀬戸内≪Ｓ級

グルメ≫と題して、 7 つのＳを使用した標語を作成した。  

くわえて、同報告書には、詳細なアンケート調査とその分析を行い、

サイクリングロードの設定も行っており、事業活動の内容は、新聞の全

国紙、地方紙等のマスコミで多く取り上げられ、宣伝効果も大きいもの

であった。  

上述のとおり、本事業は、事業目的に従って実施され有効に行われて

いると評価できる。また、本事業の契約金額は 4200 万円余という「海の

道構想」プロジェクトの中では最も高い契約金額ではあるが、専門的知

見を活用した効果的なものと評価できる。   

 

ウ 事業遂行手続の適法性   

（ア）契約方式・内容の適法性  

本契約には、「反社条項」、「監督・検査条項」、「危険負担条項」の記載

がない。また、委託先の電通西日本の本社は大阪であるが「合意管轄条

項」の記載がない。  

 

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は、プロポーザル方式で行われている。企画提案公募理由によ

れば、「当該業務は、「瀬戸内ブランド」推進に係る企画力、専門的な実

施能力を総合的に判断して受託業者を選定する必要があり、金額の多寡

だけで判断する競争入札方式に適さないため。」と記載されている。審査

委員の３名は、広島県の職員１名（商工労働局ブランド推進部長）と民

間人の専門家２名から構成されている。  

上に述べたところから、本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の

手引」に「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる

「企画・提案を公募して選定した業者と契約するもの」に該当し、随意

契約にしたことに問題はない。  

 

（ウ）契約履行の適法性  

委託先である電通西日本は、瀬戸内 7 県および関西地区（２府４県）、

関東地区（１都３県）にわたって詳細なインターネット調査を実施し、

それに基づきブランディング戦略を立案し「瀬戸内ブランディング計画

書」を取りまとめ、ブランド・ロゴマーク等も考案した。つぎに、広域

連携試行事業として、「瀬戸内ブランド発掘 “宝船 ”クルーズ」および「瀬
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戸内ブランド発掘フォーラム」を実施し、これらの参加者へのアンケー

トの実施および分析を行ったうえで事業化プランを策定した。さらに、

「しまなみ海道」を活用したサイクリングイベントプランを企画立案し

た。  

したがって、本事業は、業務委託仕様書に従ってなされており、その

適法性に問題はない。  

 

エ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められ

なかった。  

 

４ 「瀬戸内ブランド化誘客促進事業（フランス情報発信）業務」  

（１）事業概要  

政府は、「訪日外国人旅行者を 2016 年までに 1800 万人､将来的に 3000

万人」の目標達成を目指して取組みを進めているが、東日本大震災以降､

風評被害等により訪日外国人旅行者が全国的に大きく減少した。インバ

ウンド需要の早期回復に向けた取組みによって､訪日外国人旅行者の数

は現在､回復基調にある。  

しかしながら、各国の観光客受け入れ人数別では、フランスが一番多

く、続いてアメリカ、中国と続き、わが国は韓国より少なく、33 位であ

る。これは、欧州からの観光客が少ないことが大きな原因といわれてい

る。  

本事業は、委託先を株式会社ティ・エス・エス・プロダクション（以

下「ティ・エス・エス・プロ」という）として、中国運輸局と広島県商

工労働局海の道プロジェクト・チームを事務局とする「推進協議会」が

連携し、フランスのケーブルテレビ局「ＮＯＬＩＦＥ」の番組（ Japan in 

motion）を活用し､世界的な多島美を誇る瀬戸内地域の観光の魅力や最新

の情報を効果的に発信することによって、訪日旅行意欲を喚起し、フラ

ンス人旅行者の誘致を促進する目的で行われた。  

具体的には、フランス人旅行者向けに、瀬戸内地域の観光ＰＲ映像の

制作をする事業であり、瀬戸内地域の観光の魅力や最新の情報を発信す

ることによって、フランス人旅行者の増大を期待するものである。  

なお、ドイツ国民は、１年間で１カ月近い休暇（ウアラウプ、Urlaub）

をとる習慣があり、ドイツ人の気質は、日本人に通じるところがあるの

で、ドイツでも同様の企画をすることが望まれる。  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、下表のとおりである。  
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表　委託契約状況 （単位：円）

予定価格 契約額
（うち広島県負担分）

㈱テイ・エスエス・プロダクション H25.1.10～H25.3.29 4,000,000
4,000,000

(2,000,000)

委託先

 

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

本事業は、フランス人の旅行者をターゲットにして、フランスで若い

層に人気のあるケーブルテレビ局である「ＮＯＬＩＦＥ」に瀬戸内の観

光資源をＰＲして、フランス人旅行者を瀬戸内地域に呼び込もうとする

ものである。  

これは、主として、広島県の観光基本条例 9 条「国際競争力および国

内競争力の高い魅力ある観光地の形成」、 12 条「観光産業の競争力の強

化」、14 条「外国人観光旅客の来訪の促進」、15 条「国際相互交流の推進」、

16 条「観光旅行者の本県への来訪の促進」、 20 条「新たな観光旅行の分

野の開拓」、 22 条「広報等」の理念および施策に合致するものである。  

したがって、事業目的は適法である。  

 

イ 事業内容の有効性等  

上述のように、この事業は、委託先をティ・エス・エス・プロとして、

フランス人旅行者を瀬戸内地域に呼び込むことを目的とする事業である。 

ティ・エス・エス・プロは、上記目的を達するために、フランスのケ

ーブルテレビ局「ＮＯＬＩＦＥ」の放送番組「 Japan in motion」で、フ

ランス人（大学生）と日本人（フォトグラファー）の若い女性による会

話で、瀬戸内７県の代表的観光地を映像により紹介する手法をとった。  

同ケーブルテレビ局は、フランスで 650 万世帯が加入し、約 1200 万人

の視聴者を有するテレビ局であるが、放送される番組の多くは日本の情

報に特化したものであり、日本の最新情報や日本の音楽、ゲーム、アニ

メ等の番組を作成している。したがって、たくさんの日本好きのフラン

ス人が同局の番組を視聴している。また同局は、ケーブルテレビチャン

ネル全 85 チャンネルある中で、 25-34 歳の男性で第 3 位、 25-34 歳女性

では第 4 位という高いランクにある。  

番組視聴者に対するアンケート調査では、瀬戸内に行ってみたいか、

という質問に対しては、下図のとおり、約 73％がぜひ行ってみたいと回

答し、瀬戸内 7 県で最も行ってみたいエリアに関する質問に対しては、

約 35％が広島県と回答し、最も高かった。  
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上述のとおり、本事業は、事業目的に従って実施され、有効に行われ

ていると評価できる。また、効果的な事業実施であったと評価できる。  

Ｑ．瀬戸内に行ってみたいと思いましたか？

図　視聴者アンケート結果Ⅰ
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Ｑ．番組を観た中でいちばん行ってみたいと思った所はどこですか？

図　視聴者アンケート結果Ⅱ
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ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

本契約の委託先企業は、ティ・エス・エス・プロであるが、契約書に

は「反社条項」、「監督・検査条項」、「かし担保条項」、「危険負担条項」、

「合意専属管轄条項」は記載されているが、「個人情報保護条項」の記載

がない。  
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（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は、プロポーザル方式の随意契約でおこなわれている。これは、

地域の観光資源の魅力を強力にアピールするため、現地の旅行市場の動

向やニーズを的確に把握したうえで、地域の観光ポイントを適切に選択

し、最も効率的な手法によりプロモーション等を行う必要がある。その

ため、請負事業者には、すぐれた創造造成、高度の技術、豊富な知識お

よび経験、確実な業務執行体制が求められ、これらについて、公正かつ

適正に審査するために企画提案書を広く公募して事業者を選定したもの

である。  

したがって、本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の手引」に「そ

の性質又は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる「企画・提案

を公募して選定した業者と契約するもの」に該当し、随意契約にしたこ

とに問題はない。  

しかし、事業者選定の審査委員は、すべて広島県の職員で占められて

いる。広島県の職員だけの審査委員であるからといって、必ずしも公平

性を害するとはいえないが、県の職員は、定期的に異動しており、十分

な専門的知識を有するわけではないことから、県の職員以外の専門家も

審査員として入れた方が妥当であろう。（意見）  

（ウ）契約履行の適法性  

委託先であるティ・エス・エス・プロは、フランスのケーブルテレビ

局「ＮＯＬＩＦＥ」の放送番組「 Japan in motion」において、瀬戸内７

県の代表的観光地を会話形式の映像で紹介し、それぞれの観光地の特徴、

魅力をナレーションで流すという方法によって、フランス人に広く紹介

した。番組視聴者に対するアンケートを実施し、その分析を行っている。  

したがって、本事業は、業務委託仕様書に従った履行といえ、その適

法性に問題はない。  

エ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められ

なかった。  

５ ３つの瀬戸内プラットフォーム委託事業以外の支出  

（１）支出概要  

上記の瀬戸内プラットフォーム構築事業の 3 つの委託業務以外の支出

は、下表の通りである。  
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表　委託事業以外の支出執行額 （単位：円）

需用費 使賃

プロデューサー設置に係る報酬 8,400,000

プロデューサー設置に係る旅費 606,080

専門家の選定委員会参加の謝金 529,200

専門家の選定委員会参加の旅費 14,890

職員旅費 3,515,430

事務用品購入費用 111,920

有料道路代等 3,950

会議室使用料 9,100

合計 8,929,200 4,136,400 111,920 13,050

内容
その他

報償費 旅費

 

 

プロデューサー設置に係る報酬は、株式会社レゾンとの瀬戸内ブラン

ド構築のためのブランドプロデューサー業務の報酬である。契約書によ

ると、業務の内容は以下のとおりであり、契約期間は、平成 24 年 8 月 1

日から平成 25 年 3 月 31 日、契約額 840 万円（消費税込）である。  

①  瀬戸内ブランドの構築全般に関する指導・助言  

②  瀬戸内ブランドのイメージおよびコンセプト等の策定  

③  諸団体、企業、有識者との関係構築に関すること  

④  効果的な情報発信・広報戦略に関すること  

⑤  プロモーション施策の指導・助言および監修  

⑥  プロダクト開発・人材育成施策の指導・助言  

専門家の選定委員会参加は、上述の「瀬戸内ブランド」連携事業およ

び平成 24 年度ビジット・ジャパン地方連携事業「瀬戸内ブランド化顧客

促進事業（フランス情報発信）」業務のプロポーザル型公募における選定

委員会でのものである。  

職員旅費は、「推進協議会」運営、各県等との調整およびプロデュー

サーとの協議等のための旅費である。  

 

（２）監査結果  

ア プロデューサー契約締結の適法性  

株式会社レゾンとの契約は、随意契約となっている。平成 24 年 7 月

17 日起案文書「瀬戸内ブランド推進協議会におけるブランドプロデュー

サーの設置およびそれに伴う経費の支出について（伺い）」によると、そ

の根拠として地方自治法施行令第 167 条の 2 第１項 2 号、すなわち、そ

の性質又は目的が競争入札に適しないものに該当するとしていた。また、
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その該当の具体的理由には、「本業務は、瀬戸内ブランドの構築に向けて、

基本コンセプトおよび伝えるべきメッセージ等の策定、効果的な事業実

施、広報戦略等に関し、総合的な見地からアドバイスを行うものである

ことから、地域ブランドの確立に関し豊富な経験と実績を持つ必要があ

る。そこで、これまで国や地方公共団体等の地域ブランド戦略、観光戦

略、地域活性化業務に多数従事し、地域ブランドの確立に関し豊富な経

験と実績を持つ西川りゅうじん氏（株式会社レゾン）と随意契約を締結

する。」とされていた。  

担当者によれば、瀬戸内ブランド「推進協議会」から西川りゅうじん

氏を推薦されたこと、広島県での助言等の受託の実績があり、即戦力の

人材との評価をしていたこと、また業務の特殊性から受託者が特定され

るものと考えていたとのことである。  

本契約においては、「委託・役務業務契約事務の手引」に「その性質又

は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる「業務の特殊性から受

託者が特定されるもの」に該当し、随意契約にしたことに問題は認めら

れない。  

 

イ 予算実行の適法性  

予算実行の適法性に関して、特に問題となる事項は認められなかった。 

 

第４ 瀬戸内ブランド形成事業に関する個別事業  

１ 総説  

瀬戸内ブランド形成事業とは、「瀬戸内ブランド」の体系化を目指し、

前述の 7 個の戦略テーマに沿って発掘に取り組んできた資源等をもとに、

推進主体を構築し事業の拡大に取り組む事業を指す。このブランド形成

事業として予算化された事業は、以下の６つである。  

 

① 尾道県営２号上屋 企画提案者の信用調査業務  

② 島旅クルージングモデル事業実施計画策定業務  

③ 「瀬戸内 食のトップブランド」ブランディング  

④ 瀬戸内ツーリズム推進事業業務  

⑤ アート周遊メニュー開発事業  

⑥  宮島弥山展望休憩所関係工事等に係るアドバイザー業務  

 

なお、委託事業別の支出執行額の内訳は下表のとおりである。  
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サイクリスト用ホテル イメージ

（単位：円）

委託料 報償費 旅費 その他 合計

瀬戸内ブランド形成事業 15,525,700 480,600 1,118,950 0 17,125,250

尾道県営２号上屋　企画提案者の信用調査
業務

94,500 0 0 0 94,500

島旅クルージングモデル事業実施計画策定
業務

2,461,200 0 0 0 2,461,200

「瀬戸内　食のトップブランド」ブランディング
推進業務

10,027,500 0 0 0 10,027,500

瀬戸内ツーリズム推進事業業務 1,050,000 0 0 0 1,050,000

アート周遊メニュー開発事業 997,500 0 0 0 997,500

宮島弥山展望休憩所関係工事に係るアドバ
イザー業務

895,000 0 0 0 895,000

上記6委託事業以外の支出執行額 0 480,600 1,118,950 0 1,599,550

表　平成24年度委託事業別支出執行額内訳

事業 / 勘定科目

 

 

報償費は、プロポーザル方式による委託先選定のための選定委員およ

び瀬戸内ブランドセミナー講師に対する謝金である。旅費は同選定委員

に対する旅費、並びに瀬戸内サイクリングロード事業および他の委託業

務についての県職員旅費である。  

 

２ 尾道県営２号上屋 企画提案者の信用調査業務  

（１）事業概要  

この事業は、尾道糸崎港西御所地区

（県営 2 号上屋およびその周辺）活用

事業者を選定するにあたり、選定委員

会における判断材料とするため、業績、

資金現況および企業活力などを勘案し

た企画提案者の信用度調査を実施した

ものである。  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、下表のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

㈱帝国データバンク H24.8.9～H24.8.9 110,880 94,500
委託先

 

（２）本事業の監査結果  

本事業は、随意契約により行われているが、契約金額が 9 万 4500 円で

あるので、広島県の契約規則 2 条 2 項、 3 項により、契約書、請書の作

成がなされていない。  

本事業は、尾道糸崎港西御所地区の活用事業者を選定するため、事業

者の信用度調査を行うことを目的とし、委託先も信用調査について実績
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船から見た瀬戸内海の夕日

のある株式会社帝国データバンクである。申込書および調査報告書の閲

覧並びに担当者へのヒアリングの結果、契約金額的にも相当であり、問

題はみとめられなかった。  

 

３  島旅クルージングモデル事業実施計画策定業務  

（１）事業概要  

この事業は、委託先を株式会社

ベリングハムハーバーマネージメ

ント（以下「ベリングハム」とい

う）として、「海の道構想」におけ

る戦略テーマの一つである「船と

航路とみなとにぎわい」に基づき、

「瀬戸内ブランド」の浸透および

「瀬戸内ファン」の拡大を図るこ

とを目的として、拠点となる港等からプレジャーボートを活用し、観光

資源等を周遊する「島旅クルージングモデル事業実施計画」を策定する

ものである。  

その事業概要は、以下の事業に関するものである。  

① クルーズ事業実施に向けた課題と対応策  

② クルージングプランの検討  

③ クルージング事業の収支の検討  

④ クルージングモデル事業実施スキームの方策検討  

⑤  クルージングモデル事業実施スケジュール  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、下表のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

㈱ベリングハムハーバーマネー
ジメント

H25.3.1～H25.3.29 2,500,000 2,461,200

委託先

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

「島旅クルージングモデル事業実施計画策定業務」は、瀬戸内ファン

の拡大を目的に、瀬戸内全域におけるプレジャーボートを活用した島旅

クルージング事業の展開を目指し、広島県内でモデル事業として実施す

るための計画を策定することにあるから、主として観光基本条例 10 条
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「観光資源の活用による魅力ある観光地の形成」、 20 条「新たな観光旅

行の分野の開拓」、21 条「観光地における環境および良好な景観の保全」

の条文の理念および施策に合致する。  

したがって、事業目的は適法である。  

 

イ 事業内容の有効性等  

上述のとおり、本事業は、委託先をベリングハムとして、「瀬戸内ブラ

ンド」の浸透および「瀬戸内ファン」の拡大を図るために、拠点となる

港等から 5 隻のプレジャーボートを活用した観光資源等を周遊するクル

ージングモデル計画を策定することを目的とする事業である。  

ベリングハムは、この目的を達するために、定期航路事業者との調整、

拠点港・寄港地の選定、適正な利用料金、プレジャーボートの適正管理、

船舶の運用方法、事業リスクの整理、課題の提案をおこなっている。  

クルージングプランとして、 5 隻のプレジャーボートを運行すること

を前提に、新たな 5 つのクルージングコースとそれぞれ見学する観光地

と時刻表を示したうえで提案し、既存の定期航路をつなぎ、自由に乗り

継ぎが可能な運航スケジュール案も作成している。  

以上のとおり、本事業は、事業目的に従って実施され有効に行われて

いると評価できる。また、マリーナ関連コンサルティング専門業者にふ

さわしい効果的な計画を提供していると評価できる。  

 

図　新たな5つのクルージングコース
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① 宮島 ～ 江田島 ～ 呉港 ② 呉港 ～ 下蒲刈島 ～ 上蒲刈島 ～ 大崎下島

宮島ビジター桟橋 出航時間 8:00 呉港（大和ミュージアム） 出航時間 8:30

｜ ｜

江田島（旧兵学校前） 到着時間 8:40 下蒲刈島（松濤園） 到着時間 9:20

見学時間 1時間10分 見学時間 1時間

出航時間 9:50 出航時間 10:20

｜ ｜

呉港（大和ミュージアム） 到着時間 10:50 上蒲刈島（県民の浜） 到着時間 10:40

見学時間 1時間10分 見学時間 40分

出航時間 12:00 出航時間 11:10

｜ ｜

宮島ビジター桟橋 到着時間 13:00 大崎下島（御手洗） 到着時間 11:50

昼食時間 1時間

出航時間 13:00 出航時間 13:10

｜ ｜

江田島（旧兵学校前） 到着時間 13:40 上蒲刈島（県民の浜） 到着時間 13:50

1時間10分 見学時間 40分

出航時間 14:50 出航時間 14:20

｜ ｜

呉港（大和ミュージアム） 到着時間 15:50 上蒲刈島（県民の浜） 到着時間 14:40

1時間10分 見学時間 1時間

出航時間 17:20 出航時間 15:50

｜ ｜

広島港プリンスホテル前 到着時間 18:00 呉港（大和ミュージアム） 到着時間 17:00

■ 1号艇：宮島 ～ 江田島 ～ 呉港

　する。

　宇品のグランドプリンスホテル広島前と

　　1隻のボートで2回周遊し、最終到達地を、

■ 2号艇：呉港 ～ 下蒲刈島 ～ 上蒲刈島 ～

　　　　　　　 大崎下島

　　呉港を出航し、大崎下島に到着後、再び

　呉港に戻る往復コース。
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③ 竹原港 ～ 大崎上島 ～ 大崎下島 ～ ④ 竹原港 ～ 大三島（宮浦） ～ 大崎上島 ～ 御手洗

　　　　　　　　　　　　　　　　　　下蒲刈島 ～ 音戸の瀬戸

竹原港ビジター桟橋 出航時間 8:00 竹原港ビジター桟橋 出航時間 8:00

｜ ｜

大崎上島（清風館） 到着時間 8:35 大崎上島（清風館） 到着時間 8:40

出航時間 8:35 出航時間 8:45

｜ ｜

大崎下島（御手洗） 到着時間 8:55 大三島（宮浦） 到着時間 9:05

見学時間 1時間5分

出航時間 10:00 出航時間 10:20

｜ ｜

上蒲刈島（県民の浜） 到着時間 10:40 大崎下島（御手洗） 到着時間 11:00

見学時間 2時間

出航時間 10:45 出航時間 13:55

｜ ｜

下蒲刈島（松濤園） 到着時間 11:05 大三島（宮浦） 到着時間 14:35

見学時間 1時間

出航時間 12:15 出航時間 15:00

｜ ｜

音戸の瀬戸 到着時間 12:55 大崎下島（御手洗） 到着時間 15:40

見学時間 1時間5分

出航時間 12:55 出航時間 16:40

｜ ｜

下蒲刈島（松濤園） 到着時間 13:35 竹原港ビジター桟橋 到着時間 17:30

見学時間 1時間

出航時間 14:50

｜

上蒲刈島（県民の浜） 到着時間 15:10

出航時間 15:15

｜

大崎下島（御手洗） 到着時間 15:55

見学時間 1時間

出航時間 16:55

｜

大崎上島（清風館） 到着時間 17:15

出航時間 17:20

｜

竹原港ビジター桟橋 到着時間 18:00

　竹原港に戻るコース。

　　竹原港出航後、大三島を経由し、再び

■ 3号艇：竹原港 ～ 大崎上島 ～ 大崎下島 ～

　　　　　　　 下蒲刈島 ～ 音戸の瀬戸

　　竹原港出航後、音戸の瀬戸を回り、再び

　竹原港に戻るコース。

　　　　　　　 御手洗

■ 4号艇：竹原港 ～ 大三島 ～ 大崎上島 ～
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⑤ 生口島 ～ 大三島 ～ 大崎下島 ～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大三島 ～生口島

生口島（瀬戸田港） 出航時間 8:00

｜

大三島（宮浦） 到着時間 8:40

出航時間 8:40

｜

生口島（瀬戸田港） 到着時間 9:20

出航時間 9:30

｜

大三島（宮浦） 到着時間 10:10

見学時間

出航時間 11:20

｜

大崎下島（御手洗） 到着時間 12:00

見学時間

出航時間 14:50

｜

大三島（宮浦） 到着時間 15:30

出航時間 16:30

｜

生口島（瀬戸田港） 到着時間 17:10

　ともに、大崎下島に立ち寄るコース。

■ 5号艇：生口島 ～ 大三島 ～ 生口島 ～

　　　　　　　 大崎下島

　　生口島を出航し、大三島を往復すると

 

ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

本委託契約は東京都に所在する会社との契約であり、隔地者間の契約

であるが、合意管轄条項はない。  

 

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は、プロポーザル方式の随意契約によっている。プロポーザル

方式の随意契約とした理由は、次のとおりである。すなわち、「当該業務

は、限られた期間内に観光資源等を整理した上でクルーズコースを検討

し、当該クルーズコースの採算性を考慮した収支計算資料を作成する必

要があり、プレジャーポートの傭船および管理運営、船主との調整、定
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広島県産かき

期航路事業についての専門的な知見の質および量が調査の実施体制や方

法によって計画の精度に大きな差異を生じるため、これらのことを総合

的に勘案して委託先を選定する必要があることから、金額の多寡だけで

判断する競争入札方式には適さないため。」とされる。  

上述より、本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の手引」に「そ

の性質又は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる「企画・提案

を公募して選定した業者と契約するもの」に該当し、随意契約にしたこ

とに問題はない。  

 

（ウ）契約履行の適法性  

委託先のベリングハムは、各種の詳細な調査に基づいてクルーズ事業

実施に向けた課題と対応策を示し、クルージングプランの収支を含めて

提起した。さらに、クルージングモデル事業実施スキームおよびその具

体的な実施スケジュールを提起した。  

したがって、本事業は、業務委託仕様書に従った履行といえその適法

性に問題はない。  

 

オ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められ

なかった。  

 

４ 「瀬戸内 食のトップブランド」ブランディング推進業務  

（１）事業概要  

委託先は、株式会社ＥＳＦ（以下「ＥＳＦ」という）である。委託業

務の内容は、①「瀬戸内 食のトップブランド」ブランディング方策の

企画、立案、②ブランディングに係る瀬戸内の食材調査、③ブランディ

ング方策実施に向けた準備である。  

①は、具体的には「瀬戸内の食」をブ

ランド化するため、外食業界に影響力の

あるトップシェフのネットワークを利用

した効果的なブランディングを実施する

ためのプロセスとプロモーション方策を

企画立案することである。ブランディン

グにあたっては、和・洋・中など様々な

ジャンルのトップシェフに意見調査を行

い、それを踏まえたブランディング方策の企画立案、瀬戸内のブランデ
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ィングに資するように、季節に応じた豊富で多彩な食材の活用の検討な

どが行われる。  

②は、トップシェフのネットワークを利用した効果的なブランディン

グに資する瀬戸内の食材調査を行うことである。食材調査は、海産物、

農産物ごとに複数選定し、トップシェフによる現地訪問によりヒアリン

グを実施するなどして行われる。  

③は、ブランディング方策に基づき、トップシェフのネットワークを

活用した瀬戸内の食に関する情報発信と、瀬戸内の食のメニュー開発・

浸透に向けた準備を行うことであるが、瀬戸内の食メニュー開発に効果

的な媒体により、外食業界への情報発信を企画し、トップシェフによる

メニュー開発を一流シェフ、メディア、専門家等に披露し浸透させる賞

味会を企画し、その準備をする方法によって行われる。  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、下表のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

㈱ＥＳＦ H25.1.17～H25.3.31 10,048,500 10,027,500
委託先

 

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

「瀬戸内 食のトップブランド」ブランディング推進業務委託契約は、

広島名物の牡蠣や柑橘類をはじめとする瀬戸内の特徴的な食材に、料理

や調理方法などを含めた「瀬戸内食」をブランド化するためのプロセス

とともに、効果的かつ戦略的なプロモーション方策等を定め、「瀬戸内 

食のトップブランド」の推進方策を企画立案することを目的とするもの

である。したがって、本事業は主として観光基本条例の 10 条「観光資源

の活用による魅力ある観光地の形成」、12 条「観光産業の競争力の強化」、

16 条「観光旅行者の本県への来訪の促進」、 17 条「観光旅行者に対する

接遇の向上」、22 条「広報等」の条文の理念および施策に合致しており、

本事業の目的は適法である。  

 

イ 事業内容の有効性等  

本事業は、委託先をＥＳＦとして、広島名物の牡蠣や柑橘類をはじめ

とする瀬戸内の特徴的な食材に、料理や調理方法などを含めた「瀬戸内

食」をブランド化するため、「瀬戸内 食のトップブランド」の推進方策

を企画立案することを目的とするものである。  
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ＥＳＦは、上記目的を達するために、以下の方法をとった。まず、和

洋中有名料理人（トップシェフ）、有名料理研究家、評論家等を選抜し、

小研修旅行を実施した。次に、現地訪問したシェフが開発した「せとう

ち料理」の賞味会を開催した。参加者は、和洋中シェフ、料理研究家、

評論家および数社の記者である。さらに、上記賞味会のホスティングシ

ェフに対し、１ヶ月間食材提供し、「せとうち料理フェア」を実施させた。  

上述のとおり、本事業は、事業目的に従って実施され、ＥＳＦのトッ

プシェフに対する特別の人脈を活用して有効に行われていると評価でき

る。  

 

ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

契約書には、「反社条項」、「危険負担条項」、「かし担保条項」が記載さ

れていない。また、本事業の委託先は東京都に本社があるが、合意管轄

条項が記載されていない。  

 

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は、随意契約であるが、随意契約とした理由は、市場規模が約

2 兆円の外食産業では、関係事業者は市場でトップブランドとなるため

に激烈な競争を繰り広げており、その中で「瀬戸内の食」をトップブラ

ンドとするためには、他の事業者にはまねのできない優位性を持った戦

略を立案・実行する必要があるとされる。本業務は、戦略テーマのひと

つである｢瀬戸内食のトップぶランド」に沿って展開するものであり、季

節ごとに様々な食材を内包する「瀬戸内の食｣をブランド化しようとする

点で、国内ではほとんど前例のない試みである。  

契約しようとする事業者は、単なる食のプロモーションにとどまらず、

同社独自のノウハウに基づく戦略的な取組によって「ブランド化」を実

現した多大な実績や全国の著名なシェフ等との広い人脈などを有してお

り、これら同社のコアコンピタンスを活用することが、「瀬戸内の食｣の

ブランド化を実現するための有効な手段である。同社以外に「食のブラ

ンド化」に実績のある事業者は見当たらないというものである。  

本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の手引」に「その性質又は

目的が競争入札に適しないもの」として掲げる「業務の特殊性から受託

者が特定されるもの」に該当し、随意契約で行ったことに問題はない。  
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宮島のシーカヤック体験ツアーの様子

（ウ）契約履行の適法性  

委託先のＥＳＦは、フランス料理、日本料理、中国料理、イタリア料

理、スペイン料理、タイ料理、その他の洋食料理専門のトップシェフお

よび東京を中心とする有名ホテルの料理長クラスのシェフ約 100 名を集

めて、トップシェフを活用した瀬戸内食のブランディングを図る方策を

示した。  

したがって、本件事業は、業務委託仕様書に従った履行と評価でき、

その適法性に問題はない。  

オ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められ

なかった。  

５ 瀬戸内ツーリズム推進事業業務  

（１）事業概要  

本事業は、委託先を一般社団法人瀬戸

内海エコツーリズム協議会 (以下「瀬戸エ

コ協」という )として、瀬戸内を訪れる国

内外の多様な観光旅行者が、自然や文化、

地域の人々と触れ合い、五感で楽しむこ

とができるツアーの定着を促すとともに、

専門的なガイドの育成や事業化に向けた

仕組みづくりを行うことを目的とし、瀬

戸内海地域の自然環境資源や文化的資源を活用したツアープログラム構

築（瀬戸内ツーリズムの構築）と、人材育成を促進する仕組みづくり（人

材育成フォーラムの開催）を実施するものである。  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、下表のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

(一社)瀬戸内海エコツーリズム協
議会

H25.1.9～H25.3.31 1,133,065 1,050,000

委託先

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

「瀬戸内ツーリズム推進事業業務委託」は、上述の目的をもって 瀬

戸内ツーリズムの構築と、人材育成の促進フォーラムを実施するもので

ある。したがって、本事業は、観光基本条例 10 条「観光資源の活用によ
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る魅力ある観光地の形成」、 13 条「観光の振興に寄与する人材の育成」、

16 条「観光旅行者の本県への来訪の促進」、 20 条「新たな観光旅行の分

野の開拓」、 22 条「広報等」の条文の理念および施策に合致するもので

ある。  

したがって、本件事業目的は適法である。  

イ 事業内容の有効性等  

本事業は委託先を瀬戸エコ協として、瀬戸内を訪れる国内外の多様な

観光旅行者が自然や文化ならびに地域の人々と触れ合い、五感で楽しむ

ことができるツアーの定着を促すとともに、専門的なガイドの育成や事

業化に向けた仕組みづくりを行うことを目的とする事業である。  

上記目的を達するために、広島県を主体として廿日市市、呉市および

瀬戸エコ協が共同して「瀬戸内ツーリズム推進協議会」を立ち上げ、瀬

戸エコ協がコーディネータの役割を担い運営母体となって、以下のエコ

ツーリズム事業を行った。  

① 「瀬戸内ツーリズムの構築」事業として、国内旅行者向けのツ

アープログラムについて、瀬戸内海地域でモニターツアーを企

画、実施した。  

②  「エコツーリズムのための人材育成活動」事業として、先進事

例の紹介とか、有識者の意見を聞くことにより、瀬戸内海地域

において、体感ツアーに取り組む機運醸成および関係者の連携

強化を目的にフォーラムを開催した。  

以上のとおり、本事業は事業目的に従って実施され有効に行われてい

ると評価できる。また、 3 つの自治体が協力して事業に参加している点

において、効率的に行われたと評価できる。  

 

ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

本契約書には、「監督・検査条項」、「かし担保条項」、「危険負担条項」

が記載されていない。  

 

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は、随意契約で行われているが、随意契約とする理由をみると、

「一般社団法人瀬戸内海エコツーリズム協議会は、瀬戸内海地域の豊富

な自然環境資源と有無の歴史文化資源を組み合わせた多様なツアコース
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を設定し、新たな観光ビジネスとして『海のエコツアー』を瀬戸内海地

域に定着させることを目的に設立されており、県内で唯一、エコツアー

を組織的に進めている団体である」ことをあげている。  

したがって、本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の手引」に「そ

の性質又は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる「各都道府県

が共通の受託者と契約するもの」に準じるケースであり、かつ「業務の

特殊性から受託者が特定されるもの」にも該当すると解される。  

よって、随意契約にしたことに問題はない。  

 

（ウ）契約履行の適法性  

委託先の瀬戸エコ協は、「瀬戸内ツーリズムの構築」の推進のために、

国内旅行者向けのツアープログラムについて瀬戸内海地域でモニターツ

アーを企画、実施し、「エコツーリズムのための人材育成活動」のために、

先進事例の紹介や有識者の意見を聞くことにより、瀬戸内海地域におい

て体感ツアーに取り組む機運醸成および関係者の連携強化を目的にフォ

ーラムを開催した。  

そのほかに、①販売チャネル（販売経路、集客方法）、②参加者のター

ゲッティング、③料金設定につき、それぞれ課題をあげ提言した。  

したがって、本事業は、業務委託仕様書に従った履行と評価でき、そ

の適法性に問題はない。  

 

エ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、「海の道構想」事業計画策定支援

業務委託におけると同様、下記事項を除き特に問題となる事項は認めら

れなかった。  

委託先である瀬戸エコ協からの実績報告書は、平成 25 年 4 月 26 日付

で事業実績について関係書類を添えて報告する旨が記載され提出されて

いる。担当者が作成した検査調書では、平成 25 年 3 月 31 日付で「業務

について検査し、相違なく完了したことを確認しました。」とし、平成

25 年 5 月 24 日に委託料の支払いが行われている。  

この日時の前後関係から言えば、完了検査日にはまだ実績報告書およ

び成果品が提出されていないように思われるにも拘らず、検査が実施さ

れ、支払が実行されたように見える。  

担当者によれば、成果品は検査日までに事前に別途入手しており、検

査日に検査・履行確認しているとのことであったが、日付および文書上

の不整合が生じており、適切な検査の実施が行われていることは文書上
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からは確認できない。  

したがって、検査調書には実績報告書入手後に記載する定型的な文言

ではなく、実際にどのように検査したか具体的に記載し、検査調書には

検査した書類を添付すべきである。（意見）  

 

６ アート周遊メニュー開発事業  

（１）事業概要  

この事業は、委託先を株式会社ブックエンド（以下「ブックエンド」

という）として、平成 26 年開催予定の「瀬戸内しまのわ２０１４」にお

ける観光ルートの活用を視野に入れながら、広島県内および瀬戸内海に

点在する見どころ、建築や文化財をとりあげ、それらを徒歩や陸上交通、

海上交通で結ぶことで潜在的観光ルートを可視化させることを目的とし

ている。  

事業内容は、平成 26 年開催予定の「瀬戸内しまのわ２０１４」におけ

る観光ルートとして活用するため、『建築』をキーワードとした新たな周

遊メニューとして、以下の方法により呉、江田島および竹原における建

築資源の観光モデルルート化を行うものである。  

① 呉、江田島および竹原の『建築』資源のうち、観光素材となり

得るものの選出  

② この観光素材に対する解説文執筆および写真撮影  

③ 「呉・江田島エリア」および「竹原・とびしま海道エリア」で

の観光モデルルートの設定  

④  「瀬戸内しまのわ２０１４」終了後も地域の観光プログラムと

して周遊ルートの紹介や案内等を継続的に行う主体となり得

るＮＰＯ活動やまちづくりプロジェクトの調査  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、以下のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

㈱ブックエンド H25.1.9～H25.3.31 999,180 997,500
委託先

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

「アート周遊メニュー開発事業」は、広島県内および瀬戸内海に点在

する、建築や文化財を取り上げ、それらを徒歩や陸上交通、海上交通で

結ぶことで、潜在的観光ルートを可視化させることを目的としており、
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観光基本条例 10 条「観光資源の活用による魅力ある観光地の形成」、 12

条「観光産業の競争力の強化」、 16 条「観光旅行者の本県への来訪の促

進」、20 条「新たな観光旅行の分野の開拓」、22 条「広報等」の条文の理

念および施策に合致するものである。  

したがって、本件事業目的は適法である。  

イ 事業内容の有効性等  

本事業は、委託先をブックエンドとして平成 26 年開催予定の「瀬戸内

しまのわ２０１４」における観光ルートの活用を視野に入れながら、広

島県内および瀬戸内海に点在する建築や文化財をとりあげ、それらを徒

歩や陸上交通、海上交通で結ぶことで、潜在的観光ルートを可視化させ

ることを目的としている。  

この目的を達するために、ブ

ックエンドは、『建築』をキーワ

ードとした新たな周遊メニュー

として、呉、江田島および竹原

におけるモデルルート化を行っ

た。  

本件事業は、事業目的に従っ

て実施され、有効に行われてい

ると評価できる。  

しかし、提出された成果物に

は文章がほとんどなく、広島県

民であればよく知っている観光

地とその周辺の建物を記入した

観光地図と、ごく簡単な説明の

ついた写真で占められている。  

また、提示された呉・江田島

モデルルートを例にとり、実際に検証してみると、指定された術科学校

の見学時間帯、および待ち時間を含めた移動時間等を考慮すると、午前

8 時に宇品港を出発して指定された観光地を徒歩と公共交通機関を使っ

て観光して午後 5 時 45 分から 6 時までに広島駅に着くのはほとんど不可

能といってよい。また、呉観光では『大和ミュージアム』と『てつのく

じら館』が抜けており、さらには、見学先としている「ジャパンマリン

ユナイテッド呉工場」には、今は海軍時代のドックはないのに「ある」

と記載されている。  
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これらのところより、本事業は、一応事業目的に従って実施されてい

るものの、その効果には疑問が残る。  

 

ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

本契約書には、「危険負担条項」および「かし担保条項」がない。また、

本事業の委託先は、東京都に本社があるが、「合意管轄条項」が記載され

ていない。  

 

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は随意契約でおこなわれているが、随意契約とした理由として、

以下の５点があげられている。  

① 本業務は戦略テーマのひとつである「瀬戸内  アート廻廊」に

沿って展開するものであり、業務執行にあたっては、文化芸術

に関する一定の知識・情報を持っている企業に委託する必要が

ある。  

② ブックエンドは、文化芸術系を専門とする書籍編集や情報発信

を行う出版社であり、平成 22 年度の構想策定段階からアート

をキーワードとした観光について、同社から様々なアドバイス

を得てきている。  

③ ブックエンドは、『建築』資源を活用した誘客を組織的に取り

組んでいる県内で唯一の団体であるアーキウォーク広島と連

携し、『建築』資源を生かした地域活性化方策や情報発信につ

いての検討も進めている。  

④ その検討の中で、既に『建築』に関する多くの情報を収集して

いることから、観光素材となり得る建築のピックアップや、ル

ートの設定等、今回の業務を短期間で効率的に進めることが可

能である。今後のプロモーションの面からも、本業務をブック

エンドに委託することが最も効果的である。  

⑤  平成 23 年度には、広島市内および宮島における『建築』資源

の活用方策の検討およびモデルルート化の業務を円滑に実施

した実績があり、信頼できる。  

以上のところより、本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の手引」

に「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる「業務

の特殊性から受託者が特定されるもの」に該当し、随意契約にしたこと

に問題はない。  
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弥山新展望台

（ウ）契約履行の適法性  

提出された成果物をみる限り、業務委託仕様書に沿った業務が行われ

ているが、上述のとおり、そこで示されている呉・広島ルートを時間内

に踏破することはほとんど不可能であり、提示された観光建築物等につ

いても、最近の情報が欠如しているところがある。  

したがって、本件において示されたルートは、実地調査に基づいて適

切かつ実現可能な提案であるかどうか疑問なしとしない。（付記）  

 

エ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められ

なかった。  

 

７ 宮島弥山展望休憩所関係工事に係るアドバイザー業務  

（１）事業概要  

この事業は、委託先を「三分一

博志建築設計事務所」（以下「三分

一設計事務所」という）として、

瀬戸内海国立公園宮島弥山展望休

憩所の再整備工事について、単な

る展望休憩所としての建築物では

なく、世界遺産宮島にふさわしい

芸術作品としての意思が反映され

る必要があることから、実施設計

に基づいた工事の施工図面作成や材料の検討などの工事監理業務に対し

て、総合的な見地からアドバイザー業務を行うものである。  

アドバイザー業務の具体的内容は、①工事管理方針業務、②設計図書

に関する業務、③行程表および施工計画に関する業務、④その他、工事

管理に関する業務である。  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、以下のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

三分一博志建設設計事務所 H24.12.15～H25.3.31 895,000 895,000
委託先

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

本事業は、宮島弥山展望休憩所関係工事等に関するアドバイザー業務
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を目的としており、観光基本条例の 10 条「観光資源の活用による魅力あ

る観光地の形成」、21 条「観光地における環境および良好な景観の保全」

の条文の理念および施策に合致するものであり、本事業目的は適法であ

る。  

 

イ 事業内容の有効性等  

上述のとおり、本事業は、委託先を三分一設計事務所として、瀬戸内

海国立公園宮島弥山展望休憩所の再整備工事について、単なる展望休憩

所としての建築物ではなく、世界遺産宮島にふさわしい芸術作品として

の意思を反映させることを目的としている。  

この目的を達するために、三分一設計事務所は、瀬戸内海国立公園宮

島弥山展望休憩所の再整備工事に関して工事管理業務の実施に関する助

言および提案を行った。  

以上述べたところより、本事業は、事業目的に従って実施され有効に

行われていると評価できる。  

 

ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

本契約書には、「危険負担条項」、「反社条項」、「かし担保条項」、「疑義

解決条項」の記載がない。  

 

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は、随意契約でおこなわれているが、世界遺産宮島にふさわし

い展望休憩所を再整備するにあたり、休憩所という建築物の視点だけで

はなく、芸術品としての基本デザインや材質、色彩にデザイナーの意思

が反映される必要があるところ、三分一博志氏は、宮島弥山展望休憩所

の再整備における基本デザイン設計業務を請け負っており、デザイナー

の意思に沿った工事が実施されるようにするため、随意契約で行ったも

のであるとされている。したがって、本契約の締結は、「委託・役務業務

契約事務の手引」に「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」と

して掲げる「業務の特殊性から受託者が特定されるもの」に該当し、随

意契約としたことに問題はない。  

 

（ウ）契約履行の適法性  

委託先の三分一設計事務所は、現地を視察し、以下のようなアドバイ

スを行っている。  
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① 世界遺産に立つ展望台として、ふさわしい建築である必要が

ある。  

② 地面がぬかるんでおり、特に登山者が歩く範囲については、

整備が必要である。  

③ 既存展望台２Ｆでは、登山者の靴に付着した泥、ごみ等によ

り雨天の翌日には、排水管が目詰まりを起こし、水たまりに

なっている。新展望台には、桶や排水管は目詰まりを起こす

可能性があるため、これを設置せずに排水できるように考え

る必要がある。  

④ 弥山山頂でも木造または木を使用した建物が多い。これらの

施設関係者の方々と管理の方法も含めて、協力・連携しては

どうか。  

⑤  敷地周囲にみられる朽ちた柵は景観上、安全上世界遺産にふ

さわしくない。  

したがって、本事業は、業務委託仕様書に従った履行と評価でき、そ

の適法性に問題はない。  

 

オ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められ

なかった。  

 

第５ 「瀬戸内しまのわ２０１４」実施事業  

１ 総論  

「瀬戸内しまのわ２０１４」実施事業は、「瀬戸内・海の道」を構成す

る広島県および愛媛県の島しょ部および沿岸部が一体となって、瀬戸内

の島々の魅力を国内外へＰＲし、より一層の地域振興および瀬戸内ブラ

ンドの浸透を図る目的で実施される事業である。  

平成 24 年度には、「瀬戸内の豊かな未来を考えるシンポジウム運営業

務委託」と「地域イベント魅力向上支援業務」の 2 つの事業が実施され

た。  

なお、「瀬戸内しまのわ２０１４」実施事業の委託事業別の支出執行

額の内訳は、下表のとおりである。  
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（単位：円）

委託料 負担金 旅費 その他 合計

「瀬戸内しまのわ２０１４」実施事業 4,819,246 7,000,000 1,098,060 401,000 13,318,306

「瀬戸内海の豊かな未来を考えるシンポジウ
ム」運営業務委託

1,329,746 0 0 0 1,329,746

「地域イベント魅力向上支援業務委託 3,489,500 0 0 0 3,489,500

上記2委託事業以外の支出執行額 0 7,000,000 1,098,060 401,000 8,499,060

事業 / 勘定科目

表　平成24年度委託事業別支出執行額内訳

 

負担金は、瀬戸内しま博覧会「瀬戸内しまのわ２０１４」実行委員会

に対するものである。同実行委員会の平成 24 年度収支決算書要約は、下

表のとおりである。決算書には監事による監査報告書が付されていた。

負担金の支出は、観光振興共同事業負担金交付要綱に基づいていた。旅

費は、豊かな地域づくり支援事業に係る県職員旅費である。その他は、

有料道路代等である。  

（単位：円）

予算 決算額 備考

１．収入 14,002,000 14,371,583

負担金 14,000,000 14,000,000

広島県負担金 7,000,000 7,000,000

愛媛県市町負担金 7,000,000 7,000,000

その他 2,000 371,583 寄附金、預金利息

２．支出 14,002,000 10,605,592

総務費 2,000,000 1,446,460

旅費 1,030,000 1,170,609 実行委員旅費

使用料及び賃借料 440,000 162,380 会場使用料等

その他 530,000 113,471 収入印紙、印鑑、お茶代等

事業費 12,000,000 9,159,132

委託料 9,000,000 8,543,887
実施計画策定業務5,995千円
プロデュース業務2,548千円

旅費 3,000,000 615,245 プロデューサー旅費等

予備費 2,000 0

３．差引残額（繰越額） 0 3,765,991

区分

表　瀬戸内しま博覧会「瀬戸内しまのわ２０１４｣実行委員会
　　平成２４年度収支決算書要約

 

２ 「瀬戸内海の豊かな未来を考えるシンポジウム」運営業務委託  

（１）事業概要  

広島県は、愛媛県と共に平成 26 年に瀬戸内島しょ部の豊かな地域資源

を活用した「瀬戸内しまのわ２０１４」の開催を予定しているが、本事

業は、その機運醸成を図るために、「瀬戸内の豊かな未来を考えるシンポ

ジウム」を両県で共同開催するにあたり、すでに愛媛県側で設置されて

いる「大・しま博準備委員会」によって選定されていた株式会社エス・

ピー・シー（以下「エス・ピー・シー」という）にシンポジウムの運営
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を委託するものである。  

シンポジウムのコーディネーターは、佐藤真一氏（株式会社バリュー・

クリエーション・サービス代表取締役）、パネリストは、広島県側からは、

清水昭彦氏（田舎暮らしを楽しもう会代表）、村上美香氏（コピーライタ

ー、マチオモイ帖作者）、森ルイ氏（カフェ＆ショップ antena 代表）の 3

氏、愛媛県側からは、大西啓介氏（ＮＰＯ法人ＰｒｏｊｅｃｔＡ．Ｙ．

理事長）、風間聡氏（丸の内朝大学 瀬戸内島嶼部フイールドワーク参加

代表）、斎藤俊幸氏（今治市地域再生マネージャー［ふるさと財団］）の

3 名の合計 6 名が出席した。  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、下表のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

㈱エス・ピー・シー H24.10.8～H24.12.31 1,378,775 1,346,546
委託先

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

本事業は、平成 26 年度に広島県と愛媛県が共同で開催を予定している

「瀬戸内しまのわ２０１４」の機運醸成を図るために、「瀬戸内の豊かな

未来を考えるシンポジウム」の運営を委託するものであり、観光基本条

例９条「国際競争力および国内競争力の高い魅力ある観光地の形成」、10

条「観光資源の活用による魅力ある観光地の形成」、 12 条「観光産業の

競争力の強化」、 20 条「新たな観光旅行の分野の開拓」、 22 条「広報等」

の条文の趣旨に合致するものであり、本事業目的は適法である。  

イ 事業内容の有効性等  

本事業は、委託先をエス・ピー・シーとして、「瀬戸内しまのわ２０１

４」の開催の機運醸成を図ることを目的としている。  

この目的を達するために、エス・ピー・シーは、以下のトークセッシ

ョンとパネルディスカッションから成る「瀬戸内の豊かな未来を考える

シンポジウム」の運営を行った。  

① トークセッションは、広島県の湯崎英彦知事と愛媛県の中村時

広知事が共同で瀬戸内の観光資源について語り合うというも

のである。  

②  パネルディスカッションでは、佐藤真一氏をコーディネーター

として、観光産業の育成をテーマにディスカッションがなされ

た。  
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上述のとおり、本事業は、事業目的に従って実施され有効に行われて

いると評価できる。また、両県知事が瀬戸内観光について語り合うとと

もに、広島県と愛媛県で活躍している実践家を招いて、地域活性や観光

振興の観点からイベントに向けた今後の可能性について検討するという

スタイルは、各自治体がばらばらで宣伝するよりも大きなシナジー効果

が生じる。したがって、本事業は、「瀬戸内しまのわ２０１４」の開催の

機運醸成に効果があり、かつ効率的と評価できる。  

 

ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

本契約書には、「危険負担条項」および「かし担保条項」がない。また、

本事業の委託先は、愛媛県今治市に本社があるが、「合意管轄条項」が記

載されていない。  

 

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は随意契約でおこなわれている。随意契約とした理由は、愛媛

県では、すでに「大・しま博準備委員会」を設置して、博覧会の開催に

向けた住民の機運醸成を図るために、「瀬戸内島しょ部フイールドワーク

推進事業」を企画提案審査によりエス・ピー・シーを選定していること

から、シンポジウムの開催についても同社に運営の委託をするのが最も

効率的かつ効果的であるということである。  

上述したところより、本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の手

引」に「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる「各

都道府県が共通の受託者と契約するもの」に該当し、随意契約にしたこ

とに問題はない。  

 

（ウ）契約履行の適法性  

委託先であるエス・ピー・シーは、平成 26 年開催予定の広島県・愛媛

県共催イベント「瀬戸内しま博覧会（仮称）」（現在、「瀬戸内しまのわ２

０１４」）に向けて、地域住民の方々が集うシンポジウム（「瀬戸内の豊

かな未来を考えるシンポジウム」）の運営を行った。  

このシンポジウムでは、第１部として広島県と愛媛県の両知事による

トークセッションが行われ、第２部としてトーク＆パネルディスカッシ

ョンが行われた。  

その後このシンポジウムに対するアンケート調査が行われ、その結果

が報告された。  
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したがって、本事業は、業務委託仕様書に従った履行と評価でき、そ

の適法性に問題はない。  

 

オ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められ

なかった。  

 

３ 地域イベント魅力向上支援業務委託  

（１）事業概要  

本事業は、委託先を株式会社 studio-L(以下「 studio-L」という )とし、

平成 26 年に広島県および愛媛県で共催する「瀬戸内しまのわ２０１４」

の実施に際し、広島県における地域イベントの魅力向上支援を行うため

の魅力向上計画を策定するために行われる「地域イベント魅力向上支援

業務」を委託するものである。  

本事業内容は、以下のとおりである。  

① コミュニティ・デザインの手法を活用した地域イベント魅力向

上計画の策定  

② 企画診断書の作成  

③  実務経験豊富な専門家による講演会および意見交換会を広島

県内において１回以上実施  

なお、委託先、委託期間、予定価格、契約額は、以下のとおりである。  

表　委託契約状況 （単位：円）
予定価格 契約額

㈱studio-L H24.12.7～H25.3.29 3,500,000 3,489,500
委託先

 

（２）監査結果  

ア 事業目的の適法性  

本事業は、広島県と愛媛県の共催の「瀬戸内しまのわ２０１４」の実

施に際し、広島県における地域イベントの魅力向上計画を策定するため

に行われる「地域イベント魅力向上支援業務」の委託事業であり、観光

基本条例 9 条「国際競争力および国内競争力の高い魅力ある観光地の形

成」、10 条「観光資源の活用による魅力ある観光地の形成」、12 条「観光

産業の競争力の強化」、20 条「新たな観光旅行の分野の開拓」、22 条「広

報等」の条文の理念および施策に合致するものであり、本事業目的は適

法である。  
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イ 事業内容の有効性等  

本事業は、委託先を studio-L として、「瀬戸内しまのわ２０１４」の実

施に際し広島県における地域イベントの魅力向上の支援を行うことを目

的としている。  

この目的を達するために、 studio-L は、市町に対するヒアリング、担

い手に対するヒアリングおよび講演会・意見交換会を開催して、支援方

法のモデル、支援主体と体制、支援フローについて支援計画を策定した。  

以上のとおり、本事業は、事業目的に従って実施され有効に行われて

いると評価できる。また、ここで採用された計画のための事前調査は、

広範囲かつ詳細に行われ、それに基づく支援計画の策定は効果的と評価

できる。  

 

ウ 事業遂行手続の適法性  

（ア）契約方式・内容の適法性  

本契約書には、「危険負担条項」、「反社条項」、「かし担保条項」が記載

されていない。また、本件委託先は、大阪に本社があるが、「合意管轄条

項」が記載されていない。  

 

（イ）契約締結先選定手続の適法性  

本契約は、随意契約によっているが、その理由は、概略つぎのような  

ものである。  

① 広島県における地域イベントの魅力向上支援を行うための支

援計画の策定には、活動主体づくりとして、コミュニティ・デ

ザインの活用が必要とされる。  

② 委託先の studio-L 代表取締役山崎亮氏は、コミュニティ・デザ

インの第一人者として評されている。  

③  studio-L は、問題解決やプロジェクトの推進母体としてのチー

ム形成、ボランティア組織づくりを支援するコミュニティ・デ

ザインの手法の活用について、豊富な経験と実績を有する（海

士町総合振興計画においてグッドデザイン賞２０１０受賞、土

祭において産業観光まちづくり大賞銀賞受賞）。  

上述のとおり、本契約の締結は、「委託・役務業務契約事務の手引」に

「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」として掲げる「業務の

特殊性から受託者が特定されるもの」に該当し、随意契約としたことに

問題はない。  
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（ウ）契約履行の適法性  

委託先 studio-L は、コミュニティ・デザインの手法を利用し、地域イ

ベント魅力向上支援計画書を作成した。次に、11 の市町およびその市町

のある多くの住民団体等へのヒアリングを実施し、結果のとりまとめお

よび企画診断書を作成した。さらに、地域住民と行政を対象にして山崎

亮氏によるコミュニティ・デザインについて、具体例をまじえた紹介お

よび「瀬戸内しまのわ２０１４」に向けた観光プログラムの創出やブラ

ッシュアップにおいて感じている課題などについての意見交換会を実施

した。  

したがって、本事業は、業務委託仕様書の趣旨に従った履行といえ、

その適法性に問題はない。  

 

オ 予算実行の経済性・適法性  

予算実行の経済性・適法性において、特に問題となる事項は認められ

なかった。  
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第５章 まとめ  

 

第１ はじめに  

本監査報告書では、第１章において外部監査の概要および監査対象の

概要ならびに監査の基本的な指針について述べ、第２章から第４章にお

いては、第 1 章において述べた監査の基本的指針に基づいて、観光課事

業、ブランド推進課事業及び海の道ＰＴ事業に係る各事業につき個別に

監査結果を述べた。本章は、これら個別の監査結果を概括的・俯瞰的に

考察した所感を述べるものである。  

 

第２ 監査要点からの所見  

１ 事務執行及び管理の適法性  

事務執行および管理は、契約内容・契約締結先選定手続などにおいて

意見を述べた点をのぞき、おおむね関係法令等に準拠し適法になされて

いた。  

 

２ 事務執行及び管理の有効性･効率性  

広島県のホームページのトップページのように改善が望まれる事例、

他の事業との連携を図るなどより効率的に行いうる事例、中山間地域観

光振興計画支援事業において実施事業全体で共通のコンセプトを持って

事業の遂行をすればより効率的ではなかったかと思われる事例、さらに

はブランドショップの立地選定や物件の選択などにおいて目的達成のた

めに最適なものであったか疑問が残るなど、事務執行が有効かつ効率的

に行われていない事例が相当数見られた。  

 

３ 事務執行及び管理の経済性  

事務執行及び管理にかかる支出はおおむね経済的になされていた。  

 

４ 事務執行及び管理の外部委託の要否・委託先選定方法の適切性  

おおむね適切に行われているが、後述のとおり、委託先の選定方法に

つき審査委員の構成や、公募期間の点において考慮を要すべきと考えら

れる事例が存在した。  

また、計画策定業務にあたり、県自らが主導的に策定するのではなく

ほとんどすべてを委託しているものが見られた。  
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５ 成果の調査および評価の基準の適切性  

事務の成果の検証については後述するとおり、適切な検証に向けて改

善が求められる事例が相当数見られた。  

 

６ 他の地方公共団体等との連携の適切性  

 広島・島根観光連携事業やＮＥＸＣＯ西日本連携事業において、さらに

連携を強化したほうが良い事例などは見られたが、海の道プロジェクト

において、瀬戸内プラットフォーム構築事業の一環として、「瀬戸内ブラ

ンド推進協議会」 が設置され、瀬戸内海に面している他県と共同して事

業を遂行している例など、おおむね他の地方公共団体等との連携は適切

になされていると認められた。  

 

第３ 業務の有効性・効率性について  

本監査の対象とした事業には以下のとおりその有効性･効率性におい

て疑問のあるものがある。  

観光課の事業として行った「瀬戸内海クルーズ推進事業」と「海の道

構想」プロジェクトチームで行った「島旅クルージングモデル事業実施

計画策定業務」が重複する部分があるのではないかと考えられるなど、

重複を避けることにより改善されるのではないかと考えられる事例。ま

た、「海の駅」の施設が今後さらに整備されていくことを考慮すれば、「島

旅クルージング事業」の展開では、「海の駅」を担当している部局とタイ

アップした方が業務の効率性が図られるのではないかと考えられるなど、

他部局との連携を検討すべき事例。ＴＡＵが出店している建物について、

情報発信という目的との関係では、その選択には有効性･効率性の観点か

ら疑問が残るなど、事業内における選択の際、有効性･効率性の観点から

より慎重な検討が求められるものなどである。  

これら以外にも第２章ないし第４章において個別に述べたように、業

務の有効性･効率性の観点から検討を要する事例が相当数見受けられた。 

業務の有効性･効率性については、事業を開始する前に十分な調査・検

討を加えられる必要があるが、それでもなお結果的に有効性・効率性の

低い結果となることもありうる。  

重要な点は、結果的に有効性･効率性に問題があったと判断された事業

については、漫然と事業を継続するのではなく、改善や廃止を検討する

ということである。このためには、以下に述べるとおり、業務の効果検

証が適切になされ、その結果が共有されることが必要となる。  
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第４ 業務の効果検証について  

１ 効果検証の必要性  

本監査を通じて最も強く印象に残ったことは、どのような事業であれ

業務であれ、遂行後の効果検証の必要性である。  

本監査の対象とした観光課の事業、ブランドショップＴＡＵ、海の道

プロジェクトは、いずれも広島県の観光資源や県産品の知名度・評価を

上げ、これにより来県観光客数や県産品の売り上げの増加を図ろうとす

るものである。  

観光客数や観光消費額あるいは県産品の売り上げなどは、国内外の経

済情勢や政治情勢、気象条件、時々のブーム等様々な要素に左右される

ものと考えられる。したがって、その数値の変化が必ずしも県の施策や

事業の成果をそのまま反映するものでもなく、また、それら施策・事業

の効果が即時に顕れるとも限らない。さらには、県の知名度向上におけ

る「おしい！広島県」などの取り組みについての、日経リサーチなどに

おける、「驚きや新鮮さを持った『シンプル』なキャッチコピーを掲げた

こと、そしてキャンペーンと連動した話題作りを絶やさず、地元と一体

になって情報を発信し続けた」もので、「県民の共感を呼び起こす一方、

他地域との差別化にも成功した」、というような高評価も、これらの評価

はあくまで印象的なものであり、具体的に、観光客数、宿泊者数及び観

光消費額の増加に結びついているかどうかは判然としない。  

このようなことから、観光事業の効果を適正に評価することは、困難

な作業であると考えられる。  

しかしながら、これら施策・事業の効果の検証をなさないままでは、

実施された施策・事業を継続発展させていくべきなのか、あるいは縮小

廃止すべきなのかの判断もできないこととなる。ひいては県民のために

有効に使われるべき県費が無駄に使われる結果ともなりかねない。  

本監査においては、監査対象事業が前述のとおり効果検証の困難な事業

であることを前提としながらも、なお効果検証につき、それぞれの施策･

事業の箇所に述べたこととともに以下のような提言を行うものである。  

 

２ ワーク別管理シートによる検証  

県は効果検証のために全庁的にワーク別管理シートを採用している。  

しかしながら、現状のワーク別管理シートによる評価方法及び記録保

存方法には、第２章等で述べたとおり、成果指標の適切な設定、評価指

標の数、多くの事業が他の事業と併せて一括して評価される問題、点数

評価方式の問題、単年度評価の問題、予算要求書との連携の問題がある。  
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３ 取るべき効果検証方法  

（１）ワーク別管理シートの利用の改善  

各施策・事業において、ワーク別管理シートを利用する場合には、適

切な事業評価を行うために、成果指標の設定は、専門家や業者のアドバ

イスを取り入れ、担当課内部だけで行わないようにすべきである。また、

事業の成果に対して多面的な、きめ細かな評価を行って行くことが必要

である。  

 

（２）ワーク別管理シート以外の方法での評価  

また、ワーク別管理シートは実施した各事業の評価を行い反省点・改

善点を残す書類としては十分なものとはいえない。各事業の的確な改善

点を、後の施策・事業の参考とするために、各事業に関し、別に書式を

用意し、事業遂行過程で担当者が気付いた点を適宜文章として記載し、

記録に綴って残すようにするべきである。  

また、 5 か年計画等の長期の計画にあっては、各事業の評価を基本的

に単年度で判断しない仕組みを作るべきである。  

さらに、これまでの効果検証方法は施策・事業を行った側からの視点

での検証となっていた嫌いがある。可能な限り事業の成果物（記事や番

組）を直接見聞きした人の生の声を収集して記録上残すよう努めるべき

である。  

「海の道構想」プロジェクトにおいても、最終的な達成目標は、「海の

道構想」プロジェクトの実施エリアに応じた適切な指標を設定する必要

がある。さらにこの最終目標を具体的なアクションとして効果的に管

理・達成するため、取組の仮説に記載した内容に対応した数値的に管理

可能な指標等を目標設定する必要がある。  

 

第５ 職員のスキルアップおよびノウハウの蓄積  

本監査の過程で、おもてなし人材育成セミナーやおもてなし研修のよ

うな非常に有益と思われるセミナー等の成果も見られた。  

これらセミナー・研修は、ホテル、運輸、観光施設などの観光事業者

で接客に従事している人を対象とした接遇の基本的姿勢、各業種で心が

ける接遇ポイント（接遇基礎研修）、それら観光事業者の管理職を対象と

した従業員の接遇改善指導ポイント（管理者向け研修）、県の調査で観光

関係者の対応等の評価が低い地域の観光事業者で接客に従事している人

を対象とした接遇強化（接遇強化研修）、観光協会、商工会、ＮＰＯ法人、

市町などの観光事業関係者を対象とした地域の素材を活かした実際に売
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れる魅力ある旅行商品作り（地域の担い手向け観光地づくり研修）を内

容とするものであったが、いずれも、目的に沿った、分かりやすい、そ

して多くが講演者の実体験に基づいた好適な例を用いたものであり、県

民の観光客に対する接遇の心掛け、すなわち「おもてなし」の心を向上

させるという目的に沿い有効なものと認められた。  

これら研修･セミナーは上記の対象者のスキルアップにつながり、確実

に広島の魅力アップにつながるものと考えられるが、県の関連部局の職

員がこれらを受講することで担当職員としてのスキルもアップし、マイ

ンドも醸成され、今後の施策・事業の遂行にプラスになると考えられる。  

以上述べたところより、関連部局の職員もこれらを受講するなどして

そのスキルアップ等を図ることが望ましい。  

 また、海の道プロジェクトのように同一の事業を繰り返し行うのでは

なく、したがって担当者と業者との癒着が考えられないような部署にあ

っては担当者の専門性養成も考慮した人事異動を考えてよいと思われる。 

 

第６ 契約について  

１ 契約条項  

（１）「監督・検査条項」  

監督・検査条項については、第１章監査の基本的指針において述べた

とおり、契約が（準）委任契約である場合は、民法は委任者の立ち入り

権限までは規定していないのであるから、委託契約が、その法的性質が

委任なのか請負なのかはっきりしない場合があることを考慮すると、監

督･検査条項は、原則として契約書の中に記載する必要があろう。  

 

（２）いわゆる「反社条項」  

一部契約において、暴力団等排除措置条項が記載されていないものが

見受けられた。その理由についてヒアリングを実施したところ、その業

務の内容からして暴力団等の介入が想定できないこと、県の参加資格者

名簿から選ばれた業者であり、名簿登載段階でチェックが入っているこ

と、複数企業が企業グループとして応募してきており、外部に下請け等

に出すことが想定されていないこと、などが挙げられた。  

暴力団等排除措置条項を設けるか否かについて、契約ごとに個別的に

判断することとしていると、当初想定していない形で暴力団等が介入す

ることを防ぐことができなくなるおそれがある。  

「広島県暴力団排除条例」や、物品調達等の契約に係る暴力団等排除

措置要領においても、県の締結する契約において反社会的勢力が関わる
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ことを極力排除しようとしているのであるから、一律に全ての契約に盛

り込むこととすることが、暴力団等の想定外の介入を防ぐという観点か

らも、個別的判断による県の負担軽減という観点からも、妥当であると

考えられる。  

 

（３）「危険負担条項」  

観光課事業で締結される契約の多くは、広島県が業者に対し、観光に

関する業務遂行、企画立案、記事・番組・パンフレットの作成等を依頼

することを内容とするものである。したがって、第１章で述べたとおり、

危険負担条項を契約書に記載しなくても、民法上の危険負担条項の適用

により広島県に不利益が及ぶ可能性は低い。  

 

（４）「かし担保条項」  

本監査の対象となった事業にかかる契約は準委任契約なのか、請負な

のか、それとも両者の混合契約なのか、明確でないものがあった。準委

任契約とされれば、第１章で述べたとおり、相手方に対し完全履行の請

求や、これができない場合契約解除や損害賠償が可能であるが、請負契

約とされれば、かしによって契約目的が達成できないときを除き、物の

修補（場合によっては加えて損害賠償請求）しか請求できず、契約の解

除はできない。したがって、請負のかし担保責任条項が適用される方が、

広島県が業務の発注者の場合は、若干不利になる場面が多いと考えられ

る。  

このように、契約性質上、民法の如何なる契約と認定され、どのかし

担保責任条項が適用されるかが不明確な場合には、かし担保責任の有無

や内容が可能な限り明確となるような条項を入れるべきである。  

 

（５）「合意管轄条項」  

前述のとおり、管轄に関する合意は、第一審の裁判所（地方裁判所ま

たは簡易裁判所）だけ合意することが許されるが（民事訴訟法 11 条）、

県が締結する契約関係につき、裁判上の争いになった場合、第一審裁判

所の管轄がどこになるのかは、隔地者間の契約では、訴訟の費用、時間

の面で大きな差異が出る。  

本監査の対象となった契約には遠隔地の当事者との契約が相当数見ら

れた。これらの契約については合意管轄条項を規定することも検討され

るべきである。  
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（６）「個人情報保護条項」  

第１章記載のとおり、個人情報の保護は法律上の要請であるから、個

人情報保護に関する条項は契約書中に入れるべきと解される。しかし、

「海の道構想」プロジェクトの委託契約書中１件この条項が抜けている

契約があった。  

個人情報保護条項を規定するとともに、契約相手方が個人情報をどの

ように管理しているか確認することも必要であろう。  

 

（７）「契約金に関する条項」  

本監査の対象となったいくつかの契約に、契約規則に記載すべきとの

定めのある契約金の支払又は受領の時期及び方法、契約履行届の徴求に

ついて、記載が漏れているものがあった。契約規則に従い、これらの項

目については規定されるべきである。  

 

２ 契約書式の改善について  

（１）契約書雛形の作成  

契約規則等で記載が必要とされる条項の全てを網羅した契約書雛形を、

業務委託契約、請負契約、売買契約等の典型的ないくつかの契約類型に

応じて作成しておき、個別の契約締結時の交渉で、必要な限度で加除を

考えて行くことにすることが検討されてよい。今後、新たな契約を締結

するに際しては、すでに締結済みの契約書を下書きにするのではなく、

常にベースとなる契約書雛形を基に契約書を作成するようにするように

し、そのことを周知徹底するべきである。また、契約作成に当たって、

重要な契約などにあっては、法制グループや契約管理グループに点検を

依頼するようにし、さらに、担当課内において、記載が必要な契約条項

が盛り込まれているかのチェックリストを作成して活用することが検討

されるべきであろう。  

 

（２） 契約事務に関する解説書作成の必要性  

以上に挙げたものの他に、契約規則 4 条により、契約を結ぶ者に契約

金額の 100 分の 10 以上の契約保証金を納めさせることが要求されている。

しかし実際には多くの場合に、 4 条 1 項 5 号により、県の入札資格者名

簿登載者との契約である場合には保証金の納入を免除されている。しか

し、同 5 号は、「その必要がないと認められるとき」にのみ免除を認めて

いるが、如何なる場合がこれに該当するかの判断基準は、前記「文書事

務の手引」では定められていない。  
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また、監督・検査権条項については、広島県総務事務課契約管理グル

ープの見解では、監督とは「契約履行に向けての指示等」を意味し、検

査とは「契約履行により出来上がった成果物が仕様書どおり作成されて

いるかの確認」というような意味とのことである。しかし、「監督」とい

う文言が契約書において使用される場合、通常「指示」などではなく、

「指揮・命令」というような意味を有するのではないかと考えられる。

そうであるにもかかわらず、この「監督」の具体的な意味については、

やはり「文書事務の手引」には記載されていない。  

これらの点に限らず、これまで述べてきたような契約書作成上の問題

を解決するために、記載すべき条項の意味内容や適用場面、あるいは上

記した保証金納入免除の判断基準などの契約作成にあたっての注意点を

盛り込んだ契約事務に関する解説書を「文書事務の手引」とは別に新た

に作成するべきである。  

 

３ プロポーザル方式の契約について  

プロポーザル方式の契約について、審査委員に専門家が選任されてい

ない事例が散見された、第１章で述べたとおり、平成 24 年度までは、プ

ロポーザル手続の実施方法について特に全県的な決まりはなかったが、

平成 25 年 3 月 15 日に「公募型プロポーザル事務処理要領」が制定され、

以後、プロポーザル手続はそれに沿ってなされるようになっている。  

プロポーザル方式の契約は、単に金額の多寡により決定するものでは

なく、企画･提案を公募し、提案内容を審査して契約締結先を決定するも

のであるから、審査を行う審査委員が専門性を有していることが肝要と

なる。  

したがって、プロポーザル方式の契約については契約締結先選定の審

査委員に専門家を入れるべきである。  

 

４ 口頭による合意について  

ＴＡＵの店舗物件の賃貸借契約において、書面によらない口頭による

合意を行っている事例が見られた。契約の種類によっては書面でなく口

頭の合意でも有効に成立するが、口頭合意は、後に契約当事者間で合意

内容に食い違いが発生したり、場合によっては合意の存在そのものにつ

いても争いになる可能性もある。県の行う契約においては、このような

弊害を避けるためにも、また、後日の検証のためにも口頭による合意を

避け書面により合意をなすべきである。  
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第７ 業務委託  

１ 委託内容について  

計画策定業務について、いくつかの委託契約において、県が主導的に

計画の策定を行うのではなく、業者に一から委託してしまっていたもの

が見受けられた。  

計画策定は、実施主体自らが主導的に策定しなければ、事業に対する

思いや意気込みを反映することは容易でない。また、計画策定や企画の

ノウハウを実施主体で蓄積することができず、計画自体の責任が曖昧と

なる。  

実施主体が主導的な立場となって計画を策定すべきである。また、計

画策定関連業務の委託範囲は、あくまで情報収集や課題解決方法の実

証・検証などの支援業務を中心に実施する必要がある。  

 

２ 業務の完了検査手続について  

業務委託先からの実績報告書の日付より前の日付での検査調書に、実

績報告書がすでに添付されているかの記載のあるものが見受けられた。  

実際には実績報告書も確認したうえで検査調書は作成されているとのこ

とであったが、検査調書を提携文言で記載してしまう習慣からこのよう

なことが起こっているものと考えられる。  

検査調書には、実際にどのように検査したか具体的に記載し、検査調

書には検査した書類を添付すべきである。  

 

第８ おわりに  

最後に、本監査の対象となった各事業を担当された県の職員の方々の

努力と熱意に心から敬意を表するとともに、今回の監査結果が、今後の

県の観光関連事業のより効果的かつ効率的な遂行の一助となることを願

い、本書の結びとする。  

 


